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１．専門職大学設置の趣旨及び必要性 

１．１．設置の背景：社会・産業ニーズ 
１．１．１．100 年に一度の大変革期にある自動車関連産業(自動車関連産業の動向) 
(１)エネルギー枯渇、地球温暖化防止への対応 

20 世紀後半、それまでの化石燃料主体のエネルギー体系を揺るがす大きな警告があった。一つは
1970 年のローマクラブによる「成長の限界」により石油枯渇の問題が明らかになったことである。もう一つ
は 1989 年に NASA のジェームズ・ハンセンによる「この夏の暑さと干ばつの原因の 99%は地球温暖化
によるものだ」という米国議会の公聴会での温暖化に対する警告による問題の顕在化である。これらの問
題に対応することの必要性については、国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジ
ェンダ」において「持続可能な開発目標（SDGs）」の目標 13「気候変動及びその影響を軽減するため
の緊急対策を講じる」として設定されている(資料 1-1-1)。 

我が国においても、2020 年 10 月 26 日、菅内閣総理大臣の所信表明演説で「2050 年カーボン
ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」が宣言された。また、2021 年 10 月 8 日岸田内閣総
理大臣の所信表明演説においても「二〇五〇年カーボンニュートラルの実現に向け、温暖化対策を成
長につなげる、クリーンエネルギー戦略を策定し、強力に推進すること」が宣言された。これら問題を解決
すべく世界が歩調を合わせ、CO2 排出の 20%を占める内燃機関自動車からの排出を抑えるために、電
動モーターを駆動装置とする電気自動車等の電動モビリティへのシフトが進められている(詳細は後述)。 
 
(２)交通事故、渋滞、交通弱者の交通システムへのアクセス確保等への対応 

また、自動車社会が抱える問題として交通事故、渋滞、交通弱者の交通システムへのアクセス確保
などの問題がある。これらに関しても、上記 SDGs 目標の目標 3・目標 11 において個別のターゲットとし
て設定されている。我が国においても、内閣官房日本経済再生総合事務局「未来投資戦略 2018」に
おいて、フラッグシップ・プロジェクトの第一項目に「次世代モビリティ・システムの構築」が挙げられ、推進さ
れている(資料 1-1-2)。これらの問題への対応のため、古くは 1960 年代から自動運転の研究が進めら
れてきた。昨今、GPS 衛星の打ち上げが進み、これに伴う正確な地上での車両位置特定や障害物セン
サー、カーナビゲーション技術などが実用化されるとともに、極めて低費用で利用可能になった。また、これ
らからの情報をやり取りするモノのインターネット（IoT）化、第５世代移動通信システム（5G）や、情
報を処理する人工知能（AI）等技術の発展により、自動運転が現実になりつつある。 
 

上記(1)(2)のように、地球温暖化防止や事故、渋滞、交通弱者の交通システムへのアクセス対策な
どの社会ニーズへの対応として、また電動化や自動運転という技術革新の流れの延長上に、自動車関
連産業は「CASE1」「MaaS2」をキーワードとした「100 年に一度の大変革期」に直面している。この点に
ついては、「2020 年ものづくり白書」にて言及されている(経済産業省、厚生労働省、文部科学省によ
り発行。資料 1-1-3)。 

 
1 Connected, Autonomous, Shared/Service, Electric：インターネットとの常時接続、自動運転、共有とサービス、電動化の
頭文字の組み合わせ 
2 Mobility-as-a-Service の略称 



設置趣旨（本文）－4 

１．１．２．自動車関連産業の現状と将来見通し(自動車関連産業の動向) 
(１)自動車関連産業(世界市場)の現状と我が国主要自動車メーカーの状況 
①自動車関連産業(世界市場)の現状 

まず、自動車関連産業の世界市場の状況を概観し、主要市場がどこであるかを確認する。日本貿易
振興機構（ジェトロ）「主要国の自動車生産・販売動向(2020 年 10 月)3」によると、2019 年にお
ける国・地域別の新車登録・販売台数は以下の通りである(資料 1-1-4)。 
 

表 1.1.1：2019 年における国・地域別の新車登録・販売台数 
国・地域 販売台数(台) 構成比 

世界計 91,358,457 100% 
中国 25,768,677 28% 
EU 17,813,165 19% 
米国 17,480,004 19% 
インド+ASEAN+韓国 9,102,623 10% 
日本 5,195,216 6% 
その他 15,998,772 18% 

出所：日本貿易振興機構「主要国の自動車生産・販売動向(2020 年 10 月)」を基に作成 
 

 2019 年度において、世界では 91,358,457 台の新車が販売されている。国・地域別の構成比とし
ては、中国 28%、EU19%、米国 19%、インド+ASEAN+韓国 10%、日本 6%、その他 18%とな
っており、中国・EU・米国で世界市場の約 7 割を占めている。 
 

②我が国主要自動車メーカーの状況 
 次に、我が国主要自動車メーカーの海外販売比率を確認する。各社 IR 資料、Web サイトによると、
2020 年度における主要自動車メーカー各社の海外販売比率は、以下の通りである。 
 

表 1.1.2：2020 年度における我が国主要自動車メーカー各社の海外販売比率 
企業名 国内販売 海外販売 合計 海外販売比率 

トヨタ 1,504,221 7,187,947 8,692,168 82.7% 
ホンダ 592,000 3,954,000 4,546,000 87.0% 
日産 315,391 2,733,094 3,048,485 89.7% 
スズキ 647,222 1,923,985 2,571,207 74.8% 
三菱 73,000 728,000 801,000 90.9% 
マツダ 177,043 1,065,962 1,243,005 85.8% 
スバル 105,540 773,892 879,432 88.0% 

出所：各社 IR 資料、Web サイト 

 
3 日本貿易振興機構に確認したところ、2021 年版の公開は 10 月末予定のため、申請時においては本資料が最新の資料である。 
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 我が国主要自動車メーカーにおいては、海外販売比率は一様に 70%を超えており、国内販売より海
外販売の比重が高いことがわかる。 
 

以上の通り、世界市場の構成比、我が国主要自動車メーカー各社の海外販売比率を踏まえると、
我が国の自動車関連産業に貢献する人材として、世界市場へ向けて製品・サービスを開発・展開するこ
とを見据えた人材を養成することが求められると考えられる。 

 
(２)今後求められる車種と将来見通し 
①各国の規制動向と世界市場において今後求められる車種 

次に、各国の規制動向から、世界市場において今後求められる車種について言及する。CO2 排出の
20%を占める内燃機関自動車からの排出を抑えるために、電動モーターを駆動装置とする電気自動車
等へのシフトが加速している。日本貿易振興機構ビジネス短信によると、各国の代表的な対応は以下の
通りである(資料 1-1-5)。 
● 米国では、カリフォルニア州において、「同州内におけるガソリン車の新車販売を 2035 年までに禁

止」「同年までに州内で販売する全ての新車（乗用車およびトラック）をゼロ・エミッション車両 4とす
ることを義務」とする知事令を発令した(2020 年 9 月 23 日)。また、連邦政府においても、2030
年までに販売される新車（乗用車と小型トラック）の 50％以上をゼロ・エミッション車両とする大統
領令を発令した(2021 年 8 月 5 日)。 

● 中国自動車エンジニアリング学会は、中国政府工業情報化部装備第 1 司の指導の下、「省エネ
ルギー・新エネルギー車技術ロードマップ 2.0」を作成し、「自動車販売台数に占める新エネルギー
車 5の割合を 50％以上にする」「新エネルギー車の販売台数のうち純電動車の割合を 95％以上
にする」ことを発表した(2020 年 10 月 27 日)。 

● 英国では、「グリーン産業革命」において、「2030 年までにガソリン車、ディーゼル車の乗用車および
バンの新車販売を段階的に禁止する」ことを宣言した(2020 年 11 月 18 日)。 

● 欧州委員会では、「持続可能なスマートモビリティー戦略」において、2030 年までに電気自動車を
最低でも 3,000 万台増やす目標を設定した(2020 年 12 月 9 日)。また、2035 年までに全て
の新車の CO2 排出量を 100％削減する目標設定を含めた、乗用車・小型商用車（バン）の二
酸化炭素（CO2）排出基準に関する規則の改正案を提案した(2021 年 7 月 14 日)。 

 
 以上の通り、世界市場の 7 割を占める米国・中国・欧州においては、各国の規制・目標に基づき電気
自動車が今後求められる製品となっていくことがわかる。 
 
 
 

 
4 排出ガスを一切出さない電気自動車や燃料電池車など 
5 同資料においては、新エネルギー車＝プラグイン・ハイブリッド車（PHEV）と純電動車（BEV）、省エネルギー車＝燃料電池車
（FCEV）、レンジエクステンダー式車（REEV）、ハイブリッド車（HEV）と分類されている。 
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②世界市場における電気自動車販売の見通し 
 電動車の車種別新車販売に関して、株式会社富士経済調査(2021 年 7 月 9 日公表)において、
2020 年と 2035 年におけるハイブリッド車・プラグインハイブリッド車・電気自動車の新車販売台数
(2035 年は予測値)がまとめられている(資料 1-1-6)。2020 年においては、台数の多い順にハイブリッ
ド車 269 万台(構成比 46.0%)、電気自動車 220 万台(構成比 37.6%)、プラグインハイブリッド車
96 万台(構成比 16.4%)となっている。一方、2035 年予測においては、台数の多い順に電気自動車
2,418 万台(構成比 49.2%)、ハイブリッド車 1,359 万台(構成比 27.6%)、プラグインハイブリッド車
1,142 万台(構成比 23.2%)となっており、電気自動車が自動車関連産業における今後の世界的な
主流製品になることが見通されている。電気自動車に関しては、以下の通り、主要市場のうち特に中
国・欧州で大きく成長するものと見込まれている。 
 

表 1.1.3：電気自動車の 2020 年および 2035 年予測における地域別新車販売見通し 
地域 2020年(万台) 2035年予測(万台)  2020年比(倍) 

全体 220 2,418 11.0 
中国 102 936 9.2 
欧州 80 851 10.6 
その他 38 631 16.6 

出所：株式会社富士経済調査 
 
 以上の通り、自動車関連産業のニーズを検討するうえでは世界市場を、特に世界市場の 7 割を占め
る米国・中国・欧州を見据えることが前提となる。これらの国々では、内燃機関を含む自動車の規制が
進み、今後電気自動車が主流となる。こうした背景を受け、市場の成長としても電気自動車は大きな
伸びを見せると予測されている。 
 
(３)我が国の成長戦略「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」、企業の方針 

我が国において、2020 年 10 月 26 日、菅内閣総理大臣による所信表明演説で「2050 年カーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」が宣言された。これを受け、2020 年 12 月 25 日に
は、2030 年代半ばまでに乗用車新車販売で電動車 6100%の実現を目指すことを含めた「2050 年
カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定され、2021 年 6 月 18 日に改訂された。(改訂版
を資料 1-1-7 として提出する)。 

同戦略では、「⑤自動車・蓄電池産業」の章が設けられ、欧米・中国を中心に想像以上のペースで
進む化石燃料による内燃機関自動車（ガソリンエンジン車やディーゼルエンジン車）の規制と電気自動
車等の電動車の戦略的普及に対応するため、我が国の自動車関連産業の目指すべき方向性や国の
方針について、以下の通り言及されている。 

 

 
6 同資料においては、電動車＝電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車とされ
ている。 
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＜2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(2021 年 6 月 18 日改訂版)＞ 
(自動車産業関連箇所抜粋) 

（５）自動車・蓄電池産業 
自動車は、電動化を推進する。この取組は、自動車産業のみならず、エネルギー供給、様々な産

業、生活や仕事、モビリティや物流、地域やまちづくりに関わるものであり、支援・規制等の幅広い政策
をパッケージとして、積極的に総動員しなければならない。また、我が国産業の国際競争力にもつなが
るよう、特定の技術に限定することなく、パワートレインやエネルギー・燃料等を最適に組み合わせて、
多様な道筋を示す必要がある。さらに、日本の自動車産業は、世界各国に自動車を供給する、世
界に冠たる総合的な技術力をもつ基幹産業であり、諸外国の電動化に関する目標や規制、支援等
の施策や、これらの施策による電動車市場の状況に注目して、包括的な措置を講じる必要がある。
関連産業には中小零細企業が多くを占める分野も多いことから、電動化への対応の他、新たな領域
への挑戦、業態転換や多角化、企業同士の連携や合併等を通じて、カーボンニュートラル実現に向
けて、前向きに取り組めるような産業構造を目指すべきである。 

こうした基本的な考え方の下、以下の取組を進めていくことにより、日本はこの分野でのリーダーを目
指さなければならない。 

2035 年までに、乗用車新車販売で電動車 100％を実現できるよう、包括的な措置を講じる。 
商用車については、８トン以下の小型の車について、2030 年までに、新車販売で電動車 20～

30％、2040 年までに、新車販売で、電動車と合成燃料等の脱炭素燃料の利用に適した車両で
合わせて 100％を目指し、車両の導入やインフラ整備の促進等の包括的な措置を講じる。８トン超
の大型の車については、貨物・旅客事業等の商用用途に適する電動車の開発・利用促進に向けた
技術実証を進めつつ、2020 年代に 5,000 台の先行導入を目指すとともに、水素や合成燃料等の
価格低減に向けた技術開発・普及の取組の進捗も踏まえ、2030 年までに、2040 年の電動車の
普及目標を設定する。 

二輪車については、引き続き世界市場をリードしていくため、蓄電池規格の国際標準化やインフラ
整備等、国内外の取組を通じて電動化を推進する。 
 各国では電気自動車等への施策が相次いで打ち出されており、例えば、欧州の一部の国やカリフォ
ルニア州では、2040 年以前に電気自動車や燃料電池自動車等のゼロエミッション車へ転換するとの
目標が相次いで打ち出されるとともに、欧州では約 2,500 億ユーロ（内数）、米国では約 1,740 
億ドルの支援が検討されている。 

また、2021 年 6 月に行われた G7 サミットにおいては、①持続可能で、脱炭素化された移動と、
バス、列車、海運及び航空産業を含む排出ゼロ車両技術を拡大することにコミットする、②2020 年
代を通して、またそれ以降も、このために道路交通部門の世界的な脱炭素化のペースを劇的に加速
させる必要性を認識する（充電及び充填インフラを含む必要なインフラの展開の加速化、及び公共
交通機関、共有モビリティ、自転車、徒歩を含むより持続可能な交通手段の提供の強化への支援を
含む）、③排出ゼロ車両の導入を促進するために、ディーゼル車やガソリン車の新規販売からの移行
を加速させることにコミットする旨が言及されている。 

我が国においても、この 10 年間は電気自動車の導入を強力に進め、電池を始め、世界をリードす
る産業サプライチェーンとモビリティ社会を構築する。この際、特に軽自動車や商用車等の、電気自動
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車や燃料電池自動車への転換について、特段の対策を講じていく。また、部品サプライヤーや地域経
済を支える自動車販売店、整備事業者、サービスステーション（SS）等の加速度的な電動化対応
を後押しするべく、「攻めの業態転換・事業再構築」を支援していく。 

CO2 排出削減と移動の活性化が同時に実現できるよう、車の使い方の変革による地域の移動課
題の解決にも取り組む。将来的な理想像として、例えば交通事故や交通渋滞が限りなくゼロとなるモ
ビリティ社会が挙げられるが、それに向けて自動車分野においては自動走行・デジタル技術の電動車
への実装を進めることとする。このように、中長期的な移動課題の解決を目指し、ユーザーの行動変
容や、電動化に対応した新たなサービス・インフラの社会実装を加速する。 

また、蓄電池は、自動車の電動化や再生可能エネルギーの普及に必要となる調整力のカーボンフ
リー化等のグリーン化や、デジタル化の進展の要となる「新たなエネルギー基盤」である。研究開発・実
証・設備投資支援や制度的枠組みの検討、標準化に向けた国際連携といった政策により、蓄電池
の産業競争力強化を図る。 

こうした取組やエネルギーの脱炭素化の取組を通じて、カーボンニュートラルに向けた多様な選択肢
を追求し、2050 年に自動車の生産、利用、廃棄を通じた CO2 ゼロを目指す。 

 
 以上の通り、国際的なコミット、世界各国の関連施策・規制などによる自動車の電動化推進の動向を
踏まえ、我が国の自動車関連産業政策においては、 
● 日本がこの分野でのリーダーを目指さなければならないこと 
● この 10 年間で電気自動車導入の強力に推進 
● 世界をリードする産業サプライチェーンとモビリティ社会の構築 
● 特に軽自動車や商用車等の電気自動車や燃料電池自動車への転換 
● 部品サプライヤーや地域経済を支える自動車販売店、整備事業者、サービスステーション（SS）

等の加速度的な電動化対応を後押し 
などを実現することとされている。 
 

(４)自動車関連企業の方針 
こうした大変革に対して、我が国を代表する企業であり、グローバルでトップクラスの存在感を発揮する

自動車関連企業においては、例えばトヨタ自動車では「100 年に一度の大変革の時代を生き抜くために」
という社長メッセージの中で「トヨタを『自動車をつくる会社』から、『モビリティカンパニー』にモデルチェンジす
る」ことを発信し、自社の在り方の大変革により対応としている (資料 1-1-8)。また、今後の主流製品と
なる電気自動車の今後の展開については、例えば、世界 2 位の我が国自動車メーカーであるトヨタ自動
車においても、「EV の普及を目指して」という副社長のメッセージを発表し(資料 1-1-9)、EV の本格展
開に向けて、 
● 2020 年、中国を皮切りに自社開発の量産型 EV を本格導入 
● 以降、トヨタ･レクサス両ブランドでグローバルに車種展開拡大（中国に加え、日本・インド・米国・

欧州に順次） 
● 2020 年代前半には、10 車種以上をラインナップ 
を推進するとしている。 
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また、EV 普及に向けてこれからトヨタが取り組むこととして、 
● 超小型 EV を活用した新たなビジネスモデル構築に向け、まず日本でスタート 
● 既に EV の市場ができつつある地域に向けては、市場ニーズに応じた様々なタイプの EV を、低コス

トで効率的に開発 
などを推進するとしており、現状では特に国内市場においてはハイブリッド車を主力とする一方、今後国内
外を問わず積極的に電気自動車を展開する方向性を示している。 

本田技研工業では、2030 年に向けたビジョンにおいて、実現すべき価値として持続可能な社会を実
現するための「カーボンフリー技術」、交通事故ゼロをめざした「事故ゼロ技術」、生活の可能性を拡げる
「Honda eMaaS」に関する技術を掲げたうえで、四輪車グローバル販売台数の 3 分の 2 を電動化する
ことを目標としている(資料 1-1-10)。 

自動車メーカーの動きに連動して自動車部品メーカーにおいても、例えばデンソーでは、CASE 向け中
核部品の開発に2017年度から3年間で約5,700億円を投資したり、社長直轄の組織としてCASE・
MaaS 対応専門組織を設置するなどの動きがある(資料 1-1-11)。 
 
 以上の通り、自動車関連産業の主要市場は、国内市場でなく世界市場(特に中国、欧州、米国で 7
割を構成する)である。各国の規制等を踏まえると、2030 年代には世界市場の新車販売において電気
自動車が主流となり、十分な成長も見込まれている。我が国成長戦略や、海外販売比率が 75%を超
える我が国自動車メーカーにおいても、この世界市場の動向に対応しようと取り組まれている。このような
社会ニーズに合致した人材を養成する高等教育機関が求められている。上記を整理すると、図 1.1.1
の通りとなる。 
 

 
図 1.1.1：電気自動車を中心とする社会的ニーズと人材養成に対応する高等教育機関の必要性 

  

自動車関連産業の
主要市場は世界市場

我が国主要自動車メーカー
では海外販売比率が7割

世界市場で規制が進み電
気自動車が主流になる

電気自動車は最も成長が
見込まれている

国の成長戦略：当該分野
で世界のリーダーを目指す

我が国主要自動車メーカーでも
海外向けに電気自動車を展開

世界市場を見据えることの
できる人材が必要

今後主流になる電気自動
車を理解した人材が必要

国の戦略や企業戦略と
合致した人材養成が必要

これら社会ニーズに合致
した人材を養成する
高等教育機関が必要
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１．１．３．自動車関連産業を含む製造業における人材不足 
(１)自動車関連産業における人材・スキルのミスマッチ 

経済産業省「第 2 回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する
検討会(2020 年 9 月 14 日)」の資料「Ⅰー１．日本経済を支える自動車産業(資料 1-1-12)」に
よると、我が国において、自動車関連産業（製造部門のほか、販売・整備部門、運送業などの利用部
門、ガソリンステーションなどの関連部門、鉄鋼業などの資材部門を含む）は、就業人口が全就業人口
の約 1 割を占め、製造品出荷額は全製造業の 2 割近くに上る主要産業である。就業部門別の就業
人口、業種は表 1.1.4 の通りである。 

 

表 1.1.4：自動車関連産業と就業人口 
部門 就業人口 業種 
製造部門 912 千人 自動車製造業（二輪自動車を含む）、自動車部分品・付属

品製造業、自動車車体・付随車製造業 
利用部門 2,694 千人 道路貨物運送業、道路旅客運送業、運輸に付帯するサービス

業等、自動車賃貸業 
関連部門 345 千人 ガソリンステーション、損害保険、自動車リサイクル 
資材部門 432 千人 電気機械器具製造業、非鉄金属製造業、鉄鋼業、金属製

品製造業、化学工業（塗料含む）、繊維工業、石油精製
業、プラスチック・ゴム・ガラス、電子部品・デバイス製造業、生産
用機械器具製造業 

販売・整備部門 1,031 千人 自動車小売業、自動車卸売業、自動車整備業 
＊一般社団法人日本自動車工業会（JAMA）ウェブサイト「日本の自動車産業」における資料「自動車関連産業と就業人口」
（http://www.jama.or.jp/industry/industry/industry_1g1.html）より。当該資料は総務省「労働力調査（令和元
年平均）」、経済産業省「平成 30 年工業統計表」「平成 28 年延長産業連関表」等に基づく。 

 

このような社会動向に対して、従来の自動車関連産業では技術体系・産業構造の大変革に対応で
きる人材が圧倒的に不足している現状がある(人材・スキルのミスマッチ)。現在の自動車関連産業にお
ける研究開発人材の 7 割がなんらかの形でエンジン開発に関与する技術者であると言われるが、こうした
人材のスキルの転換あるいは大変革に対応可能な新たな人材の確保が求められる。例えば、トヨタ自動
車においては、CASE 対応に向けて人員の拡充を進めているが(資料 1-1-13)、前述の「2050 年カー
ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」において設定された「2035 年までに、乗用車新車販売で電動
車 100％を実現」という国の目標を踏まえると、今後の更なる加速が求められている。 
 
(２)製造業における人材不足 
①製造業の求人総数と民間企業就職希望者数 
 株式会社リクルート「第38回ワークス大卒求人倍率調査（2022年卒）」によると(資料1-1-14)、
表 1.1.5 の通り、自動車関連製造業の属する業種である製造業の求人総数と民間企業就職希望者
数(大卒＋大学院卒。文理の別は明記無し)の直近 5 か年の 2018 年～2022 年における推移は、
以下の通りである。 
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表 1.1.5：製造業の求人総数と民間企業就職希望者数 
【製造業】 2018 年 

３月卒 
2019 年 
３月卒 

2020 年 
３月卒 

2021 年 
３月卒 

2022 年 
３月卒 

求人総数（A） 265,300 279,400 279,200 233,900 227,600 
民間企業 
就職希望者数（B) 

130,100 141,600 141,400 146,200 132,800 

過不足数（B-A） ▲135,200 ▲137,800 ▲137,800 ▲87,700 ▲94,800 
 
 直近 5 か年の 2018 年～2022 年においては、求人総数に対して民間企業就職希望者数が大幅
に下回っており、約 9 万人～14 万人弱の深刻な人材不足が生じており、強い採用ニーズが存在するこ
とがわかる。2021 年 3 月卒及び 2022 年 3 月卒に関しては、他の年より過不足数がコロナ禍に伴い
縮小しているものの、バブル崩壊後の経済停滞期やリーマン・ショックほどの低水準とはなっていない。 
 
②製造業における採用充足率、採用結果に対する満足度 
 株式会社マイナビ「2021 年卒マイナビ企業新卒内定状況調査」によると(資料 1-1-15)、表 1.1.6
の通り、自動車関連製造業の属する業種である「製造業」において、2021 年卒・2020 年卒の採用充
足率(内定者数÷募集人数)は、本学で養成する人材像である「理系総合」に関して以下の通りである。
十分な充足率を得られていない結果となっており、特に理系総合への強い採用ニーズが存在することがわ
かる。 
 

表 1.1.6：「製造業」における 2021 年卒・2020 年卒の採用充足率 
卒業年次 2021 年卒 2020 年卒 
理系総合 80.5% 77.2% 

 
 また、表1.1.7の通り、製造業における理系総合にかかる採用結果に対する満足度に対する回答は、
以下の通りである。「質は満足・量は不満」が 2021 年卒・2020 年卒ともに最も高い値となっている。
「質は不満・量は満足」「質は満足・量は不満」「質・量ともに不満」とを合わせると、理系総合の採用結
果に対していずれかの不満を抱いているとの回答は、2021 年卒 60.1%・2020 年卒 73.6%である。
このことから、製造業の半数以上の企業において、理系総合への強い採用ニーズが存在することがわかる。 
 

表 1.1.7：製造業における理系総合にかかる採用結果に対する満足度 
卒業年次 2021 年卒 2020 年卒 
質・量とも満足 39.9% 26.3% 
質は満足・量は不満 33.2% 41.9% 
質は不満・量は満足 12.5% 13.1% 
質・量とも不満 14.4% 18.6% 
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株式会社マイナビ「2022年卒企業新卒採用予定調査」によると(資料1-1-16)、表1.1.8の通り、
自動車関連製造業の属する業種である「製造業」において、2022 年卒・2021 年卒の採用予定数の
増減について、本学で養成する人材像である「大学(理系)」に関して以下の通りである。2021 年卒に
比べて 2022 年卒の方が「増やす」の回答割合・「減らす」の回答割合がともに低下しており、「前年並
み」の回答割合が上昇している。一方、経年で見た場合に、大学(理系)は 11 年連続で「増やす」が
「減らす」を上回って推移しており、大学(理系)への継続した強い採用ニーズが存在することがわかる。 
 

表 1.1.8：「製造業」における 2022 年卒・2021 年卒の採用予定数の増減 
大学 

（理系） 
採用あり 

未定 
採用なし 

増やす 前年並み 減らす なし 中止 
22 年卒 17.7% 60.0% 6.0% 11.2% 3.3% 1.9% 
21 年卒 27.7% 58.1% 7.6% 5.2% 1.0% 0.3% 

 
③自動車関連製造業における人材確保の課題についての意識 
 経済産業省「第 2 回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する
検討会(2020 年 9 月 14 日)」の資料(資料 1-1-17)によると、自動車含む輸送用機械業では人材
確保に対する課題意識が特に強いことがわかる。輸送用機械業においては、人材確保について「大きな
課題となっており、ビジネスにも影響が出ている」への回答割合が 39.0%、「課題ではあるが、ビジネスに
影響が出ているほどではない」への回答割合が 39.7%となっており、他の業種に比べ最も高くなっている。 
 以上の①②③において示したデータから、製造業において深刻な人材不足が生じており、また本学で
養成する理系総合への充足度・採用満足度が高くないこと、大学(理系)への採用ニーズが強いこと、特
に自動車関連産業において人材確保に対する課題意識が特に強いことが確認できた。 
 
(３) 2020 年ものづくり白書での指摘 
①デジタル化による設計力の強化の必要性 

前出の経済産業省、厚生労働省、文部科学省により発行された「2020 年ものづくり白書」では、主
に以下の観点から設計力強化の必要性が指摘されている。 
● 急激な環境や状況の変化に迅速に対応する上では、製品の設計・開発のリードタイムを可能な限

り短縮することが必要となる。 
● 製品の品質・コストの 8 割は設計段階で決まり、工程が進むにしたがって、仕様変更の柔軟性は

低下する。それゆえ、迅速で柔軟な対応を可能にする企業変革力を強化する上では、設計力を高
めることが重要である。 

● 不確実性の時代において、設計のデジタル化が遅れていることは、我が国製造業のアキレス腱となり
かねない。デジタル化による設計力の強化が急務である。 

 
 また、図 1.1.2 の通り、2020 年ものづくり白書では以下のデータを用いて、製品設計力の向上や製
品設計のリードタイムの短縮というデジタル化による設計力の強化の効果を示している。 
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図 1.1.2：デジタル化による設計力の強化の効果 

 

デジタル化による設計に関しては、自動車関連産業においては「モデルベース開発(資料 1-1-18)」と
呼ばれ、本白書では「高機能化（電子制御システム及び安全運転システムの導入、ネットワーク化）・
複雑化が進む自動車開発の徹底的な効率化が不可欠となっており、開発・性能評価のプロセスをバー
チャルシミュレーションで行う MBD（モデルベース開発）の取組の重要性が拡大している。」とされている。
経済産業省においては、モデル間のインターフェースを定義づける「ガイドライン」と共通基盤としての「車両
性能シミュレーションモデル」を公開するなど、自動車関連産業におけるモデルベース開発浸透を推進して
いる(資料 1-1-19)。また、産業界においては、この経済産業省での取り組みを承継するため、国内自
動車メーカー5 社(SUBARU、トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業、マツダ)、部品メーカー5 社
(デンソー、アイシン、ジヤトコ、パナソニック、三菱電機)が運営会員となって MBD 推進センターを発足し、
MBD を日本全国の自動車産業に普及する取り組みが進められている(2021 年 9 月 24 日。資料 1-
1-20)。 
 前述の通り、自動車関連産業は 100 年に一度の大変革期にあり、本白書の言及する「急激な環境
や状況の変化」「不確実性の時代」の真っただ中にある。新たな技術に対応するだけでなく、テスラ・モータ
ーズやソニーなどの新興企業や異業種企業の新規参入に伴う競争激化にも対応しなければならない。こ
うした状況下において、競争力を維持向上するうえでモデルベース開発を浸透させ、製品設計力の向上
や製品設計のリードタイムの短縮を実現することは、自動車関連産業においても必要不可欠である。 
 

②デジタル化に対応できる人材強化の必要性 
2020 年ものづくり白書では、主に以下の観点から人材強化の必要性が指摘されている。 

● 我が国製造業のデジタル化を進める場合にボトルネックとなるのは、人材の質的不足である。 
● 製造業のデジタル化に必要な人材の能力として、全体を俯瞰する能力としてのシステム思考と、デ

ータ分析、モデリング、シミュレーション、そのベースとなる数理の能力である。 
● 教育の観点からは、ものづくりの基盤となる実践的・体験的な教育・学習活動を一層充実させると

ともに、「数理・データサイエンス・AI」のリテラシー教育を進めることが重要である。 
 前述のモデルベース開発を推進する場合のボトルネックとして、対応可能な人材の不足が課題となって
いる。特に、データ分析、モデリング、シミュレーション、そのベースとなる数理の能力を有し、ものづくりの基
盤となる実践的・体験的な教育を受けた経験を持つ人材が求められている。 
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以上をまとめ、これからの自動車関連産業で必要とされる人材像を整理すると、図 1.1.3 の通りとな
る。我が国の主要産業の一つである自動車関連産業における100年に一度の大変革のスピードと変化
に対応し、必要な知識・スキルを有した人材を産業界から要求される早さで質・量ともに満たすよう人材
を育成・輩出することが求められている。 
 

 
図 1.1.3：これからの自動車関連産業で必要とされる人材像 

 
１．２．専門職大学設置の経緯と必要性 
１．２．１．東北地域、山形県における製造業・自動車関連産業の人材ニーズ 
(１)東北地域における基幹産業の転換と地域の状況 

東北地域は、歴史的に宮城・岩手・山形をはじめ半導体産業・電気電子産業を中核に発展する政
策がとられてきた。しかし、半導体産業・電気電子産業において、アジア諸国の急速な生産拠点化の中
で、日本の半導体・電気電子産業にかかる世界的な地位は低下した。この動向を受け、東北経済産
業局を中心に、東北地域の新たな基幹産業として半導体・電気電子産業から自動車関連産業へと転
換が推進され、東北地域への自動車関連産業の生産拠点の移管が進められてきた。この一環として、
また東日本大震災を契機として、トヨタ自動車は東北復興の為にハイブリッド小型車の生産拠点を宮城
地域に移管する決定した。ハイブリッド小型車の生産においては電動化技術を扱うことから、東北地域の
ものづくり中小企業は、電動化技術の蓄積、当該技術を扱う人材の育成に急ピッチで取り組んでいる。 
 
(２)とうほく自動車関連産業振興ビジョン 

東北の強みを生かして自動車関連産業の集積を進めるため、東北７県（青森・岩手・宮城・秋田・
山形・福島・新潟）により設立された『とうほく自動車産業集積連携会議』では、「とうほく自動車関連
産業振興ビジョン～とうほく自動車関連産業のさらなる高みへ～」を定め(資料 1-2-1)、コンパクトカーを
はじめとする環境対応自動車など、世界に発信できる自動車の生産・開発拠点の形成を目指し、日本
のものづくりの一翼を担うことを目指している。同ビジョンでは、ビジョン実現に向けた「人材育成・確保の状
況」について、以下の通り現状と課題を整理し、それに対応するための戦略を設定している。 
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表 1.2.1：とうほく自動車関連産業振興ビジョン「人材育成・確保の状況」と対応戦略 
現状 ○首都圏等、域外への人材の流出が生じている。 
課題 ○現在～未来の自動車関連産業を支える人材の確保 

○三次元設計開発技術者などのさらなる高度技術ものづくり人材の育成 
戦略Ⅳ  
人 材 の 育
成・定着・
確保 

産学官が連携し、高度化・多様化する自動車産業において求められる知識や技能を
有する人材の育成・定着を促進するとともに、東北全体での安定した人材を確保しま
す。 
○企業ニーズに応じた人材育成・確保・定着 
・参入啓発セミナー、勉強会等の開催 
・先進企業による研修生受入 
・現地指導等の実施 
・求職者に対する有効な企業紹介（企業と求職者のマッチング） 
・働きやすい地域就労環境の整備 
○東北全体での安定した人材確保 
 ・県境を越えた企業ニーズの情報共有および人材確保 
（人材ネットワークの構築） 
○就学段階からの高度ものづくり人材育成 
・大学や高等専門学校等による高度ものづくり人材育成 
・中高生等を対象としたものづくり教育の推進 
・就業先企業に応じた技術習得 

 
 現在～未来の自動車関連産業を支える人材の確保、三次元設計開発技術者などのさらなる高度
技術ものづくり人材の育成が課題であり、その対応として大学や高等専門学校等による高度ものづくり人
材育成が挙げられている。 
 
(３)山形県における産業ニーズ 

また、本学が立地する山形県においては、令和 2 年 3 月に「山形県ものづくり産業振興戦略」におい
て(資料 1-2-2)、県内自動車関連製造業の方向性と人材確保・育成に関する課題・対応を以下の
通り示している。 
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表 1.2.2：山形県ものづくり産業振興戦略における県内自動車関連製造業の方向性と 
人材確保・育成に関する課題・対応 

＜自動車関連産業の方向性(抜粋)＞ 

1) 生産管理、品質管理、コスト削減、納期などの生産基盤の確立に加え、「小型化・軽量化」な
ど、新技術・新工法の開発力や提案力の向上が必要。 

2) トヨタ自動車東日本、1 次サプライヤー等の現地調達化に対応した産業集積が必要。CASE
技術（つながる・自動化・利活用・電動化）の急速な進展に伴う県内企業の構造転換に的確
に対応するため、電動化対応に先行している 1 次サプライヤー等との連携強化、最新の技術開
発の動向に関する意識啓発、知識習得の推進が必要。 

＜ものづくり人材に関する課題・対応(抜粋)＞ 
1) 人手不足が深刻で企業経営にも影響が懸念されており、外国人材の活用や IoT・AI 等を用い

た省力化など、待ったなしの対応が求められている。 
2) 大卒者の採用など、企業は高度な技術者を求めているが人材が集まらず、このままでは技術

の承継に問題が生ずるケースも考えられる。 
3) 多くの企業は、人材育成の必要性は認識しつつも、十分な対応はできていないと考えている。 
＜［施策 12］専門性の高い人材の育成（施策の展開方向）(抜粋)＞ 
1) 若者が大学や研究機関等における最先端の科学技術を学ぶことができる環境を関係機関が

一体となって整備し、将来の本県産業を担う人材の育成につなげていく。 
2) 県内企業の研究開発力の向上を図るため、高度な知識や技術、経験を有する人材の確保を

支援する。 
3) 産業界のニーズ、産業構造の変化、IoT、AI 等とものづくりの融合の進展など、ものづくりを取り

巻く環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成を図る。 
 

このように、本学が立地する山形県においても、前述のものづくり白書での指摘と同様に新技術・新工
法の開発力や提案力の向上が必要と認識されており、CASE に対応するための最新の技術開発の動
向に関する意識啓発、知識習得の推進が必要であると認識されている。また、大卒者など高度な技術
者の採用がままならず、技術の承継にも問題が生じている。これらへの対応として、若者が大学や研究
機関等における最先端の科学技術を学ぶことができる環境を関係機関が一体となって整備することが挙
げられている。 

また、前述の通り、県内の自動車関連企業及び参入に意欲的な企業並びに金融機関、産業支援
を目的とする法人等の交流と連携の場を創出し、山形県における自動車関連産業の振興と集積の促
進を図ることを目的とした、山形県自動車産業振興会議から本学設立に対して要望書が提出されてい
る(資料 1-2-3)。加えて、地域産業団体の一つである一般社団法人山形県自動車整備振興会から
も、電動化した自動車の急速な普及を見通し、本学設立に対して要望書が提出されている(資料1-2-
4)。 
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１．２．２．設置主体・学校法人赤門学院 
(１)法人沿革 

設置主体となる学校法人赤門学院（理事長・國分活妙 宮城県仙台市）は、1947 年 3 月に宮
城県知事の認可を受け、「東洋医学を社会に普及させ、国民の健康福祉に貢献する」ことを建学の理
念として設置された財団法人東北高等鍼灸学校を起源とする。 

我が国のモータリゼーション黎明期よりその後の日本国内における自動車普及による交通社会形成を
予測し、1951 年 9 月に財団法人名を赤門学志院と改称した後、1954 年 1 月に宮城県知事の認
可（指令第 417 号）を得て、整備科、小型科、普通自動車科、そして研究科の４科を併設する東
北自動車専門学校を設立した。当時宮城県下の自動車教習施設は公設の宮城県運転免許試験場
のみであり、同校が民間第一号であった。また、進展する自動車化時代には自動車を整備する人材の
育成も必要であると考え、1960 年 5 月に赤門自動車整備学校を設立、1971 年 11 月には運転教
育部門を株式会社赤門自動車学校として法人から分離独立することで、自動車整備科部門を財団
法人赤門学志院仙台赤門自動車整備学校とした。1978 年 3 月には専修学校としての設立認可を
機に学校名を赤門学志院自動車整備専門学校と改称し、以降２回の校名変更と財団法人清算及
び学校法人赤門学院設立を経て、学校法人赤門学院専門学校赤門自動車整備大学校となる。
2016 年 2 月には専修学校の専門課程における「職業実践専門課程」を文部科学大臣より認定され
た。 
 
(２)専門学校赤門自動車整備大学校の実績等 

本法人は「日々変化する世の中に、自動車の幅広い専門知識と技術を通し人間力を養い、将来性
と可能性を拓き、生活の基盤をつくり社会に貢献する人物を育成する」を教育理念に掲げ、約 60 年に
亘る自動車整備士育成により 1 万 3 千人以上の整備士人材を輩出してきたという実績を有する。本
法人・専門学校の現在の学科構成を表 1.2.3 に示す。 
 

表 1.2.3：専門学校赤門自動車整備大学校の学科構成 
学科 修業年限 定員 目指す国家資格 
１級自動車整備士科 ４年（昼間） 20 名 １級小型自動車整備士、２級ガソリン自動

車整備士、２級ジーゼル自動車整備士、
２級２輪自動車整備士 

２級自動車整備士科 ２年（昼間） 120 名 ２級ガソリン自動車整備士、２級ジーゼル
自動車整備士、２級２輪自動車整備士 

３級自動車整備士科 ３年（昼間） 25 名 ３級自動車ガソリンエンジン整備士、３級
自動車ジーゼルエンジン整備士、３級自動
車シャシ整備士、３級２輪自動車整備士 

※上表においては、「ディーゼル」について、国土交通省の自動車整備士技能検定の表記に従い「ジーゼル」と表記してい
る。本稿その他の箇所では「ディーゼル」にて表記を統一する。 
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このうち１級自動車整備士科(４年課程を修了すると文部科学省から「高度専門士」が付与される)
においては、電気自動車やハイブリッド車など「次世代自動車」の整備に対応できる人材育成にも取り組
んでいる。また、本法人は、2016 年から「飯豊町起業支援施設（飯豊町所有）」での電気自動車シ
ステムに関する研究開発の一部に参加し、専ら電気自動車のリバースエンジニアリング 7による解析に係
る解体分野に協力している。このように次世代自動車の整備士育成に加えて、電気自動車システムに
関する研究開発で最新の技術に間近に触れることで、本法人の國分理事長は電動モビリティシステム・
電気自動車システムの時代を迎えることへの実感を持ち、それを支えるための新しい人材養成の必要性
を強く感じることとなった。その後、飯豊町起業支援施設の所有者である飯豊町との協議を経て、本学を
設置することを構想した。本構想を推進するために、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展
の基盤強化に関する法律に基づく「地域経済牽引事業計画」を立案し、山形県知事の承認を受けてい
る(資料 1-2-5)。 
 
１．２．３．設置地域・山形県飯豊町 
(１)本学誘致の背景 

飯豊町では、内閣府「自治体 SDGs モデル事業」をはじめ、各種まちづくりにかかる先進的な取り組
みを推進してきた(資料 1-2-6)。産業振興面においては、上記の東北地域における基幹産業の転換に
対応するため、後藤幸平町長の強力なリーダーシップの下で、「飯豊電池バレー構想」を掲げ、我が国有
数のリチウムイオン電池・電動車の研究開発拠点化を進めてきた。 

上述のリチウムイオン電池の研究開発拠点は、飯豊町の起業支援施設整備事業により、かつて民間
工場だった建物を改修し、材料開発から電池システムまで一貫開発可能なパイロットプラントとして生ま
れ変わった 2016 年 1 月竣工の施設「飯豊町起業支援施設」である(後述する通り、本学は同施設を
借用して校舎とする)。ミキシング装置や塗工機、プレス機などの電池製造に必要な機材とともに充放電
機器、安全性試験装置といった電池の性能と安全性を測る機材まで整備され、この規模での開発設備
が整った拠点は公的機関としては我が国屈指となっている。なお、同施設の増強により、雇用拡大と経
済基盤の強化を図ることを目的とする「世界が注目！ 蓄電デバイス産業が集積するまちづくり」事業とし
て、内閣府から 2016 年に地域再生計画の認定を受けるに至っている(資料 1-2-7)。 

同施設では、電気自動車の先駆的な企業の一つであるテスラ・モーターズや、台湾企業などをはじめと
する国内外の企業（2021 年 3 月における連携企業数 35 社）との共同研究（関係する自動車関
連メーカーや電池関連メーカーの技術者が年間約千人飯豊町に来訪）により、自動車並びに次世代
ロボットや産業用機械に適したリチウムイオン電池と材料開発、組み立て、性能評価、安全性試験まで
を手がける最先端研究開発拠点づくりを目指している。加えて、現在では、研究開発の後工程に対応
するため、飯豊町主導でセパレータの大量生産拠点づくりを進めている。また、同地に所在する民間企
業・自動車部品メーカーの株式会社デンソー山形において、50 億円規模の追加投資により新工場の
拡張が行われ生産体制の強化が図られるなど、同地における電気自動車関連産業勃興の動きが加速
している。このような事例から、将来、持続的に同地の電気自動車関連産業が発展していくためには、産

 
7 製品を分解し、製品構造、部品構成・点数、材料成分までを分析解析することで、新しい技術の原理や製造法など
を理解する手法であり、そこに内在する問題を発見するための工学的手法 
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業の担い手となる人材の育成が課題となっている。このため、本学が誘致されることとなった(飯豊町から
の要望書を資料 1-2-8 として添付)。また、飯豊町において、互いの事業の発展や地域の発展のために
総合的な活動を行う団体である飯豊町商工会からも、本学設立に対して要望書が提出されている(資
料 1-2-9)。 
 

(２)気候特性と本学立地としての適切性 
飯豊町は日本有数の豪雪地帯である。電動モビリティシステム・電気自動車システムにおいて、降雪

や凍結に対して耐性を有し、安定な移動を可能とすることは極めて重要な要素の一つである。世界的な
自動車関連産業の立地があるデトロイトとミュンヘン周辺はともに北緯 45 度の位置にあり、ともに冬期は
降雪や凍結に悩まされる地域である。このような地で開発される自動車であるが故に、開発者は常に雪
や凍結を意識しながら設計、製造に関わることができる。これがこれらの地で生まれる車の品質を維持し
てきた。このことを想起すると、冬の雪の存在こそが気候環境に強力に対応できる電動モビリティシステム・
電気自動車システムの開発を教育するにふさわしい環境を作っている。 

一方で、飯豊町は米沢盆地に位置し、夏の高温にも晒される地域である。この地で教育が行われる
ことにより、学生がもう 1 つの過酷な気候条件としての暑さを体感し、電動モビリティシステム・電気自動
車システムの開発に活かす着想を得ることもできる。このように、過酷な気候条件 2 つを備える飯豊町は、
電動モビリティシステム・電気自動車システムの開発を教育するうえで最適な地の一つであるといえる。 

 

以上のように飯豊町は電気自動車システムの主要部品である電池技術の集積があり、かつ気候が電
気自動車システムを開発するのに極めて適しているという点で、本学を設立するには適地である。 

 

１．２．４．専門職大学設置の必要性 
(１)本学設置の必要性 
①本学設置の必要性 

以上の通り、前述の１．１．において示した自動車関連産業や我が国の製造業・ものづくりにおける
課題が、東北地域、山形県域においても同様に挙げられている。これに対応するための人材確保・育成
施策等も挙げられているが、大卒者など高度な技術者が必要とされているものの人材が集まらない現状
がある。このような自動車関連産業並びに地域産業の動向・人材に対する切実なニーズに対して貢献
するため、本学を設置し、理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引でき、変
化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる即戦力の専門職業人材を養成することが必
要である。 
 

②本学を直ちに設置するべき必要性 
自動車メーカーのスズキ Web サイトでは、新車の開発期間について「全く新しい自動車を企画してか

ら工場で生産されるまでには、およそ 3 年くらいかかっていました。最近では技術が進んで、開発期間はど
んどん短くなってきていますが、新しい自動車を開発する時にはその開発期間の長さを考え、少なくとも 5
～10 年先を考えて開発しています。」とされている。この開発期間に加えて、開発した製品の生産ライン
の立ち上げ、実際の生産に必要な期間が生じる。 

こうした自動車関連産業における新車の開発期間・生産に必要な期間と、「2050 年カーボンニュート
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ラルに伴うグリーン成長戦略」において設定された「2030 年代半ばまでに、乗用車新車販売で電動車
100％を実現」という国の目標を踏まえると、自動車関連産業はこれまで以上のスピードで電気自動車
の開発に注力することが求められる。そのため、本学を直ちに設置し、当該産業において活躍する人材を
養成することが必要であると考える。 
 

(２)本学が専門職大学である必要性 
①国の示す地方大学の方向性 
 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部・地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議の最終
報告「地方における若者の修学・就業の促進に向けて－地方創生に資する大学改革－(平成 29 年 
12 月８日)」では(資料 1-2-10)、地方の特色ある創生に向けた地方大学の対応として、①「特色」を
求めた大学改革・再編、②地方創生に貢献するガバナンス強化、③地方での役割・位置づけの強化、
④地域の生涯学習・リカレント教育への貢献、⑤地域のシンクタンクとしての機能、⑥企業研修のニーズ
への対応が求められている。特に①「特色」を求めた大学改革・再編に関しては、「地方大学は、『総花
主義』から脱却し、日本全国の若者や海外からの留学生を惹きつけるような、特色のある『キラリと光る
地方大学づくり』を進める。」方向性が示されている。 
 また、文部科学省中央教育審議会大学分科会「魅力ある地方大学を実現するための支援の在り方
について(令和３年８月)」では(資料 1-2-11)、地方大学の役割の一つとして、「社会全体の大きな価
値転換の中では、地域産業の DX やグローバル化を推進していくための人材育成」が重要であるとされて
いる。 
 

②専門職大学制度の趣旨 
専門職大学制度は、「特定の職業のプロフェッショナルになるために必要な知識・理論、そして実践的

なスキルの両方を身に付けることのできる大学 8」である。また、「我が国の社会情勢がめまぐるしく変化し、
課題も複雑化していく中で、今後、職業の在り方や働き方も大きく様変わりすることが想像されます。この
ような中で、我が国が、成長・発展を持続していくためには、優れた専門技能等をもって、新たな価値を
創造することができる専門職業人材の養成が不可欠です。この法律案は、こうした状況を踏まえ、専門
性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする専門職大学の
制度を設ける等の措置を講ずるもの 9」として設けられた制度である。 
 

③本学を専門職大学として設立する必要性 
 上記国の示す「キラリと光る地方大学づくり」「社会全体の大きな価値転換の中での人材育成」という
地方大学の方向性に対して、本学は、「物事を論理的・科学的に捉える能力、幅広い社会・利用者ニ
ーズを把握する能力、適切なコミュニケーション能力など職業的自立を図るための能力を有し、電気自動
車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用い
た開発手法に関する理論・技法と技術者としての倫理観を備え、データ分析・AI活用技法やビジネス関
連知識等の応用的・創造的な能力を有し、これらを統合させた実践的かつ応用的な総合力を主体的
に身に付け、電気自動車システム分野の企業においてこれまでに無い新たな製品や新たなサービスの開

 
8 文部科学省 web サイト https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/index.htm 
9 第 193 回(平成 29 年)通常国会に提出 学校教育法の一部を改正する法律案 提案理由説明（抄） 
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発を行う設計者」すなわち「Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティシステム開拓者)」を養成
することに特化し、専門分野・対象となる産業分野を前面に出した特色ある存在であり、自動車関連産
業の 100 年に一度の大変革という社会全体の大きな価値転換に対応する人材育成を実現することを
目指している。 

このような人材を養成し、地方大学として我が国の自動車関連産業・地域におけるこれからの人材ニ
ーズに貢献できる特色ある存在となるには、専門学校の教育する「実務に直接必要となる知識や技能」、
従来の大学が教育する「幅広い教養や学術研究の成果に基づく知識・理論とその応用」では十分でなく、
「深く専門の学芸を教授研究し、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展
開」させ、学生に豊かな創造力と高度な実践力を身につける専門職大学であることが不可欠である。 

 

(３)ニーズの裏付け 
①高校生を対象とした受験・入学意向調査(入口調査) 

詳細は、「学生確保の見通し等を記載した書類」において示す通り、当該年度受験・入学予定学年
の 9,060 名の高校 2 年生から回答を得た受験・入学意向調査では、「4 年制大学（専門職大学を
含む）に進学」と回答した 5,851 名のうち、受験意向を示す回答(「受験したい」「検討したい」の合計)
の数は 675 名であった。この回答者のうち、本学に合格した場合「入学したい」との回答数は 77 名、
「併願先の結果によっては入学したい」との回答数は 527 名の計 604 名であり、入学定員 40 名の 15
倍を超える入学意向を確認できた。 

専門職大学制度自体が新たな学校制度であり、また本学学部学科が先端的な内容を扱うため、今
後、制度面や教育面及び組織面などの観点から積極的な情報を発信し、本学学部学科に対する受
験生の認知向上・興味喚起を図ることで、より多くの学生の確保を実現できると考える。 

 
②採用需要調査(出口調査) 

本学の卒業生の就職先として想定される 161 社からの回答を得た本学卒業生の採用需要調査結
果は、「採用したい」と回答した社数は 52 社(回答社全体に対する構成比 48.6%)であった。また、各
社の例年の採用枠と当該採用枠のうち本学卒業生を採用する余地があるかの割合から、本学卒業生
の採用可能性を概算したところ、選択肢の範囲内の最小値を取った集計で 86 名（1 社平均 1.7
名）、選択肢の範囲内の最大値を取った集計で 160 名（1 社平均 3.1 名）といずれも一学年当た
りの卒業生数 40 名を上回り、本学卒業生への採用ニーズを十分に確認できた。 
 また、前述の通り、県内の自動車関連企業及び参入に意欲的な企業並びに金融機関、産業支援を
目的とする法人等の交流と連携の場を創出し、山形県における自動車関連産業の振興と集積の促進
を図ることを目的とした、山形県自動車産業振興会議から本学設立に対して要望書が提出されている
(資料 1-2-3)。加えて、地域産業団体の一つである一般社団法人山形県自動車整備振興会からも、
電動化した自動車の急速な普及を見通し、本学設立に対して要望書が提出されている(資料 1-2-4)。 

このように、本学の構想は、「入口」「出口」のニーズに合致する構想であるという認識を強くしている。 
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１．３．本学の理念体系と養成する人材像 
１．３．１．本学の理念、大学の目的 
(１)法人の教育理念 

本法人は「日々変化する世の中に、自動車の幅広い専門知識と技術を通し人間力を養い、将来性
と可能性を拓き、生活の基盤をつくり社会に貢献する人物を育成する」ことを教育理念に掲げている。 

この理念に則り、本学を開学して、今後の成長分野であり新たな専門職業人材の養成が必要となる、
100 年に一度の大変革期に直面した自動車関連産業に貢献する人材を養成することは、本法人の社
会的責務であると考える。 

 
(２)建学の精神 

本学の建学の精神は、「電動化と自動運転化に向かう自動車を中心にした 100 年に一度の大変革
が起こりつつある自動車関連産業で、『Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティシステム開拓
者)』として、国内にとどまらず世界に向けて、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの開発を行う設
計者を育成する」である。 

本領域において、前述した社会ニーズ・利用者ニーズを踏まえ、企業において新たに対応すべきシミュ
レーションを用いた開発手法やデータ分析・AI 活用技法等を教授する高等教育機関は存在しない。直
近の自動車関連産業のニーズに対応するとともに、将来的には前述の「空飛ぶクルマ」など未来の電動モ
ビリティに関する教育研究に対象を拡大していき、電動モビリティシステム分野におけるイノベーションを創
出するとともに、我が国の自動車関連産業の競争力の維持・向上に寄与する専門職大学となることを
目指す。 
 
(３)大学の目的(学則第 1 条) 
 教育基本法及び学校教育法に則り、地域社会及び産業界との密接な連携によって、電気自動車シ
ステム工学分野を中心に、最先端の学術研究に裏打ちされた実践的かつ応用的な能力を授け、豊か
な創造力と高い倫理観を持った持続的社会をけん引する即戦力となる実践的な人材を育成・輩出する
ことを目的とし、もって、地域社会の振興と自動車関連産業その他の電動モビリティシステム関連産業の
発展に貢献することを使命とする。 
 
１．３．２．養成する人材像 

文部科学省中央教育審議会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）(以下、「グラ
ンドデザイン答申」という。)」では、予測不可能な時代を生きる人材像として、「普遍的な知識・理解と
汎用的技能を文理横断的に身に付けて、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考
力を持って社会を改善していく資質を有する人材」が挙げられている。また、文部科学省「専門職大学・
専門職短期大学の制度化について」では(資料 1-3-1)、専門職大学が養成する人材像として、今後
の成長分野を見据え、新たに養成すべき専門職業人材として「理論にも裏付けられた高度な実践力を
強みとして、専門業務を牽引できる人材」かつ「変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことが
できる人材」が挙げられている。前述の「１．１．設置の背景：社会・産業ニーズ」「１．２．専門職
大学設置の経緯と必要性」で説明した社会・産業ニーズ、必要とされる人材の分析並びにグランドデザ
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イン答申、文部科学省の示す専門職大学が養成する人材像も踏まえて、本学の養成する人材像を設
定した。 

また、本学は電気自動車システム工学部・電気自動車システム工学科のみの単一学部・単一学科
での開学を想定しており、少なくとも完成年度までは当該学部・学科で一つの教育課程を展開する。当
該学部・学科では、電動モビリティシステムのうち主に電気自動車システムについて教育研究を展開する
ため、それに応じた人材像を設定した。 
 

■電動モビリティシステム専門職大学・電気自動車システム工学部・電気自動車システム工学科におけ
る養成する人材像 

物事を論理的・科学的に捉える能力、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法、幅広い社会・利
用者ニーズを把握する能力など職業的自立を図るための能力を有し、電気自動車システム全体およ
び構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用いた開発手法に関
する理論・技法と技術者としての倫理観を備え、グローバル産業において求められる適切なコミュニケー
ション能力やビジネス関連知識等の応用的・創造的な能力を有し、これらを統合させた実践的かつ応
用的な総合力を主体的に身に付け、電気自動車関連の企業において、国内にとどまらず世界に向け
て、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの開発を行う設計者 

 

 本学では、上記人材を「Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティシステム開拓者)」と呼ぶ。
「Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティシステム開拓者)」は、自動車関連産業における
100 年に一度の大変革という予測不可能な時代に対応し、これまでの技術や利用体系とは異なる新し
い体系を拓いて行く人材である。生産技術現場と研究開発現場をつなぎ、社会ニーズやビジネスモデル
を視野に入れた開発促進を牽引する役割を持ち、これからの自動車関連産業の発展に必須の人材で
ある。本人材の活躍する領域は、図 1.3.1 に示した主に製造業におけるエンジニアリングチェーンにおける
製品設計等を中心とした領域である。この領域で即戦力となり、その経験をもとに将来的には商品企画
や研究開発へ活躍する場を広げ、電気自動車関連の企業において技術・ビジネスの中枢を担うことを想
定している。 
 

 
図 1.3.1：製造業における価値連鎖と本学が養成する人材の活躍する領域の位置づけ 

出所：2020 年ものづくり白書を基に加筆 
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１．４．ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー 
１．４．１．ポリシー設定の考え方 
(1)ポリシーの策定単位 
 文部科学省中央教育審議会「「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー），「教育課程
編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の
策定及び運用に関するガイドライン」(以下、「ガイドライン」という。)において、ディプロマ・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーの各ポリシーの策定単位について、教育課程ごとに策定することを基
本とするものの、各大学の実情に応じて全学や学部・学科等を策定単位とすることも考えられると示され
ている。 

本学は、単一学部・単一学科での開学を想定しており、完成年度までは当該学部・学科で一つの教
育課程を展開する。そのため、本学ではディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー
を全学単位で策定することとする。 
 
１．４．２．ディプロマ・ポリシー(卒業認定・学位授与の方針)10 
(１)ディプロマ・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに関しては、前述の社会・地域ニーズ、本学の建学の精神、養成する人材像を踏
まえ、本学の所定の規則に基づき、定められた期間の在籍、所定の 128 単位以上を取得して以下に
挙げる知識・スキルを備えること、その他必修等の諸条件を満たしたうえで、卒業論文審査に合格するこ
とを卒業要件として設定した。設定に当たっては、文部科学省中央教育審議会「各専攻分野を通じて
培う「学士力」－学士課程共通の「学習成果」に関する参考指針－」、専門職大学設置基準第 10
条第 2 項等を十分に参照した。 
 

DP１ 職業的自立を図るための能力 
DP1-1 社会の大きな変化を当事者としてとらえ、物事を論理的・科学的に捉えて対応できるようにな
る。 
 
DP1-2 ニーズを起点とした設計・開発を進められるようにするため、地球規模から地域規模まで社会ニ
ーズの考え方、あるいは電気自動車システムの利用者ニーズの考え方を理解できるようになる。 
 
DP1-3 リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解している。 
 
DP2 電気自動車システム分野の設計者に必要な専門的な能力 
DP2-1 電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問体系と、工学の基本的現象を理解し
たうえで、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につけている。 
 
 

 
10  「DP+数字.」は、ディプロマ・ポリシーナンバーを指す。 
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DP2-２ 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシ
ミュレーションを用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を有している。 
 
DP2-3 電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深
化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等を主体的
に提案できる知識・スキルを身につけている。 
 
DP2-4 自らのキャリアプランに応じて、以下のいずれかについて知識を身につけている。 
①車体軽量化に必要な車体・部材の多くに用いられている金属材料やプラスチック等の材料特性に関
する知識 
②工業デザインの原則や効率化手法・意匠を踏まえた開発を実現する知識 
③電気自動車システムの利用法やその背景にある通信環境等を踏まえた開発を実現する知識 
④権利や品質の観点を踏まえた適切な開発を実現する知識 
⑤電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識 
 
DP2-5 企業の現場での実務的な実習を通して、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深め、自らが将
来開発する製品への責任を意識でき、技術開発、製品開発、問題発見・分析・解決策立案に必要な
創造力・実践力を身につけている。 
 
DP2-6 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)、周
辺領域の知識・スキルを有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的な知識・スキルを身につけ
ている。 
 
DP3電気自動車システム分野に関連する応用的・創造的な能力 
DP3-1 グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現するための知識・スキルを身につけている。 
 
DP3-2 専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するため
のビジネス関連の知識・スキルとして、以下それぞれの内容を身につけている。 
①創造的・俯瞰的な思考力を理解し、新たな企画案を新規構築できる。 
②製造業という業態の特性や密接に関連する科学技術政策を理解できる。 
③電気自動車システムの特性を活かした新たなビジネスを創出し、また世の中に広く取組内容を発信す
ることができる。 
 
DP4 電気自動車システム分野の設計者としての総合力 
DP4-1 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や
研究計画の立案方法を身につけている。 
 

DP4-2 電気自動車システム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけている。 
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(２)養成する人材像と DP との対応 
 養成する人材像「物事を論理的・科学的に捉える能力、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法、
幅広い社会・利用者ニーズを把握する能力など職業的自立を図るための能力を有し、電気自動車シス
テム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用いた開発
手法に関する理論・技法と技術者としての倫理観を備え、グローバル産業において求められる適切なコミ
ュニケーション能力やビジネス関連知識等の応用的・創造的な能力を有し、これらを統合させた実践的
かつ応用的な総合力を主体的に身に付け、電気自動車関連の企業において、国内にとどまらず世界に
向けて、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの開発を行う設計者」と DP の対応を以下に示す。 
① 物事を論理的・科学的に捉える能力、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法、幅広い社会・

利用者ニーズを把握する能力など職業的自立を図るための能力を有し：DP1 
② 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュ

レーションを用いた開発手法に関する理論・技法と技術者としての倫理観を備え：DP2 
③ グローバル産業において求められる適切なコミュニケーション能力やビジネス関連知識等にかかる応

用的・創造的な能力を有し：DP3 
④ これらを統合させた実践的かつ応用的な総合力を主体的に身に付け、電気自動車関連の企業に

おいて、国内にとどまらず世界に向けて、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの開発を行う
設計者：DP4 

 
１．４．３．カリキュラム・ポリシー(教育課程編成・実施の方針)11 

文部科学省中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針(令和 2 年 1 月 22 日)」の趣旨
を十分に踏まえながら、ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・スキルなどを修得させるために、基礎科目、職
業専門科目(工学基礎、専門基礎、専門発展、専門選択)、展開科目、総合科目を体系的な教育
課程として編成し、講義、実習(臨地実務実習含む)を組み合わせた授業を展開する。なお、本方針の
設定に当たっては、日本学術会議「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 
機械工学分野」を参考にした。 

 
(１)教育内容の方針 
CP１ 基礎科目では、職業的自立を図るために必要な能力を育成するべく、以下のような教育内容
で構成する。 
CP1-1 社会の大きな変化を当事者としてとらえ、物事を論理的・科学的に捉えて対応できるようになる
ため、高等教育における基礎水準の STEAM12の基盤となる物理学Ⅰ・Ⅱ、微分積分学、線形代数
学、化学基礎(以上、必修科目)、物理学Ⅲ、欧州アート・デザイン論(以上、選択科目)などの内容を
学ぶ科目を設置する。 
 

 
11 「CP+数字.」は、カリキュラム・ポリシーナンバーを指す。 
12 STEAM：Science, Technology, Engineering, Art, Mathematics の略称。Society5.0 実現に向け必要
な能力として、国により大学等を含めた各階層の教育において STEAM 教育が推進されている(資料 1-4-1)。 
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CP1-2 ニーズを起点とした設計・開発を進められるようにするため、地球規模から地域規模まで社会ニ
ーズの考え方を理解するための環境エネルギー論(必修科目）、グローバル社会理解Ⅰ・Ⅱ、社会と科
学論(以上、選択科目)、電気自動車システムの利用者ニーズの考え方を理解するためのニーズ理解入
門、人間工学入門(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP1-3 リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解できるようになるため、高等教育におけるリ
テラシー水準の数理統計学、データ分析、AI 基礎(以上、必修科目)などの内容を学ぶ科目を設置す
る。 
 
CP2 職業専門科目では、電気自動車システム分野に関する知識・スキルを身につけ、最終製品あ
るいは部材等の開発に活用できるよう、以下のような教育内容で構成する。 
CP2-1 電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問体系と、工学の基本的現象を理解し
たうえで、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につけるため、ものづくり基礎実習、設計
製図実習、電気回路学、機械基礎Ⅰ、コンピュータ概論、技術者倫理、プログラミング実習 (以上、必
修科目)、計測工学、電子回路工学、機械基礎Ⅱ、情報理論、工業数学、情報工学、材料工学、
振動工学 (以上、選択科目)など工学基礎の内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP2-2 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシ
ミュレーションを用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を身につけるため、自動車工学基礎実習、次
世代モビリティ論、自動車工学、電気自動車構造解析実習、電気機械工学基礎実験、電池システム
基礎、モーター・インバータシステム基礎、車体システム基礎、自動運転システム基礎、電子制御工学
(以上、必修科目)、電池システム実習Ⅰ、モーター・インバータシステム実習Ⅰ、車体システム基礎実習、
自動運転システム実習Ⅰ(以上、選択必修科目)、センサー工学、自動車通信工学、3DCAD 演習、
超小型モビリティ開発、問題解決法、モデルベース開発Ⅰ(以上、選択科目)など専門基礎の内容を学
ぶ科目を設置する。 
 
CP2-3 電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深
化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等を主体的
に提案できる知識・スキルを身につけるため、電池関連科目群(電池化学応用、電池システム実習Ⅱ)、
モーター・インバータ関連科目群(パワーエレクトロニクス、モーター・インバータシステム実習Ⅱ)、車体関連
科目群(車体構造学、車体システム解析実習Ⅰ)、自動運転関連科目群(自動運転におけるセンシン
グ技術、自動運転システム実習Ⅱ) (以上、選択必修科目)、電池システム設計・試験法基礎、電池
システム実習Ⅲ、駆動システム設計製造試験法、モーター・インバータシステム実習Ⅲ、車体システム設
計製造試験法、車体システム解析実習Ⅱ、自動運転のための制御技術、自動運転システム実習Ⅲ、
モデルベース開発Ⅱ (以上、選択科目)など専門発展の内容を学ぶ科目を設置する。 
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CP2-4 自らのキャリアプランに応じて、以下の内容から選択して学ぶ科目を設置する(以下、全て選択
必修科目)。 
①車体軽量化に必要な車体・部材の多くに用いられている金属材料やプラスチック等の材料特性に関
する知識を身につけるための金属材料工学、高分子工学 
②工業デザインの原則や効率化手法・意匠を踏まえた開発を実現する知識・スキルを身につけるための
ジョルジェット・ジウジアーロの工業デザイン論、モビリティデザイン論 
③電気自動車システムの利用法やその背景にある通信環境等を踏まえた開発を実現する知識を身に
つけるための MaaS を想定した交通政策論、５G の科学 
④権利や品質の観点を踏まえた適切な開発を実現する知識を身につけるための知的財産権概論、品
質管理 
⑤電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識を身につけるためのサービス工学、
電動モビリティを想定したサービス論 
 
CP2-5 企業の現場での実務的な実習を通して、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深めると同時に
自らが将来開発する製品への責任を意識するため、また、ものづくりや基礎・専門分野などの学修内容
の活用や実践作業を通じて、技術開発、製品開発、問題発見・分析・解決策立案に必要な創造力・
実践力を養うための臨地実務実習科目を設置する(必修科目)。 
 
CP2-6 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)、周
辺領域の知識・スキルを有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的な知識・スキルを身につけ
るための電気自動車システム開発演習(必修科目)を設置する。 
 
CP3 展開科目では、電気自動車システム分野に関連する応用的な能力であって、創造的な役割を
果たすために必要な能力を育成すべく、以下のような教育内容で構成する。 
CP3-1 グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現するための知識・スキルを身につけるため、
文書表現法、英語コミュニケーション(以上、必修科目)、ビジネス英語、プレゼンテーション基礎(日英) 
(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP3-2 専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するため
のビジネス関連の知識・スキルとして、以下それぞれの内容を学ぶ科目を設置する。 
①創造的・俯瞰的な思考方法を理解し、新たな企画案を新規構築できるようになるためのシステム思
考論(必修科目)、アイデア思考法(選択科目) 
②製造業という業態の特性や密接に関連する科学技術政策を理解できるようになるための製造業経営
論 (必修科目)、労使関係論、マネジメント論、科学技術政策(以上、選択科目) 
③電気自動車システムの特性を活かした新たなビジネスを創出し、また世の中に広く取組内容を発信す
ることができるようになるための製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ(必修科目)、製造とデザインのための
ビジネス論Ⅱ、製品とその利用に関する起業化論、広報活動論(以上、選択科目) 
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CP4 総合科目では、修得した知識・スキルを総合し、電気自動車システム分野の設計者としての実
践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるべく、以下のような教育内容で構成する。 
CP4-1 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や
研究計画の立案方法を身につけるため、研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲを設置する(以上、必修科目)。 
 
CP4-2 身につけた知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電気自動車
システム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけるため、卒業研究Ⅰ・Ⅱを設置する
(以上、必修科目)。 
 
(２)教育方法の方針 
① 教育内容において、多様な知識・知恵を体系的にバランスよく学ぶ科目に関しては、講義形式によ

る授業形態とする。一方、ものづくりの技法・技能の習得、ものづくりすることにより講義等で学習し
た内容を実践するための科目に関しては、実習形式による授業形態とする。 

② 学生が主体的に授業へ参加するよう促すため、講義科目におけるグループ・ディスカッション、実習
科目におけるグループ・ワークなどの能動的な教育方法を取り入れる。 

③ 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や研究
計画の立案方法を身につけるため、1 年次 3 期より学生を研究室に所属させ(卒業研究を行う研
究室として決定するものではない)、「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」による指導を行う。なお、「研究ゼミ
ナールⅠ(1 年次 3 期・4 期)」「研究ゼミナールⅡ(2 年次 1 期・2 期)」「研究ゼミナールⅢ(2 年
次 3 期・4 期、3 年次 1 期)」ごとに所属研究室を変更することを許容し、様々な分野について
様々な教員から学びを得ることを可能とする。 

④ 2 年次 3 期・4 期に、学生は電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、
自動運転)の技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修する。学生は、当該実習科目で履
修した構成要素の技術分野について、後述する⑤の通り 3 年次 4 期に専門発展科目での選択
必修科目群の選択及び卒業研究を行う研究室や卒業研究のテーマを決定する設定とする。その
ため、この時点で選択すべき構成要素の技術分野の方向性を迷う学生、あるいは幅広い可能性
を確保したい学生に対しては、複数分野の当該実習科目の履修を推奨する。 

⑤ 3 年次 4 期に、学生が卒業研究を行う研究室及び卒業研究のテーマを決定する。当該研究室・
卒業研究のテーマの技術分野は、CP2-3 に基づいて設定された電気自動車システムの構成要素
(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する選択必修科目群と同一技術分野とする。 

⑥ 学生が教育課程の体系的な編成や個別科目の内容等を理解し、適時適切に履修できるようカリ
キュラムツリー、シラバスを作成するとともに、履修モデルを示しつつ学生のキャリア志向に応じた履修
指導を実施する。 

⑦ 学生の単位取得状況や授業評価などをモニタリングし、学生の状況を把握してきめ細かな指導を
行う。 

 

(３)教育評価の方針 
① 全ての科目において、GPA による評価を行う。評価は、3 分の 2 以上の授業出席を前提とする。 
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② 講義科目においては、各講義科目の特性を考慮したうえで、主として筆記試験・提出されるレポー
トの評価、グループ・ディスカッションへの取組状況の評価等の方法、複数の評価方法を用いる場合
の評点の配分、評価基準等をシラバスにおいて定める。 

③ 実習科目においては、各講義科目の特性を考慮したうえで、主として提出されるレポートの評価・
実習技術習得状況等の評価方法、複数の評価方法を用いる場合の評点の配分、評価基準等
をシラバスにおいて定める。 

④ 臨地実務実習科目においては、学生から実習中に提出を求める週報・終了報告書、受入機関の
指導者から提出を求める状況報告書・評価表、学生の成果報告発表会での報告等の方法によ
り、目標とする資質・能力を身につけたかを評価を行う。評価の詳細については、シラバスにおいて定
める。 

⑤ 各科目の評価は、受講終了後にシラバスに記された方法と基準に基づいて実施し、合否を判定
し、合格した科目には成績の評定を与える。成績評定は、学期の所定の時期に開示する。学生の
学びの過程と評価は記録し、教育課程の見直しや自己点検、カリキュラムの充実や教育開発に生
かす。 

⑥ 最終的に、必要単位の取得状況を把握するとともに、学生から卒業論文(卒業研究Ⅰ・Ⅱの成
果)に関する発表を受け、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を身に付けたか否かを本学教員で
構成する審査会において確認する。当該審査会において、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力
を身に付けたと認められた学生に関しては、教授会で卒業判定を行う。 

 
１．４．４．アドミッション・ポリシー(入学者受入れの方針)13 

本学の建学の精神及び教育理念に共感する者であって、以下の方針に該当する者を受け入れる。 
 
AP1 電気自動車システムにかかる専門知識・スキルを学ぶために必要となる高等学校卒業程度の英
語、数学、理科（物理または化学）の教科書水準の基礎学力を備えている。 
AP2 電気自動車システムに興味があり、その専門知識・スキルを用いて環境・エネルギー問題や地域
等の社会課題の解決のため、新たな商品・サービス・ビジネスを生み出したいという意欲がある。 
AP3 自分の考えを口頭や文章で他者にわかりやすく説明することができ、また、他者の考えを理解しよ
うとする姿勢を持っている。 
 
１．５．既存の教育機関との差異 
１．５．１．既存の教育機関との差異 

工学系教育機関での学修を経て、従来の自動車関連分野の職に就くパスとして、大学や大学院
（特に工学系）で幅広い教養や学術研究の成果に基づく知識・理論を身につけて就職する場合、高
等専門学校（高専）での実践的技術を身につけて就職する場合、自動車整備士養成施設で整備
士としての実務に直接必要となる知識や技能を身につけて就職する場合などが想定される（図
1.5.1）。 

 

 
13 「AP+数字.」は、アドミッション・ポリシーナンバーを指す。 
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図 1.5.1：教育機関別の卒業生等のキャリアパスの違い 

 

自動車関連産業において電動モビリティシステム・電気自動車システムを扱う人材に求められることは、
これまでの教育体系にはなかった広範囲な学問分野を統合することが必須である。それは従来の科学分
野である数学を基盤とし、物理、化学、情報といった独立の教育体系の中で学ぶことのみでは習得し得
ない幅広い科学分野が含まれるためである。また、この分野では直接一般の利用者が使用する商品の
商品化に繋がる実習に基づくスキルが求められる。 

このための教育の特徴として、 
① 自然科学分野の横断的な知識がカリキュラムの中で得られること 
② 知識に加えて、自らが体験をして体得し、それを実践に結びつけるための実習が欠かせないこと 
③ 電動モビリティシステム・電気自動車システムが商品として普及することが地球的問題の解決となる

ため、普及を推進するために必要な知識としての、最終ユーザーの思考様式や消費行動への理解 
が備わっていることが求められる。 

これらの教育を行うためには、既存の大学の教育体系とは全く異なるカリキュラム体系が組まれる必要
があることに加え、短大、高専、専門学校のように履修期間が短い教育体系の中には収まりがつかない。
ここに 4 年制の専門職大学として創立することの意義がある。以下、各教育機関との差異を示す。 
 
１．５．２．工学系大学(又は一般の大学の工学部)との差異 

従来の大学学部教育では、教養課程で 2 年間を費やし、その後の 2 年間で所属する学科の専門
分野(例えば、自動車関連の場合には機械工学、電池関連の場合には応用化学・化学工学等)を中
心に学習し、工学系学問領域としての「応用化学・化学工学」「材料工学」「電気・電子工学」「機械
工学」「情報通信工学」といった各分野の学術的専門性を深めることとなる。そのため、電気自動車シス
テムについて俯瞰的に捉え、かつ電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自
動運転)に専門性を深めることを両立し、即戦力の専門職業人を養成することは専門分野にかかる教
育時間確保の観点から実現困難である。これでは、自動車関連産業における 100 年に一度の大変革
のスピードと変化に対応し、必要な知識・スキルを有した人材を産業界から要求される早さで質・量ともに
満たすよう養成することは難しい。 
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これに対して、本学では、専門職大学の理念を活かして、既存の工学系大学教育では対応できなか
った教育を行う。すなわち、工学基礎や専門分野にかかる幅広い基礎基盤に根ざした理論教育と、豊
富な実習科目および臨地実務実習を通じた実践教育を行う。また、専門分野の教育に関しても、電気
自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)を俯瞰的に学習し
たうえで、後半年次において構成要素から一つを選択して学びを深化させる。これにより、「物事を論理
的・科学的に捉える能力、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法、幅広い社会・利用者ニーズを把
握する能力など職業的自立を図るための能力を有し、電気自動車システム全体および構成要素(電池、
モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用いた開発手法に関する理論・技法と技術
者としての倫理観を備え、グローバル産業において求められる適切なコミュニケーション能力やビジネス関
連知識等の応用的・創造的な能力を有し、これらを統合させた実践的かつ応用的な能力を主体的に
身に付け、電気自動車関連の企業において、国内にとどまらず世界に向けて、これまでに無い新たな製
品や新たなサービスの開発を行う設計者」を養成する。これを通じて、100 年に一度の大変革のスピード
と変化に対応できる知識・スキルを有した専門職業人を輩出し、我が国の自動車関連産業への貢献を
目指す。今後の自動車関連産業に求められる電動モビリティシステム・電気自動車システムのプロフェッシ
ョナルには、多様な学問領域・分野から電動モビリティシステム・電気自動車システム分野に関連する知
識・理論と実践的スキルの両方を身に付けることが必要であり、この状況はまさに「電動モビリティシステ
ム・電気自動車システム分野に特化した専門職大学」にしか解決できないものと言える。 

図 1.5.2：従来の大学教育と本学の教育の違い 
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１．５．３．高等専門学校との差異 
実践的で創造性のある技術者の育成を目的に掲げる高等専門学校においても、学生は「機械、材

料系」（機械工学科等）、「電気・電子系」（電気電子工学科等）、「情報系」（情報工学科や制
御情報工学科等）、「化学・生物系」（物質工学科や物質化学工学科や生物応用化学科等）、
「建設、建築系」（建築学科や環境都市工学科等）等いずれかの学科 14に所属して分野別の専門
的能力と技術者が備えるべき分野横断的能力を獲得することを目的としているが、産業構造変化に伴
い多様な専門的知識とスキルが求められる自動車関連産業において電動モビリティシステム・電気自動
車システムを扱う人材の育成に直結する状況にはない。 
 
１．５．４．自動車整備士養成施設との差異 

自動車関連分野に特化したパスには、国土交通大臣の指定する「自動車整備士養成施設」として
一種養成施設（主として自動車の整備作業に関しての実務経験がない人を対象）が全国に約 230
施設（整備専門学校、高等学校、職業能力開発校等）、二種養成施設（主として自動車の整備
作業に関しての実務経験がある人を対象）が全国に 53 施設（各都道府県自動車整備振興会の自
動車整備振興会技術講習所）それぞれ存在し、また、「国土交通大臣が定める自動車に関する学科
を有する大学」は全国に 16 校存在する（いずれも平成 31 年 3 月末時点）15が、その名称が示す通
り「自動車整備士」という特定職の養成を目的とするものである。電気自動車システム分野の設計・開
発に係る専門職を養成する本学とは、目的・教育課程等が全く異なる。 

なお、「１．２．２．設置主体・学校法人赤門学院」において前述した、本法人における既設の専
門学校「専門学校赤門自動車整備大学校」も、本項で説明した自動車整備士養成施設に該当する。
同専門学校では、国土交通大臣の行う自動車整備士技能検定に合格し、各種の自動車整備士にな
る者を養成する人材像と設定している。そのため、同専門学校と本学では養成する人材像と全く異なる
設定となっている。 

これらを「図 1.3.1：製造業における価値連鎖と本学が養成する人材の活躍する領域の位置づけ」
に加筆することで、位置づけを明確化すると以下の通りとなる。既に設置する自動車整備大学校の養成
する人材が活躍する領域は、最下流の「保守・アフターサービス等」である。一方、新たに設置する専門
職大学が養成する人材が活躍する領域は、上流の「エンジニアリングチェーン」が中心となる。 

 

 
14 冊子「独立行政法人 国立高等専門学校機構 概要（2018 年度）」より。 
15 国土交通省ウェブサイト「政策・仕事」の「自動車」における「自動車整備士養成施設について」
（http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000004.html）より。 
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(再掲)図 1.3.1：製造業における価値連鎖と本学が養成する人材、 

既設の専門学校が養成する人材の活躍する領域の位置づけ 
出所：2020 年ものづくり白書を基に加筆 

 
１．６．教育研究対象とする学問分野 

本学学部学科が教育研究対象とする主な学問分野は、電気自動車システム等を支える機械工学、
電気工学、電気電子工学、材料工学、高分子工学、情報処理工学等である。本学の教員の主たる
研究分野は、電気自動車開発、電池開発、モデルベース開発、モーターインバータ・パワーエレクトロニク
ス・トランスミッション、車体のデザイン・材料・制御、バッテリーマネジメントシステム、自動運転等であり、
電気自動車を支える「電気自動車システム工学」及び、「電池」「モーター・インバータ」「車体」「自動運
転」の各要素技術の研究を行う。 

 
１．７．卒業後の想定進路等 
 本学学部学科の卒業生は、在学中に学んだ「電気自動車システム工学」「電池」「モーター・インバータ」
「車体」「自動運転」に関する専門性を活かし、乗用車、バス・トラック等の大型車その他電気自動車関
連を扱う OEM(最終商品メーカー。表 1.1.4 における製造部門の自動車製造業)や、9,000 社あると
されている要素技術を取り扱う自動車部品サプライヤー(同表における製造部門の自動車部分品・付
属品製造業、自動車車体・付随車製造業)、その他同表における自動車関連産業の資材部門(うち
特に電気機械器具製造業、金属製品製造業、化学工業（塗料含む）、プラスチック・ゴム・ガラス、電
子部品・デバイス製造業、生産用機械器具製造業等)などの製造業に就職することが想定される。 

また、主に情報系企業などの異業種またはスタートアップ企業において、前述の「CASE」「MaaS」の進
展に伴い、自動運動や ICT/IoT を切り口とした新たな電気自動車関連ビジネスを創出しようとする動
向がある。これらの企業が、電気自動車システムのハード・ソフト両面に知見を持つ本学卒業者の想定
進路となる。 
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２．学部および学科の特色  

２．１．学部及び学科の特色 
本学では、「物事を論理的・科学的に捉える能力、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法、幅広

い社会・利用者ニーズを把握する能力など職業的自立を図るための能力を有し、電気自動車システム
全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用いた開発手
法に関する理論・技法と技術者としての倫理観を備え、グローバル産業において求められる適切なコミュ
ニケーション能力やビジネス関連知識等の応用的・創造的な能力を有し、これらを統合させた実践的か
つ応用的な総合力を主体的に身に付け、電気自動車関連の企業において、国内にとどまらず世界に向
けて、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの開発を行う設計者」の育成を目的とする。大学全体
の教育研究対象は電動モビリティシステムであるが、本学完成年度までにおいては眼前の課題である我
が国の自動車関連産業による国の「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の実現に貢
献するため、電動モビリティシステムのうち「電気自動車システム」に絞って本学部学科における教育研究
を展開する。これに伴い、学部名を「電気自動車システム工学部」、学科名を「電気自動車システム工
学科」という名称として 1 学部 1 学科を設置する。 

本学学部学科では、建学の精神「電動化と自動運転化に向かう自動車を中心にした 100 年に一
度の大変革が起こりつつある自動車関連産業で、『Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティ
システム開拓者)』として、国内にとどまらず世界に向けて、これまでに無い新たな製品や新たなサービスの
開発を行う設計者を育成する」に基づき、また前述の SDGs、未来投資戦略 2018、地方大学の振興
及び若者雇用等に関する有識者会議の最終報告、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将
来像（平成 17 年 1 月 28 日）」が提言する「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化」、国の
「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を踏まえ、当該学部学科では、電気自動車シス
テムの主に設計・開発分野で活躍する即戦力人材を養成する。現行の高等教育システムにて専門が
細分化され、それぞれが独立して発展しているところを、電気自動車システムという切り口にて横串を通し
て学修する。また、分野や技術に拘わらず社会一般で求められる人材として、多様性と持続可能性の
理解および協調性と挑戦心をもった人材を育成することを教育理念とする。 

本学学部学科では、地球的課題・地域課題を解決して持続可能な社会に貢献する態度を育てつつ、
数学や物理などの本学での学びを進めるうえで不可欠となる STEAM の基盤となる知識、リテラシー水
準のデータ分析・AI 活用技法、機械工学基礎、電気回路学、電子回路工学、計算機・情報処理工
学基礎、ものづくりの基礎技法、設計製図、技術者倫理などの工学及びものづくりの基礎を学んだうえで、
「自動車工学」「電池」「モーター・インバータ」「車体」「自動運転」など専門基礎を網羅に学習して俯瞰
力を養う。その後、専門発展として「電池」「モーター・インバータ」「車体」「自動運転」から一つを選び、深
掘りした学習を行うとともに、これら複数の分野が有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的
な学びを得る。また、グローバル産業において修得した知識・スキルを発揮するための適切なコミュニケーシ
ョン能力、マネジメント・ビジネス・思考法等の応用力・創造力を養う学習を行う。これらを通じて、教育
理念を実現する。 
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このような力をつけていく上で、心理面では学生の自己効力感・自己肯定感を育むことも同時に必要
である。自己効力感や自己肯定感は、自らの成功体験や他者に認められる体験、自分が必要とされて
いる体験が必須である。本学では、臨地実務実習を含む各種実習やプロジェクトへの参加、研究ゼミナ
ール・卒業研究等の指導において、学生一人一人の心理的成長を支える取り組みを行う。 
 
２．２．リカレント教育の推進 

不足する即戦力となる人材を確保するには、高等学校等からの進学者への教育のみならず、保有ス
キル拡大を目指す従来の自動車関連産業従事者や、他分野からの自動車関連産業への新規参入
者、スタートアップ企業従事者等を対象としたリカレント教育も重要である。 

前述のように、自動車関連産業の製造部門には 912 千人が従事している。次世代モビリティシステム
社会に対応し、企業としての発展を目指すには、研究開発分野・生産関連分野従事者へのリカレント
教育は効果的である。電気自動車システム分野は今後ますます発展していく領域であり、その発展を支
え牽引する人材確保のためのリカレント教育の必要性は、従来の自動車関連産業から拡大している。 

この様にリカレント教育の側面から見ても、電気自動車システム分野に特化した本学学部学科は、必
要不可欠である。企業としての発展成長を支え、個人としてのキャリアアップを促進することで、電気自動
車システム分野に対応する高度即戦力人材の充足に貢献できる。これは、前述の国が示す地方大学
の方向性、内閣府「経済財政運営と改革の基本方針 2020」(資料 2-1)や、文部科学省が示すリカ
レント教育の必要性等(資料 2-2)に対応するものである。本学学部学科では、リカレント教育の要請に
応えるために、実務経験を有している社会人を科目等履修生や聴講生として受け入れる体制を整える。 
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３．専門職大学・学科の名称及び学位の名称  

３．１．専門職大学名称 
３．１．１．本学の「モビリティシステム」の考え方 
(１)国等の「モビリティシステム」の考え方 

前述のように、我が国の政府・自動車関連産業は、「次世代モビリティ・システム」への変革を急速に
進めようとしているが、「モビリティ」あるいは「モビリティシステム」について明確なあるいは統一的な定義が
存在しているわけではない。各主体が、それぞれの立場・方針に応じて「モビリティ」「モビリティシステム」と
いう考え方を用いている。以下では、国等を中心に様々な「モビリティ」「モビリティシステム」の考え方を整
理したうえで、本学の「モビリティシステム」の考え方を示す。 
ア．前出の未来投資戦略 2018(再掲：資料 1-1-2)では、次世代モビリティ・システムについて「移動

手段をめぐっては、地域における移動困難者の増加、ドライバーをはじめとする人手不足の深刻化など
の問題が山積している。こうした中、世界では、自動運転の開発・社会実装競争のみならず、移動に
関する様々な各種サービス面での競争も開始されている。我が国としては、自動運転及び交通全体
の統合サービス・プラットフォームを含む『次世代モビリティ・システム』の実現に向け、施策を展開してい
く。」と移動手段とその組み合わせによる交通全体という社会システムとしての捉え方がなされている。ま
た、移動手段としてのモビリティについても「従来型の『車』の自動運転に加えて、宅配ロボットや自動
運転車椅子などの自動運転型のパーソナルモビリティについても(中略) 検討を進める」とされていたり、
「世界に先駆けた“空飛ぶクルマ”の実現」、「海上交通の高度化に向けた自動運航船の実用化」など
多様な対象に言及されている。 

イ．総務省「自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証基本計画
書」では(資料 3-1)、自律型モビリティシステムについて、「様々なセンサー情報等も活用し、ICT 基
盤技術と連携して、自動走行技術、自動制御技術等を活用した高信頼・高精度な移動を実現する
車両、電動車いす、ロボット、無人建機、小型無人機等」と定義し、ICT と連携した自動走行技術の
ソフトウェアと車両等のハードウェアとを組み合わせ(システム)としての側面を示している。 

ウ．経済産業省「モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検討
会」資料 2 では(資料 3-2)、多様なモビリティとして「パーソナルモビリティ、ドローン、無人搬送車など」
の移動手段としてのハードウェアとしての側面を示している。 

エ．JR 東日本「技術革新中長期ビジョン」では、モビリティを「出発地から目的地までのお客さまの移動」
と定義している(資料 3-3)。 

 
(２)本学の「モビリティシステム」の考え方 
 以上の通り、各主体において、様々な「モビリティ」「モビリティシステム」の考え方が示されている。これは、
前出の経済産業省「モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検
討会」の資料で言及されている通り、「モビリティ自体も多様化し、モビリティの境目の消失、人流と物流
の壁がなくなっていく中、インフラ整備等についても『自動車』単体ではなく、他のモビリティや関連領域を
含めた社会全体で検討すべき課題」となっているからである。 
 こうした様々な考え方を踏まえて、本学では「モビリティ」「モビリティシステム」を以下のように考える。 
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ア．モビリティを「動力を持った移動体」と定義する。例えば、陸上におけるモビリティは、自動車、鉄道、
建設機、農業機、電動車いすなどである。空中におけるモビリティは、航空機、ドローン(未来投資戦
略 2018 における「空飛ぶクルマ」含む)などである。海上におけるモビリティは、船舶(未来投資戦略
2018 における「自動運航船」を含む)などである。 

イ．モビリティシステムを「構成要素(部材等のハード、ソフトウェア)の組み合わせから成る移動体そのも
の」、及び「当該移動体が社会の中で利用されるときの仕組み・サービス(法規制等を含む)」の双方の
意味で使うものとする。 
このうち、本学では、前述の社会・産業ニーズを踏まえ、動力を電気エネルギーとして、電池・モーター・

インバータをコア技術とするモビリティシステムを「電動モビリティシステム」とする。電動モビリティシステムのう
ち特に「電気自動車システム」関連技術を中心に、自動運転技術を含む学問領域を「電気自動車シス
テム工学」として完成年度までの教育研究対象とする。 
 
３．１．２．専門職大学名称 
 上述の考え方の下、本学は電気自動車システム関連技術を教育研究の対象の中心としつつ、その他
電動モビリティ分野への対象拡大を視野に入れ、以下の名称と定める。 
 
大学名称：電動モビリティシステム専門職大学 

Professional University of Electric Mobility Systems 
 

かつて人は自らの足で移動していたが、産業革命以降は機械的動力に頼ることになった。動力源は、
蒸気機関、内燃機関を経て現在、100 年振りに電気動力へと変わろうとしている。運転も人の目からの
情報と、それに基づく頭脳での判断に頼っていたが、それ故交通事故は大きな社会問題であった。これ
も、人の目の働きをするセンサー、頭脳の働きをするコンピュータの発展により、自動運転の時代が来よう
としている。これからの電気自動車関連産業を中心に活躍できる専門職業人材を養成する大学として、
「電動モビリティシステム専門職大学」という名称とする。 
 
３．２．学部、学科の名称 

本学は 1 学部 1 学科を備える専門職大学として、設置する学部名は電気自動車システム工学部、
学科名を電気自動車システム工学科とする。 

 
学部名称：電気自動車システム工学部 

Faculty of Electric Vehicle Systems Engineering 
 

学科名称：電気自動車システム工学科 
Department of Electric Vehicle Systems Engineering 
 

 大学全体の教育研究対象は電動モビリティシステムであるが、本学完成年度までにおいては眼前の課
題である我が国の自動車関連産業による国の「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」の
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実現に貢献するため、電動モビリティシステムのうち「電気自動車システム」に絞って教育研究を展開する。
これに伴い、学部名を「電気自動車システム工学部」、学科名を「電気自動車システム工学科」という名
称とする。 
 
３．３．学位の名称 

本学を卒業する者に対しては電気自動車システム工学士（専門職）の学位を与える。 
 
学位名称：電気自動車システム工学士（専門職） 

Bachelor of Electric Vehicle Systems Engineering 
 
 学位名については、日本学術会議「学士の学位に付記する専攻分野の名称の在り方について」におい
て示された「学位とは、学生が社会に出『自ら何者として立つか』を示す、生涯にわたって担われる表象で
ある」ことを踏まえ (資料 3-4)、また文部科学省「専門職大学及び専門職短期大学の制度化等に係
る学校教育法の一部を改正する法律等の公布について（通知）(平成 29 年 9 月 21 日)」において
「付記する専攻分野の名称については，修めた課程の特徴をより明確に表すよう，学問分野ではなく
職業・産業分野の名称を付すことを基本とすること。」との趣旨を踏まえ、電気自動車システム分野にお
ける「Pioneer in e-Mobility System (電動モビリティシステム開拓者)」を表し、活躍する職業がエン
ジニアリングチェーンに属すること、活躍する産業が自動車関連産業という産業分野であることを表すため、
「電気自動車システム工学士（専門職）」という名称とする。 
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４．教育課程の編成の考え方及び特色 

４．１．教育課程の編成の考え方 
４．１．１．科目の区分、必修科目・選択科目の設定の考え方 
 本学の教育課程については、設置基準第 13 条の規定の通り、「基礎科目」「職業専門科目」「展開
科目」「総合科目」と区分する。学修すべき授業科目には、主に理論を学ぶ講義の他に実践的な経験
から学ぶ実習、臨地実務実習がある。また理論と実践からの学びを集大成する研究ゼミナール・卒業研
究を実施する。 

ディプロマ・ポリシーに照らして、本学学生全員が身に付けるべき資質・能力を養うための科目を必修
科目とし、学生が自らの課題認識・キャリアプランに基づいて履修を選択する科目を選択科目とする。 
 
４．１．２．教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー) 

文部科学省中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針(令和 2 年 1 月 22 日)」の趣旨
を十分に踏まえながら、ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・スキルなどを修得させるために、基礎科目、職
業専門科目(工学基礎、専門基礎、専門発展、専門選択)、展開科目、総合科目を体系的な教育
課程として編成し、講義、実習(臨地実務実習含む)を組み合わせた授業を展開する。なお、本方針の
設定に当たっては、日本学術会議「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 
機械工学分野」を参考にした。 

 
(１)教育内容の方針 
CP１ 基礎科目では、職業的自立を図るために必要な能力を育成するべく、以下のような教育内容
で構成する。 
CP1-1 社会の大きな変化を当事者としてとらえ、物事を論理的・科学的に捉えて対応できるようになる
ため、高等教育における基礎水準のSTEAMの基盤となる物理学Ⅰ・Ⅱ、微分積分学、線形代数学、
化学基礎(以上、必修科目)、物理学Ⅲ、欧州アート・デザイン論(以上、選択科目)などの内容を学ぶ
科目を設置する。 
 
CP1-2 ニーズを起点とした設計・開発を進められるようにするため、地球規模から地域規模まで社会ニ
ーズの考え方を理解するための環境エネルギー論(必修科目）、グローバル社会理解Ⅰ・Ⅱ、社会と科
学論(以上、選択科目)、電気自動車システムの利用者ニーズの考え方を理解するためのニーズ理解入
門、人間工学入門(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP1-3 リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解できるようになるため、高等教育におけるリ
テラシー水準の数理統計学、データ分析、AI 基礎(以上、必修科目)などの内容を学ぶ科目を設置す
る。 
 
CP2 職業専門科目では、電気自動車システム分野に関する知識・スキルを身につけ、最終製品あ
るいは部材等の開発に活用できるよう、以下のような教育内容で構成する。 
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CP2-1 電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問体系と、工学の基本的現象を理解し
たうえで、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につけるため、ものづくり基礎実習、設計
製図実習、電気回路学、機械基礎Ⅰ、コンピュータ概論、技術者倫理、プログラミング実習(以上、必
修科目)、計測工学、電子回路工学、機械基礎Ⅱ、情報理論、工業数学、情報工学、材料工学、
振動工学、センサー工学(以上、選択科目)など工学基礎の内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP2-2 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシ
ミュレーションを用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を身につけるため、自動車工学基礎実習、次
世代モビリティ論、自動車工学、電気自動車構造解析実習、電気機械工学基礎実験、電池システム
基礎、モーター・インバータシステム基礎、車体システム基礎、自動運転システム基礎、電子制御工学
(以上、必修科目)、電池システム実習Ⅰ、モーター・インバータシステム実習Ⅰ、車体システム基礎実習、
自動運転システム実習Ⅰ(以上、選択必修科目)、センサー工学、自動車通信工学、3DCAD 演習、
超小型モビリティ開発、問題解決法、モデルベース開発Ⅰ(以上、選択科目)など専門基礎の内容を学
ぶ科目を設置する。 
 
CP2-3 電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深
化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等を主体的
に提案できる知識・スキルを身につけるため、電池関連科目群(電池化学応用、電池システム実習Ⅱ)、
モーター・インバータ関連科目群(パワーエレクトロニクス、モーター・インバータシステム実習Ⅱ)、車体関連
科目群(車体構造学、車体システム解析実習Ⅰ)、自動運転関連科目群(自動運転におけるセンシン
グ技術、自動運転システム実習Ⅱ) (以上、選択必修科目)、電池システム設計・試験法基礎、電池
システム実習Ⅲ、駆動システム設計製造試験法、モーター・インバータシステム実習Ⅲ、車体システム設
計製造試験法、車体システム解析実習Ⅱ、自動運転のための制御技術、自動運転システム実習Ⅲ、
モデルベース開発Ⅱ(以上、選択科目)など専門発展の内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP2-4 自らのキャリアプランに応じて、以下の内容から選択して学ぶ科目を設置する(以下、全て選択
必修科目)。 
①車体軽量化に必要な車体・部材の多くに用いられている金属材料やプラスチック等の材料特性に関
する知識を身につけるための金属材料工学、高分子工学 
②工業デザインの原則や効率化手法・意匠を踏まえた開発を実現する知識・スキルを身につけるための
ジョルジェット・ジウジアーロの工業デザイン論、モビリティデザイン論 
③電気自動車システムの利用法やその背景にある通信環境等を踏まえた開発を実現する知識を身に
つけるための MaaS を想定した交通政策論、５G の科学 
④権利や品質の観点を踏まえた適切な開発を実現する知識を身につけるための知的財産権概論、品
質管理 
⑤電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識を身につけるためのサービス工学、
電動モビリティを想定したサービス論 
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CP2-5 企業の現場での実務的な実習を通して、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深めると同時に
自らが将来開発する製品への責任を意識するため、また、ものづくりや基礎・専門分野などの学修内容
の活用や実践作業を通じて、技術開発、製品開発、問題発見・分析・解決策立案に必要な創造力・
実践力を養うための臨地実務実習科目を設置する(必修科目)。 
 
CP2-6 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)、周
辺領域の知識・スキルを有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的な知識・スキルを身につけ
るための電気自動車システム開発演習(必修科目)を設置する。 
 
CP3 展開科目では、電気自動車システム分野に関連する応用的な能力であって、創造的な役割を
果たすために必要な能力を育成すべく、以下のような教育内容で構成する。 
CP3-1 グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現するための知識・スキルを身につけるため、
文書表現法、英語コミュニケーション(以上、必修科目)、ビジネス英語、プレゼンテーション基礎(日英) 
(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 
 
CP3-2 専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するため
のビジネス関連の知識・スキルとして、以下それぞれの内容を学ぶ科目を設置する。 
①創造的・俯瞰的な思考方法を理解し、新たな企画案を新規構築できるようになるためのシステム思
考論(必修科目)、アイデア思考法(選択科目) 
②製造業という業態の特性や密接に関連する科学技術政策を理解できるようになるための製造業経営
論(必修科目)、労使関係論、マネジメント論、科学技術政策(以上、選択科目) 
③電気自動車システムの特性を活かした新たなビジネスを創出し、また世の中に広く取組内容を発信す
ることができるようになるための製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ(必修科目)、製造とデザインのための
ビジネス論Ⅱ、製品とその利用に関する起業化論、広報活動論(以上、選択科目) 
 
CP4 総合科目では、修得した知識・スキルを総合し、電気自動車システム分野の設計者としての実
践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるべく、以下のような教育内容で構成する。 
CP4-1 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や
研究計画の立案方法を身につけるため、研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲを設置する(以上、必修科目)。 
 
CP4-2 身につけた知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電気自動車
システム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけるため、卒業研究Ⅰ・Ⅱを設置する
(以上、必修科目)。 
 
(２)教育方法の方針 
① 教育内容において、多様な知識・知恵を体系的にバランスよく学ぶ科目に関しては、講義形式によ

る授業形態とする。一方、ものづくりの技法・技能の習得、ものづくりすることにより講義等で学習し
た内容を実践するための科目に関しては、実習形式による授業形態とする。 
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② 学生が主体的に授業へ参加するよう促すため、講義科目におけるグループ・ディスカッション、実習
科目におけるグループ・ワークなどの能動的な教育方法を取り入れる。 

③ 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や研究
計画の立案方法を身につけるため、1 年次 3 期より学生を研究室に所属させ(卒業研究を行う研
究室として決定するものではない)、「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」による指導を行う。なお、「研究ゼミ
ナールⅠ(1 年次 3 期・4 期)」「研究ゼミナールⅡ(2 年次 1 期・2 期)」「研究ゼミナールⅢ(2 年
次 3 期・4 期、3 年次 1 期)」ごとに所属研究室を変更することを許容し、様々な分野について
様々な教員から学びを得ることを可能とする。 

④ 2 年次 3 期・4 期に、学生は電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、
自動運転)の技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修する。学生は、当該実習科目で履
修した構成要素の技術分野について、後述する⑤の通り 3 年次 4 期に専門発展科目での選択
必修科目群の選択及び卒業研究を行う研究室や卒業研究のテーマを決定する設定とする。その
ため、この時点で選択すべき構成要素の技術分野の方向性を迷う学生、あるいは幅広い可能性
を確保したい学生に対しては、複数分野の当該実習科目の履修を推奨する。 

⑤ 3 年次 4 期に、学生が卒業研究を行う研究室及び卒業研究のテーマを決定する。当該研究室・
卒業研究のテーマの技術分野は、CP2-3 に基づいて設定された電気自動車システムの構成要素
(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する選択必修科目群と同一技術分野とする。 

⑥ 学生が教育課程の体系的な編成や個別科目の内容等を理解し、適時適切に履修できるようカリ
キュラムツリー、シラバスを作成するとともに、履修モデルを示しつつ学生のキャリア志向に応じた履修
指導を実施する。 

⑦ 学生の単位取得状況や授業評価などをモニタリングし、学生の状況を把握してきめ細かな指導を
行う。 
 

(３)教育評価の方針 
① 全ての科目において、GPA による評価を行う。評価は、3 分の 2 以上の授業出席を前提とする。 
② 講義科目においては、各講義科目の特性を考慮したうえで、主として筆記試験・提出されるレポー

トの評価、グループ・ディスカッションへの取組状況の評価等の方法、複数の評価方法を用いる場合
の評点の配分、評価基準等をシラバスにおいて定める。 

③ 実習科目においては、各講義科目の特性を考慮したうえで、主として提出されるレポートの評価・
実習技術習得状況等の評価方法、複数の評価方法を用いる場合の評点の配分、評価基準等
をシラバスにおいて定める。 

④ 臨地実務実習科目においては、学生から実習中に提出を求める週報・終了報告書、受入機関の
指導者から提出を求める状況報告書・評価表、学生の成果報告発表会での報告等の方法によ
り、目標とする資質・能力を身につけたかを評価を行う。評価の詳細については、シラバスにおいて定
める。 

⑤ 各科目の評価は、受講終了後にシラバスに記された方法と基準に基づいて実施し、合否を判定
し、合格した科目には成績の評定を与える。成績評定は、学期の所定の時期に開示する。学生の
学びの過程と評価は記録し、教育課程の見直しや自己点検、カリキュラムの充実や教育開発に生
かす。 
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⑥ 最終的に、必要単位の取得状況を把握するとともに、学生から卒業論文(卒業研究Ⅰ・Ⅱの成
果)に関する発表を受け、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を身に付けたか否かを本学教員で
構成する審査会において確認する。当該審査会において、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力
を身に付けたと認められた学生に関しては、教授会で卒業判定を行う。 

 
４．１．３．DP と CP との整合性 
 本学の DP と CP に関しては、 

● DP1 職業的自立を図るための能力：CP1 
● DP2 電気自動車システム分野の設計者に必要な専門的な能力：CP2 
● DP3 電気自動車システム分野に関連する応用的・創造的な能力：CP3 
● DP4 電気自動車システム分野の設計者としての総合力：CP4 

という対応関係にある。各DP(枝番含む)にて設定した能力を、対応する各CP(枝番含む)によって設置
する科目で身につけることとしている。このことを表す DP、CP、授業科目の対応表を資料 4-1 に示す。 
 
４．２．体系的教育課程(カリキュラム)の編成、科目区分ごとの科目構成の考え方 
４．２．１．体系的教育課程(カリキュラム)の編成の考え方 
(１)教育課程全体を見通した体系性 
①段階的な学びを得る教育課程の編成 

本学の養成する人材像や DP を達成するため、CP に基づいて、1 年次から 4 年次にかけて体系的に
知識・スキルを身につけることを目的とした教育課程を編成する。具体的には、基礎科目、職業専門科
目、展開科目、総合科目を各学年において適切な比重でバランスよく科目配置しながら、段階的に 
● 1 年次：専門技術を修得する基礎を固める 
● 2 年次：専門技術を身につけ、応用力を身につける 
● 3 年次：電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれ

かに深化した専門的な知識・スキルを身につける 
● 4 年次：知識・スキルを総合し、電気自動車システム分野の設計者としての実践的かつ応用的

な能力を身につける 
ことを目的とした教育課程を編成する。当該教育課程の編成では、1 年次には基礎科目の比重が大き
く職業専門科目や展開科目の比重が小さいが、学年次に進むにつれて基礎科目の比重が小さくなり職
業専門科目や展開科目の比重が大きくなる科目配置となっている。また、各授業科目における教育内
容も、学年次に進むにつれて高度なものとなっていく。 

 
②教育課程の編成における卒業研究までの一貫性 

本学では、卒業要件の一つに「特に総合科目について、学修の成果として卒業論文等を提出し、単
位を授与することが適切と認められること」を設定している。そのためには、学生が体系的に一貫性のある
学びを得ることができる教育課程の編成、履修設定の考え方となっていることが重要である。 

本学の教育課程の編成では、1 年次 1 期から 2 年次 2 期までに、基礎科目や職業専門科目のう
ち工学基礎科目、専門基礎科目、展開科目を履修して、基盤となる数学・物理等の知識や、工学・
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電気自動車システム全体及び各構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する基
本的な知識・スキル、応用力・想像力を身につける科目を配置する。2 年次 3 期・4 期には、職業専門
科目に各構成要素について基礎的な実習科目である「電池システム実習Ⅰ」「モーター・インバータシス
テム実習Ⅰ」「車体システム基礎実習」「自動運転システム実習Ⅰ」(以下、「実習Ⅰ等」という。)を配置
し、学生が自身の専門とする各構成要素の技術分野(以下、専門分野)を検討するよう意識させる。学
生が複数分野の実習Ⅰ等を履修可能となるよう科目を配置しているため、この時点で将来の専門分野
の設定を迷う者あるいは幅広い可能性を確保したい者に対しては、複数分野の実習Ⅰ等の履修を推
奨する。 

また、この間、1 年次 3 期から 3 年次 1 期まで、主体的に課題に取り組む姿勢、基礎科目・職業専
門科目・展開科目にかかる学びを通じて身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や
研究計画の立案方法を身につけるため、1 年次 3 期より学生を研究室に所属させ(卒業研究を行う研
究室として決定するものではない)、総合科目「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」による指導を行う。当該科目
においては、「研究ゼミナールⅠ(1 年次 3 期・4 期)」「研究ゼミナールⅡ(2 年次 1 期・2 期)」「研究ゼ
ミナールⅢ(2 年次 3 期・4 期、3 年次 1 期)」ごとに所属研究室を変更することを許容し(変更しなくて
もよい)、様々な分野について様々な教員から学びを得ることを可能とする。 

その後、3 年次 4 期には、各構成要素にかかる職業専門科目の選択必修科目群、及び総合科目
の「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」を配置する。学生は、2 年次 3 期・4 期に履修した実習Ⅰ等、3 年次 2 期・3 期
に配置する「臨地実務実習Ⅲ」を踏まえ、自らの専門分野、並びに卒業研究を行う研究室や卒業研究
のテーマを決定する。なお、当該選択必修科目群の分野と卒業研究を行う研究室や卒業研究のテーマ
は、同一分野とする履修設定とする。同時期から 4 年次 4 期までの期間で「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」を配置
し、学生は身につけた知識・スキルを統合し、主体的に卒業研究に取り組むことで、卒業論文を執筆す
る。 

 
以上の通り、本学では、2 年次前半期までは、幅広く基礎的な知識・スキルを身につけたうえで、電気

自動車システム全体について学ぶ教育課程を編成する。一方、2 年次後半期以降には、それまでの学
びを基盤としたうえで、学生が自らの専門分野を設定し、学びを深めていく教育課程の編成となっている。
また、2 年次 3 期・4 期の実習Ⅰ等から 3 年 4 期における専門分野の選択及び研究室・研究テーマを
結び付けることで、一貫性のある学びを得ることができる教育課程の編成としている。 
 
(２)1 年次の教育課程の編成の考え方 

1 年次は、専門技術を修得する基礎を固めることを目的とした教育課程を編成する。具体的には、
物事を論理的・科学的に捉える能力、リテラシー水準の数理統計、幅広い社会・利用者ニーズを把握
する能力など職業的自立を図るための能力を高める基礎科目、電気自動車システム全体および構成
要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーションを用いた開発手法に関する理論・
技法を修得する基礎を固めるための職業専門科目の工学基礎科目、導入的な自動車工学や問題解
決法、「次世代モビリティ」「CASE」「MaaS」の基礎的・総合的な内容等を身につける職業専門科目の
専門基礎科目、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深め、自らが将来開発する製品への責任を意識す
るための臨地実務実習科目、自らの考えなどを日本語による文書・プレゼンテーションで表現する適切な
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コミュニケーション能力、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するためのビジネス関連の知
識・スキルを高める展開科目、主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、
研究課題の設定や研究計画の立案方法を身につけるための研究ゼミナールを中心に編成する。 
 
(３)2 年次の教育課程の編成の考え方 

2 年次は、1 年次に学んだ基礎的な知識・スキルを土台に、専門技術を身につけ、応用力をつけるこ
とを目的とした教育課程を編成する。具体的には、リテラシー水準のデータ分析技法、幅広い社会・利
用者ニーズを把握する能力など職業的自立を図るための能力を高める基礎科目、技術者倫理や情報
系科目などの職業専門科目の工学基礎科目、電気自動車システム全体および構成要素(電池、モー
ター・インバータ、車体、自動運転)に関する基礎的な知識・スキルやシミュレーションを用いた開発手法を
習得する専門基礎科目、自分や相手の考えなどを英語でやり取りする適切なコミュニケーション能力、新
たな製品・サービスを開発するためのビジネス関連の知識・スキルを習得するための展開科目、ものづくり
や基礎・専門分野などの学修内容の活用や実践作業を通じて、問題発見・分析・解決策立案に必要
な創造力・実践力を養うための臨地実務実習科目、主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・
スキルを統合する方法、研究課題の設定や研究計画の立案方法を身につけるための研究ゼミナールを
中心に編成する。 
 
(４)3 年次の教育課程の編成の考え方 

3 年次は、2 年次に学んだ基礎的・専門基礎的な知識・スキルを発展させ、リテラシー水準の基礎的
な AI 活用技法など職業的自立を図るための能力を高める基礎科目、電気自動車システムの構成要
素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深化した専門的な知識・スキルをつけること
を目的とした教育課程を編成する。具体的には、構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運
転)に関する専門的な知識・スキルを身につけるための職業専門科目の専門発展科目、電気自動車シ
ステムの周辺領域に関する職業専門科目の専門選択科目、新たな製品・サービスを開発するためのビ
ジネス関連の知識・スキルを習得するための展開科目、学修内容の活用や実践作業を通じて、専門職
業人材としての問題発見・分析・解決策立案に必要な創造力・実践力を養うための臨地実務実習科
目、身につけた知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電気自動車シス
テム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけるための卒業研究を中心に編成する。 
  
(５)4 年次の教育課程の編成の考え方 

4 年次は、3 年次までに学んだ知識・スキルを総合し、電気自動車システム分野の設計者としての実
践的かつ応用的な能力を身につけることを目的とした教育課程を編成する。具体的には、構成要素(電
池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する専門的な知識・スキルを更に深めるため、また複数
の分野を有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的な知識・能力を得るための職業専門科
目の専門発展科目、電気自動車システムの周辺領域に関する職業専門科目の専門選択科目、新た
な製品・サービスを開発するためのビジネス関連の知識・スキルを習得するための展開科目、身につけた
知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電気自動車システム分野の設
計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけるための卒業研究を中心に編成する。 
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 以上の通り、段階的に順序立てて体系的に知識・スキルを習得する教育課程編成とすることで、学生
が DP を達成し、本学の養成する人材像となる教育を実施する。 
 
４．２．２．基礎科目 

基礎科目では、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能
力を育成するための教育内容で構成する。 

基礎科目の履修要件 10 科目・20 単位のうち、本学での学びを進めるうえで不可欠な STEAM の
基盤となる知識を身につける「物理学Ⅰ」「物理学Ⅱ」「化学基礎」「微分積分学」「線形代数学」、電
気自動車システムが開発されてきた背景にある社会ニーズを理解するための「環境エネルギー論」、全て
の大学・高専生が備えるべきリテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解できるようになるための
「数理統計学」「データ分析」「AI 基礎」16の計 9 科目(18 単位相当)を必修科目とする。一方、その
他の科目については、学生が自らの課題認識・キャリアプランに基づいて柔軟に履修できるようにするため、
選択科目とする。 
 

CP1-1 社会の大きな変化を当事者としてとらえ、物事を論理的・科学的に捉えて対応できるようになる
ため、高等教育における基礎水準のSTEAMの基盤となる物理学Ⅰ・Ⅱ、微分積分学、線形代数学、
化学基礎(以上、必修科目)、物理学Ⅲ、欧州アート・デザイン論(以上、選択科目)などの内容を学ぶ
科目を設置する。 
 

■必修科目 
A) 物理学Ⅰ 
B) 物理学Ⅱ 
C) 化学基礎 
D) 微分積分学 
E) 線形代数学 
 

■選択科目 
A) 物理学Ⅲ 
B) 欧州アート・デザイン論 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、本学の養成する人材像・DP の達成に必要な知識・スキルを備えるべ

く設置した必要最低限の科目であることから、ほぼ全てを必修科目とする。一方、学生の興味関心・キャ
リアプランに応じて履修する選択科目を設置している。例えば、将来自動運転分野を志向する者は物理
学Ⅲを、芸術的なセンスを磨きたいと考える者は欧州アート・デザイン論を履修する想定である。社会の
大きな変化を当事者としてとらえ、物事を論理的・科学的に捉えて対応できるようになるための基礎的な
科目を網羅的に設置している。 

 
16 これらの内容検討に関しては、統合イノベーション戦略推進会議「AI 戦略 2019」(資料 4-2)における【大学・高専・
社会人】の項目の趣旨、数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシアム「モデルカリキュラム(資料 4-3)」を参考した。 
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CP1-2 ニーズを起点とした設計・開発を進められるようにするため、地球規模から地域規模まで社会ニ
ーズの考え方を理解するための環境エネルギー論(必修科目）、グローバル社会理解Ⅰ・Ⅱ、社会と科
学論(以上、選択科目)、電気自動車システムの利用者ニーズの考え方を理解するためのニーズ理解入
門、人間工学入門(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 
 

■必修科目 
A) 環境エネルギー論 
 

■選択科目 
A) グローバル社会理解Ⅰ 
B) グローバル社会理解Ⅱ 
C) 社会と科学論 
D) ニーズ理解入門 
E) 人間工学入門 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、電気自動車システムが開発されてきた背景にある社会ニーズを理解

するための「環境エネルギー論」を必修科目とする。一方、その他の地球規模から地域規模まで社会ニー
ズの考え方を理解するための科目、電気自動車システムの利用者ニーズの考え方を理解するための科
目に関しては、学生の興味関心・キャリアプランに応じて履修する選択科目として設置している。例えば、
積極的に海外での勤務を志向する者はグローバル社会理解Ⅰ・Ⅱを、社会と電気自動車という科学技
術の成果がどのような関係性にあるかに関心を持つ者は社会と科学論を、消費者の嗜好、乗り心地など
の快適さを踏まえて設計・開発を進められるようになりたいと考える者はニーズ理解入門、人間工学入門
を履修する想定である。ニーズを起点とした設計・開発を進められるようにするための基礎的な科目を網
羅的に設置している。 

 

CP1-3 リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解できるようになるため、高等教育におけるリ
テラシー水準の数理統計学、データ分析、AI 基礎(以上、必修科目)などの内容を学ぶ科目を設置す
る。 
 

■必修科目 
A) 数理統計学 
B) データ分析 
C) AI 基礎 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、全ての大学・高専生が備えるべきリテラシー水準のデータ分析・AI 活

用技法等を理解できるようになるための科目であることから、すべてを必修科目とする。リテラシー水準の
データ分析・AI 活用技法等を理解できるための基礎的な科目を網羅的に設置している。 
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４．２．３．職業専門科目 
職業専門科目では、電気自動車システム分野に関する知識・スキルを身につけ、最終製品あるいは

部材等の設計・開発に活用できるような教育内容で構成する。 
職業専門科目で教育する電気自動車システムの構成について概説する。図4.2.1 はモーターの回転

力のみで走行する車で電気自動車、燃料電池車、エンジンは発電のために用いる方式のハイブリッド車
を示している。電気自動車は電池をエネルギー源とし、モーターの動力で直接車輪を回転させて走行す
る車である。電池の能力のみで長い航続距離に耐えられない場合に、燃料電池から得られる電力も用
いながら走行するのが燃料電池車である。同様にエンジンによる発電に基づく電力の助けを借りて走行す
るのが、エンジンでアシストする型式のハイブリッド車である。この方式の自動車は、日産自動車株式会社
より e-POWER という名称で販売されている。 

 

 
図 4.2.1：電気自動車、燃料電池車、エンジンを発電のために用いる方式のハイブリッド車の構成図 

 
本図の通り、電気自動車システムにおいて核となる構成要素は、電動化にとって必須の電池、インバ

ータ、モーターの駆動・動力系装置、ボディ・シャシー等の車体、自動運転のためのセンシング、情報処理、
通信技術等である。さらに、これらを統合して電気自動車システムを構成するための車体開発技術があ
る。 

 

 
図 4.2.2：電気自動車システムにおける要素技術と統合技術の関係 

 
職業専門科目では、電気自動車システム全体及び構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自

動運転)技術の設計・開発に必要な能力を身につけるため、当該分野の学問体系と工学の基本的現
象等を理解する工学基礎科目、電気自動車システム全体の統合技術及び構成要素を俯瞰できるよう
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になるための専門基礎科目、電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動
運転)いずれかに深化した専門的な理解を有するための専門発展科目、自らのキャリアプランに応じて周
辺領域に関する知識・スキルを身につける専門選択科目を配置する。 

また、前述の通り、本学では設計力の強化や製造業のデジタル化に対応できる人材を養成するため、
電気自動車システムの開発・性能評価のプロセスをバーチャルシミュレーションで行うモデルベース開発を
想定した教育を展開していく。そのため、電気自動車システムの構成要素に関する各科目では、個別技
術の内容理解の向上にとどまらず、シミュレーションを用いた開発手法を身につける内容を盛り込むものと
する。 
 

CP2-1 電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問体系と、工学の基本的現象を理解し
たうえで、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につけるため、ものづくり基礎実習、設計
製図実習、電気回路学、機械基礎Ⅰ、コンピュータ概論、技術者倫理、プログラミング実習 (以上、必
修科目)、計測工学、電子回路工学、機械基礎Ⅱ、情報理論、工業数学、情報工学、材料工学、
振動工学 (以上、選択科目)など工学基礎の内容を学ぶ科目を設置する。 
 
■必修科目 
A) ものづくり基礎実習 
B) 設計製図実習 
C) 電気回路学 
D) 機械基礎Ⅰ 
E) コンピュータ概論 
F) 技術者倫理 
G) プログラミング実習 
 
■選択科目 
A) 計測工学 
B) 電子回路工学 
C) 機械基礎Ⅱ 
D) 情報理論 
E) 工業数学 
F) 情報工学 
G) 材料工学 
H) 振動工学 
 
＜履修設定の考え方＞ 

本 CP に基づく科目については、本学の養成する人材像・DP の達成に必要な知識・スキルを備えるべ
く設置した科目である。設計者を目指すためのものづくり・設計・倫理に関する基礎的な科目、電気自
動車システムを扱うための電気・電子・機械に関する基礎的な科目、電気自動車システムを制御するた
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めの情報処理等に関する基礎的な科目など、電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問
体系と、工学の基本的現象を理解したうえで、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につ
けるための科目を網羅的に設置し、全学生が共通して最低限必要となる科目を必修科目としている。 

また、主にモーター・インバータ分野を志向する者に向け「計測工学」を、主に自動運転分野を志向す
る者に向け「工業数学」「情報理論」「情報工学」を、主に車体分野を志向する者に向け「機械基礎Ⅱ」
「材料工学」「振動工学」を、主に電池、モーター・インバータ、自動運転を志向する者に向け「電子回路
工学」を設置し、学生の興味関心・キャリアプランに応じて履修する選択科目としている。 
 
CP2-2 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシ
ミュレーションを用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を身につけるため、自動車工学基礎実習、次
世代モビリティ論、自動車工学、電気自動車構造解析実習、電気機械工学基礎実験、電池システム
基礎、モーター・インバータシステム基礎、車体システム基礎、自動運転システム基礎、電子制御工学
(以上、必修科目)、電池システム実習Ⅰ、モーター・インバータシステム実習Ⅰ、車体システム基礎実習、
自動運転システム実習Ⅰ(以上、選択必修科目)、センサー工学、自動車通信工学、3DCAD 演習、
超小型モビリティ開発、問題解決法、モデルベース開発Ⅰ(以上、選択科目)など専門基礎の内容を学
ぶ科目を設置する。 
 
■必修科目 
A) 自動車工学基礎実習 
B) 次世代モビリティ論 
C) 自動車工学 
D) 電気自動車構造解析実習 
E) 電気機械工学基礎実験 
F) 電池システム基礎 
G) モーター・インバータシステム基礎 
H) 車体システム基礎 
I) 自動運転システム基礎 
J) 電子制御工学 
 
■選択必修科目 
A) 電池システム実習Ⅰ 
B) モーター・インバータシステム実習Ⅰ 
C) 車体システム基礎実習 
D) 自動運転システム実習Ⅰ 
 
■選択科目 
A) センサー工学 
B) 自動車通信工学 
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C) 3DCAD 演習 
D) 超小型モビリティ開発 
E) 問題解決法 
F) モデルベース開発Ⅰ 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、本学の養成する人材像・DP の達成に必要な知識・スキルを備えるべ

く設置した科目である。「次世代モビリティ」「CASE」「MaaS」を総合的に学ぶ基礎的な科目を含め、電
気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレーション
を用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を身につけるための科目を網羅的に設置し、全学生が共
通して最低限必要となる科目を必修科目としている。また、3 年次以降の分野選択を見据え、構成要
素にかかる基礎的な実習科目を選択必修科目として設置している。学生は、当該実習科目で履修し
た構成要素の技術分野について、3 年次 4 期に専門発展科目での選択必修科目群の選択及び卒業
研究を行う研究室や卒業研究のテーマを決定する設定とする。そのため、この時点で選択すべき構成要
素の技術分野の方向性を迷う学生、あるいは幅広い可能性を確保したい学生に対しては、複数分野の
当該実習科目の履修を推奨する。 

また、シミュレーションを用いた開発手法を深めたいとする者に向け「モデルベース開発Ⅰ」を、乗用車の
みならず電動小型モビリティの開発に興味を持つ者に向け「超小型モビリティ開発」を、主に自動運転分
野を志向する者に向け「センサー工学」「自動車通信工学」を、主に車体分野を志向する者に向け
「3DCAD 演習」「問題解決法」を設置し、学生の興味関心・キャリアプランに応じて履修する選択科目
としている。 
 
CP2-3 電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深
化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等を主体的
に提案できる知識・スキルを身につけるため、電池関連科目群(電池化学応用、電池システム実習Ⅱ)、
モーター・インバータ関連科目群(パワーエレクトロニクス、モーター・インバータシステム実習Ⅱ)、車体関連
科目群(車体構造学、車体システム解析実習Ⅰ)、自動運転関連科目群(自動運転におけるセンシン
グ技術、自動運転システム実習Ⅱ) (以上、選択必修科目)、電池システム設計・試験法基礎、電池
システム実習Ⅲ、駆動システム設計製造試験法、モーター・インバータシステム実習Ⅲ、車体システム設
計製造試験法、車体システム解析実習Ⅱ、自動運転のための制御技術、自動運転システム実習Ⅲ、
モデルベース開発Ⅱ (以上、選択科目)など専門発展の内容を学ぶ科目を設置する。 
 
■選択必修科目 
A) 電池関連科目群：電池化学応用、電池システム実習Ⅱ 
B) モーター・インバータ関連科目群：パワーエレクトロニクス、モーター・インバータシステム実習Ⅱ 
C) 車体関連科目群：車体構造学、車体システム解析実習Ⅰ 
D) 自動運転関連科目群：自動運転におけるセンシング技術、自動運転システム実習Ⅱ 
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■選択科目 
A) 電池システム設計・試験法基礎 
B) 駆動システム設計製造試験法 
C) 車体システム設計製造試験法 
D) 自動運転のための制御技術 
E) 電池システム実習Ⅲ 
F) モーター・インバータシステム実習Ⅲ 
G) 車体システム解析実習Ⅱ 
H) 自動運転システム実習Ⅲ 
I) モデルベース開発Ⅱ 
 
＜履修設定の考え方＞ 

本 CP に基づく科目については、電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、
自動運転)いずれかに深化した専門的な理解を深めるため、電気自動車システムの構成要素にかかる2
科目の科目群(講義 1 科目、実習１科目)を設定し、選択必修科目とする。当該選択必修科目群の
選択においては、CP2-2 に基づいて設けられた構成要素にかかる実習Ⅰ等で履修した技術分野を選択
することとする。また、卒業研究を行う研究室や卒業研究のテーマを決定する際には、当該選択必修科
目群で選択した技術分野と同じ技術分野を選択するものとする。 

より学びを深めたい学生に向けて、電気自動車システムの構成要素やモデルベース開発にかかる発展
的な科目を設定し、選択科目とする。電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車
体、自動運転)いずれかに深化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使する
などして、解決法等を主体的に提案できる知識・スキルを身につけるための科目を網羅的に設置している。 

また、各構成要素の学修をより深めたいとする者に向けた一層発展的な内容の講義・実習科目を、
シミュレーションを用いた開発手法を深めたいとする者に向け「モデルベース開発Ⅱ」を設置し、学生の興
味関心・キャリアプランに応じて履修する選択科目としている。 
 
CP2-4 自らのキャリアプランに応じて、以下の内容から選択して学ぶ科目を設置する(以下、全て選択
必修科目)。 
①車体軽量化に必要な車体・部材の多くに用いられている金属材料やプラスチック等の材料特性に関
する知識を身につけるための金属材料工学、高分子工学 
②工業デザインの原則や効率化手法・意匠を踏まえた開発を実現する知識・スキルを身につけるための
ジョルジェット・ジウジアーロの工業デザイン論、モビリティデザイン論 
③電気自動車システムの利用法やその背景にある通信環境等を踏まえた開発を実現する知識を身に
つけるための MaaS を想定した交通政策論、５G の科学 
④権利や品質の観点を踏まえた適切な開発を実現する知識を身につけるための知的財産権概論、品
質管理 
⑤電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識を身につけるためのサービス工学、
電動モビリティを想定したサービス論 
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■選択必修科目群(以下の番号は上記 CP の番号①～⑤に対応) 
① 金属材料工学、高分子工学 
② ジョルジェット・ジウジアーロの工業デザイン論、モビリティデザイン論 
③ MaaS を想定した交通政策論、５G の科学 
④ 知的財産権概論、品質管理 
⑤ サービス工学、電動モビリティを想定したサービス論 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、材料に関する知識を強みとしたい者に向け①の科目群を、カーデザイ

ナーなどを志向する者に向け②の科目群を、社会システムとのつながりを意識した製品・サービス企画に
携わりたいとする者に向け③の科目群を、知的財産権や品質管理に関する知識を強みとしたい者に向
け④の科目群を、電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識を強みとしたい者
に向け⑤の科目群を設置し、学生が自らの課題認識・キャリアプランに基づいて柔軟に履修できる選択
科目とする。学生が自らのキャリアプランに応じて、電気自動車システムの周辺分野の理解を深めるため
の科目を網羅的に設置している。学生は本 CP に基づく科目について 1 科目以上を履修する。 
 

CP2-5 企業の現場での実務的な実習を通して、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深めると同時に
自らが将来開発する製品への責任を意識するため、また、ものづくりや基礎・専門分野などの学修内容
の活用や実践作業を通じて、技術開発、製品開発、問題発見・分析・解決策立案に必要な創造力・
実践力を養うための臨地実務実習科目を設置する(必修科目)。 
 

設置基準第 29 条第 4 項の規定並びに本 CP に基づき、本学が養成する人材像としての能力を修
得するために、本学が指定する企業その他の事業者の事業所又はこれに類する場所において、当該事
業者の実務に従事することにより行う実習（臨地実務実習）を実施する。本学では、臨地実務実習
の目的を以下の通り設定する。 

 

■臨地実務実習の目的 
● 実社会での実務実習での経験を踏まえ、「学内で何をどの程度学ばなければならないか」という自ら

の学びに関する課題を発見する 
● 学内での理論学習・実習によって向上させた知識・スキルを、実社会での実務に生かす方法を見

出す 
● 卒業後の自身のキャリアプランを検討、ブラッシュアップする契機とする 
 

本 CP に基づく科目については、「1０．臨地実務実習の具体的な計画」において詳述する。 
 
■必修科目 
A) 臨地実務実習Ⅰ 
B) 臨地実務実習Ⅱ 
C) 臨地実務実習Ⅲ 
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CP2-6 電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)、周
辺領域の知識・スキルを有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的な知識・スキルを身につけ
るための電気自動車システム開発演習(必修科目)を設置する。 
 
■必修科目 
A) 電気自動車システム開発演習 
 
＜履修設定の考え方＞ 

本 CP に基づく科目については、電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバー
タ、車体、自動運転)、周辺領域の知識・スキルを有機的に融合し、電気自動車システムに係る総合的
な知識・スキルを身につけるため、電気自動車システムの開発にかかる 1 科目を設定し、必修科目とす
る。 
 
＜実習Ⅰ等おいて履修する学生数の偏りが生じた際に、学生数の偏りにかかわらず学生が十分な履修

指導を受けられる体制＞ 
 後述する通り、本学では、教育効果の向上と安全を担保するために実習科目を 1 科目 20 名で実施
する。そのため、 
① 特定の技術分野にかかる実習科目の履修を 20 名以上の学生が希望する 
② 特定の技術分野にかかる実習科目の履修を希望する学生数が極めて少ない 
というように、実習科目によって履修する学生数に偏りが生じる可能性も十分に考えられる。以下の通り、
①②いずれの場合においても、学生は十分な履修指導を受けられる体制となっている。 
 

①「特定の技術分野にかかる実習科目の履修を 20 名以上の学生が希望する場合」に学生が十分な
履修指導を受けられる体制となっていること 

 後述の資料 8-1「時間割」において示す通り、2 年次 3 期及び 4 期で設置する構成要素(電池シス
テム、モーター・インバーター、車体システム、自動運転システム)にかかる基礎的な実習科目に関しては、
このような場合に備えて各実習科目に A 班・B 班を設けている。そのため、仮に 20 名以上の履修登録
があった場合であっても、いずれかの班に割り当てることで学生は十分な履修指導を受けることができる体
制となっている。 
 
②「特定の技術分野にかかる実習科目の履修を希望する学生数が極めて少ない場合」に学生が十分

な履修指導を受けられる体制となっていること 
 このような場合における課題は、特に複数名で対応することを想定した作業やグループディスカッション
(以下、「GD」という。)に関して、学びの質を下げないよう適切な履修指導を行うことである。特に、GDに
ついては、「モータ・インバータシステム実習Ⅰ」「自動運転システム実習Ⅰ」の授業計画において複数回
の GD が設定され、評価基準においても GD にかかる配点が設定されている。履修を希望する学生数が
極めて少ないことを原因とする学びの質低下を防ぐための履修指導体制とする必要がある。 
各実習科目においては、助手や技術職員を配置する体制としている。そのため、複数名で対応すること
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を想定した作業に関しては、助手や技術職員と作業することを通じて学生は十分な履修指導を受けら
れる体制となっている。GDに関しても、助手や技術職員と議論することを通じて学生は十分な履修指導
を受けられる体制となっている。 
 
４．２．４．展開科目 

展開科目では、電気自動車システム分野に関連する応用的な能力であって、創造的な役割を果た
すために必要な能力を育成する教育内容で構成する。 

展開科目では、グローバル産業である自動車関連産業において、職業専門科目で修得した知識・ス
キルを十分に応用しながら創造的な役割を果たすために求められる、英語も交えた文書・口頭等による
適切なコミュニケーションの知識・スキルを身につけるための科目を設置する。また、職業専門科目で修得
した知識・スキルを応用し、これまでにない新たな製品や新たなサービスを開発するためのビジネス関連の
知識・スキルを身につけることを目的とした科目を設置する。 

これらの科目は、文部科学省「専門職大学及び専門職短期大学の制度化等に係る学校教育法の
一部を改正する法律等の公布について（通知）(平成 29 年 9 月 21 日)」における展開科目の説明
で「例えば，専門技能等を活かした開業や新たな事業展開を図る際に必要となる経営等の知識や，
連携・協働が進む隣接他分野の職業に関する知識等を学ぶ科目などが，その内容として考えられるこ
と。」として例示されたうち、「専門技能等を活かした開業や新たな事業展開を図る際に必要となる経営
等の知識」等を学ぶ科目に類するものである。本学養成する人材像の職業分野「工学」に関連し、海
外等の市場へ新たな事業展開を図る際に必要となる「コミュニケーション学(科学技術コミュニケーション等
を含む)」「英語学 17」、専門技能等を活かした開業や新たな事業展開を図る際に必要となる「経営学」
という他分野における応用的な能力を修得する科目を中心とした構成となっている。いずれも、電気自動
車システム関連の新しい製品・サービスを開発するという、創造的な役割を担うための能力を展開させる
科目である。 

 
展開科目の履修要件 10 科目・20 単位のうち、CP3-1 に関する科目については、他者と適切にコミ

ュニケーションをとるための知識・スキルは、産業界で活躍するための必須要素の一つであることから、文書
表現と口頭表現、日本語と英語のそれぞれの知識・スキルを身につけるため、「文書表現法」「英語コミュ
ニケーション」の計 2 科目(4 単位相当)を必修科目とする。CP3-2 に関する科目については、専門職業
人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するためのビジネス関連の知
識・スキルを身につけるため、「システム思考論」「製造業経営論」「製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ」
の計 3 科目(6 単位相当)を必修科目とする。その他の科目については、学生が自らの課題認識・キャリ
アプランに基づいて柔軟に履修できるようにするため、選択科目とする。 

 

CP3-1 グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現するための知識・スキルを身につけるため、
文書表現法、英語コミュニケーション(以上、必修科目)、ビジネス英語、プレゼンテーション基礎(日英) 
(以上、選択科目)などの内容を学ぶ科目を設置する。 

 
17 外国語を英語と設定した理由は、前述の自動車関連産業の主要市場である北米・欧州・中国を想定した場合に、これらの市場で
汎用的に通用し、また自動車関連企業で求められる外国語が英語であるためである。 



設置趣旨（本文）－57 

 

■必修科目 
A) 文書表現法 
B) 英語コミュニケーション 
 

■選択科目 
A） プレゼンテーション基礎 
B） 英語プレゼンテーション基礎 
C） ビジネス英語 
 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、本学の養成する人材像・DP の達成に必要な知識・スキルを備えるべ

く設置した科目である。他者と適切にコミュニケーションをとるための知識・スキルは、産業界で活躍するた
めの必須要素の一つであることから、文書表現と口頭表現、日本語と英語のそれぞれの知識・スキルを
身につけるため、「文書表現法」「英語コミュニケーション」の計 2 科目(4 単位相当)を必修科目とする。 

「文書表現法」に関しては、学生が自身の学習成果や研究成果をまとめたり、卒業後に設計者として
各種技術文書を作成するのに求められるスキルであり、また後述する卒業要件において「学修の成果とし
て卒業論文等を提出し、単位を授与することが適切と認められること。」を要求することから、本学の養成
する人材像、当該 DP 達成に不可欠な科目であるため必修科目とした。 

「英語コミュニケーション」に関しては、到達目標として「日常会話における基本的なフレーズを使ってコミ
ュニケーションをとることができる。技術的な情報を自分の言葉で易しい英語でわかりやすく伝えることがで
きる。」ことを目指している。また、授業内容として、「基礎的な工業技術英語を学び、海外の学生や技
術者とコミュニケーションも取ることができる態度を育成するためにロールプレイ（会話の役割練習）をす
る」こととなっている。これにより、海外の他分野の技術者等と円滑なコミュニケーションを取るための知識・
スキルを身に付けることが可能であり、本学の養成する人材像、当該 DP 達成に不可欠な科目であるた
め必修科目とした。 

一方、その他の科目については、学生が自らの課題認識・キャリアプランに基づいて柔軟に履修できる
ようにするため、選択科目とする。このように、グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現する
ための知識・スキルを身につけるための科目を網羅的に設置している。 

なお、英語関連科目については、その教育効果の最大化を図るため、個々の学生の特性に応じて最
適な履修順序を選択することが重要である。そのため、履修順序を踏まえた教育効果を担当教員及び
履修学生が十分に認識した上で学修が進むよう、学生への周知や授業科目における指導上の工夫を
含めて適切な措置を講じる。具体的には、学生への周知の取り組みとして、履修オリエンテーションや学
年担任・学年副担任からの学修上の助言や履修登録等に関する指導において、これらの英語関連科
目の履修順序の考え方について周知し、学生が自身にとって適切な選択をできるよう支援する。また、授
業科目における指導上の工夫として、FD 研修を通じて、担当教員に各英語関連科目の関連性や履
修順序の考え方について認識させる。加えて、これら全ての英語関連科目を担当教員が、それぞれの科
目の講義において他の科目との関連性を学生に適宜指導することで、教育効果の最大化を図る。 
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CP3-2 専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービスを開発するため
のビジネス関連の知識・スキルとして、以下それぞれの内容を学ぶ科目を設置する。 
①創造的・俯瞰的な思考方法を理解し、新たな企画案を新規構築できるようになるためのシステム思
考論(必修科目)、アイデア思考法(選択科目) 
②製造業という業態の特性や密接に関連する科学技術政策を理解できるようになるための製造業経営
論(必修科目)、労使関係論、マネジメント論、科学技術政策(以上、選択科目) 
③電気自動車システムの特性を活かした新たなビジネスを創出し、また世の中に広く取組内容を発信す
ることができるようになるための製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ(必修科目)、製造とデザインのための
ビジネス論Ⅱ、製品とその利用に関する起業化論、広報活動論(以上、選択科目) 
 

■必修科目(以下の番号は上記 CP の番号①～③に対応) 
① システム思考論 
② 製造業経営論 
③ 製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ 
 
■選択科目群(以下の番号は上記 CP の番号①～③に対応) 
① アイデア思考法 
② 労使関係論、科学技術政策、マネジメント論 
③ 広報活動論、製品とその利用に関する起業化論、製造とデザインのためのビジネス論Ⅱ 
 
＜履修設定の考え方＞ 

本 CP に基づく科目については、その他の応用的な能力、創造的な役割を果たすために必要な能力
を育成するべく設置した科目である。応用的・創造的思考力を身につける①の科目群、企業や産学連
携等のマネジメント力を身につける②の科目群、新しい製品・サービスを創造し、世の中に広めていく力を
身につける③の科目群を設置している。専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や
新たなサービスを開発するためのビジネス関連の知識・スキルをバランスよく身につけるため、①の科目群か
ら「システム思考論」、②の科目群から「製造業経営論」、③の科目群から「製造とデザインのためのビジ
ネス論Ⅰ」の計 3 科目(6 単位相当)をそれぞれ必修科目とする。 

「システム思考論」に関しては、前出の「2020 年ものづくり白書」において、「製造業のデジタル化に必
要な人材の能力として、全体を俯瞰する能力としてのシステム思考」と挙げられた能力を身につける科目
であり、当該 DP 達成に不可欠な科目であるため必修科目とした。 

「製造業経営論」に関しては、製造業のマネジメントの基礎知識である各機能(開発設計、製造、販
売、サービス etc)の連携と、その重要性を学ぶと同時に、これをベースに特に企業価値を最大化する品
質管理の概要について学修することを目的とした科目であり、「製造業という業態の特性」を理解できるよ
うになるという当該 DP 達成に不可欠な科目であるため必修科目とした。 

「製造とデザインのためのビジネス論Ⅰ」に関しては、ビジネスの主な担い手である企業について、企業・
企業活動を形作るルール(民法、会社法等)、企業活動の各要素の基礎的知識を習得する科目であり、
当該 DP 達成に不可欠な科目であるため必修科目とした。 
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その他の科目については、学生が自らの課題認識・キャリアプランに基づいて柔軟に履修できるよう選

択科目とする。このように、専門職業人としてキャリアの中で、これまでに無い新たな製品や新たなサービス
を開発するためのビジネス関連の知識・スキルを身につける科目を網羅的に設置している。 
 
４．２．５．総合科目 

4 年間の学びを総合し、ディプロマ・ポリシーを達成するための集大成の科目とする。多くの大学等が最
終年次に設置するのに対して、本学では基礎科目・職業専門科目・展開科目の個別科目の学びと総
合科目の学びを早い段階から往復することで、「今学んでいることは、本学での学び全体においてどのよう
な位置付けであるのか」を意識させて実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるため、1 年次 3
期より研究室に所属させ「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」に取り組ませる(この時点では、卒業研究を行う研
究室として決定するものではない)。3 年次 4 期の「卒業研究Ⅰ」からは、卒業研究を行う研究室や卒
業研究のテーマを決定し、「卒業研究Ⅱ」も含めて卒業研究及び卒業論文執筆に取り組む。 
 
CP4-1 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や
研究計画の立案方法を身につけるため、研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲを設置する(以上、必修科目)。 

 
■必修科目 
A) 研究ゼミナールⅠ 
B) 研究ゼミナールⅡ 
C) 研究ゼミナールⅢ 
 
＜履修設定の考え方＞ 

本 CP に基づく科目については、「研究ゼミナールⅠ」「研究ゼミナールⅡ」「研究ゼミナールⅢ」ごとに所
属研究室を変更することを許容し(変更しなくてもよい)、様々な技術分野について様々な教員から学び
を得ることを可能とする。 

なお、所属研究室を変更する学生と変更しない学生との間で学びの進捗に差が出ないよう、あるいは
研究室間で教育内容・進度等に差が生じないよう教員において配慮するとともに、FD 研修等で本科目
の実施方法等については十分にすり合わせを行うこととする。 
 
CP4-2 身につけた知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電気自動車
システム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけるため、卒業研究Ⅰ・Ⅱを設置する
(以上、必修科目)。 

 

■必修科目 
A) 卒業研究Ⅰ 
B) 卒業研究Ⅱ 
 



設置趣旨（本文）－60 

＜履修設定の考え方＞ 
本 CP に基づく科目については、CP2-2 に基づいて設けられた構成要素にかかる実習Ⅰ等で履修した

技術分野を扱う研究室を選択し、卒業研究のテーマを決定することとする。同時に、卒業研究を行う研
究室や卒業研究のテーマの技術分野は、CP2-3 に基づいて設定された電気自動車システムの構成要
素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する選択必修科目群で選択した技術分野と同
一技術分野とする。 
 
＜学生が研究室や卒業研究のテーマの変更を希望した場合において、それらを変更した後に十分な履

修指導及び研究指導を受けられる体制＞ 
前述の通り、本学では、学生は 2 年次 3 期・4 期に実習Ⅰ等を 1 科目以上履修する。学生は、当

該実習科目で履修した構成要素の技術分野について、3 年次 4 期に専門発展科目での選択必修科
目群の選択及び卒業研究を行う研究室や卒業研究のテーマを決定する設定とすることとしている。従っ
て、学生が研究室や卒業研究のテーマの変更を希望する場合については、以下のように分類できる。 
① 2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修している場合にお

いて、所属研究室は変更せずに、卒業研究のテーマの変更を希望する 
② 2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修している場合にお

いて、従来所属している研究室の扱う技術分野と同一の技術分野の範囲内で、研究室や卒業研
究のテーマ変更を希望する 

③ 2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目を複数科目履修している場合におい
て、従来所属している研究室の扱う技術分野と異なる技術分野を扱う研究室や卒業研究のテー
マに変更を希望する 

④ 2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目として履修していない技術分野を扱う
研究室や卒業研究のテーマに変更を希望する 

 

以下では、それぞれの場合に関して、研究室や卒業研究のテーマを変更した後に十分な履修指導及
び研究指導を受けられる体制となっていることを明確に説明する。 
 
①「2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修している場合におい

て、所属研究室は変更せずに、卒業研究のテーマの変更を希望する場合」における変更後に十分な
履修指導及び研究指導を受けられる体制 
本場合においては、学生は、所属研究室の指導教員から引き続き十分な研究指導を受けることがで

きる。学生は、指導教員との相談により卒業研究のテーマを変更し、引き続き卒業研究に取り組む。指
導教員は、当該学生の卒業研究のテーマ変更について、教務委員会に報告する。 
 
②「2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目を 1 科目以上履修している場合におい

て、既に所属している研究室の扱う技術分野と同一の技術分野の範囲内で、研究室や卒業研究の
テーマ変更を希望する場合」における変更後に十分な履修指導及び研究指導を受けられる体制 
本場合においては、学生は、学年担任に研究室や卒業研究のテーマ変更を希望すること、変更希望

先研究室や変更後の卒業研究のテーマ・研究計画案について相談する。 
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学年担任は、当該学生からの相談内容を基に、従来所属している研究室の指導教員並びに変更希
望先研究室の指導教員と、当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマを変更することが適切である
かを協議し(この過程で必要があれば、当該学生と変更希望先研究室の指導教員との相談の場を調
整する)、その結果をもって当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマ変更について教務委員会に諮
る。 

教務委員会は検討結果を教授会に諮り、教授会での議論を経て、学部長が可否を決定して、当該
学生へ最終的な変更可否の結果を通知する。 
 この過程を経て所属研究室や卒業研究のテーマ変更が認められた場合、当該学生は変更後の研究
室の指導教員から卒業研究等に関して十分な指導を受けることが可能となる。 
 
③「2年次3期・4期に設定された技術分野にかかる実習科目を複数科目履修している場合において、

従来所属している研究室の扱う技術分野と異なる技術分野を扱う研究室や卒業研究のテーマに変
更を希望する場合」における変更後に十分な履修指導及び研究指導を受けられる体制 
本場合においては、学生は、学年担任に研究室や卒業研究のテーマ変更を希望すること、変更希望

先研究室や変更後の卒業研究のテーマ・研究計画案について相談する。 
学年担任は、当該学生からの相談内容を基に、従来所属している研究室の指導教員並びに変更

希望先研究室の指導教員と、当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマを変更することが適切であ
るかを協議し(この過程で必要があれば、当該学生と変更希望先研究室の指導教員との相談の場を調
整する)、その結果をもって当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマ変更について教務委員会に諮
る。この際、技術分野の変更を伴うことから、当該学生における変更後の技術分野に関する習熟の状
況、変更後の技術分野に関する専門発展科目での選択必修科目群その他科目の卒業までの履修計
画等について、当該学生と十分に確認をする。 

教務委員会は検討結果を教授会に諮り、教授会での議論を経て、学部長が可否を決定して、当該
学生へ最終的な変更可否の結果を通知する。 
 この過程を経て所属研究室や卒業研究のテーマ変更が認められた場合、当該学生は変更後の研究
室の指導教員から卒業研究等に関して十分な指導を受けることが可能となる。 
 
④「2 年次 3 期・4 期に設定された技術分野にかかる実習科目として履修していない技術分野を扱う研

究室や卒業研究のテーマに変更を希望する場合」における変更後に十分な履修指導及び研究指導
を受けられる体制 
本場合においては、学生は、変更を希望する技術分野について、2 年次 3 期・4 期に設定された当

該技術分野にかかる実習科目を改めて履修することが必要となる。そのため、学年担任に研究室や卒
業研究のテーマ変更を希望すること、変更希望先研究室や変更後の卒業研究のテーマ・研究計画案
について相談するとともに、当該実習科目を履修する。 

学年担任は、当該学生からの相談内容を基に、従来所属している研究室の指導教員並びに変更
希望先研究室の指導教員と、当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマを変更することが適切であ
るかを協議し(この過程で必要があれば、当該学生と変更希望先研究室の指導教員との相談の場を調
整する)、その結果をもって当該学生の所属研究室や卒業研究のテーマ変更について教務委員会に諮
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る。この際、技術分野の変更を伴うことから、当該学生における変更後の技術分野に関する習熟の状
況、変更後の技術分野に関する専門発展科目での選択必修科目群その他科目の卒業までの履修計
画等について、当該学生と十分に確認をする。特に、教育課程の編成上、4 年間以上の学びを必要と
することとなるため、追加的な学費等の経済面の負担も含め、当該学生・学年担任・両指導教員間で
十分な協議を経ることとする。 

教務委員会は検討結果を教授会に諮り、教授会での議論を経て、学部長が可否を決定して、当該
学生へ最終的な変更可否の結果を通知する。 
 この過程を経て所属研究室や卒業研究のテーマ変更が認められた場合、当該学生は変更後の研究
室の指導教員から卒業研究等に関して十分な指導を受けることが可能となる。 
  

いずれの場合においても、研究室や卒業研究のテーマ変更については、学生の学習面や場合によって
は経済面での負担等が大きくなる。そのため、研究室や卒業研究のテーマ選択・変更に特に大きな影響
を与える技術分野にかかる実習科目が設定された 2 年次の履修指導において、研究室や卒業研究の
テーマの選択・変更の考え方について十分に学生に対して指導する。 
 
４．２．６．産業ニーズとの対応 
 本教育課程編成・科目が、産業ニーズに合致したものであるかを確認するために、エビデンスに基づく政
策立案やエビデンスに基づく法人運営を実現するために構築された、内閣府エビデンスシステム(e-
CSTI)を用いた分析を行った(資料 4-4)。今回の分析では、e-CSTI の機能のうち「人材育成に係る産
業界ニーズの見える化」を活用して、本学の卒業生である「学部卒」を対象に、業種として「自動車・機
器」、職種として「技術職」等に絞り、「業務で重要(2019)※上位 3」「事業展開・成長に重要
(2019)※上位 3」と産業界が回答した専門分野を抽出して、本学教育課程の各科目との対応をマッ
ピングした(資料 4-5)。この結果、本学教育課程各科目は、産業ニーズに合致したものであることを確
認している。 
 
４．３．カリキュラムマップ・カリキュラムツリー 
 本節において説明してきた本学における体系的な教育課程編成に関して、学生に対する履修指導や
教員間の認識合わせ等の場面で視覚的理解を促進するため、カリキュラムマップ(資料 4-6)・カリキュラ
ムツリー(資料 4-7)を示す。 
 
４．４．教育課程改善の考え方 

教育課程の編成や授業科目の設置に関しては、社会情勢や産業界のニーズ(社会ニーズ)および受
験生のニーズを踏まえ、課程の再編成、授業科目の改善・新規科目開発を検討していく。そのために、
教育課程連携協議会では、臨地実務実習先であったり、卒業後の進路となる産業界及び地域社会
(学生の出口側)、本学に学生を送り込む中等教育機関(学生の入り口側)、その他有識者と、受入側
の本学教員が連携し、授業科目、教育課程の実施状況の評価に関する事項について審議し、改善提
案を行う。それを受け、教授会にて教育課程の再編成、教材や授業科目等の改善に関する議論を行う。 

開設後の具体的な取組としては、この考え方に基づき、教務委員会が中心となって社会ニーズおよび
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受験生ニーズを把握するための取組を継続して行う。社会ニーズ把握の取組として、自動車メーカー・部
品メーカー等の現役社員でもある実務家教員から現場ニーズを聴取するほか、臨地実務実習や就職委
員会の諸活動で接する企業を中心にヒアリング調査を行う。また、自動車技術会、電気自動車普及協
会、日本機械学会等の関連学協会の学術大会や研究会等において、本学教員が当該学協会の会
員との意見交換を行う。意見交換を行った各教員は、教務委員会にその内容を共有する。教務委員
会は、これらの取組により把握した社会ニーズを教育課程連携協議会や教授会に対して報告する。受
験生ニーズの把握の取組として、高校訪問時に高校の進路担当教員へのヒアリング調査を実施したり、
定期的に高校生アンケート調査を実施する。教務委員会は、これらの取組により把握した受験生ニーズ
を教育課程連携協議会や教授会に対して報告する。 

 
把握した社会ニーズ、受験生ニーズや教育課程連携協議会での議論を踏まえ、教務委員会は教育

課程の再編成、授業科目の改善・新規科目開発教育課程の見直しの原案を作成し、教育課程連携
協議会へ諮る。教育課程連携協議会では本原案を審議し、教授会へ改善提案を行う。それを受け、
教授会にて教育課程の再編成、教材や授業科目等の改善に関する議論を行う。 

 
４．５．教育内容に照らして想定されるリスク、リスク対応のため講じる安全上の措置 
４．５．１．教育内容に照らして想定されるリスク 
(１)感電リスク 
 本学の教育内容の中心である電気自動車システムを扱うときに､特に注意すべきは感電リスクである。
電気自動車のバッテリー電圧は､高電圧化に向かい､車両を駆動する主機用モーターは､バッテリー電圧
を昇圧回路などでさらに高い電圧に昇圧して､インバータによって 3 相電力に変換して駆動される。高電
圧化は半導体の進化に伴いさらに高くなっていくと考えられる。一般的に電気自動車システムは､感電や
漏電を防止するための対策が行われている。しかし､このような電気自動車を取り扱う実習では､信号を
分析するときや分解を行う時に､不用意に高電圧部位に触れる可能性もあり､感電リスクが高まる。 
 
(２)不安全行動・不安全状態での作業に伴うリスク 

旋盤などの工作機械、スパナ・レンチなどの工具を扱う実習においては、正しい理解に基づかず、不安
全行動(作業者本人または関係者の安全を阻害する可能性のある行動を意図的に行う行為)・不安
全状態(事故が発生しうる状態、また、事故の発生原因を作り出されている状態)のまま作業し、怪我を
負うリスクがある。具体的には、保護眼鏡を装着せずに切削加工をして切りくずが目に入ったり、機械を
正しい操作方法で正しい手順で動かさなかったことで身体や衣服の一部が巻き込まれたり、運転している
機械や工具の鋭利な部分に誤って触れたり、作業中に部品や他者の工具が不意にぶつかるなどにより
怪我を負う事故につながるなどである。アーク溶接作業では、アークによる強力な紫外線を放射するため、
強い光や紫外線を直接目にした場合に視力障碍を引き起こすリスクがある。アーク溶接作業やはんだ付
け作業では、金属蒸気・粉塵等が発生し、大量に吸引すると呼吸器疾患を引き起こすリスクがある。 
 
(３)テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスク 

本学では、「自動車工学基礎実習」をはじめとして、電気自動車システム・構成要素(電池、モータ
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ー・インバータ、車体、自動運転)に関連する各実習において、車両性能の試験・部品等を交換した場
合の車両性能の変化を評価するため、テストコースを用いた車両のテスト走行を実施する。テスト走行で
は、テストコース内はもちろんのこと、テストコースまでの移動においても、車と人、車同士の衝突や接触な
どの事故リスクがある。また、当該テスト走行においては、車両がコースアウトした場合、大学施設内外の
人・物等に接触して人損・物損を発生させたり、搭乗者が存在する場合には接触時の衝撃を受け傷病
等を負ったり、テスト走行で用いる車両自体が損傷するリスクがある。 
 
(４)高電圧の電池を取り扱う際の火災リスク 

本学では、「電池システム実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」や、「自動車工学基礎実習」「電気自動車構造解析実
習」などの部品の取り外しを行う実習などにおいて、高電圧の電池を取り扱う際に短絡による火災が発生
するリスクがある。また、上記テストコースを用いた車両のテスト走行を伴う実習において車両を損傷する
事故が発生した場合、電池が破損して火災が発生するリスクがある。 

なお、本学では、消防法関連法令(火災予防条例等を含む)にかかる規制の適用を受ける「急速充
電設備」を設置しない。そのため、給電設備側の火災リスクについては、一般的な建物・設備等と同水
準のリスクとなる。 
 

(５)周辺環境の汚染につながり得るリスク 
本学が実習で扱う自動車には、潤滑や冷却に多くの油脂類が使用されている。油脂類の適正な処

理を怠ると、排水や地下水、土壌などの周辺環境の汚染につながる可能性がある。 
 
４．５．２．リスク対応のため講じる安全上の措置 
(１)感電リスクへの安全上の措置 
 感電は､人体の 2 カ所以上の部位に電圧が印加された時に､導電部を通して電流が流れることによっ
ておきる現象である。これを防止するには､人体への電流路を無くすことである。このために､工具には感電
防止のものを使用し､作業は常にゴム手袋を付けて行うことを徹底するとともに、厚生労働省が定める
「低圧電気取扱業務特別教育」に準ずる感電防止に関する教育を実施する。 
 

(２)不安全行動・不安全状態での作業リスクへの安全上の措置 
 不安全行動・不安全状態での作業を可能な限り無くすため、ものづくり基礎実習等の入学直後の科
目において、工作機械・工具それぞれに対する正しい知識、正しい準備、正しい操作・作業方法および
その手順、周囲への配慮等の安全を確保したものづくりを教授するとともに、いわゆる 5S(整理・整頓・清
掃・清潔・躾)を本学での学びの習慣とするよう指導していく。 
 
(３)テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクへの安全上の措置 

車両の走行に関する安全上の措置として、テストコースまでの移動は、極低速（10 ㎞/h 未満）で
行う。周囲を見通せる位置に誘導員を２人配置して、一人は歩行者の侵入が無いことを監視し、もう
一人は車両サイドで車両が通行することを周囲に知らせ、車両をテストコースへ移動させる。テストコース
内の制限速度を 30 ㎞/h とする。 

車両走行時の安全上の措置として、車両 1 台につき 1 名の監督者を配置する。監督者および測定
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者がテストコース内に立ち入る場合には、車両の走行コースから３ｍ以上離れた位置に、タイヤバリヤ等
で保護されたスペースを作り、その中で周囲の車両すべての状況を確認しながら、指示や測定を行う。こ
の際、直ちに緊急避難できるように、起立して作業を行う。車両がスタートする際には、「運転者」がホー
ン、声掛け等により周囲に知らせ、「周囲の者」は、挙手等によりそれに答える。「監督者」はコース内の全
員が走行することを意識したことを確認し、危険を認知した場合には、ホイッスルやメガホン等で直ちに注
意喚起する。 

これらのテストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクへの安全上の措置については、テスト
コースでの車両のテスト走行を実施する実習で共通するため、「電動モビリティシステム専門職大学自動
車テストコース使用における安全管理要綱（案）」にまとめ、学生・教職員において周知徹底する。 
 
(４)高電圧の電池を取り扱う際の火災リスクへの安全上の措置 

「電池システム実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」に関する安全上の措置として、電池の充放電試験など火災・破裂等
のリスクがある作業に関しては、当該実習用の防爆槽内で行うことを徹底する。 

「自動車工学基礎実習」「電気自動車構造解析実習」などの部品の取り外しを行う実習に関する安
全上の措置として、高電圧の電池を取り扱う際には、金属工具などの不用意な接触に起因する火花の
発生・電池破裂を未然に防ぐため、サービスプラグの取り外し、十分な放電時間を確保したうえで作業す
ること、絶縁手袋の着用、絶縁工具を使用することを徹底する。 

上記車両のテスト走行時の事故に伴う火災への安全上の措置として、テストコースに初期消火用の
濡れたウエス等や電気火災用の消火器及びリチウムイオン電池対応の消火器を設置するとともに、消火
栓からの放水も含めた事前指導を行う。また、火災が発生して、すぐに火が消えない場合には、周囲に
火災発生を知らせるとともに消防に連絡し安全な場所に避難する。 

 
(５)環境汚染につながるリスクへの措置 

上記の 5S に加えて、油脂類の河川や土壌への流出を防ぐため、電気自動車構造解析実習等の科
目において、廃油等の正しい処理方法について地域の環境アセスメントに基づき指導する。 

車両から抜き取った油脂や冷却水は、決められた保管容器（ドラム缶）に分類して集め、一括して
処理業者に委託して処理する。また、床や路面にこぼれた油脂類は、流れないよう速やかにウエスやゼオ
ライトなどで吸着して、産業廃棄物として処理する。 
 
(６)共通して実施する安全上の措置 
 実験や実習を行う科目では､シラバスにおいて想定される各種リスクを記載する。また、各科目の第 1
回目の授業回において各種作業に伴うリスクを説明・指導する。さらに､安全上のリスクを伴う実験や実
習を実施する時には､毎回口頭で安全上の注意を解説することで対応する。 

また､FD 研修・SD 研修においても､安全に関する研修を実施し､学生への安全教育を提供するうえ
での必要な知識を教職員に付与するとともに、蓄積されたノウハウを共有・文書化して継続的改善を実
施していく。 

加えて、全学で、初期消火、救出・救護、情報収集・伝達(消防・警察・自治体等への通報含む)、
避難誘導、給食給水などの年 1 回程度の防火防災訓練・避難訓練を行う。 
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安全上の措置を講じるうえでの人員配置について、各種資格者の配置等に関しては以下の通りとす
る。 
 危険物取扱者：消防法で定められた危険物を取り扱う場合や、法令で定められた種類以上の量

の貯蔵、運搬、取扱う場合には当該資格者の配置が必要である。本学では、これに相当する危険
物の取り扱い、法令で定められた種類以上の量の貯蔵・取り扱いを実施しないため、当該資格者
を配置しない予定である。 

 防火管理者：火災等による被害を防止するため、防火管理上業務として防火管理者が必要で
ある。開学までに採用する職員(1 名)に講習を受講させ、資格取得後に任命する。 

 消防設備点検資格者：外部の会社へ委託して対応する。 
 電気主任技術者：一般財団法人東北電気保安協会へ委託して対応する。 

なお、後述する「８．３．３．実習科目に供する施設等にかかる適切な安全面の配慮」において、
各実習科目に供する施設等について安全上のリスク、安全対策のために導入する設備、機器、道具等
の詳細を示す。 
 

４．５．３．各演習科目・実験科目・実習科目における安全上のリスクと対応 
本学における演習科目や実験・実習科目では、大きく場面分けすると「機械工作」「車両の分解・組

付け作業」「車両の運行」「電池製造」の４場面において、それぞれ「切創、打撲、骨折などの怪我」「火
傷、火災」「火花、切粉、光線による視力障碍」「金属蒸気・粉塵等の吸引による呼吸器疾患」「感電」
などの安全上のリスクが存在すると考える。これらについては、前述の通り、シラバスにおいて想定される各
種リスクを記載する。以下、各演習科目や各実験・実習科目のリスクとその対応を説明する。 

なお、実習は教育効果の向上と安全を担保するために 20 名で実施する。 
 

(１)「ものづくり基礎実習」について 
「ものづくり基礎実習」は、1 グループ 4 名で、5 グループに分かれて、ものづくりの基本としての機械工

作全般について実習を行う。具体的には、「ノギス」「マイクロメータ」「ダイヤルゲージ」等を使った測定作
業、「金ノコ」「やすり」「タップ」「ダイス」を使った手工具による切削作業、「旋盤」「フライス盤」「ボール盤」
「高速カッター」を使った機械切削作業、「MIG/MAG 溶接機」「TIG 溶接機」「プラズマカッタ」を使った
電気溶接および切断作業、電気配線カシメ作業とハンダ付け作業、「ノギス」「マイクロメータ」「ダイヤルゲ
ージ」等を使った測定作業を行う。 
 手工具による切削作業は切粉や火花の飛散は少ないが、「作業手袋」を着用させる。 
 機械切削作業においては、切粉や工作物のバリ等は鋭利であり、手指を切る可能性が高い。ま

た、これらは高温であるので、火傷の危険も伴う。さらに、切粉や火花が飛散して目に入ると失明、
吸引すると呼吸器疾患の可能性もある。これらの対策として、「作業手袋」「ゴーグル」「粉塵用マス
ク」の着用を義務付ける。 

 電気溶接および切断作業においては、強力な紫外線の放射が伴うので、作業者への「溶接面」だ
けでなく、周囲への紫外線の漏れが無いように「遮光ついたて」で囲まれた中で作業を行う。さらに、
溶接時に発生する金属蒸気・粉塵等を吸引すると、呼吸器疾患を発症する可能性がある。金属
蒸気・粉塵等用集塵機を作動させ、さらに防塵マスクを着用させる。また、溶接は高温になるので
専用の皮手袋をして作業を行う。 
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 はんだ付け作業においては、火傷の対策として作業手袋やゴーグルの装着、金属蒸気・粉塵等の
吸引を防ぐための十分な換気を行う。 
 

(２)「設計製図実習」について 
「設計製図実習」は、20 名の学生が 10 名ずつに分かれてローテーションして実習を行う。一方は紙と

鉛筆を使ったドラフターを使った製図を、もう一方は３DCAD を用いたソリッドモデル作成や図面作成を
学ぶ。いずれの作業においても、怪我等の恐れのある特別な機器や装置を使用しないため、安全上のリ
スクは低いと考える。 

 
(３)「自動車工学基礎実習」について 

「自動車工学基礎実習」は、5 名ずつ 4 グループに分かれて、超小型電気自動車を使い、スパナやレ
ンチなどの工具と油圧ジャッキやリフトの使い方を身につけ、自動車の基本構造を学ぶ。さらに、テストコー
スでテスト走行し、自動車の基本性能を確かめる。 

自動車の簡単な部品交換を行うため、自動車整備機器や工具の取り扱いに関して、不安全行動・
不安全状態での作業における安全上のリスクが存在する。また、部品交換の際に高電圧部への接触の
リスクがあるため、作業前には絶縁手袋を装着するとともに、サービスプラグの取り外しと十分な放電時間
を確保する。これらは、以降の自動車を使用するすべての実習の基礎となる。 

また、本実習では、部品の違いによる性能の違いをテストコースでの車両走行実験によって確かめる。
テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、「電動
モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」にまとめているた
め、学生・教職員において周知徹底する。 
 部品の交換においては、不安全行動、不安全状態でのリスクが生じる。例えば、油圧ジャッキやカー

リフトをもちいて車両を持ち上げて作業を行うが、支持するポイントを間違えると、車両の落下による
怪我のリスクがあるので、複数人での確認や声がけなどにより安全を確保する。 

 スパナやレンチを用いた作業を誤ると、自身だけでなく他人にも危険が及ぶので、作業法を指導す
る。また足元などの確認や５S によって作業環境を整えるとともに作業姿勢や体勢等の指導を行
う。 

 重量物（25kg 以上）の持ち上げはリフトやクレーンを使用し、移動には台車等を用いて行うよう
に指導する。 

 電気自動車では、高電圧の電池が搭載されており、不用意に触れると感電の危険性や、金属工
具などによる短絡による火花での火傷や電池の破裂の可能性も考えられる。作業時は、サービスプ
ラグを取り外し、十分な放電時間を取ってからの作業を行うと共に、絶縁手袋の着用、絶縁工具の
使用を徹底する。 

 テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、
「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」を学
生・教職員において周知徹底する。 
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(４)「プログラミング実習」について 
「プログラミング実習」は、20 名が各自所有のノートパソコンを使って、プログラミングの基礎を修得する。

ノートパソコン以外に、怪我等の恐れのある特別な機器や装置を使用しないため、安全上のリスクは低い
と考える。 

 

(５)「電気自動車構造解析実習」について 
「電気自動車構造解析実習」は、６～７名ずつの３グループに分かれて、市販の電気自動車を用い

て車両の分解、分解した各要素のさらなる分解と要素を構成する機構や部品の調査、分解した各要素
を組み立てて、分解前の状態に戻す組み立て作業を行う。 

市販の電気自動車を教材として使用しているものの、機器・工具の取り扱いの基本は他の実習と同
様である。 
 重量物が増えること、部品の点数・種類が増えること、油脂類の取り扱いがあること等から、作業場

所や取り外した部品における５S を徹底する。 
 抜き取った油脂や冷却水については、周辺環境を汚染するリスクがあるため適切な処理が必要とな

る。廃油缶に溜めておき廃棄物処理業者に依頼をしたり、こぼした場合には直ちにウエス等でふき
取り、産業廃棄物として廃棄するなど、地域の環境アセスメントに基づき処理する。 

 高電圧の電池を搭載しているため、高電圧回路の感電のリスクが高く、回路の短絡による火花や
回路の過熱による火傷・火災の安全上のリスクがある。作業時は絶縁手袋の着用や絶縁工具の
使用を義務づけ、事前にサービスプラグを外したのち、放電時間を十分にとった上で作業を行う。特
に、高電圧部の分解時は、電圧計で電圧を計測し、放電していることを確認したうえで、さらに絶
縁手袋や絶縁工具を用いて作業を行う。 

 テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、
「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」を学
生・教職員において周知徹底する。 

 
(６)「電気機械工学基礎実験」について 

電気機械工学基礎実験は、1 グループ４名の５グループに分かれて、各種機械や電気の計測器の
使い方やデータのとり方、基本的な電気回路の製作を行いその性能や特性を測定する。 
 計測時には、測定回路の短絡による火花や誤配線による回路の過熱のリスクがあり、配線の確認

や測定原理の理解ができるように指導を行う。電源回路には必ずヒューズ等の設置を行う。 
 回路の製作時には、はんだ付け作業を伴うので、火傷の対策として作業手袋やゴーグルの装着、

金属蒸気・粉塵等の吸引を防ぐための十分な換気を行う。 
 

(７)「３DCAD 演習」について 
３DCAD 演習は、サーフェスモデルや応力解析など「設計製図実習」の応用編となる選択科目である。 
コンピュータを用いた演習であり、怪我等の恐れのある特別な機器や装置を使用しないため、安全上

のリスクは低いと考える。 
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(８)「電池システム実習Ⅰ」「電池システム実習Ⅱ」について 
電池システム実習Ⅰおよび電池システム実習Ⅱは、1 グループ 4 名の 5 グループに分かれて、実習を

行う。電池システム実習Ⅰでは、リチウムイオン電池のセルやモジュールを製作し充放電性能等を測定を
行う。電池システム実習Ⅱでは、量産を意識したリチウムイオン電池モジュールの製作、過充電試験や釘
差し試験などを行う。 
 ラミネート型のリチウムイオン電池セルを製作するにあたり、極板やセパレータの切り出しによるバリ

や、シートカッターや量産のための材料のロールなどで手指を切る可能性があるので、作業時の指導
を十分に行う。また、電解液が皮膚や目に付着すると炎症を起こす場合があるので使い捨ての手
袋や作業用手袋、ゴーグルを着用して作業を行う。 

 製作したリチウムイオン電池のエイジングや充放電試験は専用の防爆槽内で行う。 
 モジュール組立時には、電極の短絡による火花や破裂による火傷などの危険性があるので、金属製

のものは実習場に持ち込まず、作業時には手袋とゴーグルを着用する。 
 
(９)「電池システム実習Ⅲ」について 

電池システム実習Ⅲは、1 グループ４名の５グループに分かれて、リチウムイオン電池の充放電時の熱
管理とそれに基づく電池モジュールの設計を行う。 
 敢えて発熱する条件で実験を行う。そのため、火傷・火災の危険性を伴うので、作業用手袋を装

着し、測定は防爆槽内で行う。 
 モジュール組立時には、電極の短絡による火花や破裂による火傷などの危険性がある。そのため、

金属類等を実習時には持ち込まず、さらに作業時には手袋とゴーグルを着用する。 
 組電池の充放電は、BMS による管理下で行うが、破裂等の危険があるので管理された防爆槽内

で行う。 
 組電池を試験車両に組み込む作業は「電気自動車構造解析実習」に準ずる対策を行う。 
 テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、

「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」を学
生・教職員において周知徹底する。 

 

(１０)「モーター・インバータシステム実習Ⅰ」について 
モーター・インバータシステム実習Ⅰは、1 グループ 4 名の 5 グループに分かれて、小型のブラシレスモー

ターとそれを駆動するインバータ回路を製作して小型のカートに搭載し、テストコースでその性能を比較す
る。 
 インバータ回路の製作には、はんだ付け作業を伴うので火傷の対策として作業手袋やゴーグルの装

着、金属蒸気・粉塵等の吸引を防ぐための十分な換気を行う。 
 モーターの製作は、細い銅線を手で巻くので必ず作業手袋を着用して作業を行う。 
 チェーンで動力を伝達し駆動するので、脱着時には巻き込みが無いように作業手袋を着用した上

で、不用意な回転が無いように十分に注意して、一人で作業を行う。 
 テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、

「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」を学
生・教職員において周知徹底する。 
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(１１)「モーター・インバータシステム実習Ⅱ」について 
モーター・インバータシステム実習Ⅱは、４名５グループに分かれて、グループごとに提案する小型モビリ

ティに搭載するモーター・インバータシステムを設計し製作して、性能のシミュレーションを行う。 
 インバータ回路の製作には、はんだ付け作業を伴うので火傷の対策として作業手袋やゴーグルの装

着、金属蒸気・粉塵等の吸引を防ぐための十分な換気を行う。 
 モーターの製作は、細い銅線を手で巻く作業となることから、怪我防止のため必ず作業手袋を着用

して作業を行う。 
 

(１２)「モーター・インバータシステム実習Ⅲ」について 
モーター・インバータシステム実習Ⅲは、「モーター・インバータシステム実習Ⅰ」「モーター・インバータシス

テム実習Ⅱ」の学修成果のまとめとして、４名５グループに分かれて、コンバート EV 製作の設計と製作を
行う。 

実際に製作を行うので、「ものづくり基礎実習」および「電気自動車構造解析実習」と同様のリスクを
伴う。よって、対策はこれらに準ずる。 

 
(１３)「車体システム基礎実習」「車体システム解析実習Ⅰ」「車体システム解析実習Ⅱ」について 

これらの実習は、1 グループ 4 名の５グループに分かれて、市販車を使ってテストコースで各種の性能
試験および車両特性の計測実験を行う。 

当該科目にかかる安全上のリスク・安全上の措置は、前述の「自動車工学基礎実習」および「電気
自動車構造解析実習」に準ずる。 

 

(１４)「自動運転システム実習Ⅰ」について 
自動運転システム実習Ⅰは、1 グループ 4 名の５グループに分かれて、システムの基本機能である「認

知・判断・操作」についての実習を行う。テストコースにおいて自動運転の基本機能の確認を行う。また、
プログラムの書き替えと実車へのインストールを行い、車両の挙動を計測し記録を行う。 
 安全確保ために、テストコースまでは手動で運転し、システムの起動はテストコース内で行う。 
 プログラムの不備による暴走を防ぐため、インストール前に十分なデバッグを行い、暴走が起こらない

検証を繰り返した後に車両に組み込む。 
 万が一の暴走に備えて、一人以上が搭乗して緊急停止（駆動回路の遮断）と手動のブレーキ操

作を行う。 
 テストコースを用いた車両のテスト走行に伴う事故リスクとそれに対する安全上の措置については、

「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用における安全管理要綱（案）」を学
生・教職員において周知徹底する。 
 

(１５)「自動運転システム実習Ⅱ」「自動運転システム実習Ⅲ」について 
自動運転システム実習Ⅱ、自動運転システム実習Ⅲは、４名５グループに分かれて、自動運転に必

要な要素「センサー」「プログラム」「アクチュエータ」を備えた模型を使って、自動車の運転の制御のノウハ
ウを身につける。グループ毎に計画を立て、回路やプログラム、模型を製作して実際にこれらのシステムを
動かし、その性能を計測して改良を繰り返すことで、実車向けシステム構築の手法を学修する。 
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 回路の製作時には、はんだ付け作業を伴う。火傷の対策として作業手袋やゴーグルの装着、金属
蒸気・粉塵等の吸引を防ぐための十分な換気を行う。 

 計測時には、測定回路の短絡による火花の発生や回路の過熱のリスクがあるため、配線の確認や
測定原理の理解ができるように指導する。 

 電源回路には、必ずヒューズ等の設置を行う。 
 

(１６)「電気自動車システム開発演習」について 
電気自動車システム開発演習は、1 グループ４名の 10 グループに分かれて、グループ毎に自動運転

電気自動車システムを構築し、その機能・性能のシミュレーションを行う。 
シミュレーションは各自のノートパソコンを使用して行い、怪我等の恐れのある特別な機器や装置を使

用しないため、安全上のリスクは低いと考える。 
以上の通り、演習科目や実験・実習科目の教育内容に照らして想定されるリスクに対し、必要と考え

られる安全上の措置が適切に講じられていると考える。 
 

４．５．４．安全上の措置を講じた場合においても事故等が発生した場合の対応 
前述の安全上の措置を講じた場合においても、事故等が発生する場合の対応は、以下の通りである。

いずれの場合においても、速やかに医師等へ連絡してその指示に従う。また、必要に応じて救急車両を
手配するか、学校関係者の車両により速やかに病院へ患者を搬送する。 
 
(１)出血を伴う怪我の場合 

出血を伴う場合には流水で洗い流し、清潔な布等で圧迫止血を施しながら保健室で処置を受ける。
出血が激しい場合には、無理に動かさず止血を施した上で医師に連絡し、指示に従う。 
 
(２)打撲の場合 

打撲の場合には、骨折の可能性を配慮し患部に力が加わらないように注意しながら、保健室で処置
を受ける。 
 
(３)薬品が付着した場合 

薬品が皮膚についたり目に入ったりした場合には、速やかに、大量の水で洗い流すなど、適切な処理を
行い、保健室で処置を受ける。 
 
(４)眼に異物が入った場合 

眼に異物が入った場合には、患部に触れず速やかに保健室に行き応急処置を受け、その後医療機
関で診断を受ける。 
 
(５)火傷をした場合 

火傷をした場合には、速やかに流水等で患部を冷却し保健室に行き応急処置を受け、その後医療
機関で診断を受ける。 
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(６)感電した場合 
感電した場合には、2 次災害を防止するために直ちに触れることはせず、絶縁手袋等を装着した上で

患者をその場から安全な場所に移動する。心肺停止の場合には、心肺蘇生を施すとともに救急車両の
要請と医師に連絡する。 
 
(７)火災が発生した場合 

火や煙が発生した場合には、濡れたウエス等で覆うなどし、さらに電気火災用の消火器、リチウムイオ
ン電池対応の消火器、消火栓からの放水など、適切な初期消火を行うとともに、直ちに消防に連絡し、
周囲に火災発生を知らせ、安全な場所に避難する。 
 
(８)油脂類の漏えい 

廃油や油脂、冷却水等を床や排水溝および地面等にこぼした場合には、滑って転倒等を招くリスクが
あるばかりでなく、環境に大きな悪影響を及ぼす可能性がある。直ちにウエスやゼオライトなどで吸収し、
適切な処理を行う。 

 

 以上を随時実践し PDCA サイクルを細かく回すことで蓄積されたノウハウを、共有・文書化して継続的
改善を実施していく。 
 

４．５．５．教育研究上で伴うリスクに対する安全性の維持・向上に資する体制の整備 
本学では、教育研究上で伴うリスクに対する安全性の維持・向上に資する体制として、学内委員会

の一つである「教務委員会」の中に「リスク対応部会」を設けることとする。本部会は、演習科目や実験・
実習科目のうち安全上のリスクの低い「設計製図実習」「プログラミング実習」「３DCAD 演習」「電気自
動車システム開発演習」を除く各科目について、構成要素の 4 分野(電池、モーター・インバータ、車体、
自動運転)から選出された担当教員一名ずつ(うち一名について、リスク対応を主担当とする教務委員
会委員とする)、技術職員より選出された者一名で構成する。本部会では、 
 計画(P)：各科目における適切な安全上の措置の計画 
 実行(D)：安全上の措置が適切に講じられるよう各科目担当教員への実行支援 
 点検(C)：安全上の措置が十分であったか、想定通りに機能したか等の不断の点検 
 改善(A)：得られた知見の文書化、得られた知見を基にした安全上の措置の継続的改善、適宜

適切な学生や教職員に対する十分な情報共有と周知 
の各取組について中心的役割を担い、本学の教育研究におけるリスクマネジメントサイクルを機能させる。
また、万が一、事故等が発生した場合においては本部会が中心となって対応策を講じるとともに、その検
証を担い、検証結果・再発防止策案を教務委員会並びに教授会へ報告する。教務委員会並びに教
授会においては、当該検証結果・再発防止策案を審議し、各施策に反映することで本学の教育研究
上で伴うリスクに対する安全性の維持・向上を図る 
 また、本学では、FD・SD 研修において、施設・設備に対する理解ならびに安全かつ適切な取り扱い方
法、学生に対する安全配慮の方法論など安全に学生を指導するために求められる知識・技能の習得、
能力及び資質を向上させる学内研修を実施することとしている。本部会は FD・SD 研修を担う FD・SD
委員会と連携し、当該学内研修の充実に寄与する。  
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５．教員組織の編制の考え方及び特色 

５．１．学長ならびに教員の構成等 
５．１．１．学長候補をはじめとする人材の集結 
(１)初代学長候補 
 初代学長候補は清水浩（慶應義塾大学名誉教授）とする。清水氏は過去 40 年に亘って電気自
動車、20 年に亘り自動運転の研究に携わり、15 台の先進的電気自動車及びこれに自動運転技術を
適用した車両の開発を行ってきた。同大学環境情報学部教授として160 名に上る卒業生を輩出し、そ
の多くが自動車関連産業に於いて当該分野で活躍する人材を育成して来た実績がある。株式会社
SIM-Drive 代表取締役社長、株式会社 e-Gle 代表取締役社長を歴任する等、アカデミックと産業界
の両面から、今の時代にふさわしい即戦力人材についてのビジョンを描くことができる。 

同学長候補は 2004 年に図 5.1 に示す 8 輪のスーパー電気自動車 Eliica(エリーカ)を開発し、その
後の世界中で生産されるようになった電気自動車の先鞭を付けることになった。この経験と実績、さらには
これまでの電気自動車開発を通じた多くのネットワークを作る中で、電動モビリティシステムの時代には実
務開発の現場で主体的に開発を担うための多くの人材が求められるようになることを強く意識していた。ま
た、同名誉教授は新構造のリチウムイオン電池の発想を得て、2015 年より NEDO からの競争的研究
資金の下で開発を行っていたという経緯がある。 

 
図 5.1：清水浩慶應義塾大学名誉教授が開発し、その後の電気自動車 

普及の先駆けとなったスーパー電気自動車 Eliica(エリーカ) 
 
(２)代表的な教員候補 

さらに、同学長候補が長年構築した人的ネットワークを基に、教員候補の調査と選定を進めた。その
結果、我が国における電気自動車関連技術開発の創成期から活躍してきた、多くの企業開発リーダー
ならびに大学等の研究者が、電動モビリティシステム・電気自動車システム分野で活躍する人材の育成
に掛ける熱い思いをもって集結してきている。 

以下、代表的な教員候補について概説する。 
車両開発：舘内端氏は約 25 年前に日本 EV クラブを立ち上げ、現在も代表理事を務めている。電

気自動車開発でギネス記録を保有し、自動車工学のテキストをはじめとする多数の著書もある。澤瀬薫
氏は我が国初の本格量産化電気自動車である三菱自動車アイミーブの開発者である。過去、一関高
専で教授として 5 年間の教育経験を有しており、産業界から学術界へそして産業界へ戻る経歴で、今
も PHEV 開発で活躍している。 

電池：吉武秀哉氏は宇部興産で電池事業を立ち上げ、事業部長まで務めた事業化リーダーである。
山形大学に移籍後、10 年でリチウムイオン電池の国際研究開発拠点化を実現しており、電気自動車
を活用した講義では学生があふれる人気ぶりである。ノーベル賞を受賞した吉野彰フェローとも交流が深
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く、吉野フェローは山形・飯豊のリチウムイオン電池の拠点の発展に期待を寄せている。中島孝之氏は、
三菱化学で電池材料事業を立ち上げてきたリーダーである。 

モーター・インバータ：内山英和氏はミツバで、市場占有率世界 1 位の特定分野におけるモーターを
開発してきた。加えて、モーター・インバータの教材を開発し、それを用いた一般・企業・大学に向けた理
論と実践の教育を講師として実施し高い評価を得ている。 

自動運転：古川修氏は、長年にわたり芝浦工業大学で自動運転関連の講義・演習等で教鞭をと
ってきた経験豊かな教員である。 

その他：車体デザイン・江本聞夫氏は前述の清水学長候補の開発した８輪電気自動車エリ―カの
デザインを担当した。「電気自動車の特色を生かした最適なデザインとは何か？」を追求する世界を牽引
するデザイナーである。人文社会・唐鎌圭彦氏は電気自動車の社会へ与えるインパクトなど人文社会的
な観点や、世界の電気自動車動向について 10 年以上に亘って調査・情報発信してきた。 

このように、モビリティ分野における数々の第一人者が本学開設のために集結しており、世界でも有数
の教育を展開できる体制が整っている。 
 

５．１．２．教員の構成等 
開設年度における専任教員数は 23 人である。 開設年度における専任教員 23 人（みなし専任

3 人含む）の内訳は、教授 14 人（うち博士 8 人、修士 6 人）、准教授 6 人（うち修士 3 人、学
士 3 人）、講師 2 人（うち学士 2 人）、助教 1 人（うち学士 1 人）である。 

専任教員 23 人のうち、12 人が職業経験のある実務家教員である。実務家教員は、企業にて各専
門分野の開発等を行ってきた各分野のエンジニアやプロダクトデザイナーであり、企業における 5 年以上
の実務経験がある者である。また、実務経験のみならず、特許取得状況やアワードの受賞経験も考慮し
ている。また、実務家教員の 12 人のうち、5 人が博士号を、5 人が修士号を取得している。また、3 人
が大学等での教育歴や一般向けのセミナーの講師歴、または教材等の開発歴がある。このように、本学
の実務家教員は実務経験・能力等に加えて、研究教育能力を併せ持っている。実務家教員の教授、
准教授等の職位の区分は、当該教員の教育歴、実務の実績、研究や特許等の業績、学位を総合的
に勘案し、配置している。 
 開設年度における兼任教員数は 21 人である。兼任教員は大学教員を中心に、専門分野の研究教
育に関して十分な知識と経験がある者を配置している。本業との兼務に差し支えないように、本人の希
望を踏まえて配置している。 
 

５．２．科目毎の教員配置の考え方 
５．２．１．主要授業科目の考え方、専任教員配置の考え方 
(１)主要授業科目の考え方 

本学部学科における科目ごとの教員に関しては、設置基準第三十二条第一項の規定「専門職大
学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）については原則として専任の教
授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は
助教（第三十五条、第六十二条第一項及び第七十一条において「教授等」という。）に担当させるも
のとする。」の趣旨を踏まえて配置する。 
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本学部学科における主要授業科目に関しては、専門職大学を規定した学校教育法第八十三条の
二のうち「深く専門の学芸を教授研究し、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能
力」を養う観点から職業専門科目の必修科目を中心とする。また、職業専門科目の選択科目のうち、
DP2-3「電気自動車システムの構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)いずれかに深
化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等を主体的
に提案できる知識・スキルを身につけている。」を達成するために必要となる「電池」「モーター・インバータ」
「車体」「自動運転」に関する理論・実習の各選択必修科目群に関しても同様とする。 
 
(２)主要授業科目への専任教員配置の考え方 

これらの主要授業科目には、下表の通り、専任教員であり教授・准教授の者を配置する。また、設置
基準第三十二条第 2 項の趣旨を踏まえ、実習科目には兼任教員や助手を 1～4 名配置する。また実
習科目は 1 クラス 20 名定員とし、きめ細やかな指導を行う。 
 

表 5.1：主要授業科目への専任教員配置状況 
■職業専門科目(工学基礎科目) 

科目名 教員名 職位 
ものづくり基礎実習 熊谷、栁原 准教授 
設計製図実習 澤瀬 教授 
電気回路学 髙橋久 教授 
機械基礎Ⅰ 澤瀬、大﨑 教授 
コンピュータ概論  飯倉 教授 
プログラミング実習 城ケ崎 教授 
技術者倫理 中島 教授 

 
■職業専門科目(専門基礎科目) 

科目名 教員名 職位 
自動車工学基礎実習 澤瀬 教授 
次世代モビリティ論 川端 准教授 
自動車工学 澤瀬 教授 
電気自動車構造解析実習 吉武 教授 
電気機械工学基礎実験 髙橋久 教授 
電池システム基礎 吉武 教授 
モーター・インバータシステム基礎 新井 教授 
車体システム基礎 大﨑 教授 
自動運転システム基礎 古川 教授 
電池システム実習Ⅰ 吉武 教授 
モーター・インバータシステム実習Ⅰ 栁原 准教授 
車体システム基礎実習 熊谷 准教授 
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自動運転システム実習Ⅰ 古川 教授 
電子制御工学 髙橋久 教授 

 
■職業専門科目(専門発展科目) 

科目名 教員名 職位 
電池化学応用 中島 教授 
電池システム実習Ⅱ 牛田 教授 
パワーエレクトロニクス 新井 教授 
モーター・インバータシステム実習Ⅱ 栁原 准教授 
車体構造学 大﨑 教授 
車体システム解析実習Ⅰ 大﨑 教授 
自動運転におけるセンシング技術 古川 教授 
自動運転システム実習Ⅱ 古川 教授 
電気自動車システム開発演習 尾形 教授 

 
５．２．２．基礎科目への専任教員配置の考え方 
 数学や物理などの本学部学科での学びを進めるうえで不可欠となる工学の基盤知識を身に付けるた
めの科目、環境エネルギー論など電気自動車システムに対する社会ニーズ・利用者ニーズを理解する科
目、リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解する科目等の多様な分野の科目を配置してい
る。そのため、それぞれの分野における研究実績や教育実績を有する専任教員または兼任教員を配置
している。 
 
５．２．３．職業専門科目への専任教員配置の考え方 
 本学部学科の職業専門科目は、ものづくり・設計の基盤知識・スキルならびに「電池」「モーター・インバ
ータ」「車体」「自動運転」の専門分野を網羅し、それぞれを理論と実践を組合せで学ぶ構成となっている。 

専門分野は理論（講義）と実践（実習）の組み合わせとなっているが、理論と実践では同教員を
配置して分野として一貫した教育ができるようにしている。また、職業専門科目には、各分野に1名以上
の実務家教員を配置して実践的内容を充実させることで理論と実践のバランスをとり、電気自動車シス
テムに係る全体的な基本知識・スキルと、専門分野に関する創造力・実践力を習得できるように考慮し
ている。さらに、1 科目に複数名の教員を配置することで、本学部学科の教育研究以外の業務に従事
する専任教員の負担を軽減し、総合科目の研究ゼミナール・卒業研究における指導への時間を確保で
きるように配慮している。 

以上のように、各専門分野における研究実績や教育実績を有する専任教員を配置するとともに、実
務家教員も各専門分野にバランスよく配置している。 
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５．２．４．展開科目への専任教員配置の考え方 
 本学部学科の展開科目は、グローバル産業において求められる適切なコミュニケーション能力やビジネ
ス関連知識等の応用的・創造的な能力を身につけるものである。したがって、工学系エンジニア教員だけ
でなく、語学や社会システム、ビジネス等の文系分野に精通する兼任教員を配置している。 
 
５．２．５．総合科目への専任教員配置の考え方 
 本学部学科の総合科目は 1 年次 3 期から 4 年次までを通じて、「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」「卒業
研究Ⅰ・Ⅱ」による指導を実施する。そのため、1 年次 3 期より学生を研究室に所属させ(この時点では
卒業研究を行う研究室として決定するものではない)、専任教員による指導を行う。また、課外の外部の
プロジェクトへの参加を促す「電気自動車実践プロジェクト」の指導については、各学生の指導教員が実
施する。 
 
５．３．教育研究体制 
 本学部学科では、電気自動車システムを支える技術分野である「電気自動車システム工学」「電池」
「モーター・インバータ」「車体」「自動運転」の研究を行う体制を整える。電気自動車システムは、システム
の全体像を理解し、各要素のすり合わせ・融合・統合が重要であることから、研究者同士がコミュニケー
ションを活発にし、融合研究を促す体制とする。後述する研究室などのハード面においても、本方針を活
かす設計思想を取り入れている。 
 本学部学科は、教員の研究活動を奨励し、研究成果の発表を積極的に推進する。そのため、研究
室を設けて各教員が研究に集中できるようにしたり、後述する各種支援を提供する。また、他大学及び
企業との共同研究も推進し、当該分野の研究を深め公表する機会を積極的に設ける。加えて、科学
研究費などの競争的資金の獲得についても積極的に奨励するとともに、各種競争的資金の取り扱いに
ついての倫理やルールを遵守するため、研究資金の取り扱いに関する研修の機会を設ける。 
 
５．４．教員の年齢構成 
 本学の完成時における専任教員 23 名の年齢構成は、別記様式 3 号（その 3 の１）に記載のとお
り、30 歳代が 1 名、40 歳代が 2 名、50 歳代が 2 名、60 歳代が 10 名、70 歳代以上が 8 名であ
る。60 歳代以上の教員は、大学等や民間企業での研究開発実績が豊富な実力者である。 
 本学の定年は本学の就業規則 20 条に定められた定年規定に則り 81 歳とする。70 歳以上の専任
教員 8 名が在職する件については、いずれも特に電気自動車業界に関する知見や人脈が豊富な人物
であり、それぞれの豊富な経験や知見を本学の科目開発に取り入れ、より質の高い教育研究カリキュラ
ムを編成するためである。該当教員のノウハウを教育研究活動に取り入れて教材開発を行い、次世代
の教員へと受け継ぐことを計画している。 
 
５．５．完成年度以降の教員の採用計画 
 完成年度以降において、本学の教員組織を充実させるため、教員の採用を随時進める。教員の採用
は、公募により広く候補者を求め、適任者を確保する。退職補充の場合は、職業専門科目においては、
教育研究の継続性を担保するため、既存の授業科目は変更せず、当該科目を担当するに適した教員
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を採用する。基礎科目・展開科目においては、社会が求める人材育成を担保するため、教育課程連携
協議会の意見も踏まえて科目の変更を慎重に検討し、適任者を採用する。 
 また、設置基準第三十一条第 3 項の趣旨を踏まえ、多様性確保、教育研究の継続性、中長期的
な教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化等の観点から、今後の教員採用については、教
員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮する。前項で示した通り、特に 30 歳代、
40 歳代、50 歳代の教員数が少ないため、今後の教員採用については、これらの年齢層の教員数を増
やしていく。 
 具体的な教員組織の将来構想を以下に示す。専任教員の年齢構成については、完成年度末までに、
60 歳未満の若手教員・中堅教員と 60 歳以上の高齢のベテラン教員の割合が 3:7 となるよう計画す
る。また、その次の 4 年度末までに、60 歳未満の若手教員・中堅教員と 60 歳以上の高齢のベテラン
教員の割合が 4:6 となるよう計画する。 
 

表 5.2：教員組織の将来構想 
2023 年度末まで 
(開学年度) 

年齢層 60 歳未満 60 歳以上 計 
新規採用予定 － － － 
在籍者 6 17 23 
構成比 26% 74% 100% 

2024 年度末まで 
(2 年度目) 

年齢層 60 歳未満 60 歳以上 計 
新規採用予定 1 － 1 
在籍者 6 18 24 
構成比 25% 75% 100% 

2025 年度末まで 
(3 年度目) 

年齢層 60 歳未満 60 歳以上 計 
新規採用予定 1 － 1 
在籍者 7 18 25 
構成比 28% 72% 100% 

2026 年度末まで 
(完成年度) 

年齢層 60 歳未満 60 歳以上 計 
新規採用予定 1 － 1 
在籍者 8 18 26 
構成比 31% 69% 100% 

次の 4 年度末まで 
(8 年度目) 

年齢層 60 歳未満 60 歳以上 計 
新規採用予定 5 － 5 
定年退職者 － 4 4 
在籍者 11 16 27 
構成比 41% 59% 100% 
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５．６．若手・中堅教員に対するより高度な学位の取得や教育・研究業績を積むための支援策 
５．６．１．より高度な学位の取得の奨励 

若手教員・中堅教員に対して、修士号・博士号といったより高度な学位取得を奨励し、本学として支
援する。具体的には、経験豊富な教授クラスの教員の保有する知見やネットワーク等を提供するなどして、
支援対象となる若手教員・中堅教員が他大学等の大学院における自身の研究活動にて成果を挙げら
れるよう支援する。 

 

５．６．２．個人研究費の配分 
若手教員・中堅教員を含む各教員に対して、学会参加、研究用消耗品購入など基盤的な研究活

動を遂行するため、大学から個人研究費を配分する。 
 

５．６．３．公的外部資金にかかるプレ・ポストアワード支援 
若手教員・中堅教員に対して、科学研究費補助金、JST、NEDO 等のプロジェクト研究費等の公的

外部資金獲得に向け、各省の概算要求状況や予算成立後の公募情報の提供、経験豊富な教授クラ
スの教員や研究支援会社による申請書作成ノウハウ習得のための講習会開催、申請書の添削などのプ
レアワード支援を提供する。 

また、公的外部資金獲得後には、事務部門・学務課を中心とした経理処理、実績報告書作成、資
金配分機関との連絡調整・各種手続き対応、経験豊富な教授クラスの教員等によるメンタリングなどの
ポストアワード支援を提供する。 

 

５．６．４．民間企業との受託・共同研究の促進 
若手教員・中堅教員に対して、民間企業から受託・共同研究を獲得するため、成果報告会やパンフ

レット等の制作を通じた当該若手教員・中堅教員の教育研究成果の情報発信、経験豊富な教授クラ
スの教員のネットワークを活用した企業との面談機会設定などの支援を提供する。 

 

５．６．５．FD 研修 
若手教員・中堅教員に対して、経験豊富な教授クラスの教員が実施する授業の視察の機会を提供

するなどの FD 研修を通じて、学生を指導するために求められる知識・技能の習得、能力及び資質を向
上させ、当該若手教員・中堅教員の教育の質向上を図る。  
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６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

６．１．教育方法 
６．１．１．教育方法の方針 
● 教育内容において、多様な知識・知恵を体系的にバランスよく学ぶ科目に関しては、講義形式によ

る授業形態とする。一方、ものづくりの技法・技能の習得、ものづくりすることにより講義等で学習し
た内容を実践するための科目に関しては、実習形式による授業形態とする。 

● 学生が主体的に授業へ参加するよう促すため、講義科目におけるグループ・ディスカッション、実習
科目におけるグループ・ワークなどの能動的な教育方法を取り入れる。 

● 主体的に課題に取り組む姿勢、身につけた知識・スキルを統合する方法、研究課題の設定や研究
計画の立案方法を身につけるため、1 年次 3 期より学生を研究室に所属させ(卒業研究を行う研
究室として決定するものではない)、「研究ゼミナールⅠ・Ⅱ・Ⅲ」による指導を行う。なお、「研究ゼミ
ナールⅠ(1 年次 3 期・4 期)」「研究ゼミナールⅡ(2 年次 1 期・2 期)」「研究ゼミナールⅢ(2 年
次 3 期・4 期、3 年次 1 期)」ごとに所属研究室を変更することを許容し、様々な分野について
様々な教員から学びを得ることを可能とする。 

● 3 年次 4 期に、学生が卒業研究を行う研究室及び卒業研究のテーマを決定する。当該研究室・
卒業研究のテーマの技術分野は、CP2-3 に基づいて設定された電気自動車システムの構成要素
(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)に関する選択必修科目群と同一技術分野とする。 

● 学生が教育課程の体系的な編成や個別科目の内容等を理解し、適時適切に履修できるようカリ
キュラムツリー、シラバスを作成するとともに、履修モデルを示しつつ学生のキャリア志向に応じた履修
指導を実施する。 

● 学生の単位取得状況や授業評価などをモニタリングし、学生の状況を把握してきめ細かな指導を
行う。 

 

６．１．２．同時に授業を行う学生数 
 十分な教育効果をあげるため、また教育研究に支障をきたさないようにするため、専門職大学設置基
準(以下、「設置基準」という。)第 17 条の規定に基づき、本学の各科目においては、同時に授業を行う
学生数を入学定員の 40 名を上限とする。 
 
６．１．３．履修科目の年間登録上限(CAP 制)  
(１)履修科目の年間登録上限(CAP 制) 
 設置基準第 23 条の規定に基づき、学生が各年次に亘って適切に授業科目を履修するため、卒業の
要件として学生が修得すべき単位数について、学生が履修科目として登録することができる単位数の上
限を 30 単位／2 学期 18(年間 60 単位／4 学期)と定める。ただし、以下に定める期間の通算 GPA
が 3.0 以上の者、特段の事情がある者については、上限を超えた履修登録を認める場合がある。 
 

 
181 期・2 期あるいは 3 期・4 期を指す。1 期・2 期の履修登録期間は 1 期始めに、3 期・4 期の履修登録期間は 3 期始めにそれぞ
れ設定する。 
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● 1 期の履修登録期間において CAP 制の上限を超えた履修登録を希望する場合：前年度の
3 期及び 4 期 

● 3 期の履修登録期間において CAP 制の上限を超えた履修登録を希望する場合：当年度の
1 期及び 2 期 

 履修科目の登録上限の例外を認める場合の更なる登録上限として、追加で登録することができる単
位数の上限を 4 単位／2 学期(年間 8 単位／4 学期)とする。すなわち、通常登録可能な単位数と
追加で登録可能な単位数を合計して、登録可能単位数の上限は 34 単位／2 学期(年間 68 単位
／4 学期)とする。 
 
(２)履修科目の登録上限の例外を認める場合の具体的なプロセス 
 上限を超えた履修登録を希望する者は、教務担当事務組織を通じて「教務委員会」に対して、成
績・特段の事情(例：傷病・被災などで過年度に学びが中断したことを挽回する、成績優秀者が意欲を
基に更なる学力向上を図るなど)や、総学修時間が長時間化することなく無理なく学修を進めることがで
きることを示すための学修計画等を記した許可願いを提出する。 

当該委員会では、成績に関して要件を満たしているか、特段の事情が妥当であるか、無理なく学修を
進めることができるか等の審査の観点から、提出書類を審査し、履修科目の登録上限の例外を認める
のかを検討する。当該委員会は検討結果を教授会に諮り、教授会での議論を経て、学部長が可否を
決定して、当該希望者へ最終的な審査結果を通知する。 

なお、審査の結果、審査の観点を満たしていないと判断された場合には、履修科目の登録上限の例
外を全部又は一部認めないこととする。 
 
６．１．４．成績評価 

成績評価に関しては、各科目シラバスにおいて成績評価の方法・評価基準等を予め明示し、当該方
法・基準に従って適切に行う。成績評価を点数方式で行い、それに伴う成績評定を以下の評定記号
（S～F、N）で行う。そのうえで、それぞれの評定区分に応じた GP を付加し、各成績評価をもとに単位
あたりの成績評価の平均値を示す総合成績評価 GPA(Grade Point Average)を算出して履修指
導等に活用する。成績は、学業成績表の交付を持って学生に対して通知する。 

 
表 6.1：評価区分、評定記号と評価内容、付加する GP 

評価区分 評定記号と評価内容 付加する GP 
100～90 点 S（秀）：特に優れた成績である ４ 
89～80 点 A（優）：優れた成績である ３ 
79～70 点 B（良）：概ね妥当な成績である ２ 
69～60 点 C（可）：合格に必要な最低限度を満たした成績である １ 
59～0 点 F（不可）：合格には至らない成績である ０ 
－ Ｎ：単位認定科目であり、GPA の対象としない なし 
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６．２．履修指導方法 
６．２．１．履修指導方法、指導体制 

全学生を対象として、本学部学科の DP、CP、卒業要件、教育課程の全体像、単位の考え方、学
習方法、科目一覧、担当教員一覧、履修モデル、履修登録の注意点等を掲載した手引きを作成・配
布する。当該手引き等を用いて、1 年に一度、教職員による履修オリエンテーションを行う。オリエンテーシ
ョン当日は、終了後に個別相談にも応じる。また、履修登録期間中には、希望者を対象とした個別相
談期間を設ける。履修登録のミスがないよう教務委員会の中で指導体制を整備する。 

本学では、充実した履修指導など学修支援を行うため、各学年に対して「学年担任」「学年副担任」
を設置する。学年担任・学年副担任については、教務委員会が専任教員のなかから候補者案を立案
し(候補者案の立案に当たっては他業務を含めた教員の負担を考慮する)、当該候補者案を教授会に
て議論し、最終的に学部長が選任する。学年担任・学年副担任は、担当する学年の学生に対して、所
属研究室の指導教員や事務職員等と連携しながら、学修上の助言や履修登録等に関する指導、身
体面・心理面の課題への対応その他の学生生活に適応するための相談、学生が行う教務上の手続き
等の支援を担う。 

また、特に大学生活に慣れておらず、他の学年に比して学修量が多い 1 年次及び 2 年次の学生に
対する支援を充実させるため、学年担任・学年副担任の負担を軽減するため、学年担任・学年副担任
に加えて「学生アドバイザー」を設置する。学生アドバイザーは、3 年次・4年次の学生から当該学年の学
年担任・学年副担任より２名程度の推薦を受け、学部長が選任し、アルバイトとして雇用する。学生ア
ドバイザーは、上級生の観点から、履修登録での細かな留意点や学生が抱く疑問点、自学自習のポイ
ント、学習方法、研究室や実習科目、臨地実務実習先の選定、進路選択等に関する悩みなどの学習
上の種々の相談に応じる。学生アドバイザーが下級生からの相談に適切に応じられるようマニュアルを整
備するとともに、ともに 1 年次及び 2 年次に対して助言を行う当該学年の学年担任・学年副担任から
指導を行う。なお、開学後 2 年間は、3 年次・4 年次の学年担任予定者・学年副担任予定者を中心
として、主として 1 年次及び 2 年次に設置された授業科目を受け持たない専任教員が、1 年次及び 2
年次の学生に対して学生アドバイザーを配置した場合と同等の学修支援を行う。また、この支援の結果
として当該教員が得た経験・知見を、学生アドバイザー向けマニュアルに反映するとともに、学生アドバイ
ザーに対する指導に活用する。 
 
６．２．２．履修モデルを用いた履修指導 

 「１．７．卒業後の想定進路等」にて前述した通り、本学卒業生は、在学中に学んだ「電池」「モ
ーター・インバータ」「車体」「自動運転」に関する専門性を活かし、乗用車、バス・トラック等の大型車その
他の電気自動車関連製品を扱う OEM(最終商品メーカー)や、自動車部品サプライヤー、その他自動
車関連産業の資材部門などの製造業、主に情報系企業などの異業種またはスタートアップ企業などの
新規参入企業に就職するものと想定される。これらを踏まえ、履修モデルを身につける専門性である「電
池」「モーター・インバータ」「車体」「自動運転」とそれぞれの就職先に応じて 4 件示す(資料 6)。 
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６．３．卒業要件 
設置基準第 29 条各号に基づき、以下の通り、卒業要件を設定する。 

● 本学に 4 年以上在学すること。 
● 128 単位以上（基礎科目 20 単位以上、職業専門科目に係る 80 単位以上、展開科目 20

単位以上、総合科目に係る 8 単位以上を含む。）を修得すること。 
⮚ 特に 3 年次において、選択必修科目群である電池関連科目群、モーター・インバータ関連科

目群、車体関連科目群、自動運転関連科目群から一つを選択し、当該科目群の単位を習
得すること。 

● 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげる
ことができると認める場合には、演習、実験、実習又は実技による授業科目）に係る 40 単位以
上を修得すること。 

● 前号の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る 20 単位が含まれること。 
● 特に総合科目について、学修の成果として卒業論文等を提出し、単位を授与することが適切と認

められること。 
 

学長は、上記の要件を満たし、かつ教授会の議決により卒業することを認められた者に対して卒業を
認定し、学位を授与する。 
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７．教育課程連携協議会  

教育課程連携協議会は、設置基準第 11 条及び本学学則第 49 条第 2 項の規定に基づき位置
付けられた委員会である。  

教育課程連携協議会は、次に掲げる事項について審議し、学長へ意見を述べる 
① 産業界及び地域社会との連携による本学の授業科目の開設その他の教育課程の編成に関す

る基本的な事項 
② 産業界及び地域社会との連携による本学の授業の実施その他の教育課程の実施に関する基

本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項 
③ その他本学の教育課程に関する事項  
構成員は下記のとおりである。任期は 3 年とする。 
① 学長が指名する本学教職員（教職員） 
② 本学の学科に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行う者による団体のう

ち、広範囲の地域で活動するものの関係者であって、当該職業の実務に関し豊富な経験を有す
る者（職業） 

③ 地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他の地域の関係者（地域） 
④ 本学学則第 22 条第３項の臨地実務実習その他の授業科目の開設又は授業の実施において

本学と協力する事業者（協力） 
⑤ 本学の教職員以外の者であって、学長が必要と認めるもの（その他） 
教育課程連携協議会は原則年１回開催する。教育課程連携協議会の各区分の委員に対する役

割については表 7.1 の通りである。教育課程については、教育課程連携協議会の意見を勘案し、聴取
した意見を教授会で検討の上、学長が教育課程に反映する。その結果を教育課程連携協議会に報
告するという PDCA のサイクルを構築する。 
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表 7.1：本学の教育課程連携協議会の構成 
構成員 
区分 

氏名 現職及び役職名 期待する知見・役割 

教職員 
(3 人) 

髙橋 久 
澤瀬 薫  
吉武 秀哉 

電気自動車システム工学部 教授 
電気自動車システム工学部 教授 
電気自動車システム工学部 教授 

当該協議会と大学との密
接な連携及び教育課程、
カリキュラムの編成作業等の
牽引・統括を行う。 

職業 
(3 人) 

金 裕純 
 
清水 幸広 
 
戸田 隆 

日立 Astemo 株式会社/自動車技術会東
北支部 理事（自動車部品全般） 
株式会社デンソー山形取締役社長（自動
車部品全般） 
山形県自動車産業振興会議 代表幹事 
(エムテックスマツムラ株式会社 代表取締役
社長) 

専門的な知見や豊富な実
務経験等を基に、望ましい
人材像や身に付けるべき知
識教養、技術等の意見な
ど、教育課程、カリキュラム
編成に係る助言を行う。 

地域 
(7 人) 

後藤 幸平 
鈴木 祐司 
酒井原啓人 
 
佐藤 譲 

飯豊町 町長 
飯豊町商工観光課 課長 
経済産業省東北経済産業局製造産業・情
報政策課（モビリティ担当）参事官 
山形県産業労働部工業戦略技術振興課長 

行政関係者からは、少子
高齢化の抑制や地域振興
にかかる高等教育の観点か
ら助言を行う。 
 

小野 明彦 
青柳 敦子 
森 政之 

飯豊町立飯豊中学校 校長 
山形県立長井高等学校 校長 
鶴岡工業高等専門学校 校長 

各学校関係者からは、本
学への人材育成の期待や
高校-大学への接続に関す
る助言を行う。 

協力 
(3 人) 

保科 栄一 
小関 眞一 
 
佐藤 啓 

サンリット工業株式会社 代表取締役 
日本自動車販売協会連合会山形支部長 
山形日産自動車株式会社代表取締役社長 
株式会社サニックス 代表取締役社長 

臨地実務実習受け入れ先
企業として、実務的な即戦
力を養うための教育課程、
カリキュラム編成に係る助言
を行う。 

そ の 他
(2 人) 

國分 龍人 
 
佐藤 英司 

学校法人赤門学院理事 
専門学校赤門自動車整備大学校 副校長 
山形銀行 常務取締役 

当該大学の設立から関与
した立場から、教育課程、
カリキュラム編成に係る助言
を行う。 

 本学教育課程連携協議会の規程を資料 7-1 として示す。  
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８．施設、設備等の整備計画  
８．１．校地、運動場の整備計画  
８．１．１．校地  

校地は、山形県西置賜郡飯豊町大字萩生に位置する。周囲は田園散居集落と住宅地であり、学
修環境として恵まれている。アクセスとしては、ＪＲ米坂線「萩生駅」から徒歩圏内であるが、通学通勤
には運行便数が不足している。また、バスなどの公共交通は皆無である。このため、通学通勤は、自家
用車やバイク・自転車等による方法と近隣宿泊施設等からの徒歩移動となる。  

校地は山形県飯豊町から無償貸与を受けた 20,096.98 ㎡で、収容定員 160 人に対する基準を
満たしている。校舎は既設の飯豊町起業支援施設の研究棟の一部と解析棟(アナリシス棟・リバース
棟)を飯豊町より借用して専用使用し、前述の教育理念に則り、教育研究を効果的に進めることができ
る。 
 
８．２．校舎等施設・設備の整備計画  
８．２．１．専門職大学の校舎等施設・設備 

校舎は、既設の飯豊町起業支援施設の一部を専門職大学の校舎として専用使用し、研究室、教
授室、実習室として使用する。新築棟には、本学学部・学科のカリキュラムに必要な教室（講義室、実
習室）はもちろんのこと、図書館スペース、CAD 室、多目的ホール、控室、自習室、保健室等の施設
を備えている。 

講義室は、収容人数は 40 人程度とし、講義中に 5 名程度の小グループを構成してグループワークを
実施できるよう整備する。また、講義室は可動式の壁で区切られているため、1 クラス 40 名収容から大
教室（収容人数 80 人前後）とすることもできる。これにより、複数の学年での行事等でも使用可能で
ある。時間割を資料 8-1 にて示し、講義室等が授業科目の実施に際して、十分に確保されていることを
示す。 

また、多目的ホール、控室、自習室のスペースは、自由な活動と生活空間として 104 名前後を収容
できる。ものづくり室は開放性も考慮し個人やグループの自主性を育む構成としている。EV フォーミュラ大
会(詳細は第 15 章にて後述)に参戦するためのものづくりを行うための工作機械等も整備する。施設・
設備の概要を以下に示す。 
 

表 8.1：専用施設(現飯豊町起業支援施設Ｒ棟：開校時以降は専用使用) ※既存棟 
旧用途 新用途 面積 整備時期 

個室 1 研究室 10 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 2 研究室 9 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 3 研究室 8 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 4 研究室 7 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 5 研究室 6 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 6 研究室 5 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 7 研究室 4 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 8 研究室 3 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 



設置趣旨（本文）－87 

個室 9 研究室 2 13.6 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
個室 10 研究室 1 15.42 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 1 研究室 13 59.62 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 2 研究室 12 52.17 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 3 研究室 11 52.17 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 4 研究室 16 66.28 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 5 研究室 15 46.37 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
研究室 6 研究室 14 46.37 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
会議室 会議室 1 44.7 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
多目的室 講義室 9 52.9 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
スタッフルーム 講義室 10 68.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
風除室(前室) 風除室(前室) 61.28 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
事務室 事務室 26.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
ホール ホール 48.85 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

 

表 8.2：専用施設(飯豊町起業支援施設リバース棟：開校時以降は専用使用) ※既存棟 
旧用途 新用途 面積 整備時期 

リバース作業エリア 実習室 1 195.0 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
デバイス検証スペース 実習室 2 170.10㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
電気自動車保管 
スペース 

実習室 3 365.4 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

研究室 講義室 8 46.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
 

表 8.3：専用施設(飯豊町起業支援施設 G 棟：開校時以降は専用使用) ※既存棟 
旧用途 新用途 面積 整備時期 

安全性試験スペース 安全性試験実
習室(実習室 4) 

150 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

充放電試験室 充放電試験実
習室(実習室 5) 

219 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

モニターコーナー 展示・実習スペ
ース 6 

120 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

保管室 倉庫 1 16 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
倉庫 倉庫 2 75 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
計量室 1 実習室 7 4.7 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
計量室 2 実習室 8 6.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
計量室 3 実習室 9 6.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
電極保管室 実習室 10 26.88 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
検査室 実習室 11 18.69 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
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表 8.4：専用施設(飯豊町起業支援施設アナリシス棟：開校時以降は専用使用) ※既存棟 
旧用途 新用途 面積 整備時期 

解析研究室 1 研究室 17 106.0 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
解析研究室 2 研究室 18 106.0 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
多目的室 ロッカー・更衣室 19.87 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
ロッカー ロッカー・更衣室 23.18 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

 
■教員の研究室の考え方 
 文部科学省高等教育局高等教育企画課大学設置室が Web サイトにおいて公表する「大学の設置
等に関する御相談 > 設置認可申請又は届出について（施設・設備）」では、研究室の面積等につい
て「研究室の面積等に関する基準や目安はありません。」との回答が掲載されている。一方、既存の大
学等における専任教員用の研究室の面積は 15 ㎡が大多数となっている。 

本学が専任教員用の個室として想定する研究室 1~10（面積：13.6 ㎡）については、洗面台や
冷蔵庫等を備えない作りとなっていることから、15 ㎡よりやや小さい面積となっている。その理由としては、
什器等を簡素にすることで、教員に対して研究室から研究室前に広がるホワイトボード・カフェコーナー等
を備えたオープンスペースへ出ることを促し、他分野の教員と本学における教育研究について大いに議論
することを推進するためである。これは、電気自動車システムを中心とした電動モビリティシステム関連分
野が、多様な技術、政策等の連携により成り立つ分野であることにあり、教員においてもチームワークが必
要だからである。当該オープンスペースを示した図面は以下の通りである。 
 

 
図 8.1：R 棟における研究室前のオープンスペース 

 
当該オープンスペースは、研究室 1～10 と講義室・入り口ホール等の間のスペースを指す。仕様として

は、横幅 21.84m×縦幅 4.55m の面積となっている。当該オープンスペースに、各部屋の入口をふさが
ないよう、ホワイトボード・カフェコーナー等配置し、議論を促進する。当該オープンスペースを活用すること
により、各教員は実質的に 15 ㎡以上のスペースを活用することが可能となる。 

なお、当該オープンスペースにホワイトボード・カフェコーナー等を配置することに関して、現在消防法に
基づく消防用設備等（特殊消防用設備等）点検を実施していただいている株式会社佐藤防災（米
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沢市）に確認・相談したところ、天井を塞ぐことがない限り消防法令等に照らして問題はないとの回答を
得ている。 

また、研究室 11～16 については、複数人の教員が使用することを想定した部屋であり、区切り等を
設けることで個別作業を遂行できるようにする。また、研究室 17、18 については、車両を搬入して研究
できる部屋となるため、車体全体の研究を行う教員が使用する。 

 
表 8.5：講義室、図書館スペース、ものづくり室、多目的ホール等の整備 ※新築棟 

名 称 面 積 整備時期 
講義室 A(グループ学習対応) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 B(グループ学習対応) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 C(グループ学習対応) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 D(グループ学習対応) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 E(グループ学習対応) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 F(グループ学習対応) 44 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
講義室 G(グループ学習対応) 44 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
CAD 室(コンピュータ 21 台) 49.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
多目的ホール 108 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
図書館スペース(閲覧スペース込) 207 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
ものづくり室 99 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
フォーミュラ室 99 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
自習室 54 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
控室 72 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
学長室 30 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
会議室 2 30 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
職員室 76.5 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
保健室 20 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
面談室 1 15 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
面談室 2 15 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
売店コーナー 10 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
ディスプレイルーム 29 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

 
本学では、きめ細かい指導を行うため少人数(20 名)で実習を行う。また、EV フォーミュラ大会に参加

することを目標とした自主性と主体性を尊重するグループ活動を推奨する。こうしたことから講義室の近く
に図書館スペースやフォーミュラ室を配置すると共に学生が自由に交流し憩えるホールなどを一体的に配
置している。 
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■実習棟Ⅱの整備 ※新築棟 
 各種実習科目や総合演習の実施、科目で使用する小型 EV の製作・保管等のために、実習棟Ⅱを
新設整備する。 
 

表 8.6：開学後追加専有使用施設 ※新築棟 
名 称 面 積 整備時期 

実習棟Ⅱ 402 ㎡ 令和 6 年度末(2 年時) 
 

■共同利用する飯豊町起業支援施設・実験棟の施設・設備 ※既存棟 
飯豊町起業支援施設・実験棟の施設・設備うち、飯豊町のオープンイノベーションの方針に基づいて

様々な利用者との共同利用が想定される施設・設備に関しては、施設・設備所有者の飯豊町と本学
の間で、講義・実習に支障が生じない契約条件にて当該施設・設備の共用にかかる賃貸借契約を締
結し、使用する。 

 

表 8.7：共同利用する飯豊町起業支援施設・実験棟の施設・設備 ※既存棟 
名 称 面 積 整備時期 

実験実習室(実習室 6) 443.36 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
主な内訳 塗工室 106.64 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

ミキシング室 78.57 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
プレス室 43.37 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 
セパスリット室 46.00 ㎡ 令和 4 年度末(開設時) 

  
８．２．２ 教職員・学生のための寮の整備計画 
 前述の通り、通学通勤の便がそれほど良くない立地であることに対応するため、学生並びに教職員のた
めの寮を整備する。寮の整備に関しては、複数の事業者から事業計画や契約内容等の提示を受け、
精査のうえで適切な事業者を選定する。令和 4 年度末(開設時)をめどに一部運用開始するものとして
計画する。尚、学生の入学状況などを確認し、複数年で段階的に整備する。 
 

８．２．３ 学生の学修・生活上必要な主なスペースの整備計画 
本学では、新規に建設する本部棟の自習室・控室・多目的ホールを学生の学修・生活上必要な主

なスペースと位置付けている(下図の線で囲った箇所)。 

 
図 8.2：本部棟における学生の学修・生活上必要なスペース 
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当該スペースは、開放空間であり、自由な空間構成が行えるスペースとなっている。机・椅子等の什器
を自由に移動し、活動できる空間を確保する計画である。これにより、学生の自習スペースや課外活動
スペースを確保する。また、講義等で使用されていない空き時間における講義室を自習スペースとして利
用することを促すことで、十分な生活空間を確保できるものである。 

具体的には、自習室に関しては机＋4 椅子セットを 4 セット座席数 16 名分、控室に関しては机＋4
椅子セットを 5 セット座席数 20 名分、多目的ホールに関して机＋4 椅子セットを 3 セット座席数 12
名分確保する。以上を合計すると、座席数 48 名分を確保することなる。 

また、講義に使用する講義室は、全 10 室のうち講義室 A~G、8,9 である。講義で使用する講義室
のうち主な空き状況は以下の通りである。 
● 講義室 A(収容可能人数 20 名)：講義に用いるのは 1 年 1 期・2 期の 1-2 限のみであり、それ

以外は自習スペースとして用いることが可能。すなわち、年間に自習スペースとして用いることが可能
な延べ数は、20 名×稼働率 50%×1/4 期＋20 名×3/4 期≒18 名分となる。 

● 講義室 F(収容可能人数 20 名)：講義に用いるのは 3 年 1 期の 1-4 限、3 年 2,3 期の 3-4
限、3 年 4 期の 1-2 限のみであり、それ以外は自習スペースとして用いることが可能。すなわち、年
間に自習スペースとして用いることが可能な延べ数は、20 名×稼働率 50%×3/4 期≒8 名分と
なる。 

● 講義室 G(収容可能人数 20 名)：講義に用いるのは 3 年 1 期の 1-4 限、3 年 4 期の 1-2
限のみであり、それ以外は自習スペースとして用いることが可能。すなわち、年間に自習スペースとし
て用いることが可能な延べ数は、20 名×稼働率 50%×1/4 期＋20 名×2/4 期≒13 名分とな
る。 

また、R棟の講義室10(収容可能人数30名)は、現状講義での使用予定はなく、常時空いている。
以上を合計すると、空き講義室の収容可能人数は 69 名分となる。 

これに前述の自習室 16 名、控室 20 名、多目的ホール 12 名の合計収容可能人数 48 名分、図
書館スペースの収容可能人数 69 名を合算すると、本学の収容定員 160 名を上回る 186 名分の自
習スペースを確保することが可能となる。よって、収容定員 160 名に照らして、学生が本学での学修・生
活上必要となるスペースを十分に確保できており、学生が授業時間外に学修するための自習スペースが
不足することはなく、学生の利便性が担保されていると考える。 

 
８．３．教材教具の整備 
 教材教具は、現在、飯豊町起業支援施設で使用しているもので本学の教育研究に使用できるものを
活用するとともに、学校法人赤門学院で所有している自動車整備関係器具類を移設して使用する。そ
の他、必要な教材教具を新規購入する。 

なお、実習については、一度に 20 名での実施を前提としているが、20 名を複数の班に分けてローテ
ーションで教材教具を使用する。この使用法に応じた教材教具の数量を確保することとしている。 

導入予定の教材教具の一覧を資料 8-2 にて示す。 
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８．３．１．「電気自動車構造解析実習」等関連の教材教具 
表 8.8：「電気自動車構造解析実習」及び要素技術の実習科目関連の教材教具 

名   称 個数など 
世界の電気自動車(米国テスラ・モーターズ「ロードスター」「モデル S」、米ゼネラル・モ
ーターズ（GM）「ボルト」、独 BMW「i3」など) 

20 台程度 

リチウムイオン電池の試作、解析装置 1 式 
工作機具類 1 式 
 
 「電気自動車構造解析実習」及び要素技術の実習科目では、上記の「世界の電気自動車」を用い、
電気自動車の車両全体あるいはリチウムイオン電池などのコンポーネントを分解し、比較検討することを
通じて、電気自動車システムの全体像を俯瞰する。その後、システム・構造・重量などの各種データ取得
および解析、その結果を用いた課題発見、新たな研究開発へのフィードバックを実施する。既に、テスラ・
モーターズの車載電池について、同様の手法により問題点を発見し、改良に結び付けた実績があるなど、
極めて実践的な工学的手法である。これら電気自動車ラインナップは世界的にも類を見ない水準である。
その他、学校法人赤門学院所有物の転用、購入予定(令和 4 年度末(開設時))の同科目関連の教
材教具は以下の通りである。 

 
表 8.9：「電気自動車構造解析実習」その他の実習科目関連の教材教具 

(学校法人赤門学院所有物の転用) 
名   称 個数など 

自動車整備用工具 1 式 
自動車性能検査器具 1 式 
自動車模型 1 式 
 

表 8.10：「電気自動車構造解析実習」その他の実習科目関連の教材教具 
購入予定(令和 4 年度末(開設時)) 

名   称 個数など 
パソコン 21 台(CAD 対応) １式 
３D プリンタ １式 
ものづくり室機器類 
  ・旋盤 

・フライス盤 
  ・溶接機 
  ・金属蒸気・粉塵等集塵機 
  ・コンプレッサー 
  ・ハンドグラインダ 
  ・大型扇風機 
  ・溶接用遮蔽ついたて 

１式 
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  ・作業台 
  ・作業椅子 
  ・万力 
  ・ビシャモンハンドパレットトラック 
  ・ジャッキ 
  ・各種工具 
  ・各種刃物 
  ・定盤 
  ・敷きがね（板・ブロック）各種 
  ・半田ごて 
製図・ソフト 
  ・CAD／CAM 
  ・ドラフター 

 
15 ライセンス 
10 台 

モーター・インバータ 一式 
超小型電気自動車 6 台 
自動運転自動車 1 台 
市販電気自動車 6 台 
 
８．３．２．実習科目の目的や特性、履修する学生数と教材教具の整合性 

下表にて実習に係る施設・設備等の整備計画について、具体的な施設の仕様、整備される設備等
の内容及び数量等を示す。各実習科目の履修人数は20 名を上限としているが、20 名がそれぞれに作
業をする場合には 20 式を揃え、実習の特性上グループワークとなる場合には、グループ数が充足するよ
うに設備・機器・工具等を整備する計画としている。 

 
表 8.11：実習に係る施設・設備等の整備計画と履修する学生数との整合性 

実 習 科
目名 

授業科目の目的や特性 
使用す
る部屋 

施設の仕
様 

使用する設備・
機器 

履修する学生数との
整合性 

も の づ く
り 基 礎
実習 

機械加工を行うことで機
械工作法の基礎技術を
修得する。切削加工、溶
接、測定などを実践し、安
全の考え方、機械加工法
を学ぶ。 

ものづく
り室 

工作機械
設置済み 
各種溶接
機 
手仕上げ・
測定用作
業台 6 台 

旋盤、フライス
盤、ボール盤、
帯鋸盤、高速カ
ッター、
MAG/MIG、
TIG、各種測定
機器 

3 名（または 2
名）で 7 グループ 
（合計 20 名） 

設 計 製
図実習 

機械製図の基礎を学び、
3DCAD を使った製図法
を習得する。 

CAD
室、講
義室 A 

デスクトップ
パソコン 15
台 

デスクトップパソコ
ン 15 台、CAD
ソフトウェア、ドラ
フター10 台 

CAD10 名、機械
製図 10 名（合計
20 名） 
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プ ログ ラ
ミング実
習 

電気自動車システムの制
御に必要不可欠なアセン
ブリ言語と C 言語の利用
法やプログラミング技術を
習得する。 

講義室
D・E 

－ 
学生所有のパソ
コン、ソフトウェア 

20 名 

３
DCAD
演習 

3DCADによるサーフェスモ
デルの作成、応力解析、
振動解析の考え方と手法
を学ぶ。 

CAD
室 

デスクトップ
パソコン 15
台 

デスクトップパソコ
ン 15 台、ソフト
ウェア 

10 名 

自 動 車
工 学 車
基 礎 実
習 

超小型 EV を使って、車
体の解体・組み立てを行
い、基本構造の把握を行
う。また、超小型 EV を運
転することで車両の基本
性能を学ぶ。 

リバース
棟 
 

カーリフト 2
台 
屋外テスト
コース 

超小型 EV6 台 
5 名で 4 グループ 
（合計 20 名） 

電 気 機
械 工 学
基 礎 実
験 

電子部品の扱い、電子回
路の製作と計測・評価、
機構部品の動特性の計
測・評価を通して、基本
的な計測機器の扱いや知
識を修得する。 

講義室
8 

作業台 6
台 

半導体デバイ
ス、蓄電デバイ
ス、各種センサー 
モーター、パソコ
ンとシミュレータ、 
各種計測装置 

4 名で 5 グループ 
（合計 20 名） 

電 気 自
動 車 構
造 解 析
実習 

電気自動車の構造に関
する基礎知識を習得する
とともに、工具の安全な取
り扱いや安全作業などにつ
いて体得・学習する。 

リバース
棟 

リフター6 台 

小型 EV6 台、 
自動車整備工
具、分解済み各
種 EV 

7 名（または 6
名）で 3 グループ
×2 
（合計 20 名）×2 

車 体 シ
ステム基
礎実習 

電気自動車車両につい
て、諸元の測定や各種機
能装備品の試験性能評
価法の全般について学
ぶ。 

リバース
棟 

作業台 5
台 

分解済み EV2
台、各種計測装
置 

2 名で 5 グループ
（合計 10 名） 
（40 名が電池・モ
ーター・車体・自動
運転の 4 つに分かれ
て行う為 10 名） 

電 池 シ
ステム実
習Ⅰ 

ドライボックスを用いて、リ
チウムイオン電池の組み立
てと評価実験、合わせて
BMS を用いた評価を行い
評価法、試験法を習得す
る。 

リバース
棟 

作業台 5
台 

ドライボックス、電
池部材、電池、
BMS、各種計
測装置 

２名で５グループ
（合計１０名） 
（40 名が電池・モ
ーター・車体・自動
運転の 4 つに分かれ
て行う為 10 名） 
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モ ー タ
ー ・ イ ン
バータシ
ステム実
習Ⅰ 

モーター及びインバータの
製 作 、 モ ー タ ー 特 性 評
価、製作したモーターを用
いて小型カートの走行テス
トを行う。 

リバース
棟 

屋外テスト
コース 
作業台 5
台 

組み立て用モー
ターおよびモータ
ー制御回路 5
台、小型カート
5 台 

2 名で 5 グループ
（合計 10 名） 
（40 名が電池・モ
ーター・車体・自動
運転の 4 つに分かれ
て行う為 10 名） 

自 動 運
転システ
ム 実 習
Ⅰ 

認知・判断・操作に必要
な速度、操舵、測位など
の動作原理と制御技術、
センシング技術や基礎的
なプログラム技術を理解し
修得する。 

リバース
棟 

屋外テスト
コース 
作業台 5
台 

自動運転車両
1 台、自動運転
車両モデル 5
台、学生所有の
パソコン、各種計
測装置 
 

2 名で 5 グループ
（合計 10 名） 
（40 名が電池・モ
ーター・車体・自動
運転の 4 つに分かれ
て行う為 10 名） 

車 体 シ
ステム解
析 実 習
Ⅰ 

市販 EV を分解し、解析
することで、電気自動車シ
ステムの開発手法を習得
する。 
耐久試験、EMC 試験各
種表示装置や記録装置
について理解する。 

リバース
棟
CAD
室 

カーリフト 2
台 
屋外テスト
コース 

市販 EV2 台 
各種計測装置 
デスクトップ PC、
ソフトウエア 

4 名で 5 グループ 
（合計 20 名） 

車 体 シ
ステム解
析 実 習
Ⅱ 

電気自動車システムの企
画開発、計画、設計、製
造と学んできた全体システ
ムについて、他社よりも低
コスト高品質の車両を開
発する能力をつける。 

実習棟
Ⅱ 

屋外テスト
コース 
パソコン
（CAD）
10 台 

市販 EV2 台 
データレコーダ 2
台、各種計測装
置、自動車用ス
キャンツール、デ
スクトップ PC 

4 名で 5 グループ 
（合計 20 名） 

電 池 シ
ステム実
習Ⅱ 

電池単体の製造及び、電
池モジュールについての知
識や技術を学ぶ。 

実習棟
Ⅱ 

実習棟Ⅱ
に設置済み
機器 
作業台 5
台 

ドライボックス、ミ
キサー、プレス
機、電池評価装
置、充放電試験
機、各種計測装
置 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 

電 池 シ
ステム実
習Ⅲ 

電池モジュールの設計、
製作、実機への搭載まで
の実習を通して、リチウム
イオン電池の評価方法、
基礎から応用知識や技
術を学ぶ。 

実習棟
Ⅱ 

実習棟Ⅱ
に設置済み
機器 
作業台 5
台 

ドライボックス、ミ
キサー、プレス
機、電池評価装
置、充放電試験
機、各種計測器 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 
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モ ー タ
ー ・ イ ン
バータシ
ステム実
習Ⅱ 

電力用半導体デバイスの
特性、電力変換技術、モ
ーターの特性やマイクロコン
ピュータを用いたモーターの
制御技術を学ぶ。 

実習棟
Ⅱ 

作業台 5
台 

学生所有のパソ
コン、各種半導
体、モーター、マ
イコンシステム、
各種シミュレー
タ、各種計測装
置 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 

モ ー タ
ー ・ イ ン
バータシ
ステム実
習Ⅲ 

これまで学んだ総まとめとし
て、既存の 2 輪車を電気
自動車にコンバートする。 

実習棟
Ⅱ 

屋外テスト
コース 

バイク、電動バイ
ク、モーター5
台、既存のモビリ
ティ 5 台、コント
ローラ 5 台、バッ
テリー5 台 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 

自 動 運
転システ
ム 実 習
Ⅱ 

複数のセンサーを搭載した
モデル車両を構築する。
障害物回避や車線追従
などのプログラム作成を通
して、車両駆動の判断、
アクチュエーションを理解し
自動運転システムを構築
する技術を修得する。 

実習棟
Ⅱ 

作業台 5
台 

学生所有のパソ
コン、自動運転
車両モデル、マイ
コンシステム、各
種シフトウェア、
各種計測装置 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 

自 動 運
転システ
ム 実 習
Ⅲ 

電気自動車システムのモ
デル化や制御プログラムの
構築を行いシミュレーション
による可視化法を学ぶ。ま
た、車間距離制御や衝突
防止制御、LiDAR 信号
処理など自動運転システ
ムを構築する技術を修得
する。 

実習棟
Ⅱ 

作業台 5
台 

学生所有のパソ
コン、各種センサ
ー、LiDAR、カメ
ラ，CAN、
GNSS、シミュレ
ータ 

4 名で 5 グループ
（合計 20 名） 
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■ものづくり室の整備
本学における実習科目を中心としたものづくりの主な拠点の一つとして、本部棟に「ものづくり室」を整

備する。 

図 8.3：本部棟におけるものづくり室 

ものづくり室では、床面積 99 ㎡に余裕を持って各種工作機械等を配置し、さらに各部門の説明や学
生同士のミーティングおよび作業を行うために工作台・椅子を設備する。また、機械加工や各種測定等
で必要とされる照度、換気、溶接遮光フェンス等に留意した設備を充実する。ものづくり室に設備する工
作機械等は、旋盤・フライス盤・NC フライス盤・TIG 溶接機・MIG 溶接機・手仕上げ部門（手やすり、
タップ・ダイス、ドリル・ボール盤等）・測定技術部門（ノギス・マイクロメータ・ダイヤルゲージ・ハイトゲー
ジ・シリンダーゲージ等）である。こうした施設の整備により、本学の教育目的を達成するための実習の実
施が可能となる。

表 8.12：ものづくり室購入予定備品等 
品  名 型 式 数 量 

旋盤 汎用普通精密旋盤 TSL -550 型 1 式 
立形フライス盤 精密タレット型立フライス盤 VHR-SD 1 式 
TIG 溶接 フルデジタル TIG 溶接機 YC-300BP4 1 式 
MIG 溶接 フルデジタル MIG 溶接機 YD-35DAZ4 1 式 
各種測定器 ノギス、マイクロメータ、ハイトゲージ、シリンダーゲージ 1 式 
手仕上げ 手やすり、ドリル、タップ、ダイス 1 式 

■テストコースの整備と安全措置
テストコースでは、「自動車工学基礎実習」「電気自動車構造解析実習」「モーター・インバータシステ

ム実習」「車体システム実習」などの授業や卒業研究または課外活動において、実車を走行させて各種
テストを行う。このため、テストコースの外周には、万が一車両がコースアウトした場合に敷地外へ車両が
飛び出すのを防止したり、車両を直接触れない者の立ち入り禁止区域を設けることにより安全を確保す
るため、防護壁(タイヤバリヤ)と固定式ガードレールを設置する。具体的には、防護壁(タイヤバリヤ)をテ
ストコース外周に沿うように配置し、その外側(テストコースと反対側)に固定式ガードレールを配置する
(配置図：資料 8-3)。以下、当該防護壁と固定式ガードレールがテストコースを走行する車両に照らし
て、十分な強度を有するものであることを説明する。

学長室
(30.00㎡)

職員室
(76.50㎡)

倉庫
(20.50㎡)

売店
(10.00㎡)

サーバー室
(18.00㎡)面談室

男子便所
17.0㎡

女子便所
15.5㎡

多目的便所
5.0㎡

風除室
(18.00㎡)

CAD室
(49.50㎡)

フォーミュラ室
(99.00㎡)

講義室A 講義室B 講義室C 講義室D 講義室E

講義室G講義室F

倉庫
(10.00㎡)

男子
トイレ

女子
トイレ

ものづくり室
(99.00㎡)

風除室
(16.50㎡)

風除室
(4.00㎡)

ディスプレイ
ルーム

(29.00㎡)

廊下

廊下

廊下

①

②

(49.50㎡) (49.50㎡) (49.50㎡) (49.50㎡) (49.50㎡)

(44.00㎡)(44.00㎡)

(30.00㎡)

会議室1
(30.00㎡)

保健室
(20.00㎡)

(207.00㎡)

図書館

多目的ホール

(108.00㎡)

自習室
(54.00㎡)

控え室
(72.00㎡)

室外室置場
(9.0㎡)

室外室置場
(9.0㎡)

室外室置場
(9.0㎡)

DS
売店

(10.0㎡）

給湯室
(3.50㎡）

廊下
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＜車両と運動エネルギー＞ 
テストコースで走行する車両は、①乗用車(全長 5,000mm 程度、全幅 2,000mm 程度、全高

1,800mm、総質量 2,000kg 程度)、②超小型モビリティ、カート(全長 2,000mm 程度、全幅
1,500mm 程度、全高 800mm、総質量 400kg 程度以下)の 2 種に大別できる。そのため、以下で
は、コースアウト時の影響の大きい①の車両に絞って説明をする。テストコースでの走行は、各実習科目
において実施する。本学では、当該コースでの車両走行速度を最高速度 30km/h までに制限している
ため、①の車両が最高速度で走行した場合の運動エネルギーは、69,444Ｊと想定される。 

＜防護壁と摩擦力＞ 
当該防護壁に関しては、直径 700mm・重さ 15kg 程度のタイヤを 4 本積み上げ、横に 10～15 セ

ット連結したものを 1 ユニットとする。仮に 10 セット連結のタイヤユニット 1 列当たりの摩擦力は、4,704
Ｎ（μ に一般的なタイヤの摩擦係数 0.8 を代入して計算）となる。 

＜当該防護壁がテストコースを走行する車両に照らして、十分な強度を有するものであること＞ 
以上の条件設定から、仮に①の車両が、最高速度 30km/h のスピードで車両走行時にコースアウト

した場合を検討する。正面からブレーキが効かない①の車両が最高速度で衝突したときの運動エネルギ
ーは上記の通り 69,444Ｊとなるが、それを３列のタイヤユニットで受け止める(摩擦力：4,704Ｎ×3
ユニット=14,112N)とすると、およそ 4.92m 移動して停止するものと考えられる。よって、当該停止距
離を想定して、テストコース全周から 5m 離れた範囲までを立ち入り禁止区域とすることで、コースアウト
時の周囲の安全を担保することが可能である。

＜固定式ガードレールの設置＞ 
防護壁の設置に加えて、テストコース全周から 5m 離れた外周(立ち入り禁止区域の境とする)に、国

土交通省「防護柵の設置基準(平成 16 年 3 月 31 日 道路局長通達) (資料 8-4)」を踏まえ、車両
用防護柵の「路側用・種別C」を満たす固定式ガードレールを設置する(設置予定製品のカタログを資料
8-5 として添付する)。固定式ガードレール設置に関する設置方法等諸条件に関しては、同基準を遵守
する。

上記の通り、コースアウトした車両は、防護壁で停止して固定式ガードレールには到達しないか、万が
一到達した場合でも運動エネルギーをごく僅かしか残していないと想定される。そのため、テストコースに設
置する固定式ガードレールによって、車両が敷地外へ飛び出すことを十分に防ぐことが可能である。 

 以上の通り、防護壁(タイヤバリヤ)とガードレールの設置は、車両走行時のコースアウト等に備えた適切
な安全措置となっている。 

表 8.13：テストコース関連の備品等 
品  名 型 式 数 量 

タイヤバリヤ 廃タイヤ 1 式(4 本セット/1 組) 
ガードレール Gr-C-4E 1 式(全長 370m 程度予定) 
パイロン 赤、青、緑、黄 各 40 本 
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■テスト車両に講じる安全措置
(１)テスト車両の電子制御システム等に関する対策

実験で車両を走行するテストコースの路面は、平地であり高低差による自然加速はない。試作するテ
スト車両は、マイクロコンピュータなどを用いた電子制御システムによって構成され駆動される。
当該テスト車両の制御システムについて、最高速度が 30km/h を超えないようプログラムするとともに、電
子回路を設計する。また、車速が 25km/h を超えた場合にはアラーム音と光を発報し、実験者や周辺
の者に知らせる機能を持たせる。車速が 30km/h に到達した場合には、強制的にすべての制御を停止
モードにするシステム構造にする。

この措置に加え、当該制御システムが人為的なミスや車両故障により、30km/h を超えて走行しない
ように、車両に搭載される制御システムから独立した車速検出装置を別途設置する。当該装置には、車
速が 25km/h を超えた場合にはアラーム音と光を発報し、実験者や周辺の者に知らせる機能を持たせ
る。また、車速が 30km/h に到達した場合には、モーター駆動回路への電源供給を機械的に遮断し、
テスト車両を停止する機能を持たせる。これらの二重の安全機能を付加することによって、安全を確保し
て実験を実施する。

一方、市販の電気自動車を使用した走行実験では、車両の電子制御システムに変更を加えることが
できない。そのため、車両制御システムから独立した車速検出装置を設置する。当該装置には、車速が
25km/h を超えた場合にはアラーム音と光を発報し、実験者や周辺の者に知らせる機能を持たせる。ま
た、車速が 30km/h に到達した場合には、モーター駆動回路への電源供給を機械的に遮断し、テスト
車両を停止する機能を持たせる。 

(２)人為的ミスの発生を減じる対策
搭乗者(車両の運転者含む)の安全を確保するために、テスト車両の制御システムについて、全員のシ

ートベルト着用が確認できたときのみ走行できるシステムとする。また、運転者の勘違いによる操作や運
転ミスを低減するために、実験を開始する前に十分な教育を行う。さらに、万が一、テスト車両が故障し
たり、制御不能な状況になったときでも、落ち着いて正しい手順で当該車両を安全に停止させることがで
きるように、危険回避のための教育を行う。 

(３)車両の不具合の有無を確認する対策
テスト車両に不具合がないかどうかを確認するために、確実にハンドル操作ができ、停止することが確認

できる通路を用意する。実験を始める前に、この通路をテスト車両が正しく通過・停止できることを確認し
た後、実験を実施する。 

コースアウトの可能性を極小化するため、以上のテスト車両の仕様・性能等を踏まえ十分な物的・人
的両面から安全上の措置を適切に講じることを計画する。 

８．３．３．実習科目に供する施設等にかかる適切な安全面の配慮 
下表にて、実習科目における考えられる安全上のリスクと安全対策のために導入する設備、機器、道

具等を示す。本学の実習科目の一部には、工作機械や工具等を用いたり、あるいは電池・電気自動車
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を扱うことから、学生に怪我・感電等を生じさせかねない安全上のリスクが存在する。当該安全上のリスク
に対応するため、各種の安全対策のために導入する設備、機器、道具等を導入する。 

表 8.14：実習科目での考えられる安全上のリスクと安全対策のために導入する設備、機器、道具等 

科目名 
実習を行
う場所 

考えられる安全上のリスク 
安全対策のために導入する設
備、機器、道具等 

ものづくり
基礎実
習 

ものづくり
室 

・工作機械や製作物による怪我
・切粉粉塵による眼球の損傷
・溶接機や工作物による火傷
・溶接機の金属蒸気・粉塵等による呼
吸器疾患
・火花、切粉などによる火災

・機器ごとの保護カバー
・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・粉塵用マスク
・溶接面、溶接手袋
・遮蔽ついたて
・金属蒸気・粉塵等用集塵機
・消火器

設計製
図実習 

CAD 室 
講義室 

特になし － 

プログラミ
ング実習

講義室 特になし － 

３DCAD
演習 

CAD 室 特になし － 

自動車
工学基
礎実習 

リバース棟
テストコー
ス

・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
・作業場の 5S の不備によるスリップや
躓き転倒による打撲・骨折
・重量物（25kg 以上の部品）等の
移動時の怪我
・高電圧回路短絡による過熱、発火
・高電圧による感電
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・作業台、パーツトレイ
・誘導灯
・ガードレール、タイヤバリヤ
・サーキットテスタ（個人所有）
・消火器

電気機
械工学
実験 

リバース棟
講義室８

特になし － 
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電気自
動車構
造解析
実習 

リバース棟
テストコー
ス

・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
・作業場の 5S の不備によるスリップや
躓き転倒による打撲・骨折
・重量物（25kg 以上の部品等）の
移動時の怪我
・高電圧回路の短絡による火花や過
熱、発火
・高電圧による感電
・油脂類冷却水の廃棄方法不適切に
よる地域環境汚染
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・絶縁工具
・絶縁手袋、サーキットテスタ
（個人所有）
・廃油缶
・誘導灯
・消火器、消火栓
・ガードレール、タイヤバリヤ

車体シス
テム基礎
実習

実習棟Ⅱ 
リバース棟
テストコース

・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
・作業場の 5S の不備によるスリップや
躓き転倒による打撲・骨折 
・重量物（25kg 以上の部品等）の
移動時の怪我
・油脂類冷却水の廃棄方法不適切に
よる地域環境汚染
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による、怪
我および火災

・作業用手袋、絶縁手袋、ゴー
グル（個人所有）
・絶縁工具
・作業台、パーツトレイ
・廃油缶
・誘導灯
・消火器、消火栓、消火バケツ
・ガードレール、タイヤバリヤ
・サーキットテスタ（個人所有）

電池シス
テム実習
Ⅰ

実習棟Ⅱ 
G 棟 

・薬品による火傷
・薬品による眼球損傷
・シートおよびシートカッタによる切創
・短絡による過熱、発火

・使い捨て手袋（学校支給）
・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・切創防止用手袋
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・リチウムイオン電池の過充電による破
裂

・防爆槽

モーター・
インバータ
システム
実習Ⅰ

実習棟Ⅱ 
テストコース

・はんだ付時の火傷
・金属蒸気・粉塵等吸引による呼吸
器疾患
・巻線時の切創
・駆動用チェーン巻き込みによる切創、
骨折
・短絡による過熱、発火
・高電圧による感電
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・作業用手袋（個人所有）
・換気扇
・誘導灯
・ガードレール、タイヤバリヤ
・サーキットテスタ（個人所有）
・消火器

自動運
転システ
ム実習Ⅰ

実習棟Ⅱ 
リバース棟
テストコース

・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・制御プログラムの不良による車両の暴
走
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・ガードレール、タイヤバリヤ

・消火器、消火バケツ
・動力系カットオフスイッチ

車体シス
テム解析
実習Ⅰ

リバース棟
CAD 室
テストコー
ス

・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
・作業場の 5S の不備によるスリップや
躓き転倒による打撲・骨折 
・重量物（25kg 以上の部品等）の
移動やドア開閉試験時の怪我
・油脂類冷却水の廃棄方法不適切に
よる地域環境汚染
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・絶縁工具
・絶縁手袋、サーキットテスタ
（個人所有）
・作業台、パーツトレイ
・廃油缶
・誘導灯
・消火器、消火栓、消火バケツ
・ガードレール、タイヤバリヤ
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車体シス
テム解析
実習Ⅱ

実習棟Ⅱリ
バース棟 
CAD 室 
テストコース

・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
作業場の 5S の不備によるスリップや躓
き転倒による打撲・骨折
・重量物（25kg 以上の部品等）の
移動時の怪我
・油脂類冷却水の廃棄方法不適切に
よる地域環境汚染
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・作業用手袋、絶縁手袋、ゴー
グル（個人所有）
・絶縁工具
・誘導灯
・ガードレール、タイヤバリヤ

・消火器、消火栓、消火バケツ

電池シス
テム実習
Ⅱ

実習棟Ⅱ 
G 棟 

・薬品による火傷
・薬品による眼球損傷
・材料(ロール)による切創
・工具(カッター)による切創
・製作物の検品時の切創
・極板を短絡による火傷、破裂
・リチウムイオン電池の過充電によるセ
ルの破裂

・使い捨て手袋（学校支給）
(削除)
・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・切創防止用手袋
・防爆槽

電池シス
テム実習
Ⅲ

実習棟Ⅱ 
G 棟 

・測定物の充放電時の発熱による火
傷
・組電池取り扱い中の感電、火花によ
る火傷
・リチウムイオン電池の過充電による破
裂 
・電気配線、電池周り作業時の感
電、スパークによる火傷、怪我
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・使い捨て手袋（学校支給）
・作業用手袋、絶縁手袋、
・ゴーグル、（個人所有）

・絶縁工具
・防爆槽
・誘導灯
・ガードレール、タイヤバリヤ
・消火器、消火バケツ
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モーター・
インバータ
システム
実習Ⅱ

実習棟Ⅱ 

・はんだ付時の火傷
・金属蒸気・粉塵等吸引による呼吸
器疾患
・巻線時の切創

・作業用手袋、ゴーグル（個人
所有）
・換気扇

モーター・
インバータ
システム
実習Ⅲ

実習棟Ⅱ 
リバース棟
テストコー
ス

・工作機械や製作物による切創・打撲
・切粉粉塵による眼球の損傷
・溶接機や工作物による火傷
・溶接機の金属蒸気・粉塵等による呼
吸器疾患
・溶接時の紫外線による眼球の怪我
・火花、切粉などによる火災
・スパナ、ハンマー、レンチの取り扱い、
作業姿勢不良による切創・打撲・骨
折
・リフト、油圧ジャッキ、リジッドラック等の
車両セット不良による車両落下
・作業場の 5S の不備によるスリップや
躓き転倒による打撲・骨折
・重量物（25kg 以上の部品等）の
移動時の怪我
・高電圧回路の短絡による火花や過
熱、発火
・高電圧による感電
・油脂類冷却水の廃棄方法不適切に
よる地域環境汚染
・車両移動時の誘導の仕方のミスによ
る接触、衝突、怪我
・テスト走行時の接触、衝突による怪
我および火災

・機器ごとの防護カバー
・作業用手袋、溶接手袋（個
人所有）
・ゴーグル（個人所有）
・粉塵用マスク
・溶接面
・遮光ついたて
・金属蒸気・粉塵等用集塵機
・絶縁工具
・作業台、パーツトレイ
・廃油缶
・誘導灯
・消火栓
・クラッシュハッド、バリヤ、パイロ
ン
・消火器、消火バケツ

以下、特に安全面で配慮を要する実習に関して、個別に言及する。安全面に配慮した適切な設備
等の整備といったハードの観点のみならず、教員や技術員による指導・監督といったソフトの観点からも、
実習における安全確保に十分に配慮する。 
● 自動車工学基礎実習：超小型電気自動車の部品交換作業は、適切な自動車整備用の工具

を用いて各グループに有資格者の技術員をおいて、安全作業の指導を行う。
● ものづくり基礎実習：「ものづくり室」では、金属の切削および溶接を行うため、大容量の換気扇を

３基設置しており、機器設置時には機器ごとに排気ダクトや金属蒸気・粉塵等集塵機を備える計
画となっている。
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● 電気自動車構造解析実習：自動車整備用のカーリフトを 6 基設置し、一般工具及び絶縁工具
や SST は  実習車両の台数分確保し、絶縁手袋、ゴーグル、ヘルメットなどの保護具は各自所
有するように指導する。さらに、実習の際には、2 グループに 1 名以上の教職員を配置し安全指導
を徹底するような計画となっている。

● 電池システム実習：実習室は、電池製造用の部屋となっており、強度及び換気等は国の安全規
格に適応したものとなっている。

● 屋外に設けられた自動車テストコースを使用する実習：「８．３．２．実習科目の目的や特
性、履修する学生数と教材教具の整合性」における「■テストコースの整備と安全措置」で前述し
た通り、自動車工学基礎実習、電気自動車構造解析実習など、当該テストコースを使用する実
習については、テストコース外周及び人車の仕切とするため、また車両走行時にコースアウトした場
合に備えて、前述の通り、以下の写真で示すようなタイヤを積み上げた防護壁(タイヤバリヤ)及び
固定式ガードレールを設置する。防護壁により、衝突の際の衝撃を吸収する。また、固定式ガード
レールは、一般道路に設置されているものと同一仕様のものを設置することから、車両のコースアウト
を防ぐのに十分な強度を有するものである。加えて、当該テストコースにおける走行コース設定の際
の安全距離や制限速度などを記した「電動モビリティシステム専門職大学自動車テストコース使用
における安全管理要綱（案）(資料 8-6)」を設定してコース使用者に遵守させるとともに、車両
運用に際しては担当教員の立会いを必須とする。

テストコースとタイヤバリヤ(イメージ)

８．４．図書館の整備 
８．４．１．図書館スペースの整備 

設置基準第四十八条では、図書館に関して第 4 項「図書館には、専門職大学の教育研究を促進
できるような適当な規模の閲覧室、レファレンス・ルーム、整理室、書庫等を備えるものとする。」、第 5 項
「前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとする。」
という規定がある。図書館スペースの整備計画について、以下の通り説明する。 
①設置基準第四十八条第 4 項関連：備えるべき部屋等
下図は、本学図書館スペースの整備計画とそれぞれの機能に関する仕様を示した図である。図書館ス

ペースは、利用しやすさを目標に位置と空間計画を行っている。 
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図 8.4：図書館スペースにおける閲覧スペース、レファレンス・コーナー、整理室、書庫等 

上図で示す通り、閲覧スペース、レファレンス・コーナー、整理室、書庫・書棚等を備えており、設置基
準第四十八条第 4 項関連の趣旨を踏まえた作りの図書館となっている。なお、書庫・書棚に関しては、
下表で示す通り、最大 25,200 冊の図書他の資料を収納することが可能である。 

表 8.15：書架の仕様と収容可能冊数 
書架名 形式(冊数/

段) 
高さ 段数 面 計 

1 開放型書架 45 2,200 8 8 2,880 
2 〃 33 2,200 7 12 2,772 
3 〃 33 2,200 7 20 4,620 
4 〃 33 2,200 7 40 9,240 
5 移動式書架 45 2,200 8 16 5,760 

計 25,272 冊 

②設置基準第四十八条第 5 項関連：閲覧スペースの座席数等
文部科学省「大学設置審査基準要項細則 四、校舎等施設の 2、図書・図書館(平成 13 年 2

月 20 日決定、平成 15 年廃止)」では、「閲覧室については、収容定員の 10％以上の座席数が設け
られることが望ましい」とされている。同細則を参考とすると、本学においては 16 名分以上(収容定員
160 名の 10%以上)の座席数を確保することが、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数
の座席を確保できていると説明するための目安となる。 

本学図書館における閲覧スペースに関しては、以下の通り、69 名分の座席数を確保している。 
● 閲覧スペース：12 セット４列で座席数 48 名分
● リラックス閲覧スペース：4 人かけ机椅子セットを 3 セットで座席数 12 名分
● PC 使用レファレンス・コーナー：机椅子 9 セット座席数 9 名分

この座席数は、上記の目安座席数 16 名分以上を十分に超えるものであり、また教員数・学生数の
合計の 3 分の 1 程度となることから、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を確保
できているといえる。 
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８．４．２．図書類の整備 
本学の図書館スペースは開学時に新設する(面積：207 ㎡、閲覧座席数 48 席）。図書館スペー

スは本部棟の中央に設置する。当該位置は職員室及び講義室の間にあり、教職員および学生の双方
のアクセス性が高い。本学は講義にも多くのグループ・ディスカッションの機会を設けているため、学生は講
義中に図書館スペースに移動し、必要な参考文献を参照できるように配慮した。また、図書館スペース
に隣接して学生交流スペースを設置した。これにより、学生は参考文献を借りて交流スペースでディスカッ
ションを行い、足りない文献があれば再度図書館スペースを訪れる等、図書館スペースを活用したグルー
プワークを効率的に行うことができるように配慮した。

図書館スペースに設置する図書については、各講義の参考資料となる工学基礎分野「機械」「化学」
「電気」「情報」及び、電気自動車システム分野、構成要素の「電池」「モーター・インバータ」「車体」「自
動運転」や車両の整備解体など職業専門科目に係る図書を中心に、基礎科目や展開科目に係る教
科書・参考図書、1 年次から 4 年次まで必ず取り組む総合科目(研究ゼミナール、卒業研究)における
教育研究に十分な質量の図書等を取りそろえる。一般教養及び専門書にかかる図書約 1,601 冊の
寄贈、赤門自動車整備大学校からの整備解体分野の既存図書・雑誌の一部 1,654 冊の移設、シラ
バスにおいて明記された図書購入等により、9,347 冊(うち外国図書 1,432 冊)を整備する予定であ
る。個々の図書は、以下に説明する通り、大学水準の教育研究にふさわしい図書となっている。 
● 山形大学工学部からの寄贈を受ける図書：同大学において大学水準の教育研究にふさわしい

図書として収集・蔵書していたものであり、本学において本学の内容と十分に合致していると確認
しており、その水準に問題はない。

● 赤門自動車整備大学校から移設する図書：実際の自動車を扱ったり、過去の製品の構造等を
学修する際の参考となる既存自動車の解説書などであり、その水準に問題はない。

● カリキュラムの内容に沿って整備する図書：本学の各教員よりシラバスによって、大学水準の教育
研究にふさわしいものとして示された教科書・参考図書であり、学生はこれらを用いて学修すること
から、その水準に問題はない。

８．４．３．学術雑誌の整備計画 
学術雑誌は、公益社団法人計測自動制御学会、公益社団法人高分子学会、一般社団法人日

本デザイン学会、一般社団法人日本機械学会、公益社団法人電気化学会電池技術委員会、一般
社団法人電気学会、公益社団法人自動車技術会、一般社団法人日本自動車車体工業会などの
各機関が発行する雑誌、電子ジャーナルが閲覧できる環境を整備する。 
 また、外国の学術雑誌に関しては、本学での教育課程に関連の深い以下の雑誌などを候補として、教
員間での議論を経て適切な学術雑誌を整備していく。 
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表 8.16：学術雑誌の整備候補 

No タイトル 出版社 購読形態 

1 Advanced Energy Materials (FTE: Small) 
John Wiley & Sons 

Ltd.(VCH) 
電子ジャーナル 

2 
IEEE Magazines: Vehicular Technology 
Magazine  

IEEE 電子ジャーナル 

3 IEEE Transactions: Electron Devices IEEE 電子ジャーナル 

4 IEEE Transactions: Intelligent Vehicles IEEE 電子ジャーナル 

5 IEEE Transactions: Smart Grid IEEE 電子ジャーナル 

6 IEEE Transactions: Vehicular Technology IEEE 電子ジャーナル 

7 
International Journal of Automotive 
Technology  

Springer Nature 
(Springer) 

電子ジャーナル 

8 
International Journal of Vehicle Design 
(Simultaneous User : 1 user) 

INDERSCIENCE 
ENTERPRISES LTD 

電子ジャーナル 

9 
International Journal of Vehicle Safety 
(Simultaneous user : 1 user) 

INDERSCIENCE 
ENTERPRISES LTD 

電子ジャーナル 

10 
SAE International Journal of Commercial 
Vehicles  

SOC AUTOMOTIVE 
ENGINEERS 

電子ジャーナル 

11 
SAE International Journal of Connected and 
Automated Vehicles  

SOC AUTOMOTIVE 
ENGINEERS 

電子ジャーナル 

12 
SAE International Journal of Vehicle 
Dynamics, Stability, and NVH  

SOC AUTOMOTIVE 
ENGINEERS 

電子ジャーナル 

13 
Vehicle System Dynamics (with Online 
Archive)  

Taylor & Francis Ltd 電子ジャーナル 

14 
Ward's Engine and Vehicle Technology 
Update (for Only One  Designated User with 
username/password authentication) 

WARD'S AUTOMOTIVE 
GROUP 

電子ジャーナル 

導入予定の図書・学術雑誌等の一覧を資料 8-7 にて示す。 

８．４．４．インターネットを用いた情報検索環境の整備 
 各科目の事前学修・事後学修や卒業研究等に取り組むため、国内外の既往文献、各国の政策文
書・報告書・法令等、各国の自動車関連産業・企業の情報などを収集する必要がある。そのため、本キ
ャンパス内に無線 LAN 環境を整備し、学生がインターネットを用いて情報検索・収集を実施できる情報
検索環境を整備する。 
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８．４．５．将来にわたって、教育研究上必要となる図書等を適切に整備するための体制 
本学学部学科の教育研究分野は、昨今世界的にニーズが高まっており、係る研究や技術革新等が

今後急速に進展することも想定される。そのため、社会ニーズ等に対応して教育研究内容について不断
の見直し等を行い、研究動向や技術革新等の進展を踏まえた教育研究を行うためには、将来にわたっ
て絶えず社会の動向等を注視し、本学学部学科の教育研究上必要となる図書等について、紙又は電
子媒体の別によらず、適切に整備することが必要である。 

こうした課題に対応するための体制として、学内委員会の一つである「教務委員会」の中に「図書部
会」を設けることとする。本部会は、電気自動車の構成要素である「電池」「モーター・インバータ」「車体」
「自動運転」の各技術分野から選出された教務委員会委員、図書館長、図書館専門職員（司書）
で構成する。本部会では、絶えず本学科の教育研究分野の研究動向や技術革新等の進展を調査し、
教育研究を行ううえで必要となる図書等を紙又は電子媒体の別によらず選出し、整備すべき図書等一
覧の案を作成する。教務委員会は、本部会の作成した整備すべき図書等一覧の案を精査・審議し、
議を経て図書等の購入手続き行うとともに、その結果を教授会に報告する。 

本部会を整備することを明記した教務委員会規程案を資料 8-8 として添付する。 

８．５．備品の整備 
表 8.17：導入予定の備品 

名   称 個数など 
講義室用机椅子(グループ活動等多様な使用) 21 セット×8 
実験台 

・研究室実験台
・ものづくり工房作業台

１式 

工作台 １式 
学生ホール 

・談話セット
・ソファー
・書棚

１式 

図書コーナー(書棚、机、椅子) １式 
職員室・会議室用机椅子 １式 
保健室(保管庫、ベッド) １式 



設置趣旨（本文）－110 

９．入学者選抜の概要 

９．１．アドミッション・ポリシー(入学者受入れの方針) 
９．１．１．アドミッション・ポリシー(入学者受入れの方針) 

本学の建学の精神及び教育理念に共感する者であって、以下の方針に該当する者を受け入れる。 
AP1 電気自動車システムにかかる専門知識・スキルを学ぶために必要となる高等学校卒業程度の

英語、数学、理科（物理または化学）の教科書水準の基礎学力を備えている。 
AP2 電気自動車システムに興味があり、その専門知識・スキルを用いて環境・エネルギー問題や地域

等の社会課題の解決のため、新たな商品・サービス・ビジネスを生み出したいという意欲がある。 
AP3 自分の考えを口頭や文章で他者にわかりやすく説明することができ、また、他者の考えを理解し

ようとする姿勢を持っている。 

９．１．２．DP と AP との整合性 
本学の DP と AP に関しては、 
● DP1 職業的自立を図るための能力：AP1
● DP2 電気自動車システム分野の設計者に必要な専門的な能力：AP2
● DP3 電気自動車システム分野に関連する応用的・創造的な能力：AP3
● DP4 電気自動車システム分野の設計者としての総合力：AP1、AP2、AP3
という対応関係にある。各 DP にて設定した能力を身に付けるために、本学が入学者に対して求める

能力・意欲・適性として各 AP を設定した。 
DP1 は、CP1 に対応し基礎科目を通じて身につける「職業的自立を図るための能力」のため、その基

礎となる学力として高等学校卒業程度の教科書水準の基礎学力を主に AP1 にて求める。 
DP2 は、CP2 に対応し職業専門科目を通じて身につける「電気自動車システム分野の設計者に必

要な専門的な能力」のため、これまで学んだことのない電気自動車システムや新たな商品・サービス・ビジ
ネスを生み出すことに対して、自ら取り組もうとする主体性を主に AP2 にて求める。

DP3 は、CP3 に対応し展開科目を通じて身につける「電気自動車システム分野に関連する応用的・
創造的な能力」のため、意思疎通のための表現力や協働性を主に AP3 にて求める。

DP4 は、CP4 に対応し総合科目を通じて身につける「電気自動車システム分野の設計者としての総
合力」のため、本学の養成する人材像となり得る能力・意欲・適性として全 AP を充足することを求める。

９．２．入学定員 
 入学定員は、下表の通りに設定する。1年次から入学する者の定員は、専門職大学制度の趣旨を踏
まえ、可能な限り少人数で講義・実習を行うことにより教育効果を高めることを目指して 40 名とする。な
お、収容定員充足状況に応じて、若干名の「追加的な入学者選抜」を実施することがある（９．４．
項）。また、社会人学生、留学生に関して、完成年度までは個別の選抜方法を設けるなどして積極的
に受け入れる意思は無い。ただし、一般選抜を通じて本学を受験・合格のうえ、本学へ入学することを妨
げるものではない。 
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表 9.1：電動モビリティシステム専門職大学 入学定員 
学部 学科 入学定員 収容定員 

電気自動車システム 
工学部 

電気自動車システム 
工学科 

40 名 160 名 

表 9.2：入学定員と入学者選抜方法ごとの内訳 
入学定員 内訳 

一般選抜 
（大学入学共通テスト

利用） 

総合型選抜 特別選抜 
学校推薦型選抜

（指定校） 
学校推薦型選抜

（公募制） 
40 10 15 10 5 

入学定員については、専門職大学制度の趣旨を踏まえ、可能な限り少人数で講義・実習を行うこと
により教育効果を高めること、効率的な大学運営を実現することを目指し、40 名と少人数で設定した。
入学定員 40 名×4 学年の合計で、収容定員を 160 名と設定している。 

９．３．入学者選抜方法 
９．３．１．一般選抜（大学入学共通テスト利用） 
(１)出願資格

次のいずれかに該当し、2020 年度から実施される「大学入学共通テスト」において本学指定の教
科・科目を受験する者 
● 高等学校又は中等教育学校を卒業した者若しくは卒業見込みの者（学校教育法第 90 条第

1 項関連）
● 特別支援学校の高等部又は高等専門学校の 3 年次を修了した者若しくは修了見込みの者

（学校教育法第 90 条第 1 項関連）
● その他、学校教育法関連法令等、あるいは文部科学大臣の定めるところにより、上記 2 項目と同

等以上の学力があると認められた者又は本学への入学までにこれに該当する見込みの者
(２)出願書類等 入学願書・成績請求票・調査書 等 
(３)選抜の方法
①学力検査
● AP1 の充足を「大学入学共通テスト」における本学指定の下記教科・科目の成績から評価する。

⮚ 必須教科・科目
 英語
 数学Ⅰまたは数学Ⅰ・数学 A から 1 科目
 数学Ⅱまたは数学Ⅱ・数学 B または情報関係基礎から 1 科目

⮚ 選択教科・科目
 物理基礎、化学基礎の合計得点を 1 科目として換算
 物理、化学から 1 科目
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②書類審査
● AP2 の充足を入学願書・調査書の記述から評価する。
● AP3 の充足を調査書の記述から評価し、多面的・総合的な判定により行う。

９．３．２．総合型選抜 
(１)出願資格

次のいずれかに該当する者で、本学への志望理由や入学後の構想が明確である者
● 高等学校若しくは中等教育学校の卒業見込みの者
● 高等専門学校の 3 年次を修了見込みの者
(２)出願書類等 入学願書・調査書・エントリーシート 等 
(３)選抜の方法
①書類審査(入学願書・調査書・エントリーシート 等)
● AP1 の充足を調査書の記述から評価する。特に数学や物理又は化学に係る相応の基礎学力を

評価するため、当該科目の科目評点が 4 点以上であること、かつ他の科目も含めた評定平均値
が 3.3 以上であることを確認する。

● AP2 の充足を入学願書、エントリーシート（本学で学びたいとする意欲・思い、指導を希望する研
究室、学習を希望する科目、卒業後の進路、モビリティあるいは科学技術に関する学校内外での
活動実績、各種資格・検定試験の成績、高等学校若しくは中等教育学校での皆勤等の出席状
況、学校内での部活動・生徒会活動等の課外活動、学校外でのボランティア活動、各種顕彰等
の特筆すべき事項を記載）の記述から評価する。

● AP3 の充足をエントリーシートの記述から評価する。

②小論文
● AP3 の充足を小論文の成績から評価する。

③面接試験
● AP1、AP2、AP3 の充足を面接試験の成績から評価する。面接試験においては、エントリーシート

に基づいて受験生から発表を受ける。当該発表内容に関して、数学的な解釈・証明、物理的又
は化学的現象の意味等について説明を求め、その回答を評価することで当該相応の基礎学力を
有することを確認する。

９．３．３．学校推薦型選抜（指定校） 
(１)出願資格

本学が指定する高等学校若しくは中等教育学校の卒業見込みの者、高等専門学校の 3 年次を修
了見込みの者であって、以下の要件をすべて満たす者 
● 最終年次 1 学期（前期末）調査書の評定平均値が 3.3 以上であること

⮚ 特に数学や物理又は化学に係る相応の基礎学力を評価するため、当該科目の科目評点が
4 点以上であること 

● 本学を専願し、合格通知後は必ず入学することを確約することができること
● 学校長が責任をもって推薦できる者であること
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(２)出願書類等 入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等 
(３)選抜の方法
①書類審査(入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等)
● AP1 の充足を調査書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP2 の充足を入学願書、志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP3 の充足を志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。

②面接試験
● AP1、AP2、AP3 の充足を面接試験の成績から評価する。面接試験においては、数学や物理等

に関する一般選抜と同等水準の問題を審査員より口頭で出し、その回答を口頭あるいは白板に
記述してもらい評価することで当該相応の基礎学力を有することを確認する。

９．３．４．学校推薦型選抜（公募制・普通科高校対象） 
(１)出願資格

高等学校若しくは中等教育学校の卒業見込みの者、高等専門学校の 3 年次を修了見込みの者で
あって、以下の要件をすべて満たす者 
● 最終年次 1 学期（前期末）調査書の評定平均値が 3.3 以上であること

⮚ 特に数学や物理又は化学に係る相応の基礎学力を評価するため、当該科目の科目評点が
4 点以上であること 

● 本学を専願し、合格通知後は必ず入学することを確約することができること
● 学校長が責任をもって推薦できる者であること
(２)出願書類等 入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等 
(３)選抜の方法
①書類審査(入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等)
● AP1 の充足を調査書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP2 の充足を入学願書、志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP3 の充足を志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。

②面接試験
● AP1、AP2、AP3 の充足を面接試験の成績から評価する。面接試験においては、数学や物理等

に関する一般選抜と同等水準の問題を審査員より口頭で出し、その回答を口頭あるいは白板に
記述してもらい評価することで当該相応の基礎学力を有することを確認する。

９．３．５．学校推薦型選抜（公募制・専門高校対象） 
(１)出願資格

高等学校若しくは中等教育学校のうち専門高校や総合学科を卒業見込みの者であって、以下の要
件をすべて満たす者 
● 最終年次 1 学期（前期末）調査書の評定平均値が 4.0 以上であること
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⮚ 特に数学や物理又は化学に係る相応の基礎学力を評価するため、当該科目の科目評点が
4 点以上であること 

● 本学を専願し、合格通知後は必ず入学することを確約することができること
● 学校長が責任をもって推薦できる者であること
(２)出願書類等 入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等 
(３)選抜の方法
①書類審査(入学願書・調査書・学校長の推薦書・志望理由書 等)
● AP1 の充足を調査書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP2 の充足を入学願書、志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。
● AP3 の充足を志望理由書、学校長の推薦書の記述から評価する。

②面接試験
● AP1、AP2、AP3 の充足を面接試験の成績から評価する。面接試験においては、数学や物理等

に関する一般選抜と同等水準の問題を審査員より口頭で出し、その回答を口頭あるいは白板に
記述してもらい評価することで当該相応の基礎学力を有することを確認する。

以上の入学者選抜の方法と AP 等との対応を対応表にて示す(資料 9-1)。 

９．３．６．高校において物理あるいは化学のどちらか一つしか履修していない者への配慮 
本学の一般選抜・総合型選抜・学校推薦型選抜においては、物理あるいは化学のどちらか一方につ

いて相応の基礎学力を有していることを確認する。そのため、高校において物理あるいは化学のうちいず
れか一つしか履修していない学生も、本学を受験することが可能である。しかし、入学後、学生は物理・
化学両方の内容を踏まえた学習に臨むこととなる。高校において物理あるいは化学のうちいずれか一つし
か履修していない学生が、高校における未履修科目をも十分に理解し、本学での学びに対応できるよう
にする配慮が必要である。 

この問題に対応するため、本学では、入学が決まった者のうち高等学校において物理あるいは化学を
履修していない者に対して、物理あるいは化学のうち未履修科目に関する学習を課す入学前指導を実
施する。また、一般選抜での成績や調査書の内容等から、数学、物理、化学に係るいずれかの理解が
十分でないと判断される入学予定者に対して、当該理解が十分でない科目に係る学習を課す入学前
指導を実施する。 

また、入学後は、基礎科目において「微分積分学」「線形代数学」「物理学Ⅰ・Ⅱ」「化学基礎」を必
修科目とし、高等教育水準の学力を担保するための指導を行う。これらの科目の学習状況を踏まえ、
理解が十分でない学生に対しては高校での学習内容の復習を促すとともに、授業時間外の補助的指
導も実施する。 

これらの取り組みを通じて、本学の養成する人材像を実現するために必要な数学や物理等に係る基
礎学力を担保する。これにより、学生がその後のデータ分析・AI に関する基礎科目や、職業専門科目を
学修するうえで支障が生じないようにする。 
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９．４．欠員の補充に伴う追加的な入学者選抜の実施 
９．４．１．欠員募集 

前項（９．３．１．項から９．３．５．項まで）の入学選抜を実施し、なお各選抜方法におけ
る入学定員に対して欠員が生じた場合には、前項に規定するいずれかの選抜方法により、追加募集を
実施する。 

９．４．２．欠員補充のための入学者の募集 
欠員が生じた場合において、当該欠員数に相当する人数を補充するため、入学する者を追加募集す

る。この場合の出願資格・出願書類等・選抜の方法は、前述の「９．３．４．総合型選抜」と同様と
する。 

９．５．科目等履修生及び聴講生等の受け入れ 
自動車関連産業の企業において従事する社会人の学び直し支援のため、教育研究に支障のない限

り科目等履修生及び聴講生を受け入れる。 

９．５．１．科目等履修生 
実務経験を備えていることを踏まえ、書面・面接審査によって選抜し、若干名を受け入れる。なお、実

習科目を履修する場合は、関連する講義を同時に履修する、または、過去に履修した実績を備えること
を条件とする。 

９．５．２．聴講生 
実務経験を備えていることを踏まえ、書面・面接審査によって選抜し、若干名を受け入れる。 

９．６．選抜試験実施体制 
公正かつ厳正妥当な方法により選抜試験を行うため、入試委員会を設置し、入試委員長を中心と

して作業を行い、当該事務処理については、大学事務室(入試広報担当)が行うものとする。なお、入
試委員会では、高等学校若しくは中等教育学校教育の現状に留意しつつ、志願者の多様性に対応し、
安定的な学生を確保するため、適宜入学者選抜の方法について検討することとする。 
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１０．臨地実務実習の具体的な計画 

１０．１．臨地実務実習の目的と編成 
１０．１．１．臨地実務実習の目的 

設置基準第 29 条第 4 項の規定並びに本学が定めるディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに
基づき、本学が養成する人材像としての能力を修得するために、本学が指定する企業その他の事業者
の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の実務に従事することにより行う実習（臨地実
務実習）を実施する。本学では、臨地実務実習の DP、目的を以下の通り設定する。 

DP2-5 企業の現場での実務的な実習を通して、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深め、自らが将
来開発する製品への責任を意識でき、技術開発、製品開発、問題発見・分析・解決策立案に必要な
創造力・実践力を身につけている。 

■臨地実務実習の目的
● 実社会での実務実習での経験を踏まえ、「学内で何をどの程度学ばなければならないか」という自ら

の学びに関する課題を発見する
● 学内での理論学習・実習によって向上させた知識・スキルを、実社会での実務に生かす方法を見

出す
● 卒業後の自身のキャリアプランを検討、ブラッシュアップする契機とする

１０．１．２．臨地実務実習の編成 
本学が設定する DP 及び CP に基づき、本学では臨地実務実習に係る科目として「臨地実務実習

Ⅰ」、「臨地実務実習Ⅱ」、「臨地実務実習Ⅲ」の 3 科目による編成とした。「臨地実務実習Ⅰ」、「臨
地実務実習Ⅱ」、「臨地実務実習Ⅲ」は、本学教育課程の科目区分「職業専門科目（臨地実務実
習）」に属する必修実習科目であり、DP2-5、CP2-5 に対応する。各科目の基本情報を以下に示す。 

(１) 臨地実務実習Ⅰ
【配当年次・学期】 1 年次 2 期（8 月に実施） 【単位数】 1 単位 
【実習実施期間】 1 週間（実働 5 日間） 【履修時間】 43 時間（うち実務 30 時間） 

(２) 臨地実務実習Ⅱ
【配当年次・学期】 2 年次 3 期（10～11 月に実施） 【単位数】 9 単位
【実習実施期間】 7 週間（実働 35 日間） 【履修時間】 290 時間（うち実務 270 時間） 

(３) 臨地実務実習Ⅲ
【配当年次・学期】 3 年次 2 期又は 3 期（7 月～12 月に実施） 【単位数】 10 単位
【実習実施期間】 8 週間（実働 40 日間） 【履修時間】 330 時間（うち実務 300 時間） 
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１０．２．臨地実務実習の水準の確保の方策 
１０．２．１．実施内容等 

本学における臨地実務実習各科目のねらい、到達目標、DP 及び CP との関係、実施までに修得す
べき能力、配当年次の設定理由、及び、実習予定先と選定理由について、以下に説明する。 

(１)臨地実務実習Ⅰ
①実習のねらい

自動車販売店等の臨地実務実習先のインターンシップを通して、1 年次 1 期に学修した知識や「もの
づくり基礎実習」、「自動車工学基礎実習」の基本的な作業が、現場ではどのように行われているのかを
身をもって体験する。また、最終顧客と接することで、社会ニーズ・利用者ニーズの理解を深め、自らが将
来開発する製品への責任を意識できるようになる。さらに、企業の仕組みや仕事の仕方について、現場
で「視て」、「聴いて」、「経験」する。この実習を通じて、専門職としての自覚に基づいた学習意欲と自ら
のキャリア形成に関する意識を喚起し、高い職業意識、自立心と責任感を育成する。 

②学修到達目標
・電気自動車システム分野のビジネスの仕組みの一端や、社会システムの中での位置付けを知る。
・技術開発対象である自動車の販売及びメンテナンス現場を知る。

③実施までに修得すべき能力
実施に先行する１年次１期には、基礎科目、職業専門科目（工学基礎科目）、職業専門科目

（専門基礎科目）の必修科目を履修する。特に「ものづくり基礎実習」、「自動車工学基礎実習」にお
いて基本的な知識・スキルを修得することで、それらに関連する自動車販売及び自動車整備事業者
（ディーラー）「現場」での作業を体験することによる高い実習効果を得る。同じ 1 年次 2 期に開講され
る基礎科目「ニーズ理解入門」を履修する場合には、相乗効果が期待できる。 

④配当年次の設定理由
上述の必修科目を履修した 1 年次の 2 期という早い段階で、最終顧客に一番近いディーラーを実習

先とした１週間の実務実習を、特に「ものづくり基礎実習」、「自動車工学基礎実習」において基本的な
作業を学んだ段階で経験することにより、社会ニーズや利用者ニーズについての理解と自らが将来開発
する製品への責任を意識できるようになる。また、「現場」の体感に基づく学習意欲や、キャリア形成意識
の喚起、高い職業意識の早期育成につなげる。 

こうした取り組みは、想定進路の一つである OEM メーカーの新卒研修等においても、同様のねらいを
持って実施されている。本臨地実務実習は、それと同様の効果を早期に意識したものである。 

⑤実習予定先
ア．実習予定先の選定基準

養成する人材像や DP、CP、実習の目的等に基づき設定した、実習予定先の選定基準は以下の通
りである。 
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● 当該施設が、本学の人材育成への取組に理解があり、本学の養成する人材像に共感を抱いてい
ること。

● 当該施設の事業内容が、自動車関連産業あるいはその他電動モビリティ関連産業向けの製品・サ
ービスを扱う事業内容となっており、本学 DP 及び CP に基づき定めた教育内容と共通性があるこ
と。

● 当該施設において、実習中の学生にかかる安全管理への配慮や、学生の個人情報管理等を適
切に実施すること、及び費用負担について了承できること。

● 当該施設における業務内容が、以下の各臨地実務実習科目の目的や到達目標に応じた実習が
可能であること。
⮚ 臨地実務実習Ⅰ：自動車販売・自動車整備業等の現場での実務的な実習を通して、社

会ニーズ・利用者ニーズの理解を深め、自らが将来開発する製品への責任を意識できること。 

イ．実習予定先
実習予定先は、キャンパスから車での所要時間 15～20 分の長井市、30～40 分の米沢市、及び

60～75 分の山形市に所在するディーラー等に設定し、学生数は各施設 4 人を予定する。 

ウ．実習予定先の決定方法
 当該年度で学生受入れを承諾していただいた企業リストを基に、臨地実務実習の指導担当教員

において学生の割当案を作成する。
 当該割当案を 1 年次 1 期末に開催する事前指導時に学生へ提示し、交通手段等の理由による

変更の申し出があった学生の割当先を調整し決定する。

⑥具体的実習内容
本科目は、夏休み期間の１週間（実働５日間）で行う。事前・事後学習を除く 5 日間の具体的

実習内容は以下の通りである。 
1 日目     ガイダンス及び社内規定の説明、現場の見学 
2 日目     メンテナンス現場体験 
3 日目     メンテナンス現場体験 
〈3 日目に教員が巡回し、面談を行う〉 
4 日目     販売、ショールーム体験 
5 日目     販売、ショールーム体験 

⑦成績評価の方法
ア．臨地実務実習Ⅰ週報 ２０％ 
イ．臨地実務実習Ⅰ終了報告書 ２０％ 
ウ．臨地実務実習Ⅰ状況報告書 ２０％ 
エ．臨地実務実習Ⅰ評価表 ４０％ 
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⑧評価基準
ア．臨地実務実習Ⅰ週報を評価する。   （２０点満点） 
イ．臨地実務実習Ⅰ終了報告書を評価する。  （２０点満点） 
ウ．臨地実務実習Ⅰ状況報告書を評価する。  （２０点満点） 
エ．臨地実務実習Ⅰ評価表に基づき評価する。  （４０点満点） 
上記のア～エを合計し、６０点以上を合格とし、単位認定の対象とする。 
合格点に満たない者は、補講の後課題レポートを再提出させて再評価する。 

⑨事故や災害時の対応
事故やケガなどの災害が発生した時、または設備破損などのトラブルがあった場合には、遅延することな

く、実習先企業の実習担当者に連絡するとともに、本学の担当教員または職員に報告することを指導す
る。なお、傷害保険、損害保険による対応のためには、報告が必要となる。 

(２)臨地実務実習Ⅱ
①実習のねらい

製品の生産現場の中から一か所を選択し、2 年次 3 期までに修得した「職業専門科目（工学基礎
科目）」及び「職業専門科目（専門基礎科目）」の知識・スキルを活かして、該当する臨地実務実習
先において、従業員に準じた作業を経験する。そこでの実習を通じて、学生が本学で学んだ専門的知
識・スキルを応用し、実践する能力を育成する。さらに､学生自ら作業工程における問題を発見・分析し、
個々人または共同でその解決までの論理的道筋を創造する能力を獲得する。 

②学修到達目標
● 主な到達点および与えられた業務の技術的意味を理解し、正確に業務を実行できることを目標と

して作業を進めることができる。
● 作業目標と実行計画を立案し、作業により発現した「現象」を細部にわたり正確に記録できる。
● 生産現場で発生した問題を分析し､問題を解決する手法を理解し､修正計画を立てることができ

る。
● 上記の結果として、実習先から「臨地実務実習Ⅱ評価表」の各評価内容のレベル 2 以上を得る。

③実施までに修得すべき能力
実施に先行する 2 年次 3 期までに、職業専門科目（工学基礎科目）、職業専門科目（専門基

礎科目）の必修科目を履修する。特に 2 年次に配当される「自動車工学」、「電気自動車構造解析
実習」や構成要素（電池、モーター・インバータ、車体、自動運転）関連の各基礎講義・実習を修得
する。 

④配当年次の設定理由
上記の専門的知識・スキルを修得した 2 年次 4 期に、臨地実務実習Ⅱを経験することで、学修した

知識を応用し実践する能力を養成し、問題発見力・分析力・解決力を培う。主に自動車関連製造業
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の生産現場を実習先として、7 週間に亘る従業員に準じた業務作業を経験することにより、DP で設定
した知識・スキルの獲得につなげる。 

⑤実習予定先
ア．実習予定先の選定基準

養成する人材像や DP、CP、実習の目的等に基づき設定した、実習予定先の選定基準は以下の通
りである。 

● 当該施設が、本学の人材育成への取組に理解があり、本学の養成する人材像に共感を抱いてい
ること。

● 当該施設の事業内容が、自動車関連産業あるいはその他電動モビリティ関連産業向けの製品・サ
ービスを扱う事業内容となっており、本学 DP 及び CP に基づき定めた教育内容と共通性があるこ
と。

● 当該施設において、実習中の学生にかかる安全管理への配慮や、学生の個人情報管理等を適
切に実施すること、及び費用負担について了承できること。

● 当該施設における業務内容が、以下の各臨地実務実習科目の目的や到達目標に応じた実習が
可能であること。
⮚ 臨地実務実習Ⅱ：本学で学んだ専門的知識・スキルを応用し実践する能力を育成し作業

工程における問題発見と解決までの論理的道筋を創造する能力を獲得すること。 
⮚ 「１．７．卒業後の想定進路等」にて挙げた自動車製造業、自動車部品サプライヤー、自

動車関連産業の資材部門、自動運動や ICT/IoT を切り口とした新たな電気自動車関連ビ
ジネスを創出しようとする企業を中心とした電動モビリティにかかる製品・サービスを扱う産業分
類に属する企業であること。 

イ．実習予定先
実習予定先は、株式会社デンソー山形（キャンパスから徒歩 15 分）､クアーズテック株式会社､株

式会社堀場製作所など県内､県外を含めて 27 社を予定している。総受入人数は 70 名を確保できて
いる。学生はキャリアプランに合わせて希望する実習先を選定し実習を実施する。 

ウ．実習予定先の決定方法
 当該年度で学生受入れを承諾していただいた企業リストを２年次３期始めのオリエンテーション時

に学生に提示し、希望を聴取する。
 学生の希望状況を表 10.1：臨地実務実習の指導体制にて示した臨地実務実習の指導を担当

する各教員グループにおいて共有する。各教員グループでは、学生の希望と企業の受入可能人数
を踏まえて割当案を作成する。
 一次案において学生の希望に添えない場合、実習先企業へ受入人数の増加が可能かを打

診する。また、学生と面談し、希望外企業で実習することによる本科目の学修到達目標達成
に与える影響等を確認する。
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 学生が希望する実習先企業において受入人数の増加が困難な場合、あるいは本科目の学
修到達目標達成に与える影響が深刻でなかった場合、最終的には本学に入学した後の
GPA 順位によって各学生の実習先企業を決定するよう調整を行う。

 割当案を２年次３期末に開催する事前指導時に学生へ提示し、学生の確認をとった上で決定す
る。

⑥具体的実習内容
初日：オリエンテーション

① 企業の事業内容・業務内容を理解し、併せて当該事業の市場規模、競合について理解する。
② 実習に関する安全教育および機密保持教育を実施する。

1 週目：業務内容の理解 
① 実習生自らがオリエンテーションで学んだ業務について、実際の業務の流れを見学し、学修した

座学と実習の内容が生産現場でどのように活用されているかを認識するとともに、実学に基づい
た実習計画の提案をする。

② 実習生自らが実際の業務の流れを理解したうえで、当該業務の補助的業務を行うための実習
計画を立案し、指導者との議論を通して、具体的な実習内容を決定する。

③ 業務を技術的に正確に行うことおよび時間管理の重要性を理解する。

2～4 週目：業務の実施 
主業務の中の補助的業務担当者として作業を実施する。 
〈第 2 週に教員が巡回し、面談を行う〉 

5 週目前半：課題抽出と計画の補正および、作業工程の問題解決の提案 
① 3 週間の実習期間での自己分析を行う。（安全・技術知識・作業技術の不足明確化）
② 作業における技術的な問題点については、指導者と共有しその解決法を提案する。
③ 5 週目後半～7 週目前半に向けた修正計画を立案し指導者のアドバイスを受けて完成させ

る。
④ 作業工程や作業環境の問題点に気づいた場合は､問題解決手法に則り「改善提案書」を作

成する。

5 週目後半～7 週目前半：修正計画の実行と実習先での獲得技術の整理 
① 当初計画と修正計画の差異を認識する。
② 主業務の中の補助的業務担当者として修正計画に該当する作業を実行する。
③ 適時指導者のチェックを受け修正計画に沿ったものになっているのかの確認を行う。
④ 作業をしつつ、実習期間での技術成果のプレゼンテーションをする準備を実行する。
⑤ ５週目で作成した「改善提案」について指導者に報告する。
⑥ 獲得技術を要件ごとに整理する。（研究における個別技術の整理）
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⑦ 技術的な改善の提案を整理する。
〈第 6 週に教員が巡回し、面談を行う〉

7 週目後半：実習成果のプレゼンテーション（担当教員参加） 
① 実習計画と実行できたものの整理を行い、その差異についての問題点を明確にする。
② 実習成果のプレゼンテーションを行う。
③ 上記を受けて到達目標についての評価を指導者及び当事者で行う。

事後学修：臨地実務実習Ⅱ終了後に開催される臨地実務実習報告会で報告を行う。 

⑦成績評価の方法
ア．臨地実務実習Ⅱ週報 ２０％ 
イ．臨地実務実習Ⅱ終了報告書 ２０％
ウ．臨地実務実習Ⅱ状況報告書 ２０％
エ．臨地実務実習Ⅱ評価表 ２０％ 
オ．臨地実務実習Ⅱ報告会 ２０％ 

⑧評価基準
  ア．臨地実務実習Ⅱ週報を評価する。   （２０点満点） 
  イ．臨地実務実習Ⅱ終了報告書を評価する。      （２０点満点） 
  ウ．臨地実務実習Ⅱ状況報告書を評価する。  （２０点満点） 
  エ．臨地実務実習Ⅱ評価表に基づき評価する。 （２０点満点） 
  オ．臨地実務実習Ⅱ報告会の内容を評価する。 （２０点満点） 
上記のア～オを合計し、６０点以上を合格とし単位を認定するものとする。 
合格点に満たない者は、指導教員と面談後に報告書を提出させて再評価する。 

⑨事故や災害時の対応
事故やケガなどの災害が発生した時、または設備破損などのトラブルがあった場合には、遅延することな

く、実習先企業の実習担当者に連絡するとともに、本学の担当教員または職員に報告することを指導す
る。なお、傷害保険、損害保険による対応のためには、報告が必要となる。 

(３)臨地実務実習Ⅲ
①実習のねらい

3 年次 1 期までに修得した知識・スキルを基に、電気自動車システム全体および構成要素（電池、
モーター・インバータ、車体、自動運転）の中から 1 分野を選択し、自らが学びを深めたい技術分野や
希望する職種等に関連する事業所等における実習に取り組む。実習先の研究開発部門､技術開発部
門､設計部門､生産設備部門などにおいて､技術開発や設計を行うための考え方や手法などを学び､専
門的知識を応用・発展し､技術開発や製品開発ができる能力を高める。また､生産現場における生産
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設備や生産機器の改善や保守などを通じて､生産機器の開発や生産設備の構築ができる能力を高め
る。 

②学修到達目標
● 事業的意味の理解：自分のやるべき業務を的確に理解し、効率的な計画立案と実行ができる。
● 課題解決と自主性：専門的知識を応用・発展し､技術開発や製品開発ができる能力を身につ

け､技術開発や設計を行うための考え方や手法がわかる。
● 技術者とのコミュニケーション：実習先の技術者と意見を交わしながら、開発業務に優先順位をつ

け、かつ自分の役割を適切に変えながら創造力・実践力を身につける。
● 上記の結果として、実習先から「臨地実務実習Ⅲ評価表」の各評価内容のレベル 2 以上を得る。

③実施までに修得すべき能力
実務実習に先行する 3 年次 1 期までのすべての必修科目を履修する。

④配当年次の設定理由
自らが学びを深めたい技術分野や希望する職種等に関連する事業所等における 8 週間の実務実習

での経験により、将来のキャリアプランを形成する。 
この実務実習で高めた知識・スキルを 3 年次 4 期以降の専門発展科目の選択必修科目群(電池、

モーター・インバータ、車体、自動運転いずれかの講義 1 科目+実習 1 科目)、その他専門発展科目・
専門選択科目、総合科目(卒業研究Ⅰ・Ⅱ)の履修の基盤とすることで、DP で設定した知識・スキルの
獲得につなげる。

⑤実習予定先
ア．実習予定先の選定基準

養成する人材像や DP、CP、実習の目的等に基づき設定した、実習予定先の選定基準は以下の通
りである。 
● 当該施設が、本学の人材育成への取組に理解があり、本学の養成する人材像に共感を抱いてい

ること。
● 当該施設の事業内容が、自動車関連産業あるいはその他電動モビリティ関連産業向けの製品・サ

ービスを扱う事業内容となっており、本学 DP 及び CP に基づき定めた教育内容と共通性があるこ
と。

● 当該施設において、実習中の学生にかかる安全管理への配慮や、学生の個人情報管理等を適
切に実施すること、及び費用負担について了承できること。

● 当該施設における業務内容が、以下の各臨地実務実習科目の目的や到達目標に応じた実習が
可能であること。
⮚ 臨地実務実習Ⅲ：本学で学んだ専門的知識を応用・発展し、学生が選択した専門分野に

おいて、技術開発や製品開発ができる能力を高め、また、生産現場における生産機器の開
発や生産設備の構築ができる能力を高めること。 
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⮚ 「１．７．卒業後の想定進路等」にて挙げた自動車製造業、自動車部品サプライヤー、自
動車関連産業の資材部門、自動運動や ICT/IoT を切り口とした新たな電気自動車関連ビ
ジネスを創出しようとする企業を中心とした電動モビリティにかかる製品・サービスを扱う産業分
類に属する企業であること。 

イ．実習予定先
実習予定先は研究開発を実施している製造業事業者に設定し、山形県内 20 社，県外 6 社を予

定している。総受入人数は 70 名を確保できている。学生は希望就職先や卒業研究テーマとの関連性
に基づいて､キャリアプランに合わせて希望する実習先を選定し実習を実施する。①キャンパスから車で 5
～20 分圏内の置賜地域（飯豊町・長井市・川西町）、②キャンパスから車で 30～45 分の置賜地
域（米沢市・小国町）、③キャンパスから車で 60～75 分の村山地域（山形市・朝日町・河北町）、
④山形県外（実習期間は現地に宿泊）の各地域に所在する施設から、希望就職先や卒業研究テー
マとの関連性に基づいて選択した分野の受入先において実習を受ける。学生数は各施設 1～2 人程度
を予定する。

ウ．実習予定先の決定方法
 当該年度で学生受入れを承諾していただいた企業リストを３年次１期始めのオリエンテーション時

に学生に提示し、希望を聴取する。
 学生の希望状況を表 10.1：臨地実務実習の指導体制にて示した臨地実務実習の指導を担当

する各教員グループにおいて共有する。各教員グループでは、学生の希望と企業の受入可能人数
を踏まえて割当案を作成する。
 一次案において学生の希望に添えない場合、実習先企業へ受入人数の増加が可能かを打

診する。また、学生と面談し、希望外企業で実習することによる本科目の学修到達目標達成
に与える影響等を確認する。

 学生が希望する実習先企業において受入人数の増加が困難な場合、あるいは本科目の学
修到達目標達成に与える影響が深刻でなかった場合、最終的には本学に入学した後の
GPA 順位によって各学生の実習先企業を決定するよう調整を行う。

 割当案を３年次１期末に開催する事前指導時に学生へ提示し、学生の確認をとった上で決定す
る。

⑥具体的実習内容
初日：オリエンテーション

実習に関する安全教育および機密保持教育を実施する。 

1～2 週目：業務内容の理解 
① 実習生自らが実際の業務の流れを理解し、当該業務の補助的業務内容について、指導者と

相談の上、具体的な実施内容を理解する。
② 技術開発や設計を行うための考え方や手法などを把握する。
③ 生産設備や生産機器の改善や保守法などを把握する。
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3 週目：実習計画および目標の設定 
① 実習生自らが実際の業務の流れを理解したうえで、当該業務の補助的業務を行うための実習

計画ぉよび実習目標を立案し、指導者との議論を通して、具体的な実習内容を決定する。
② 業務を技術的に正確に行うこと、時間管理の重要性を理解する。
③ 技術開発などの業務の進め方の検討を指導者とともに行う。

1 〈第 2 週に教員が巡回し、面談を行う〉 

4～5 週目前半：業務の実行と技術者とのディスカッションを通した流動的な業務実行（業種に合わせ、
以下の①～④の内容を行う） 

① 既に計画した内容と顧客要求の差異を認識し、技術・知識の不足点を明確にする。
② 開発要求に合わせた実習計画の再構築を指導者のアドバイスを受けながら行う。
③ 作業や製品のコスト解析を指導者のアドバイスを受けながら行う。
④ 修正された計画に基づき主業務の中の補助的業務担当者として作業を実行する。

5 週目後半：課題抽出と計画の補正および改善の実施 
① 4～5 週目の実習期間について自己分析を行う。（安全、技術知識、作業技術の不足の

明確化）
② 作業における技術的な問題点については、指導者と共有し、その解決法を提案する。
③ 6～8 週目に向けた修正計画を立案し指導者のアドバイスを受けて完成させる。

6～8 週目前半：修正計画の実行と実習先での獲得技術の整理 
① 当初計画と修正計画の差異を認識する。適時指導者のチェックを受け修正計画に沿ったもの

になっているのかの確認を行う。
② 主業務の中の補助的業務担当者として修正計画に該当する作業を実行する。
③ 作業や製品開発についてはコスト解析を念頭に置き効率な実行を心がける。
④ 作業をしつつ、実習期間で得た技術成果のプレゼンテーションをおこなう準備をする。
⑤ 獲得技術を要件ごとに整理する。（研究・開発における個別技術の整理）
⑥ 開発した技術や改善点などの提案を整理し、指導者とともに確認し、最終的な評価をおこなう。
〈第 7 週に教員が巡回し、面談を行う〉

8 週目後半：実習成果のプレゼンテーション（担当教員参加） 
① 実習計画と実行できたものの整理を行い、その差異についての問題点を明確にする。
② 実習成果のプレゼンテーションを行う。
③ 上記を受けて到達目標についての評価を指導者及び当事者で行う。

事後学修：臨地実務実習報告会 
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⑦成績評価の方法
ア．臨地実務実習Ⅲ週報 ２０％ 
イ．臨地実務実習Ⅲ終了報告書 ２０％
ウ．臨地実務実習Ⅲ状況報告書 ２０％
エ．臨地実務実習Ⅲ評価表 ２０％ 
オ．臨地実務実習Ⅲ報告会 ２０％ 

⑧評価基準
ア．臨地実務実習Ⅲ週報の内容を評価する。 （２０点満点） 
イ．臨地実務実習Ⅲ終了報告書の内容を評価する。 （２０点満点）

  ウ．臨地実務実習Ⅲ状況報告書を評価する。 （２０点満点） 
  エ．臨地実務実習Ⅲ評価表に基づき評価する。 （２０点満点） 
  オ．臨地実務実習Ⅲ報告会の内容を評価する。 （２０点満点） 
上記のア～オを合計し、６０点以上を合格とし単位を認定するものとする。 
合格点に満たない者は、指導教員と面談後、報告書を提出させて再評価する。 
⑨事故や災害時の対応
事故やケガなどの災害が発生した時、または設備破損などのトラブルがあった場合には、遅延することな

く、実習先企業の実習担当者に連絡するとともに、本学の担当教員または職員に報告することを指導す
る。なお、傷害保険、損害保険による対応のためには、報告が必要となる。 

１０．２．２．臨地実務実習実施要項 
臨地実務実習実施要項は、学生用と企業用にそれぞれ作成し、各種様式を明示するものとする。 

［1］臨地実務実習 実施要項（学生用） 
（1）臨地実務実習の目的
（2）単位の修得方法
（3）実習の心得
（4）実習受入機関との連携内容
（5）臨地実務実習の実習内容
（6）実習に必要な各種様式

① 誓約書
② 臨地実務実習週報
③ 臨地実務実習終了報告書

※学生の主体性発揮、成績評価の構成性や公平性の確保のため、参考資料として「臨地実務
実習評価表」も本実施要項にて明示する。
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［2］臨地実務実習 実施要項（企業用） 
（1）臨地実務実習の目的
（2）単位の修得方法
（3）実習の心得
（4）実習受入機関との連携内容
（5）臨地実務実習の実習内容
（6）実習に必要な各種様式

① 誓約書
② 臨地実務実習日報および週報
③ 臨地実務実習終了報告書
④ 臨地実務実習状況報告書
⑤ 臨地実務実習評価表
⑥ 臨地実務実習の実施に関する覚書（標準例）
⑦ 臨地実務実習受入条件

臨地実務実習Ⅰ～Ⅲの各科目の実施要項は、資料 10-1～10-3 に示す。 
実習先企業と本学は、上記「臨地実務実習 実施要項（企業用）」の（6）の様式⑥に定める

「臨地実務実習の実施に関する覚書（標準例）」を基に、実習開始前までに臨地実務実習の実施に
関する覚書を作成し、これを締結する。 

担当教員は年度初めに実習先企業を訪問し、上記「実習要項」の（6）の様式⑦に定める「臨地
実務実習受入条件」に基づき、当該年度の学生の受入人数、期間、実習場所等を協議し決定する
（事前協議の実施）。 

実習期間については、前項「１０．１．２．」に記載の通り、臨地実務実習Ⅰは 1 週間（実働 5
日間）、臨地実務実習Ⅱは 7 週間（実働 35 日間）、臨地実務実習Ⅲは 8 週間（実働 40 日
間）に準拠するものとし、設置基準第 14 条第 2 項等の趣旨を踏まえ、実習先によって差が生じない
ように設定する。 

学生に対する臨地実務実習先割り当てについては、臨地実務実習実施要項を踏まえて、臨地実務
実習先にかかる資料（企業名、所在地、実習内容の概要、実習指導者の経歴等）を学生に示し、
各学生から希望する臨地実務実習先（派遣先希望調査書等）を提出させる。そのうえで、学生の学
習意欲・適性、当該実習に関連した科目に関する成績、自宅からの移動時間、実習指導者との相性
等を考慮し、担当教員が調整・決定する。 

１０．２．３．指導計画 
(１)事前指導の計画

臨地実務実習に参加する学生に対して、実習開始前のガイダンス及び事前指導を実施する。ガイダ
ンスにおいては、臨地実務実習の概要や目的、到達目標、具体的内容、習得しようとする具体的な知
識・技能、成績の評価方法・評価基準について改めて説明する。また、計画書、臨地実務実習先の概
要書作成等の事前課題、誓約書、日報・週報、及び、終了報告書等の事後課題に係る各種書類に
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関して、それぞれの意義、様式、作成方法、提出期限等を説明する。あわせて、成果報告・成果発表
の意義、形式、準備作業等を説明する。事前指導においては、臨地実務実習に臨む上での諸注意とし
て、実務実習を円滑にするためのビジネスマナー、事故無く怪我無く実施するための安全確保の方法、
適切に実施するための秘密保持等情報管理の方法（守秘義務）等について講義し徹底する。これら
の点については、学内での各実習科目においても適宜指導する。ガイダンス・事前指導においては、学生
の理解を深めるとともに自身でガイダンスの内容等を振り返りやすくするため、上記をまとめた資料を「臨地
実務実習 実習要項」とともに配布する。 

(２)実施中の指導の計画
①実施中の指導の計画

臨地実務実習の実施中においては、担当教員は学生の相談に対応するとともに、実習先にいる学生
の指導に当たる。担当教員は実習先の指導者からの相談にも対応する。学生には毎日の振り返りと日
報の記入、毎週週報の作成と提出を課す。指導者は週報を毎週確認する。担当教員は、学生と電
話・メール等の方法で悩み困りごと等の相談に応じる体制を作る（急を要する場合には、現地に赴く）。 

担当教員は、実習開始初週に実習指導者に電話連絡等を行い、実習の状況を把握する。実習期
間が 1 週間の臨地実務実習Ⅰにおいては、1 回の巡回指導を実施し、実習期間がそれぞれ 7 週間及
び 8 週間と長期にわたる臨地実務実習Ⅱ及びⅢにおいては、その実習期間中に少なくとも 2 回の巡回
指導を実施し、学生から進捗状況や書面には残しにくい日々の課題認識あるいは悩み困りごと等につい
て聞き取り、その相談に応じる。また、実習指導者やその他臨地実務実習先実習指導責任者や関係
者とも面談し、学生の状況についての確認を行う。また、実習を実施する上での問題等があれば関係者
と協議して解決するとともに、学生に対する指導に反映する。 

なお、これらの取り組みの結果については、教員間で適宜かつ適切に共有するものとし、組織的で実
効性のある指導体制による適切な指導を実現する。 

②巡回指導の頻度設定の考え方、適切性
巡回指導の頻度については、文部科学省高等教育局専門教育課「専門職大学等の臨地実務実

習の手引き(平成 31（2019）年 1 月)」において、「巡回指導を頻繁に行うことは現実的ではない」と
されている。これを踏まえ、本学では、①学生に対する効果、②指導教員の負担、③実習先の負担を
考慮したうえで、適切な頻度を設定することが必要であると考えた。①に関しては、高頻度である方が緻
密に指導を行える一方で、企業現場で主体的に実習に取り組んだり、指導されたことを学生自身が消
化して実践に移すようになるには、ある程度の期間を明けた方が望ましい場合もあると考えた。②に関し
ては、他の教育研究や大学運営業務等に割く時間等を考慮すると、低頻度であることが望ましいと考え
られるが、①に関して説明した通り本科目の指導を緻密に行う観点からは高頻度である方が望ましいと
考えた。③に関しては、一部の実習先企業から「現業に並行して実習に協力する実情を踏まえると、巡
回指導の回数は少ない方が望ましい」との回答もあり、低頻度である方が望ましいと考えた。これらを総
合的に判断して、上記の頻度を設定した。 

特に臨地実務実習Ⅱ・Ⅲの巡回指導に関しては、実習期間の初期と最終週前に実施する。実習期
間の初期に実施するのは、学生、指導関係者と面談を行うことで、学生の不安感の払しょくや心身の健
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康状態のモニタリング等を行うとともに、指導関係者とは学生の状況や指導方法などの相談に対応する
ためである。一方、最終週前に面談を実施するのは、学生の学習状況を確認するとともに、残りの実習
期間に向けての激励を行い、指導関係者とは学生の状況を把握し、学生指導に対する謝意を表すため
である。加えて、実習期間中に、学生または指導関係から突発的な相談などが発生した場合は、速やか
に訪問あるいはネットワークを利用した Web 会議システムによる対応を行う。 

臨地実務実習Ⅱ・Ⅲの実施期間に巡回指導の回数を 2 回と設定することは、先に示す①学生に対
する効果、②指導教員の負担、③実習先の負担を考慮した巡回指導を実現することができ、また突発
的な相談に対しては遅延なく訪問あるいはネットワークを利用した Web 会議システムによる対応で補うこ
とから、巡回指導の頻度として適切であると考える。 

(３)事後指導の計画
学生から提出される週報（実施要項（学生用）の（6）の様式②）及び終了報告書（同・様式

③）の書類、臨地実務実習先から提出される状況報告書（同・様式④）及び評価表（同・様式⑤）
を基に、担当教員は学生に対して個別に指導を行う。実習期間が長期にわたる臨地実務実習Ⅱ及び
Ⅲにおいては臨地実務実習報告会を開催し、学生からプレゼンテーション（一人当たり発表 10 分・質
疑5分）を受け、担当教員が評価する。発表会は20人ずつのグループに分け、臨地実務実習Ⅱ（実
習生 40 人）は 2 日間、臨地実務実習Ⅲ（実習生 40 人）は 2 日間で実施することで、学生がそ
れぞれの発表と質疑応答を聴講できるように計画する。また、学生や臨地実務実習先にアンケート調査
を行い、実習内容や指導内容の継続的改善を図る。

１０．２．４．複数施設の場合の一定水準の確保方策 
後述する通り、本学の臨地実務実習は、複数事業者・施設にて実施する。そのため、設定した教育

目標を達成できるような質を確保するとともに、臨地実務実習先間で実習内容等の水準に差が生じな
いようにすることが重要である。 

そのための取り組みとしては、シラバス及び実施要項で定める具体的な内容を臨地実務実習先とも
共有する。また､実習期間中に学生が教育上実施しなければならない振り返りや日報および週報の作
成等の作業が必要であること、週報の確認や状況報告書の提出等があることを実習指導者に依頼する
とともに、学生の教育上の評価基準等を実習開始前に確認する。これに伴い、前述の通り、「実施要項
（企業用）」の（6）の様式⑦に定める「臨地実務実習受入条件」に基づき、年度初めに臨地実務
実習先と個別に協議し、当該年度の学生の受入人数、期間、実習場所等を定める実施計画を作成・
合意する。さらに責任範囲等を明確にするため、「実施要項（企業用）」の（6）の様式⑥に定める
「臨地実務実習の実施に関する覚書（標準例）」を基に、実習開始前までに臨地実務実習の実施に
関する覚書を作成し、これを締結する。また、臨地実務実習の実施に先立って、企業の指導者を対象と
した説明会を実施したり、担当教員、企業の指導者および関係者との情報交換を目的とした交流会を
開催するなど、実習指導者との教育理念・方針の共有を進める。 

これらの取り組みを通じて、臨地実務実習先間での実習内容の水準確保を実現し、かつ、評価に際
しての客観性及び厳格性の確保を実現する。 
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１０．２．５．学内における指導体制 
本学における臨地実務実習は、2 名の臨地実務実習主担当教員を中心に複数の教員による指導

体制とする。主担当教員は、令和 5 年 4 月就任予定の 2 名の専任教員、髙橋 久教授／学部長兼
学科長（現職：学校法人 静岡理工科大学 客員教授）と､金子郁枝教授（現職：有限会社芳
尾電気化学研究所・代表取締役）が務める。技術分野ごとにグループ化した複数教員による指導体
制により、学内における事前・事後の学生指導、実施中の相談、臨地実務実習先に赴く巡回指導、臨
地実務実習先との調整などに対応する。巡回指導計画を資料 10-4 に示す。 

なお、各グループにおける主担当教員とグループを構成する教員については下表のとおりである。 

表 10.1：臨地実務実習の指導体制 
グループ名 主担当教員 構成する教員 担当企業等 
全体統括 髙橋 久 金子 ・臨地実務実習全体の統括

・臨地実務実習Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの全企業
電池 吉武 中島、牛田、松尾 ・臨地実務実習Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの全企業
モーター・
インバータ

内山 尾形、千明、栁原 ・臨地実務実習Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの全企業

車体 新井 舘内、熊谷 ・臨地実務実習Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの全企業
自動運転 古川 城ケ﨑、大﨑、澤瀬 ・臨地実務実習Ⅰ､Ⅱ､Ⅲの全企業

１０．３．臨地実務実習先の確保の状況、連携体制 
１０．３．１．臨地実務実習先の確保の状況 

臨地実務実習先は、本学部学科の教育課程に準じた技術分野である電気自動車システム全体お
よび構成要素（電池、モーター・インバータ、車体、自動運転）に合致しているか、学生が負担なく通う
ことができる所在地か、学生の卒業後の就業先ニーズに合致しているかなどを主な方針として探索・選定
する。現状、43 企業施設より臨地実務実習Ⅰでは 40 名、Ⅱでは 40 名、Ⅲでは 47 名の受入を受
諾いただいており、各開講時期における臨地実務実習の受講対象である 40 名の受入枠を充足してい
る（別記様式第 7 号の 4（その 1））。臨地実務実習先は、本学が所在する置賜郡に 8､山形県
内に22､山形県外に13箇所である。本学と各施設の所在地との位置関係は資料10-5に図示する。 

１０．３．２．臨地実務実習先における実習指導者の確保 
臨地実務実習先における実習指導者については、各実習先において、長年の実務経験を有する工

場長・部長等の管理職層や現場の実務担当者など、十分な実務経験を有し、実習指導に当たって必
要な能力を有している方々を確保していただいている。学生が希望する実習内容や実習指導者との相
性において、どういった実習先が適しているかも考慮する。なお、複数名の実習指導者を置く場合には、
全体を統括する責任者や学生ごとの担当者の設定を通じて、責任分担の明確化を要請する。 

本学との実習前協議、実習中の連絡調整などについては、実習先における責任者（実習指導者が
一人である場合には当該指導者）と、担当教員により行う。また、前述の通り、実習指導者を対象とし
た説明会や交流会を開催し、教育理念・方針の共有と教育の質の確保を図る。 
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１０．４．その他 
１０．４．１．秘密保持、実習中の物損・人損の発生への対応等 

本学の臨地実務実習については、臨地実務実習先の製造部や開発部等での実習となるため、設備
や機器等にかかる事故や誤操作等に起因する学生自身の人損若しくは臨地実務実習先への物損・人
損の発生が想定される。また、臨地実務実習先の秘密情報等に触れることとなる。 

実習中の物損・人損の発生に備えるため、学生には学生教育研究災害傷害保険、学研災付帯賠
償責任保険への加入を促す。また、臨地実務実習先ともこうした事態発生時の対応について、書面に
て適切な取り決めを行う。 

秘密保持等の取り扱いについては、前述の事前指導において適切な情報管理方法について教授す
るほか、必要に応じて学生から守秘義務に関する誓約書の提出を求めることとする。 

臨地実務実習先と本学とは、実習開始前に「実習要項（企業用）」の（6）の様式⑥に定める
「臨地実務実習の実施に関する覚書（標準例）」を基に、臨地実務実習の実施に関する覚書を作成
のうえ締結するとともに、年度初めに「実習要項（企業用）」の（6）の様式⑦に定める「臨地実務実
習受入条件」に基づき、実施計画を作成し合意するが、様式⑦に定める「臨地実務実習受入条件」中
に「実習諸条件」として「交通費補助」、「手当」、「宿泊手配」、「宿泊費」、「出社及び帰学時の旅費」
等を明記する。いずれの場合においても、ガイダンスで十分にそれぞれの留意事項を説明するなどして、ト
ラブル予防に努める。また、雇用形態が雇用型で実施する企業には、学生に対して法令に基づく内容を
漏れなく記載した労働条件通知書を交付するよう促す。非雇用型の場合であっても、労働条件通知書
に準じた内容を記載した確認書を学生に交付するよう要請する。

１０．４．２．臨地実務実習Ⅲ実施時期における他授業科目の設置・履修に関する配慮等 
前述の通り、臨地実務実習Ⅲに関しては、3 年次 2 期・3 期に 2 班体制で実施する。そのため、両

学期においては、他に必修科目を設置することは学生の負担や巡回指導に伴う教員の業務負担等を
考慮すると困難であると判断し、選択科目を設置している。3 年次 2 期に臨地実務実習Ⅲを実施する
班は 3 年次 3 期の選択科目を受講し、3 年次 3 期に臨地実務実習Ⅲを実施する班は 3 年次 2 期
の選択科目を受講することとなる。 

学生の実習期間と履修希望科目とが重なっている場合には、当該履修希望科目を受講することがで
きない。そのため、学生から履修希望科目を確認して、可能な限り班分けの際に配慮したり、履修指導
において 4 年次に当該履修希望科目を履修するように指導する。 
● 班分けにおいては、まずは臨地実務実習先に関する学生の希望と、臨地実務実習先における受

け入れ可能時期とのマッチングを優先したうえで、選択科目を含めた科目履修に係る配慮を行う。
● 4 年次 2 期の設置科目は、必修科目は「電気自動車システム開発演習」「卒業研究Ⅱ」の 2 科

目のみであり、その他の配置科目は選択科目のみである。また、4 年次 3 期設置科目は、「卒業
研究Ⅱ」のみである。そのため、学生においては、自身の履修状況やキャリアプランを踏まえて、追加
的な負担が生じることのないよう学生自身で検討しながら柔軟に選択し、無理なく当該選択科目
を受講することが可能である。
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● 時間割について、3 年次 2 期と 4 年次 2 期の設置科目、3 年次 3 期と 4 年次 3 期の設置科
目とで開講曜日・時間の重複は無い。このことから、学生が 4 年次 2 期・3 期に、3 年次 2 期・3
期の設置科目を履修することに時間割上の制限は生じない。

以上の通り、学生においては、いずれの班に分けられた場合であっても、選択科目の履修に制限が生
じることはない。学生は、自身の履修状況やキャリアプランを踏まえて、追加的な負担が生じることのない
よう学生自身で検討しながら柔軟に選択し、無理なく選択科目を履修することが可能である。 

また、学生が学びを途切れさせることなく体系的に学修を進めることができ、また特定の学年・特定の
学期に科目設置が偏ることのない、負担の分散された教育課程の編成となっている。 

１０．４．３．学生に対する臨地実務実習中の経済的な支援内容等 
臨地実務実習先への移動及び実習中の滞在費については、以下の経済的な支援を行うことで学生

間の不公平等が生じないよう対応する。 
① 臨地実務実習は必修科目であることから、学生の自宅又は帰省先の何れかの場所から実習施設

までの往復交通費の実費を支援する。なお、支援額の算定は、学校法人赤門学院の出張に関す
る規程に準じることとする。

② 実習期間中の滞在費は、一泊 5,000 円を上限に実費を支援する。
臨地実務実習先の企業から学生に対する経費支援がある場合は、その額に応じて上記①、②の額

から控除して支援額を算出する。 
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１１．管理運営 

１１．１．教授会 
学科の教育研究に関する教育研究に関する事項を審議するために教授会を置く。学長及び本学の

専任の教授をもって構成し、議長を学長とする。教授会は原則として毎月 1 回開催することとし、以下
の事項を審議する。 
① 学生の入学、卒業に関する事項
② 学位の授与に関する事項
③ 教育課程の編成・実施に関する事項
④ 教員の教育研究業績審査に関する事項
⑤ その他本学の教育研究に関する事項で、学長が教授会の意見を聴くことが適当と認めたもの

１１．２．学内委員会 
専門の事項を調査審議するため、教授会の下部組織として以下の学内委員会を置く。委員会の結

果は教授会に報告し審議をする。  
① 自己点検・評価委員会（IR 含む）
② FD・SD 委員会
③ 広報委員会（学生募集・広報）
④ 入試委員会
⑤ 教務委員会（臨地実務実習含む）
⑥ 就職委員会
⑦ 学生委員会
⑧ その他、学長が必要に応じて招集する特別委員会

１１．３．法人から遠隔地に本学を設置することに向けた対応 
 本学は、学校法人赤門学院が所在する宮城県仙台市から遠隔地に開学する。そのため、法人運営
を担う理事会と本学の意思疎通や情報共有、ガバナンスが円滑に図られるよう、以下の仕組みの構築、
取り組みを行う。 

１１．３．１．理事会と本学の連携体制や意思疎通の仕組み 
(１)学長候補の理事就任

文部科学省大学設置・学校法人審議会学校法人分科会学校法人制度改善検討小委員会「学
校法人制度の改善方策について(平成 31 年１月７日)」では(資料 11-1)、「また、改革を進めるた
めには、経営サイドと教学サイドの連携が重要である。私立学校法において教学サイドの代表者たる学
長等は理事会の構成員となっており、主な理事が集まったいわゆる常任理事会を設けている場合にはそ
のメンバーとするなど、各学校法人において経営と教学の連携を図っていくとともに、経営情報について十
分に教職員と共有するなど、改革への教職員の参加意識を高めていくことが必要である。」との指摘がな
されている。社会や学生のニーズに迅速に応え、継続的な PDCA によるマネジメントを実行するには、理
事会と本学の間において十分な連携体制や意思疎通の仕組みの構築が必要である。この対応として、
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本学の学長候補(清水浩・慶應義塾大学名誉教授)を設置者である学校法人の理事とした(令和 2
年 5 月 26 日理事会決定、資料 11-2)。これにより、理事会と本学の間における情報共有が十分に
なされ、理事会での決定事項が本学にて執行される仕組みを構築した。 

(２)理事会・大学連絡会議の設置
本法人理事会と本学の間で意見交換を行い、相互理解と意思疎通を図る仕組みとして、「理事会・

大学連絡会議(仮称)」を設置する(当該会議の規程案：資料 11-3)。本会議では、以下の事項を
扱う。 
① 学校法人赤門学院理事会の議題及び審議状況に関する事項
② 電動モビリティシステム専門職大学における教授会・代議員会等の議題及び審議状況に関する事

項
③ 理事会における大学に係る経営方針等に関する事項
④ 大学独自の運営方針・将来計画等に関する事項
⑤ その他相互理解と意思疎通に必要な事項

また、本会議の委員は以下の通りとする。
① 理事長
② 理事
③ 監事
④ 学長
⑤ 学部長
⑥ 学科長

(３)事務体制の整備
本学のキャンパスは山形県飯豊町になることから、法人本部からは遠隔地となる。本学の運営を円滑

にするため、本学のキャンパス内に大学総務、経理、教務、学生募集・厚生、就職、本学監事の支援
などの事務を担う事務体制を整備する。この事務体制は、法人本部の事務局長が司る。事務局長は、
理事会および本学の教授会、前述の理事会・大学連絡会議など、互いの意思疎通が滞りなく行われる
よう事務を執る。 

１１．３．２．監事監査の充実に向けた方策、監事の支援体制の整備計画等 
法人本部から遠隔地に本学を設置することを踏まえ、また改正私立学校法(令和 2 年 4 月 1 日施

行、資料 11-4)の趣旨の一つであるガバナンス強化、特に監事機能の充実の要請に対して、教学監査
を含む監事監査の充実を図るため、監事機能の充実のため事務室職員が本学監事を支援するための
体制として、法人本部事務室内に「監査室」を設置している。 

また、豊富な教員経験および学校・法人運営に高度な知見を有し、本学の経営と教育を監査するこ
とを専門的に行う新たな監事を任用した。具体的には、元鶴岡工業高等専門学校学校長・元独立行
政法人国立高等専門学校機構参与を歴任してきた加藤靖氏を学校法人の監事とした(令和 4 年 2
月 3 日理事会決定、資料 11-5)。 
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加えて、本学においても、事務体制の一部として新たに監査室を設置する。ここには常勤職員として
監査室長(兼務)を配置し、且つ事務員(兼務)も配置して、前項において示した加藤監事を中心とした
監査が滞りなく行える体制とする。 

これらの仕組みの構築、取り組みにより、法人本部から遠隔地に専門職大学を設置することとなって
も、十分にガバナンスが機能する体制とする。 
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１２．自己点検評価 

１２．１．自己点検・評価の基本方針 
設置の趣旨及び目的を達成するために、教育研究等の状況について自己点検・評価を行う。教育

研究目標を明確にし、目標を達成するための教育研究等の活動を行うとともに、教育研究等の活動状
況や目標達成状況を的確に把握し、それらの結果を十分に踏まえ、教育研究等の活動の改善、向上、
充実に努める。 

自己点検・評価の結果については、報告書にまとめ公表する。さらに、認証評価機関による評価を受
け、教育研究等の改善策に活用する。認証評価機関による評価では、7 年以内に一度実施する「機
関別評価」、5 年以内に一度実施する専門分野の特性に応じた「分野別評価」を実施する。機関別評
価については、十分な実施実績を持つ独立行政法人大学評価・学位授与機構や公益財団法人大学
基準協会などから評価を受けることを想定している。他方、分野別評価については、認証評価機関にお
いては、専門職大学院に関する実施実績は有するものの、新制度である専門職大学における実施実
績はまだない。そのため、本学の教育研究の分野を扱うことが可能な認証評価機関の探索、具体的な
実施方法等の確認を進めていく。 

自己点検・評価は広範、多岐にして将来にわたる重要性を考慮し、学内挙げて組織的に改善に努
める方針である。 

１２．２．実施体制 
 自己点検・評価について、自己点検・評価委員会を設置し、自己点検・評価規程に基づき自己点
検・評価を実施、結果をとりまとめる。また、認証評価に係る訪問調査に係る業務も担当する。 
 自己点検・評価委員会の室員は、学長から指名された教授を室長とし、教授会から推薦された教員、
その他教授会により必要と認められた者で構成する。自己点検・評価委員会の事務は、大学事務室
(評価担当)が執り行う。 

１２．３．実施方法 
自己点検・評価委員会は、自己点検・評価規程に基づき、評価項目ごとに評価基準を定め、実施

する。専任教員や事務職員に対し、自己点検・評価の重要性及び、調査や資料収集の意義を説明す
る場を設けるなどし、十分な意思の疎通を図り実施体制を築く。各自が自己点検・評価の意義を理解
し、改善すべき点を分析し努める。 

また、評価項目ごとに調査、資料収集を行い、現状を把握する。結果については、自己点検・評価
委員会で評価及び改善策等を検討し、教授会に報告する。その報告を得て学長は、運営、教育研究
の改善策を図る他、完成年度以後自己点検・評価報告書にまとめ、公表する。 
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１２．４．評価項目 
自己点検・評価は、次の項目ごとに行う。 
1) 使命・目的等（使命・目的、教育目的）
2) 学生（学生の受入れ、学生の支援、学修環境、学生の意見等への対応）
3) 教育課程（卒業認定、教育課程、学修成果）
4) 教員・職員(教学マネジメント、教員・職員配置、研修、研究支援)
5) 経営・管理と財務（経営の規律、理事会、管理運営、財務基盤と収支、会計）
6) 内部質保証（組織体制、自己点検・評価、PDCA サイクル）

１２．５．結果の活用及び公表 
自己点検・評価委員会で取りまとめた結果は、自己点検・評価報告書としてまとめ、当該部署、委

員会等の責任者にフィードバックする。評価結果を受け、当該部署・委員会は結果に対する意見や対
応策を検討し自己点検・評価委員会に報告する。 

自己点検・評価報告書は、ホームページに自己点検・評価報告書として公表するとともに、全職員が
評価結果を共有し、全学的な改善向上に努める。また、専門職大学として社会への説明責任を果たす
とともに、社会の評価を受け、継続的に評価改善していくことによって、より高い教育水準に到達できるよ
う常に努力していく。 
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１３．情報の公表 

１３．１．情報公表の方針 
教育研究水準の維持向上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動の状

況について学内外に対しホームページ、刊行物によって広く積極的な情報提供を行う。 

１３．２．実施方法及び提供する項目 
1) 建学の精神、専門職大学（学科）の概要と特色
2) 教育研究上の理念及び目的、3 つのポリシー
3) 教育研究組織に関する事項
4) 教育研究内容に関する事項（学生便覧、シラバス、教員の研究活動）
5) 入学試験に関する事項
6) 卒業要件及び卒業後の進路に関する事項
7) 行事に関する事項（公開講座等）
8) 施設・設備に関する事項
9) 自己点検・評価及び認証評価結果
10) 将来計画に関する事項
11) 事業計画及び財務に関する事項
12) 学則
13) 専門職大学設置認可申請書
14) 設置計画履行状況報告書
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１４．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

１４．１．FD 研修 
本学は比較的学生定員が少数であることから、日々の緻密な指導が可能である。一方、一部の実

習においては、一つ間違えれば致死・大怪我を引き起こす事故が発生する可能性があることから、学生・
教員自身の安全に配慮した指導を徹底する必要がある。また、教育研究を持続させるため、本学の経
営についても理解を深めることが肝要である。これらを踏まえ、大学の教育研究活動等の適切かつ効果
的な運営を図るため、以下に挙げる FD 研修を実施する。 
● 本学業務に全教員が共通して求められる本学理念、大学運営ならびに授業実施・学生指導にか

かる倫理、各種ハラスメント防止、大学関連法規・個人情報保護関連法規・労働法規など各種
法令等への理解、ビジネスマナー、情報セキュリティ確保にかかる知識、反社会勢力への適切な対
応などの学内研修・普段の改善の実施

● 各授業の関連性を確保し学生にどう指導するか、履修の遅れがちな学生への対応などにかかる教
授会等での討議

● ティーチングスキル・コーチングスキル向上、実務家教員に対する適切な大学の授業の実施方法、
学生による授業評価を踏まえた授業内容・方法の改善方法など、緻密な指導に求められる知識・
技能の習得、能力及び資質を向上させる学内研修の実施、学外研修への派遣

● 施設・設備に対する理解ならびに安全かつ適切な取り扱い方法、学生に対する安全配慮の方法
論など安全に学生を指導するために求められる知識・技能の習得、能力及び資質を向上させる学
内研修の実施、学外研修への派遣

● 本学経営状況に関する学内研修、教職員合同での討議

なお、FD での実施内容検討、学外研修においては、東日本地域の大学・短大・高専の教育改善を
推進することを目的とした「FD ネットワーク つばさ(資料 14-1)」とも連携する。当該 FD ネットワーク参加
各校の取組状況を把握して本学の取組の改善に役立てたり、当該 FD ネットワークが実施する研修等
を本学における学外研修と位置付けて教員を参加させるなどする。 

１４．２．SD 研修 
大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、事務職員に必要な知識・技能を習

得させるとともに、必要な能力及び資質を向上させる研修等の取組を実施する。具体的には以下の通り
である。 
● 本学業務に全事務職員が共通して求められる本学理念、大学運営にかかる倫理、大学関連法

規・個人情報保護関連法規・労働法規など各種法令等への理解、PC スキル・IT リテラシー、ビジ
ネスマナー、ホスピタリティ、情報セキュリティ確保にかかる知識、反社会勢力への適切な対応などの
社会人基礎力習得などにかかる学内研修・普段の改善の実施

● 新入職員、中間管理職、上級管理職などの階層別、あるいは人事、総務、経理、学生対応、教
員対応などの部署別など、当該職員の直接的な業務課題対応に求められる知識・技能の習得、
能力及び資質を向上させる学内研修の実施
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● 本学業務における好事例、反省・改善すべき事例についての共有、討議
● 他大学、学協会、諸団体における SD 関連の研修会、学会等への派遣

１４．３．FD・SD の実施体制、実施頻度 
１４．３．１．FD・SD 委員会 
 FD・SD については、１１．２．学内委員会にて前述した、教授会の下部組織として設置される学
内委員会の一つである「FD・SD 委員会」が所管する。 
 FD・SD 委員会の委員は、学長から指名された教授を委員長とし、教授会から推薦された教員(主に
FD を担当)、事務局長より指名された職員(主に SD を担当)、その他当該委員会において必要と認め
られた者で構成する。FD・SD 委員会の事務は、事務組織(総務担当)が執り行う。 
 本学の FD 研修及び SD 研修に関して、FD・SD 委員会は、PDCA の各段階に対して以下の組織
的な関わりをもつ。 

● 計画(P)：各委員により立案された FD 研修及び SD 研修の企画の目的、内容、対象、場
所、スケジュール、予算、実施方法等を議論し、FD 研修及び SD 研修にかかる計画を決定
する。

● 実施(D)：計画に基づき、FD 研修及び SD 研修を実施する。
● 評価(C)：FD 研修及び SD 研修の受講実績の集計・分析や、受講生に対するアンケート

等を実施し、研修効果を評価する。
● 改善(A)：評価結果に基づき、次回あるいは次年度に向けた改善策を検討する。

また、上記の計画、評価、改善の結果については、FD・SD 委員会から上部組織の教授会に対して
報告するとともに、全学に周知する役割を担う。 

１４．３．２．FD 研修の実施体制、実施時期・実施頻度 
(１)実施体制

FD・SD 委員会の委員である教員を中心に、具体的内容を企画し、実施する。実施にかかる事務は、
事務組織(教務担当)が執り行う。 

(２)実施時期・実施頻度
● 開学前：専任教員予定者に向け 2 回、兼任教員予定者に向け 1 回の FD 研修を実施する。
● 開学後：毎年、全教員に向け年 2 回(3 月、9 月)の FD 研修を実施する。その他、テーマ別に

年 1 回程度の FD 研修を実施する。また、新規採用教員には、入職時に 1 回の導入研修を義
務付ける。

１４．３．３．SD 研修の実施体制、実施時期・実施頻度 
(１)実施体制

FD・SD 委員会の委員である職員を中心に、具体的内容を企画し、実施する。実施にかかる事務は、
事務組織(総務担当)が執り行う。 
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(２)実施時期・実施頻度
● 開学前：全事務職員に対して 2 回の SD 研修を実施する。
● 開学後：毎年、全事務職員に向け年 2 回(3 月、9 月)の SD 研修を実施する。また、階層別

研修は 2 年に 1 回程度、部署別研修やその他必要に応じて実施する研修は年に 1 回程度実
施する。また、新規採用職員に向け、入職時に 1 回の導入研修を義務付ける。



設置趣旨（本文）－142 

１５．社会的・職業的自立に関する指導及び体制 

１５．１．教育課程内の取組について 
１５．１．１．学内での学習 
 本学では、前述したカリキュラム・ポリシーにおいて示した通り、基礎科目・職業専門科目・展開科目・
総合科目それぞれで社会的・職業的自立を図るために必要な以下の能力を培う。 

(１)基礎科目
電気自動車システムにかかる社会ニーズ、利用者ニーズの考え方を身に付ける。また、数学、物理、

化学などの本学での学びを進めるうえで不可欠となる STEAM の基盤となる知識を身に付ける。加えて、
リテラシー水準のデータ分析・AI 活用技法等を理解している。

(２)職業専門科目
電気自動車システム開発の背景にある専門分野の学問体系と、工学の基本的現象を理解したうえ

で、ものづくりの基本的技法・技術者としての倫理観を身につけている。 
電気自動車システム全体および構成要素(電池、モーター・インバータ、車体、自動運転)やシミュレー

ションを用いた開発手法の基礎的・俯瞰的な理解を有したうえで、電気自動車システムの構成要素いず
れかに深化した専門的な理解を有し、シミュレーションを用いた開発手法を駆使するなどして、解決法等
を主体的に提案できる知識・スキルを身につけている。

また、自らのキャリアプランに応じて、以下のいずれかについて知識を身につけている。 
①車体軽量化に必要な車体・部材の多くに用いられている金属材料やプラスチック等の材料特性に関
する知識
②工業デザインの原則や効率化手法・意匠を踏まえた開発を実現する知識
③電気自動車システムの利用法やその背景にある通信環境等を踏まえた開発を実現する知識
④権利や品質の観点を踏まえた適切な開発を実現する知識
⑤電動モビリティシステムにかかる新たなサービスの開発を実現する知識

加えて、電気自動車システムに係る総合的な知識・スキルを身につけている。

※臨地実務実習での考え方については、次項にて説明する。

(３)展開科目
グローバル産業において適切なコミュニケーションを実現するための知識・スキルを身につけている。また、

自らのキャリアプランに応じて、以下それぞれの知識・スキルを身につけている。 
①創造的・俯瞰的な思考力を理解し、新たな企画案を新規構築できる
②製造業という業態の特性や密接に関連する科学技術政策を理解できる
③電気自動車システムの特性を活かした新たなビジネスを創出し、また世の中に広く取組内容を発信す
ることができる
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(４)総合科目
4 年間の学びを総合し、主体的に課題に取り組む姿勢、研究課題の設定や研究計画の立案方法を

身につけたうえで、身につけた知識・スキルを統合し、主体的に研究課題に計画的に取り組むことで、電
気自動車システム分野の設計者としての実践的かつ応用的な能力を身につけ、ディプロマ・ポリシーを達
成するための集大成の学びを行う。 

１５．１．２．臨地実務実習 
 本学では、4 年間で 20 単位相当の臨地実務実習を履修することを必修としている。学内での理論の
学修ならびに実習と、学外での臨地実務実習の行き来のサイクルを複数回すことにより、「実務で使うこ
とを意識した学習意識」を学生に浸透させることを通じて問題解決力の向上を図り、社会的・職業的自
立を図るために必要な能力を培う。 

１５．２．教育課程外の取組について 
 電気自動車システム分野の設計者を育てるために教育課程外の大学公認活動は極めて重要である。 
その中には、学生同士が競う学生フォーミュラやソーラーカーレース等、既存の活動があり、それに参加す
ることを強く奨励する。これに加え、本学独自の活動として雪遊び祭りを開催する。 

１５．２．１．学生フォーミュラ等各種コンテストへの参加 
教育課程外の取組の一つとして、学生フォーミュラ EV クラスなど、各種コンテストへの学生の参加を促

す。 
学生フォーミュラ(主催：公益社団法人自動車技術会、後援：文部科学省など)EV クラスは、学生

がチームを組んで企画・設計・製作した小型レーシングカーを持ち寄り、車の走行性能だけでなく、車両コ
ンセプト・設計・コストなど、ものづくりの総合力を競う大学院、大学、短大、高専、又は短大相当の専門
学校の学生等を出場対象としたコンテストである(資料 15-1)。製作過程においては、車両の構成部品
について、安易に市販品等を用いるのではなく、可能な限り学生自らが製作することが求められていること
から、多数の多様なメンバーの参画が必要となり、メンバー間のチームワークやリーダーシップの発揮が不
可欠となる。また、当日は、会場にてスポンサー企業が 200 社程度出展するブース等では、企業担当者
等とコミュニケーションを図る機会がある。過去、ここでのコミュニケーションがきっかけで、当該企業への就
職が決まったとの報告もあり、学生がキャリアを考える機会ともなり得る。

その他、国際学生 EV デザインコンテスト、自動運転 AI チャレンジなど、学生の志向に合った類似のコ
ンテストへの参加を促し、同様の効果を期待する。

このように、各種コンテストへの参加を通じて、各種開発・生産にかかる知識・スキルや、プロジェクトマ
ネジメント、チームワーク等の向上、他の参加者との比較による自らの技術水準の確認、企業とのコミュニ
ケーションなどを実現することにより、社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う。
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１５．２．２．飯豊雪遊び祭りの企画運営 
 本学が設置される山形県飯豊町は、日本有数の豪雪地域である。この地において、学生主体で「飯
豊雪遊び祭り(仮称)」を企画・運営する。本企画は本学行事としては学園祭に相当する要素を持つ。
また、地元飯豊町としては冬の間、野外での活動が減る地域住民がともに活動し、楽しむ場を提供する。
さらに、全国及び全世界の来訪者にとって、従来各地で行われて来た雪祭りの様に静的かつ非主体的
な参加ではなく自らが雪で遊ぶ楽しさも共有することで新たな観光資源としての価値をも生み出すことを
目的とする。 

本雪祭りでは、本学が卒業研究の一環として開発する自ら開発する雪上の移動体を主な体験可能
な技術とし、これに加えて雪上用電動カートや電動スノーモービルなどの既存の雪上走行可能な移動体
も含め雪で遊ぶことの楽しさを共有する催しとする。さらに、雪国の子どもたちが親しんできた雪合戦や、
自らが雪を集めて作るかまくらなどを含む雪を使って遊ぶ楽しみの要素を取り入れた総合的な雪遊び祭り
とする。 

その実行のために、地元の協力も得ながら学生は、魅力あるプログラムの検討・準備の進捗管理、開
催に向けた行政や地域企業、地域住民との折衝、観客集めなどに取り組む。これにより、プロジェクトの
立ち上げからマネジメントを実行し、その過程で生じる様々な問題を克服し、かつ祭りを成功させた時の
達成感を体感する。 

こうした取り組みを通じて、地域社会との交流促進、地域活性化の実現による本学学生の地域での
位置づけを確立するともに、企画力・プロジェクトマネジメント能力の向上などを実現して、社会的・職業
的自立を図るために必要な能力を培う。 

１５．３．適切な体制の整備について 
学生の就職支援を行う組織として、就職委員会を整備する。就職委員会は、モビリティシステムにか

かる企業等の人材ニーズを常に調査するとともに、企業等の採用権限を有する者とのネットワークを構築
するなどして、卒業生が円滑に就職できるよう環境整備に努める。また、就職活動ガイダンス、学内企業
説明会、企業見学会などの関連イベントを企画・開催するほか、自己分析・ES 作成指導、模擬面接、
精神面のケアなどを学生の就職活動実務に対して、積極的な支援を提供する。 

事務組織としては、大学事務室(就職担当)が就職委員会の事務を執るとともに、日常的な学生か
らの相談の窓口対応や、企業パンフレット等の配置、求人票の掲示などの情報発信を行う。 

以上 
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未来投資戦略2018概要
ー 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革 －

「デジタル革命」が世界の潮流

◇データ・人材の争奪戦

◇「データ覇権主義」の懸念
(一部の企業や国家がデータを独占)

技術力・研究力、人材、

リアルデータ、資金

人口減少、少子高齢化、
エネルギー・環境制約等

豊富な「資源」

官民で資源
(人材・資金面)

を重点配分

日本の強みは

基本的な考え方

第４次産業革命技術がもたらす変化／新たな展開：Society 5.0

今後の成長戦略推進の枠組

経済活動の
「糧」が変わる

①自動化
◇移動・物流革命による人手不足・
移動弱者の解消

（自動運転、自動翻訳など）

②遠隔・リアルタイム化
◇地理的・時間的制約の克服による
新サービス創出

（交通が不便でも最適な医療・教育を享受可能）

◇20世紀までの基盤
「エネルギー」
「ファイナンス」

→ブロックチェーンなどの
技術革新で弱み克服

◇デジタル新時代の基盤
良質な「リアルデータ」

→日本の最大の強みを
活かすチャンス

◇アナログ行政から決別
－行政サービスを
デジタルで完結

－行政保有データ
のオープン化

◇インフラ管理コスト
(設置・メンテナンス)の劇的改善

質の抜本的向上

「行政」「インフラ」
が変わる

「地域」「コミュニティ」
「中小企業」が変わる

◇地域の利便性向上
活力向上

(自動走行、オンライン医療、
IoT見守り)

◇町工場も世界とつながる

◇稼げる農林水産業
若者就農

◇中小企業ならではの
多様な顧客ニーズへの対応

「人材」が変わる

◇単純作業や3K
現場でＡＩ・ロボット
が肩代わり

◇キャリアアップした
仕事のチャンス

◇ライフスタイル/ライフス
テージに応じた働き方
の選択

課題先進国

－重点分野について設置

－官民の叡智を結集

「産官協議会」

－実現に必要な施策等を

来夏までに取りまとめ

「目指すべき経済社会の絵姿」共有

①「FP2020」：アーリーハーベスト

②「FP2025」：本格的な社会変革

変革を牽引する「フラッグシップ・プロジェクト(FP)」
の選定・推進

◇「Society 5.0」で実現できる新たな国民生活や

経済社会の姿を具体的に提示

◇従来型の制度・慣行や社会構造の改革を

一気に進める仕組み

「生活」「産業」が変わる
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◇金融・商取引関連法制の機能別・横断的な法制への見直し

◇ＱＲコードにかかるルール整備等

◇個人の健診・診療・投薬情報を、医療機関等の間で共有
するための工程表策定

◇「認知症の人にやさしい」新製品・サービスを生み出す実証
フィールドの整備

◇服薬指導を含めた「オンラインでの医療」全体の充実に向
けた所要の制度的対応

◇無人自動運転による移動サービスの実現(2020年)

（実証の本格化：運行事業者との連携、オリパラに向けたインフラ整備等）

◇「自動運転に係る制度整備大綱」に基づく必要な法制度
整備の早急な実施

◇まちづくりと公共交通の連携、新たなモビリティサービスのモ
デル都市・地域構築

■次世代ヘルスケア・システムの構築

■次世代モビリティ・システムの構築

■FinTech/キャッシュレス化

重点分野とフラッグシッププロジェクト

◇デジタルファースト一括法案の提出

◇ワンストップ化・ワンスオンリー化の推進

－個人向け：介護、引越、死亡・相続 等
－法人向け：法人設立手続、社会保険・税手続 等

◇一元的なプロジェクト管理に向けた推進体制の強化

（情報システム関係予算に府省横断的視点を反映等）

◇建設から維持管理のプロセス全体の3次元データ化

◇要求水準(性能、コスト等)を国が明示するオープンイノベー
ションの積極活用

◇PPP・PFIの重点分野における取組強化

■デジタル・ガバメントの推進

■次世代インフラ・メンテナンス・システム／PPP・PFI手法の導入加速

◇農林水産業のあらゆる現場でAI・ロボット等の社会実装推進

（AIによる熟練者ノウハウの伝承、無人化・省人化）

◇「コンパクト・プラス・ネットワーク」加速、モデル都市構築

◇IT・ロボット導入の強力な推進

◇経営者保証ガイドラインの一層の浸透・定着

■農林水産業のスマート化

■まちづくりと公共交通・ICT活用等の連携によるスマートシティ

■中小・小規模事業者の生産性革命の更なる強化

◇2050年を見据えたエネルギー制御、蓄電、水素利用等
の技術開発、我が国技術・製品の国際展開

■エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーション
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（２）大胆な規制・制度改革

◇ＡＩチップ、次世代コンピューティング

技術の開発

◇５Ｇの基盤整備

（本年度末の周波数割当、基盤整備促進）

◇サイバーセキュリティ対策の推進

◇大学入試において必履修科目 「情報Ⅰ」追加

◇全ての大学生が数理・データサイエンスを履修

できる環境整備、学部・学科の縦割りを超えた

「学位プログラム」実現

◇ＩＴ人材のリカレント教育、副業・兼業を通じた

キャリア形成促進

◇経営と教学の機能分担と

大学ガバナンスコードの策定

◇民間資金の獲得状況に応じた

運営費交付金の配分の仕組み

◇若手研究者の活躍機会

の増大

経済構造革新への基盤づくり

（１）データ駆動型社会の共通インフラの整備

■イノベーションを生み出す
大学改革と産学官連携

■ＡＩ時代に対応した
人材育成と最適活用

■基盤システム・技術
への投資促進

◇サンドボックス制度を政府横断的・一元的な体制の下で
着実に推進

◇既存の縦割りの業法による業規制から、サービスや機能
に着目した発想で捉え直した横断的な制度への改革を
推進

■サンドボックス制度の活用と、縦割り規制からの転換

◇本年中に基本原則（データポータビリティの確保、API開

放、デジタルプラットフォーマーの社会的責任、利用者への

公正性の確保等）を策定。

■プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備

設置趣旨（資料）ー25



資料1-1-2

設置趣旨（資料）ー26



設置趣旨（資料）ー27



設置趣旨（資料）ー28



設置趣旨（資料）ー29



設置趣旨（資料）ー30



設置趣旨（資料）ー31



設置趣旨（資料）ー32



1 Sustainable Development Goals  
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2 Environment Social Governance  
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2 
15ha  

3 22ha
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総　論

１. 概況
第 20回目の節目となる 2020年版ものづくり白書

は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に
よって戦後最大ともいうべき危機が進行する中で策定
されるものとなった。この新型コロナウイルス感染症
がもたらした危機は、GDP（国内総生産）の２割を
占め、我が国経済を支える製造業に、供給と需要の両
面から影響を及ぼしている。
供給面を見ると、新型コロナウイルスが中国湖北省
武漢において発生し、やがて中国全土に広がったこと
で、中国国内の生産拠点が操業停止を余儀なくされ、
中国からの製品や部品等の供給が途絶もしくは減少す
るという事態が生じた。このため、マスク、医療用ガ
ウン等の防護具等の供給の不足が問題となった他、自
動車等を始めとするサプライチェーンの長い分野にお
いて調達の確保が課題となった。さらに、感染がその
他のアジア地域等に広がったことにより、中国の生産
が回復基調に入った後においても、各社は引き続きサ
プライチェーンの問題に懸命に取り組んでいる。
供給面に続いて、需要面においても大きな影響が生
じた。感染地域が欧州そして米国へと広がり、それら
の地域でも感染の拡大防止のために経済活動の制限や
都市の封鎖が行われた結果、大規模な需要が急速に減
退する事態となった。その経済的被害の規模を現時
点（2020年４月１日）において推測するのは難しい
が、すでに 2008 年のリーマンショック時を上回る
事象も生じており、深刻な経済状況に至る恐れがある。
我が国製造業は、これまでも、様々な不測の事態

や環境の激変に直面してきた。1970年代のニクソン
ショックや二度の石油危機、1980年代のプラザ合意
後の円高不況、1990年代のバブル崩壊やアジア通貨
危機、そして 21世紀に入ってからは、リーマンショッ
ク、欧州債務危機、東日本大震災等の出来事に見舞わ
れた。我が国製造業は、このような予測不能な危機や
環境の激変に直面する度に、それを乗り越え発展して
きた。しかし、今般の新型コロナウイルス感染症によ
る危機に際し、その克服に当たってはこれまで以上の
大きな変革が求められている。本白書においては、高
まる不確実性への対処と変革への取組のあり方に焦点
を当てて分析を行っている。

２. 不確実性の時代における我が国製造業の在り方
＜これまでの白書が提起した「４つの危機感」＞
2018年版ものづくり白書は、第四次産業革命が到

来する中での我が国製造業が直面している課題とし
て、次の四つを指摘した。
① 「 人材の量的不足に加え質的な抜本変化に対応で

きていないおそれ」
②　「 従来『強み』と考えてきたものが、成長や変革

の足かせになるおそれ」
③ 「 経済社会のデジタル化等の大きな変革期の本質

的なインパクトを経営者が認識できていないお
それ」

④ 「 非連続的な変革が必要であることを経営者が認
識できていないおそれ」

これを受けて、2019 年版ものづくり白書において
は、上記の４つの危機感で提起した課題や方向性とそ
の後の環境変化を踏まえ、第４次産業革命下における
戦略として、
① 「 世界シェアの強み、良質なデータを活かしたニー

ズ特化型サービスの提供」
② 「 第四次産業革命下の重要部素材における世界

シェアの獲得」
③ 「 新たな時代において必要となるスキル人材の確

保と組織作り」
④ 「 技能のデジタル化と徹底的な省力化の実施」
といった４点が戦略として重要であるとしている。

2018 年版、2019 年版白書では、デジタル技術革
新が製造業に波及する中で、人材に求められるスキル
の変化、各部署が部分最適に陥っているという問題、
サービス化を含む新しい付加価値提供の動きの拡大等
の状況を確認し、上記の危機感と戦略を提起してきた。
このような課題や戦略には依然として当てはまって
いるものもあるが、我が国製造業は現在新型コロナウ
イルス感染症の世界的な拡大を始めとする事業環境の
大きな変化に直面しており、非連続的変革の必要性
や、デジタル化のインパクトに対する経営者の認識は
当時と比べ格段に高まっていることが考えられるな
ど、変化した面も多い。今回のものづくり白書におい
ては、これまでの白書を踏まえつつ、かつてない環境
変化を乗り越えるために我が国製造業に求められる新
たな在り方を模索している。

―不確実性の時代における製造業の企業変革力―
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＜今回のものづくり白書におけるメッセージ＞
2019 年から 2020年にかけて、米中貿易摩擦に代

表される保護主義的な動きの台頭、地政学的リスクの
高まり、急激な気候変動や自然災害、非連続な技術革
新、そして何より 2020 年１月以降の新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大等により、我が国製造業を取
り巻く環境は、かつてない規模と速度で急変しつつあ
り、かつ極めて厳しいものとなっている。この環境変
化の「不確実性」こそが、我が国製造業にとって大き
な課題となっている。
そこで、今回のものづくり白書は、我が国製造業が、

この不確実性の時代において取るべき戦略について、
以下のとおり提起している。

①  企業変革力（ダイナミック・ケイパビリティ）強
化の必要
環境や状況が予測困難なほど激しく変化する

中では、企業には、その変化に対応するために
自己を変革していく能力が最も重要なものとなる。
そのような能力を、「企業変革力（ダイナミック・
ケイパビリティ）」という。
今回のものづくり白書の主たるメッセージの１つ

は、不確実性の時代における我が国製造業の戦略
は、この「企業変革力」の強化にあるということで
ある。本文第１章第２節は、企業変革力の理論の概
説、我が国製造業の企業変革力の分析、そして、そ
の強化策を具体的な事例を示しつつ明らかにしてい
る。特に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
よって顕在化したサプライチェーンの脆弱性につい
ては、柔軟性や多様性等の観点から、サプライチェー
ンを再構築し、企業変革力を高めることを提唱して
いる。

②  企業変革力を強化するデジタルトランスフォー
メーション推進の必要
IoT や AI といったデジタル技術は、生産性の向

上や安定稼働、品質の確保など、製造業に様々な恩
恵を与える。しかし、今回のものづくり白書では、
デジタル技術が企業変革力を高める上での強力な武
器であるという点を最大限に強調する。
例えば、脅威や機会をいち早く感知するのに有効

なリアルタイム・データの収集やAI の活用、機会
を逃さず捕捉するための変種変量生産やサービタイ
ゼーション、組織や企業文化を柔軟なものへと変容
させるデジタルトランスフォーメーションは、企業
変革力を飛躍的に増幅させるものである。
特に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受

けて、臨時休校や医療現場での感染予防の観点か

ら、遠隔教育や遠隔医療など、リモート化の取組を
求めるニーズが高まっており、我が国のデジタル
トランスフォーメーションの必要性が加速してい
る。このような取組によって、将来の感染症に対し
て強靱な経済構造を構築し、中長期的に持続的な成
長軌道を確実なものとする必要がある。
このように、単に新しいデジタル技術を導入す

るというのではなく、それを企業変革力の強化に結
びつけられる企業が、この不確実性の時代におけ
る競争で優位なポジションを得ることができる。し
かし、今回の白書の分析では、我が国製造業は、IT
投資目的の消極性、データの収集・活用の停滞、老
朽化した基幹系システムの存在といった課題を抱え
ていることを明らかにしている。

③ 設計力強化の必要
急激な環境や状況の変化に迅速に対応する上で

は、製品の設計・開発のリードタイムを可能な限り
短縮することが必要となる。また、製品の品質・コ
ストの 8割は設計段階で決まり、工程が進むにし
たがって、仕様変更の柔軟性は低下する。それゆえ、
迅速で柔軟な対応を可能にする企業変革力を強化す
る上では、設計力を高めることが重要である。
これまで、我が国製造業の強みは、製造現場の熟
練技能（いわゆる「匠の技」）にあるとされてきた。
しかし、2019年ものづくり白書でも指摘したよう
に、「匠の技」を支えてきた人材の高齢化等により、
製造技能の継承が問題となるなど、現場の熟練技能
に依存することの限界が見えつつある。一方で、近
年、不確実性の高まりや製品の複雑化により、設計
部門への負荷が著しく増大している。このようなこ
とから、我が国製造業は、設計力を強化する必要に
迫られているといえる。そして、この設計力を高め
る上では、部門間や企業間を横断する連携が不可欠
であり、また、バーチャルエンジニアリング等、デ
ジタル技術の活用が大きな力を発揮する。
ところが、我が国製造業の設計力は、近年の不確
実性の高まりにもかかわらず、あまり向上していな
いとされている。また、3DCADによる設計が十
分に進んでおらず、協力企業への設計指示を図面で
行っている企業が過半を占めている実体が、今回の
調査で明らかとなった。
不確実性の時代において、設計のデジタル化が遅
れていることは、我が国製造業のアキレス となり
かねない。デジタル化による設計力の強化が急務で
ある。

総　論
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④ 人材強化の必要
我が国製造業のデジタル化を進める場合にボトル
ネックとなるのはやはり、人材の質的不足である。
本文では、製造業のデジタル化に必要な人材の能力
として、システム思考と数理の能力を特定している。
さらに、デジタル化に必要な人材の確保と育成の
方策について、労働政策の観点からは、デジタル技
術革新に対応できる労働者の確保・育成を行い、付
加価値の創出による個々人の労働生産性をより高め
ることが重要である。
また、教育の観点からは、ものづくりの基盤とな
る実践的・体験的な教育・学習活動を一層充実させ
るとともに、「数理・データサイエンス・AI」のリ
テラシー教育を進めるなど今後のデジタル社会にお
いて必要な力を全ての国民に対して育んでいくこと
が重要である。

３. 本白書の流れとまとめ
本白書第１部では、上記の観点から、我が国製造業
に必要とされる対応を以下のとおり取り上げる。
第１章では、「我が国ものづくり産業が直面する課

題と展望」として、製造業の業況や直面する課題に触
れた上で、米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症
の拡大に代表される不確実性の高まりに対して、様々
な環境変化に柔軟に対応していく企業変革力（ダイナ
ミック・ケイパビリティ）」が重要であり、それには
デジタル化が有効であると分析した。さらに、国内製
造業におけるデジタル化の進捗を確認し、設計力強化
や人材育成の重要性に言及している。
第２章ではデジタル技術活用の取組が、どのような
人材確保・育成に対する成果を生み、その成果を生ん
だ取組にどのような特徴がみられるかを分析してい
る。今後、ものづくり人材にはデジタル技術を活用で
きるスキルがより一層求められ、同時に、我が国もの
づくりの源泉である熟練技能は、多くの企業が、今ま
でどおり必要と考えていることを確認している。
第３章ではデジタル化が進む社会の変化に対応し、
新たな価値を生み出すことができる人材育成に資する
取組や、ものづくりへの関心・素養を高める各学校段
階における特色ある取組、さらにものづくりに関する
基盤技術や産学官連携を活用した研究開発の取組など
について現状や今後の方向性をまとめている。

今回のものづくり白書では、パンデミック、貿易摩
擦、保護主義、地政学リスク、自然災害等の「不確実性」
を克服するために、我が国製造業が取るべき戦略を提
示している。その戦略とは、環境や状況の急変に対応
する「企業変革力」、特に設計力を、デジタル技術を
徹底的に活用することによって強化することである。
上記の戦略の下、今後、経済産業省・厚生労働省・
文部科学省が一体となって、関連する政策を実施して
いくこととなる。

以上
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第１章
我が国ものづくり産業が直面する課題と展望

注１　本白書における統計の数値については、2020年４月１日時点で公表されているものを元にしている。

第１節　我が国製造業の足下の状況注１

新型コロナウイルス感染症の発生と我が国製造業の業績動向１

我が国経済は、雇用・所得環境の改善や、設備投資
の拡大などを背景に緩やかな回復を続けてきたが、
2018年後半以降、中国経済の減速や度重なる災害、
天候不順、通商問題や海外経済の不確実性等の影響
が、製造業を中心に企業収益や投資にも波及してい
る。さらに、2020 年４月１日現在、新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）（以下、「新型コロナウイ
ルス感染症」と表記）の世界的な感染拡大の影響によ
り内外経済が大幅に下押しされ、景気は厳しい状況に
ある。
ここではまず、喫緊の問題である新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大の影響について、2020年４月１
日までの状況を概観した上で、近年の我が国経済の全
体的な動向や製造業の業績について概観していく。

（１）新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響
2020 年１月に中国湖北省武漢において最初に発生

した新型コロナウイルス感染症は、まず中国国内で拡
大した。２月中旬までに中国国内での感染者数は約
8.1 万人にまで増加したが、それ以降中国での感染者
数の増加速度は大幅に低下した。ところが３月上旬か
らその感染範囲が世界的に拡大し、米国、イタリア、
スペイン等で感染が拡大している。
４月１日現在、世界の感染例は約 85万例、感染に

よる死者は約 4.2 万人に上る。国内においても感染
例は 2,178 例、死亡者は 57 人になるなど、感染の
収束は見通せない状況である。これにより各国経済に
深刻な影響が及んでおり、我が国もかつてない危機に
直面している。
続いて、我が国製造業への影響と、これまでの対

策を概観したい。我が国においては、2020年１月末

日、中国湖北省全域が感染症危険レベル３（渡航中止
勧告）、中国全域が感染症危険レベル２（不要不急の
渡航を制限）まで引き上げられた。湖北省武漢には自
動車産業の集積地として国内自動車メーカーや同部品
メーカー等が進出しており、日本は、現地で生産され
たバネや繊維・樹脂製の部品、素材などを輸入してい
たため、部品調達の寸断を背景に、多くの進出企業や
その拠点が操業停止を余儀なくされただけでなく、中
国に進出している日系企業や、中国と取引のある国内
企業、インバウンド消費、サプライチェーン全体に大
きな影響を与えた。
このような状況を受けて、日本政府は、２月 13日、
「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」を
決定し、帰国者等への支援、水際対策、国内感染症対
策などを中心に、予備費 103億円を含む総額 153億
円の対応策を実行することとし、25日には「新型コ
ロナウイルス感染症対策の基本方針」を決定した。さ
らに３月 10日には、「新型コロナウイルス感染症に
関する緊急対応策（第２弾）」として、財政措置 0.4
兆円、金融措置総額 1.6 兆円の対応策を決定したが、
その中には、サプライチェーン毀損等に対応するため
の設備投資や販路開拓などに取り組む事業者の優先支
援も盛り込まれた。
しかし、３月 11日にWHO（世界保健機関）が「新
型コロナウイルスは『パンデミック』といえる」と宣
言し、米国では３月 19日に日本を含む全世界への渡
航中止が勧告されるなど、新型コロナウイルスの世界
的な感染拡大は深刻化していった。そうした中、３月
13日午前の東京株式市場はニューヨーク市場の株価
下落などを受けて売り注文が殺到し、日経平均株価は
前日と比べて一時 1,869 円値下がりとなるなど歴史
的な値下がり幅を記録した（図 111-１）。
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（５）自動車産業に見られる大きな変革（CASE）
（４）において非連続的な変化を引き起こす可能性
のある技術革新を概観したが、製造業の中でも特に裾

野の広い自動車産業は他産業への波及効果が最も大き
く、自動車産業における変化は、製造業全体に大きな
影響を及ぼす（図 121-19・20）。

ル転換を行う際に、他社よりも優位に立つためには何が必要かといった課題意識のもと、研究を進めている。
量子コンピュータの本格化には、まだまだ課題は多い。しかし、この領域の研究は日進月歩であり、そ
の動向は無視できない。企業は量子コンピュータ実現のロードマップを睨みながら、自社が目指す姿に対
してできることの見極めが必要であろう。

備考：１．ここでいう生産誘発係数とは、総務省「産業連関表」の逆行列係数表（統合中分類）における各産業の大きさを表す。
２． 「自動車」は乗用車、「汎用・業務用機械」は一般機械産業の値（2015年分ははん用、生産用、業務用機械の生産誘発係数について国内生産額でウェ

イト付けし、平均値の値を採用）
３．ここでいうサービス業は、電気・ガス・水道、商業、運輸、情報通信等。

資料：総務省「産業連関表」、内閣府「国民経済計算」

図 121-19　自動車産業の生産誘発係数・労働生産性の変化

備考：ここでいう乗用車の生産誘発係数とは、総務省「産業連関表」の逆行列係数表（統合中分類）における乗用車の大きさを表す。
資料： 総務省「産業連関表」（産業連関表平成 2-7-12 接続表（107 部門表）、平成 12-17-23 接続表（103 部門表）、平成 27年産業連関表（105 部門表）

より経済産業省作成）

図 121-20　乗用車の生産誘発係数の推移（値及び順位）
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1990 1995 2000 2005 2011 2015 （年）

（生産誘発系数）

1990 年 1995年 2000年 2005年 2011年 2015年

1位 乗用車（2.989） 乗用車（3.021） 乗用車（2.920） 乗用車（2.968） その他の自動車
（3.120） 乗用車（2.740）

2位 その他の鉄鋼製品
（2.803）

その他の自動車
（2.694）

その他の自動車
（2.831）

その他の自動車
（2.914） 乗用車（3.026） その他の自動車

（2.721）

3位 その他の自動車
（2.757）

その他の鉄鋼製品
（2.663）

自動車部品・同付属品
（2.564）

自動車部品・同付属品
（2.717）

その他の鉄鋼製品
（2.967）

その他の鉄鋼製品
（2.627）
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日本の自動車産業は、我が国製造業の約２割に当
たる約 60兆円の出荷額を誇る大きな産業であり、関
連産業を含めて約 550 万人の雇用を支えるなど、出

荷額・雇用の面でも日本経済を支えている（図 121-
21・22）。

備考：従業者４人以上の事業所。
資料：経済産業省「工業統計表（2018年版）」

図 121-21　製造業の業種別製造品出荷額等

化学
28.7兆円

鉄鋼
17.6兆円

非鉄金属
9.8兆円

金属製品
15.2兆円

一般機器
39.2兆円

電気機器
39.9兆円

その他製造業
100.4兆円

自動車・同附属品
60.7兆円

その他
輸送用機械
7.6兆円

輸送用機械
68.3兆円

資料：（一社）日本自動車工業界「日本の自動車工業 2019」

図 121-22　業種別就業人口

我が国の全就業人口
6,664万人
（100％）

自動車関連
就業人口
546万人
（8.2％）
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以下では、特に自動車産業において今後見込まれる
変化について概観したい。
現在、自動車産業は、CASE（Connected：車の
ツナガル化、Automated：自動運転、Shared ＆
Service：シェアリング・サービス、Electrified：電
動化）と言われる、100 年に１度の大きな変革に直
面していると言われる。CASE の変化は、１つ１つ
が、既存の自動車メーカーやそのサプライヤーのビジ
ネスモデルに大きな変化をもたらす。例えば、コネク
テッドや自動走行の技術の進化、自動車のサービス利
用のニーズの拡大は、IT など、自動車に関する既存

のプレイヤーとは異なる業種にとって大きなビジネス
チャンスとなるとともに、既存の自動車関連産業のプ
レイヤーにとっては、競争激化のきっかけとなってい
る。また、電動化により、①エンジン部品など、完全
に EV化すれば不要となる部品や、②新たに必要とな
る部品（駆動用モータなど）が生じるとともに、③モ
ジュール化の進展により、これまで我が国が強みとし
てきたすりあわせが一部不要となるなど、既存の自動
車産業のバリューチェーンにも大きな変化をもたらす
（図 121-23）。

「CASE」に対応するためには、これまでと大きく
分野の異なる領域に大規模投資を行う必要があること
から、我が国の自動車産業が競争力を維持・強化す
るためには、企業間や官民の連携を一層強化してい
くことが重要となる。このため、経済産業省では、
2018 年４月から 2019 年４月にかけて、４回にわ
たり、産官学からなる自動車新時代戦略会議を開催
し、対応を議論した。2018 年７月には、2050 年ま
での長期ゴールとして、世界に供給する日本車 1台
あたりの温室効果ガス排出量を 8割程度削減すると
ともに、究極的には、燃料から走行までの温室効果ガ
ス排出をゼロにすることを目指す「Well-to-Wheel
Zero Emission」を官民で進めることとした。また、
2019年４月には、CASE の変化によりもたらされる

３つのモビリティ社会像（①低炭素・分散・強靱な自
動車・エネルギー融合社会の構築、②移動弱者ゼロ化、
豊かな移動による豊かな地域社会づくり、③渋滞等の
都市問題解決、効率的なデジタルスマートシティの実
現）を掲げ、官民連携で取組を進めていくことを取り
まとめた。
続いては、電動化、地域における新しい移動サービ
ス、デジタルスマートシティ、将来に向けた環境整備
の各局面から、対応状況を概観する。

（低炭素・分散・強靱な自動車・エネルギー融合社会
の構築）
電動車に搭載されている蓄電池や燃料電池は、分散
型電源として電力インフラと連携し、電力系統の安定

資料：経済産業省作成 

図 121-23　自動車産業の構造の変化

•
•

•

•
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化に貢献することや、V2H（車両から家への給電）
などの機能を活用することで災害時に避難所や家庭に
電力を供給する電源となることが期待されている。ま
た、中古車としての流通の拡大や、廃車後に車載用蓄
電池を取り出し定置用蓄電池として活用する取組を
進めることで、EVのライフサイクルでの経済性が向
上することが見込まれる。このため、2019年７月に
は、官民連携による「電動車活用社会推進協議会」を
設立するとともに、車載用蓄電池のリユース・リサイ
クルの拡大に向けた課題の整理や電動車の活用のユー
スケースの普及などに取り組んでいる。

（移動弱者ゼロ化、豊かな移動による豊かな地域社会
づくり）
公共交通機関が乏しい地方部においては、自動車は

移動手段として欠かすことができない必需品である。
このような地方部では、高齢化の更なる進展により、
自ら運転することが困難な方々が増える上、ドライ
バー不足により公共交通の担い手も減少することで、
いわゆる移動弱者が増加することが懸念されている。
また、物流においても、ドライバー不足は顕著であり、
その効率化は不可欠である。
このような現状に対し、経済産業省では、国土交通

省と連携し、新たなモビリティサービスの社会実装を
通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域
と企業の協働による意欲的な挑戦を促すプロジェクト
として、2019 年４月に「スマートモビリティチャレ
ンジ」を創設し、28地域を支援対象として選定した。
また、無人移動サービスを実現するべく、社会受容性
の向上を目指す社会実証を進めるとともに、自動運転
の社会実装に向け、その基盤となる安全性評価技術の
開発も支援している。

（渋滞等の都市問題解決、効率的なデジタルスマート
シティの実現）
車車間・路車間通信の一層の普及や、車両内外の

データの連携を進めることで、交通流通の円滑化や事
故の抑止などにつながることが期待される。このよう
なコネクテッド関連技術の社会実装に当たっては、サ
イバーセキュリティの確保や、自動走行に活用する高
精度３次元地図データの整備・更新、車の内外、交通
事業者間にまたがるデータ連携・活用のルールや基盤
の構築が課題となる。
このため、経済産業省では、サイバーセキュリティ

に関する国際標準の策定や日本自動車工業会における
情報共有体制の構築等の業界の取組を後押しするとと

もに内閣府 SIP 事業において、ITS 無線路側機から提
供される信号情報や高精度３次元地図等を活用した自
動運転車の実証実験を進めている。

（将来のモビリティ社会像実現に向けた事業基盤整
備）
このようなCASE がもたらす社会像を実現するた
めには、自動車工学とソフトウェアエンジニアリン
グ双方を担える IT 人材の不足、既存・CASE 領域双
方における開発の効率化、サプライヤーなどのCASE
への対応力の強化が必要となる。
このため、IT人材の育成・発掘を目的に、業界連携
で策定したスキル標準に準拠した講座開発を進め、ボ
リュームゾーンにおける自動車業界× ITの人材エコ
システムの構築を後押しするとともに「自動運転AI
チャレンジ」等によるトップ人材の引き込み・育成等
の取組を進めている。また、開発効率向上のため、シ
ミュレーション技術を活用した「モデルベース開発」
を広く普及させるべく、モデル構築の方法に関するガ
イドラインの整備や標準的なモデルの構築・公開を
行っている。また、サプライヤーの対応力の強化に向
け、サプライヤー応援隊による支援を実施している。

本節では、我が国製造業を取り巻く政策、地政学、
技術革新、市場変化等、様々な局面における不確実性
の高まりを見てきた。我が国経済を支える自動車産業
においても、今後大きな変化が見込まれ、様々な取組
が進んでいるところである。
世界の政策不確実性指数は 2018 年以降特に上昇
基調が強まっているが、1997年以降の傾向を概観す
ると、拡大傾向は 2008年頃より既に始まっている。
このようなことから、政策不確実性の高まりは、英国
の EU離脱や米中貿易摩擦の激化といった最近の状況
を反映した一過性のものというよりは、今後も続く基
本的なトレンドと見るべきであろう。
2020年１月以降は更に、中東情勢緊迫化による地
政学リスクの高まりや、オーストラリアにおける大規
模な山火事を始めとする気候変動による自然災害、そ
して、新型コロナウイルス感染症の脅威に次々と直面
している。まさに、IMF 専務理事クリスタリナ・ゲ
オルギエバ氏が指摘するように、不確実性は新しい常
態（ニュー・ノーマル）となりつつある注14。
今後の我が国製造業には、不確実性の高い世界を前
提とした事業活動を営む戦略性が求められる。続いて
は、このような状況の下、日本の製造業が進むべき方
向性について考察を深めたい。

注14　 Kristalina Georgieva, 2020, ” Finding Solid Footing for the Global Economy”　 https://blogs.imf.org/2020/02/19/
finding-solid-footing-for-the-global-economy/
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日本の製造業のデジタルトランスフォーメーションにおける課題１

（１）製造業におけるデジタル技術のインパクト
ドイツの “インダストリー 4.0”、フランスの “未
来の産業（Industrie du Futur）”、中国の “中国製
造 2025” など、世界の主要各国が、第四次産業革
命への対応を進めている中、日本もまた、目指すべ
き社会の姿として “Society 5.0” を掲げ、さらに
2017 年 3 月、我が国の産業が目指すべき姿として
“Connected Industries（コネクテッドインダスト
リーズ）” というコンセプトを提唱し、世界に向けて
発信した。
“Connected Industries” とは、データを介して、
機械、技術、人など様々なものがつながることで、新

たな付加価値創出と社会課題の解決を目指す産業の在
り方である。このコンセプトを具体化する上でカギと
なるのは、IoT や AI を始めとする最新のデジタル技
術である。
このようなデジタル技術は、より具体的には、次の
ようにして製造業に大きな変革（デジタルトランス
フォーメーション）をもたらす。
そもそも製造工程には、大まかに言って、研究開発
－製品設計－工程設計―生産などの連鎖である「エン
ジニアリングチェーン」と、受発注－生産管理－生産
－流通・販売－アフターサービスなどの連鎖である「サ
プライチェーン」がある。製品や生産技術に関するデー
タは、この２つのチェーンを通って流れ、結びつき、
そして付加価値を生み出す。

IoT を始めとする最新のデジタル技術は、双方の
チェーンの各所において、データの利活用を進める優
れたソリューションを提供し、製造業に画期的な革新
をもたらす。
例えば、エンジニアリングチェーンにおいては、強

化された計算能力やAI などを研究開発等に活用する
「R&D支援」、顧客の仕様データなどを分析すること
による「企画支援」、モデルベース開発を始めとする「設
計支援」などがある。
サプライチェーンにおいては、工場ごとの繁閑期の

第３節　製造業の企業変革力を強化するデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

資料：経済産業省作成

図 131-１　想定し得るソリューションの例とその位置づけ
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設計力強化戦略2

（１）品質・コストの８割は設計で決まる
次に、デジタル技術によるエンジニアリングチェー

ンとサプライチェーンの連携の意義について議論する
が、その前提として、エンジニアリングチェーンの重
要性について、改めて確認する必要がある。
製造業では、製品の品質とコストの８割は、設計段

階で決まると言われてきた。
図 132-１は、仕様変更の自由度と品質・コストの
確定度を示したものである。開発が進むに従って製造
設備などが確定していくため、仕様変更の自由度は低
下し、設計が完了した後の仕様変更の余地は極めて限
定的なものとなる。その結果、仕様変更の自由度が高
い設計段階で、製品の品質とコストの８割程度が決ま
ることになるのである注４。

このため、できるだけ開発の初期段階であるエンジ
ニアリングチェーンに資源を集中的に投入すること
（「フロントローディング」注５）により、問題点の早
期発見、品質向上、後工程での手戻りによるムダを少
なくすることが決定的に重要になる（図 132-２）。
その上、近年、グローバル化、顧客の製品機能要求

の高度化・多様化、環境制約・資源制約の先鋭化といっ
た傾向が高まっている。特に、2015年９月の国連サ

ミットにおいて「持続可能な開発目標（SDGs）」が
採択されたことで、企業が果たすべき社会的役割に注
目が集まり、我が国製造業企業にも対応が求められて
いる。製品に対する機能要求が高まる一方で、制約条
件が厳しくなるのであれば、製品は一層複雑化するこ
とにならざるを得ない。
また、製品に占める制御ソフトウェアの比率が高
まっていることも、製品の複雑化を招いている。こ

注４　日野三十四『実践　エンジニアリング・チェーン・マネジメント：IoTで設計開発革新』（2017年、日刊工業新聞社）
注５　設計初期の段階に負荷を掛け、作業を前倒しで進めること。

図１　リモートメンテナンスシステム 図２　 無人駐車場管理システム向け遠隔管理
システム「iPark’ n コンシェル」

出所：（株）英田エンジニアリングより提供

出所：（株）英田エンジニアリングより提供

資料： 日野三十四「実践　エンジニアリング・チェーン・マネジメント：
IoTで設計開発革新」P.14 図 0-4 を参考に、経済産業省作成

図 132-１　仕様変更の自由度と品質・コストの確定度

工程設計
（生産技術等）

企 画 製品設計
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製 造
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設計変更の自由度 企画～製品設計で品質・
コストの8割が決まる
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(％)
100

工程設計以降の工程では､
設計変更の自由度が乏しい

資料： 日野三十四「実践　エンジニアリング・チェーン・マネジメント：
IoTで設計開発革新」P.14 図 0-4 を参考に、経済産業省作成

図 132-２　フロントローディングによる作業負荷の軽減

工程設計
(生産技術等)

企 画
製品設計
(機能設計､概要
設計､詳細設計)

製 造

従来の作業負荷フロント・ローディング
による作業負荷

作
業
負
荷(

コ
ス
ト
・
工
数)

第
３
節

製
造
業
の
企
業
変
革
力
を
強
化
す
る
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（D

X

）の
推
進

我が国ものづくり産業が直面する課題と展望　　第１章

73設置趣旨（資料）ー109



注６　経済産業省「自動車新時代戦略会議（第１回）資料」内参考資料 P11（平成 30年４月 18日）
注７　藤本隆宏編『「人工物」複雑化の時代：設計立国日本の産業競争力』（2013年、有斐閣）

の傾向は自動車において特に顕著である。自動車ソ
フトウェアのコード数は、2000 年時点では 100 万
行程度であったが、現在では１億行を超えている。
F-35 戦闘機が 2000万行、Microsoft Office 2013
が 4,400 万行と言われているので、自動車ソフトウェ
アの複雑さは突出している注６。
このように製品が複雑化していけばいくほど、エン
ジニアリングチェーンに掛かる負荷はより大きなもの
となる。すなわち、製品の複雑化が進めば進むほど
に、それに対応できるエンジニアリング能力の高さこ
そが、製造業の競争力を左右するといえる注７。
さらに、第２節で論じたように、近年、世界的に不
確実性が高まっており、我が国の製造業は、この不確
実性にも対応しなければならなくなっている。より具
体的にいえば、想定外の突発的な環境や状況の変化が
発生した場合、製品の仕様を早急に変更しなければな
らないというリスクにさらされているのである。例え
ば、このような事態に対しては、仕様変更の自由度が
高い設計段階において対応せざるを得ず、しかも可能
な限り迅速に対応することが重要である。さらに仕様
変更に対応する「製品設計」のみならず、仕様を変更
した製品を効率的に製造できるよう、製造工程を迅速
かつ自在に変更するための「工程設計」の能力も必要
となる。

このように、不確実性に対応するには、製品設計と
工程設計の双方を含むエンジニアリングに高い能力が
あることが求められる。エンジニアリングの能力は、
製造業が不確実性に対応するダイナミック・ケイパビ
リティの中核を占めるものといえる。

（２） 我が国の製造業のエンジニアリングチェーン
の現状と課題

それでは、我が国製造業のエンジニアリングチェー
ンは現在どのような状態にあるのだろうか。
2019 年 12月に国内製造業に対して実施されたア
ンケートによれば、エンジニアリングチェーンの上流
に当たる製品設計力のここ５年間での変化の状況につ
いて、約４割が向上していると答えたものの、半数以
上が「あまり変化は無い」と回答している（図 132-
３）。製品設計のリードタイムに関しても同様で、約
４割が短くなっていると回答した一方で、半数以上が
「あまり変わらない」としている（図 132-４）。製
品設計のリードタイム短縮を図るための取組として重
視しているものを確認すると、半数以上が「生産技術、
製造、調達といった他部門との連携促進」と回答して
おり、設計力の強化に向けては他部門との連携が重視
されている（図 132-５）。

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-３　製品設計力の５年前に比べての変化
(n=1,748)

向上している
41.0%

あまり変化はない
54.1%

低下している
4.9%

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-４　製品設計のリードタイムの５年前に比べての変化
(n=1,761)

短くなっている
37.1%

あまり変わらない
56.2%

長くなっている
6.8%
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また、国内製造業に対して工程設計（生産技術）
力のここ５年間での変化について尋ねたところ、
36.9％が「向上している」、58.8% が「あまり変化
はない」、4.3％が「低下している」と回答した（図
132-６）。
工程設計力が「向上している」と回答した企業に

対してその要因を確認したところ、「生産技術、製
造、調達といった他部門との連携強化」と回答した
企業が最も多く 79.2％を占め、「営業、アフターサー
ビスなどから顧客ニーズのフィードバックを強化
（26.5％）」「デジタル人材の育成、確保（22.5％）」
が続いている（図 132-７）。
一方、工程設計力が「低下している」と回答した企

業についても同様にその要因を確認すると、「ベテラ
ン技術者の減少（79.4％）」、「製造現場との連携不足
（30.9％）」、「属人的な設計プロセス（25.0％）」、「間
接部門の人員削減（19.1％）」が上位に挙がっている
（図 132-８）。この結果から、工程設計力の維持が
熟練者の技に頼りがちで、その技術を後継に引き継ぐ
ことが課題となっている様子がうかがえる。また、他
部門との連携は、向上・低下双方の要因として上位に
挙げられており、他部門との協調が工程設計力強化の
であることが分かる。

資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-５　製品設計のリードタイム短縮を図るための取組として重視しているもの
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-６　工程設計力の５年前に比べての変化
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そこで、国内製造業における製品設計、工程設計、
製造等の部門間の連携状況を見ると、「ある程度連携
がとれている」と回答した者が 72.1％を占め、自社
の部門間連携に対して課題と感じていない者が多数を
占めている（図 132-９）。
一方で、「あまり連携がとれていない」もしくは「連

携がとれていない」と回答し、部門間連携に課題を感
じている企業に対して、それにより生じる課題や問題
を聞くと、「品質不良が発生する（55.5％）」「設計変
更が製造に伝わらないことがある（42.8%）」「正確
なコスト予測ができない（39.4％）」といった回答が
上位に挙がった（図 132-10）。

資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-８　工程設計力が低下した理由
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（n=68）

資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-７　工程設計力が向上した理由
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我が国製造業における品質不正の問題については、
2017 年 10月以降、製品検査データの書き換えなど
の不正事案が複数発覚した。品質保証体制の在り方は
企業の競争力に直結する経営問題であり、また、サプ
ライチェーン等を考慮すれば、我が国製造業全体の競
争力にも影響を及ぼしかねない。部門間における連携

が不足していることが品質不良につながっており、早
急な解決が必要である。
また、製品設計力や工程設計力の伸びと部門間の連

携状況との関係を見ても、部門間の連携がとれている
企業ほど、製品設計力、工程設計力が向上する傾向に
ある（図 132-11・12）。

資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-９　製品設計 ､工程設計 ､製造等の部門間の連携状況
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資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-10　連携不足による課題や問題

0 10 20 30 40 50 60（%） n=（355)

品質不良が発生する

設計変更が製造に伝わらないことがある

正確なコスト予測ができない

製造部門での変更が設計に伝わらない

急な仕様変更に対応できない

製造や検査のリードタイムが延びた

製造できない図面が描かれることがある

その他

特に問題はない

55.5

42.8

39.4

25.9

23.9

17.7

17.5

3.4

5.6

第
３
節

製
造
業
の
企
業
変
革
力
を
強
化
す
る
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（D

X

）の
推
進

我が国ものづくり産業が直面する課題と展望　　第１章

77設置趣旨（資料）ー111



（３）部門間・企業間のデータ連携
すでに述べたとおり、エンジニアリングチェーンを
強化する上では、設計、製造、調達といった各部門と
の連携を強化することが有効である。しかし、実際に
は、企業内部において、設計部門と製造部門の間のコ
ミュニケーションが十分に行われていない場合があ
る。また、設計部門と製造部門が、それぞれ異なる
IT ベンダーから異なる IT システムを導入しているた
め、両部門のシステムの連携が必ずしもうまくいって
いないという場合もある。
設計部門と製造部門の連携が不十分な場合には、先
ほどのアンケート結果からも推察されるとおり、
・  設計部門のデータと製造部門のデータの変換処
理に膨大な工数や処理時間が掛かる

・  作業工程・設備・治工具などの製造現場の情報
が設計仕様に反映できないために製造現場に過
度な負担が掛かる

・  当初見込まれなかった製造や調達のコストや作
業などの情報が設計側に反映されない

・  設計部門と製造部門の伝達のミスが発生しやす
く、両部門間の打ち合わせを頻繁に行わなけれ
ばならない

などの問題が生じる。これらの問題は、製品の複雑化
や不確実性の高まりによっていっそう深刻化し、製造
業の競争力にとって致命的なものとなりかねない。
エンジニアリングチェーンとサプライチェーンを
連携させるために必要な第一歩は、設計部門が設
計を行う上で使用する設計部品表（E-BOM注８）、
製造部門が製造を行う上で使用する製造部品表
（M-BOM注９）、そして工程設計情報をまとめたもの
である工程表（BOP注10）を結びつけて、各部門がこ

れらを共有することである。
これにより、設計部門から製造部門、あるいは製造
部門から設計部門への双方向の円滑なデータ連携が可
能となる。例えば、設計変更による製造現場への影響
範囲を確認しながら設計を行ったり、あるいは生産管
理を変更したりすることが容易になる。さらに、製造
部門から、原価実績情報も含めた製造情報を設計部門
にフィードバックすることで、設計段階で精度の高い
原価企画やシミュレーションを行うことも可能にな
る注11。加えて、部門を超えたデータ連携により部門
間の連携が強化されることで、品質不良の削減につな
がり、ひいては我が国製造業における品質保証体制強
化と生産性向上の両立を実現することが期待される。
なお、第２節２．（４）で論じた「柔軟な組織」は、
権限や部門を横断した連携やコミュニケーションをよ
り円滑に行うことができ、高いダイナミック・ケイパ
ビリティを発揮できる組織である。部品表や工程表の
整備は、そうした部門を超えたデータ連携を容易にす
ることで、組織を柔軟にし、ダイナミック・ケイパビ
リティを高めるものである。
さらに、このようなデータの連携と双方向のコミュ
ニケーションは、設計部門と製造部門のみならず、企
業全体、さらには企業組織の枠をも超えてサプライ
ヤーや顧客などの間でも実現することで、いっそう大
きな威力を発揮するであろう。
このことは、第２節２．（５）で論じたサプライチェー

ンの柔軟性等を高める上でも、極めて重要である。と
いうのも、仮に不測の事態が勃発して、ある国の生産
拠点が停止せざるを得なくなった場合、生産を別の工
場において迅速に代替できれば、供給途絶は回避でき
る。しかし、設計部品表、製造部品表、工程表が統一

注８　Engineering Bill of Materials
注９　Manufacturing Bill of Materials
注 10 Bill of Process
注 11 羽田 一『IT 活用で製造業に革命を起こすものづくりデジタライゼーション』（2018 年、幻冬舎メディアコンサルティング）

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-11　 製品設計力の５年前と比べての変化と設計、 
生産技術、製造等の部門間連携の関係 
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-12  工程設計力の５年前と比べての変化と設計、 
生産技術、製造等の部門間連携の関係
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的に整備され、共有されていない場合は、代替生産を
開始する際に部品表から調整しなければならないた
め、膨大な人員と作業を要することになる。これでは、
柔軟かつ迅速な代替生産を行うことは不可能である。
このように、サプライチェーンの柔軟性等を高め、ダ
イナミック・ケイパビリティを強化するためには、実
は、部品表や工程表を整備し、エンジニアリングチェー

ンとサプライチェーンを連携させておかなければなら
ないのである。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、グ

ローバル・サプライチェーンの強化の必要性が改めて
認識されているが、強靭なサプライチェーンを構築す
るためにも、部品表や工程表を整備し、エンジニアリ
ングチェーンを強化することが不可欠なのである。

アジャイルは 2001年に著名な 17名のソフトウェアエンジニアが集まり提唱した考え方である。近年
では、ソフトウェア開発だけにとどまらず、人事や経営といった分野にまで応用されている。アジャイル
は源流に日本の製造業があるとも言われており、日本に逆輸入されてきたともいえる。
アジャイルの定義は「アジャイルソフトウェア開発宣言」と「アジャイル宣言の背後にある原則」の２

種類の主張のみであり、具体的な開発手法はあえて定めていない。この定義を突き詰めると、アジャイル
の本質は「より良い方法を探し続けるマインド」であることが分かる。アジャイル開発でよく聞く「スク
ラム」は、この定義を実現するためのプラクティス（手法）の一種である。本稿では、アジャイル開発の
具体的な進め方を、このスクラムを例として紹介する。
スクラムは顧客の要求事項の中から最も優先順位の高い要求を実現するプロダクトを漸進的に開発し、

提供し続ける事でビジネス価値を高めていくプロセスである。
要求事項の優先順位を決める役割を「プロダクトオーナー」、プロダクトの開発を行う役割を「開発チー

ム」、スクラムプロセスがうまく回るように支援する役割を「スクラムマスター」と呼ぶ。３つの役割を
まとめたスクラムチームは「スプリント」と呼ばれる１週間から４週間単位の作業を行い、その都度、価
値を確認しながら開発や改善をし続けていく。スクラムが適しているのは複雑で不確実性の高い問題の解
決であり、その活用はシステム開発だけでなく、製造業その他の産業の事業開発、学校、政府、組織運営
マネジメントにまで広がっている。
スクラムを製造業に応用した例は数多く報告されている。開発（エンジニアリング）にスクラムを適用

した例の１つに、SAAB社における戦闘機開発がある。同社では、戦闘機を、エンジン、コックピット、
機体、兵器といった、疎結合なパーツに分けた上で、パーツごとにスクラムチームを組成し、３週間ごと
に全体を統合しながら成果を確認し、開発を進めていった。これはかなり大規模な取組であるが、大規模
スクラムに適した方式（Scrum@Scale）を駆使して行った。F35は総開発費が 1.5 兆ドルだったのに対
して、スクラムを導入した結果、SAABの戦闘機開発費は 140億ドルに抑えられた。
SAABの事例以外にも様々な分野での応用例が報告されており、製造業でも利用可能なプラクティスが

多く存在する。しかし、プラクティスを鵜呑みにして実施するのではなく、自社の状況を踏まえて小さな
実験を繰り返しながら少しずつ取り入れて改善を続けていく行為がアジャイルの本質である「より良い方
法を探し続けるマインド」を体現しているといえる。

コラム アジャイルの考え方と活用のポイント
・・・（株）野村総合研究所　DX生産革新推進部 塩川祐介氏、コンサルティング事業本部 木下貴史氏
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インターネットを介して膨大なデータを集め、ビッグデータとすることで価値を生み出し続けるビジネ
スモデルが注目されている。一方で、製造業の現場にも膨大なデータがあるが、それらは、個別の状況に
依存し、複雑な因果関係に基づいているため、共有するよりは、むしろ個々の事情を深く分析し、モデル
を常に精査していくことで価値を生み出す “ディープデータ” である。製造業のデジタルトランスフォー
メーションの成否は、このディープデータの扱いに懸かっている。
図１に示すように、ビッグデータは、消費者の行動に関するものである場合が多いのに対して、ディー
プデータは、生産者側の情報であり、そこにはノウハウなどの知的財産を多く含む。生産者にとって、ひ
とたび外部に流出したら、元の状態には戻せない。したがって、その扱いには、十分な配慮が必要となる。

IVI では、経済産業省の施策であるコネクテッドインダストリーズの製造業への展開を具体化するため
に、データ流通基盤及びそのユースケース開発事業を受託し取り組んでいる。製造業オープン連携フレー
ムワーク（CIOF）は、生産現場の複雑で奥深い知的活動をデータを介してつなぐことで、バリューチェー
ンをより強く柔軟なものとする。生産現場に存在するディープデータの特徴を踏まえ、それぞれの現場の
知財を守りつつ、自律的で個性的なつながる現場を支援するフレームワークとなっている。2019年度は、
以下の４つのカテゴリーに分かれ、実証実験を実施した。

＜カテゴリー１：製造ノウハウを含むデータの知財管理＞
加工に関するノウハウやNCプログラムなど、営業秘密として価値が高い情報をデータとして外部の
取引先と共有する場合に、技術漏洩のリスクがある。知財としてのデータの送信先において、データの保
存、修正、削除を、CIOFが取引契約に基づき監視し、かつ利用の実績を必要に応じて照会することで、
取引先との高い信頼関係に裏付けられた生産プロセスの共有を可能とする。（DMG森精機（株））

＜カテゴリー２：品質データ管理による高付加価値経営＞
高度な品質管理では、工程内の様々な箇所で適切な検査が要求される。このような検査結果をデータ化
し、CIOFにより関連する複数拠点で共有し、問題発見に活用することで、適正な品質管理を現場サイド
と経営サイドが一体となって管理できる仕組みとする。また、ブロックチェーン技術を利用して、品質デー
タの正当性を保証し、高品質を強みとして製造業を高付加価値化する。（（株）ジェイテクト）

＜カテゴリー３：つながる中小製造業の競争力強化問題＞
生産プロセスの一部を担う中小製造業は、比較的規模が小さく、現場のオペレーションと経営とが一体
である場合が多い。注文内容や在庫、出荷品の検収などのデータを、取引先と共有する場合に、中小企業
が不利な立場とならないようにCIOF によって管理することで、中小企業の管理レベルの向上と経営力
向上につなげ、同時に発注側であるメーカーの生産性向上にもつなげる。（三菱電機（株）、ビジネスエン

コラム ディープデータを介した製造業のデジタルトランスフォーメーション
・・・西岡靖之 インダストリアル・バリューチェーン・イニシアティブ（IVI）理事長／法政大学教授

図１　ビッグデータとディープデータ

80

ジニアリング（株））

＜カテゴリー４：AI によるエッジデータ収集と価値の共有＞
設備から得られる膨大なデータを、AI を用いて価値あるデータとするには、生産管理や品質管理など
のデータと関連づけて学習させる必要がある。現場のデータをクラウド上に置くことには抵抗があるなか
で、CIOFにより、エッジサイドで分散管理された一次データを、AI による学習モデルに応じて収集し、
それによって得られた成果を契約に基づき共有する。（（株）安川電機、SCSK（株））
現場と現場をつなぐための仕組みであるCIOFは、図２に示すように、インターネット上に連携サーバー

と辞書サーバーをもち、各現場に配置された連携ターミナルと通信する。以下の３つの機能を有すること
を特徴とする。（（株）アプストウェブ）
① 辞書機能・・・ 複数の異なる現場の独自性の高い情報を相互につなげるための個別辞書を、共通辞書

と関係づけて定義する。
② 契約機能・・・ データに関する権利関係を契約として合意した後にデータの受け渡しを行い、データ

の利用や削除などを監視する。
③ 認証機能・・・ 取引履歴の改ざんや、なりすましによるデータ送受信を検知するために、分散台帳技

術を用いた履歴管理を行う。
本システムは 2020年度より運用を開始し、2022年度から商用サービスとして本格的な展開を図る予

定である。

図２　CIOFシステム構成図
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問題点や取組課題を基に、円滑で公正な国際データ流通の実現に向けて日本が取るべき対応を議論し、日
本の企業・行政・市民・研究機関等のためのデータ流通管理基盤の在り方を提言していく。その要件をま
とめ、2020年度後半には、参加企業等と協力してプロトタイプの構築検証を行う予定である。DTA（一
般社団法人データ流通推進協議会）、JEITA（一般社団法人電子情報技術産業協会）等の他団体と協力する
とともに、製造事業者のみならずクラウド事業者、データプラットフォーム事業者等様々な企業に参加を
呼びかけ、産官学連携によるグローバルデータ流通管理基盤の整備を推進して行くことが予定されている。

（４）バーチャル・エンジニアリング
1990 年代半ば以降、製造業の設計現場に３DCAD
（Computer Aided Design）の導入が始まった。
2000 年以降になると、CAM（Computer Aided
Manufacturing）に CAE（Computer Aided
Engineering）が加わるようになり、さらに PDM
（Product Data Management）によって、設計・
製造・解析の各データを同期させて一体に検討する
「バーチャル・エンジニアリング」の環境が整備され
ていった。最近では、これに IoTや AI が加わり、バー
チャル・エンジニアリングは更なる進化を遂げつつあ
る。
このバーチャル・エンジニアリングにより、企画、
設計、製造、営業、品質、認証等の各分野の専門家、
さらにはサプライヤーや一部顧客までも含めて、３D
図面を用いて同期的・一体的に製品開発に参加するこ
とができる協業の場が実現する。また、バーチャル・
エンジニアリングを用いることで、構想設計の段階
で、検証も含めた詳細設計までが可能になり、リアル
な試作の前に全ての仕様を決めることができるので、
製品開発のリードタイムは、大幅に短縮することとな
る。このようなエンジニアリングの手法は、「コンカ
レント・エンジニアリング」「サイマルテニアス・エ
ンジニアリング」とも呼ばれる。
ダイナミック・ケイパビリティ論に即していえば、
バーチャル・エンジニアリングは、機会を捉え、既存
の組織内外の資産・知識・技術を再構成して競争力を
獲得する「捕捉」の能力を著しく高め、開発リードタ
イムを極限まで短縮化する。こうして、バーチャル・
エンジニアリングは、不測の事態に迅速に対応する能
力であるダイナミック・ケイパビリティを著しく高め
るのである。
従来、日本の製造業は、製造現場の技術力（いわゆ
る「匠の技」）が非常に高く、それが競争力の源泉となっ
ていた。このため、設計部門から送られてきた設計図
面が多少不備であっても、製造部門の技術者が、設計

図面を細かく修正したり、詳細部分を設計したりする
ことができた。日本の製造業では、生産設備を考慮に
入れた量産品質の高い最適仕様の設定は、設計部門で
はなく、製造部門において行われる傾向にあったので
ある注17。
しかし、近年、製品の複雑化が進み、さらには不確
実性が高まる中で不測の事態への俊敏な対応も必要に
なる中では、これまでのように、詳細設計まで製造現
場の技術力に過度に依存することは、極めて難しく
なっている。加えて、近年、生産年齢人口の減少等に
より、熟練技術者が減り、生産現場の技術力の維持・
向上にも支障を来しつつある。このようなことから、
製造業が競争力を維持し強化する上では、バーチャ
ル・エンジニアリングは大きな役割を果たすものと考
えられる。
ところが、我が国の製造業では、バーチャル・エン
ジニアリングが進んでいないことが、今回の調査で浮
き彫りとなった。
バーチャル・エンジニアリングでは、３DCADを
用いて設計図面を描くだけにとどまるものではなく、
設計情報の受け渡しも３Dデータで行うことが基本と
なる。ところが、３Dデータのみで設計を行っている
のはわずか 17.0％にとどまっている（図 132-13）
ことに加え、協力企業への設計指示の半数以上が未だ
に図面で行われ、３Dデータによる指示は 15.7％に
過ぎない（図 132-14）。また、３Dデータによる指
示を行わない理由の約半数が、「主な設計手法が３D
ではないため」と答えている（図 132-15）。
関連して、一般社団法人日本自動車工業会が同工
業会に加盟する自動車会社に対して行った調査（図
132-16）によれば、全体的に、２D図主体から３D
図主体への移行は停滞しており、直近では、３D図
から２D図への回帰の傾向すら現れている。また、
３D図面化を進めようとしている企業と、２D図主
体を維持しようとする企業との二極化が拡大してい
る。

注17 内田孝尚『バーチャル・エンジニアリング－周回遅れする日本のものづくり』（2017年、日刊工業新聞社）
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-13 ３DCADの普及率（設計方法）

(n=1,527)
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-14　協力企業への設計指示の方法
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資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-15　２Dデータや図面で設計指示している理由
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資料：一般社団法人 日本自動車工業会（JAMA）「2018年度 3D図面普及調査レポート（JAMA各社の状況）」（2019年 3月）より経済産業省作成

図 132-16　2018年度３D図面普及調査レポート（JAMA各社の状況）
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しかし、３DCAD を利用しバーチャル・エンジ
ニアリングを進めることはエンジニアリングチェー
ンの強化に不可欠である。アンケートを見ても、３
DCADを利用した設計が進んでいる企業ほど、製品
設計力が向上し、製品設計のリードタイムが短縮して

いる（図 132-17・18）。さらに、工程設計力も向上
している（図 132-19）。アンケートの結果からも、
３DCADの利用がエンジニアリングチェーンの強化
に大きく貢献することが分かる。

以上で見てきたように、我が国の製造業では３D
による設計が未だに普及しておらず、バーチャル・エ
ンジニアリングの体制が整っていない。不確実性が高
まり、製造業のダイナミック・ケイパビリティの重要

性が増している中で、このバーチャル・エンジニアリ
ング環境の遅れは、我が国製造業のアキレス となり
かねないと言っても過言ではない。

資料：三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-19　工程設計力の５年前に比べての変化と設計方法の関係
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 132-17　 製品設計力の５年前に比べての
変化と設計方法の関係
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図 132-18　 製品設計のリードタイムの５年前に
比べての変化と設計方法の関係
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自動車産業は、電動化、自動化などのCASE と呼ばれる百年に一度の大きな変革に直面している。高
機能化（電子制御システム及び安全運転システムの導入、ネットワーク化）・複雑化が進む自動車開発の
徹底的な効率化が不可欠となっており、開発・性能評価のプロセスをバーチャルシミュレーションで行う
MBD（モデルベース開発）の取組の重要性が拡大している。

【事例１】MBDにより短期間での商品開発を実現（ダイキョーニシカワ（株））
広島県東広島市のダイキョーニシカワ（株）は、自動車の内外装及びエンジン関係樹脂部品の開発から

生産までを一貫して手がけているTier1 総合プラスチックメーカーである。
同社では 2016 年からMBD推進部門を発足し、金型・製品を製作した後に発生する機能 /品質不具

合の対策経費や時間ロスなどの手戻りの無い高効率な開発の実現を目指して活動を進めている。導入に当
たっては地域の産学間連携の推進を行っている「ひろしま自動車産学連携推進会議」の技術面のバックアッ
プや「ひろしまデジタルイノベーションセンター」のCAEソフト・スーパーコンピュータ等の計算機環
境を活用した。
MBDを活用した具体的な開発事例としては、インストルメントパネルの衝突性能の開発がある。従来

はインストルメントパネルとその周辺部品のみでCAE解析をしていたが、車体も含めた大規模モデルを
作成、さらには衝突時の速度を想定した材料物性を織り込んでCAE解析することで解析精度が上がり、
設計変更のロスを大幅に削減させた。
今後、同社内で確実にMBDの成果を積み重ねていき、手戻り防止により開発費の削減を実現するとと

もに、MBDを Tier2 に対しても展開していきたいと考えている。

【事例２】MBDを通じて得た解析技術により取引先との関係を強化（（株）ヒロテック）
広島県広島市にある（株）ヒロテックは自動車の排気系部品、ドア部品の開発・生産を行うメーカーで

ある。同社では机上の段階での製品設計から試作・評価テストや工程設計等の生産までの製品開発の工程
を同時に行う取組を全社的に進めている。また経営ビジョンの１つとしても、「世界に通用する技術と製
品開発でお客様に満足頂く」を掲げており、その実現に向けた 1つの取組としてMBDを導入し、世界
での競争に向け開発型部品メーカーへの転換をした。
具体的には排気系の騒音性能や熱マネジメント性能の開発の領域において、CAE解析を活用して実機
を用いない開発の効率化が行われている。これまでのMBD導入による効果は社内での開発プロセスの効
率化のみならず、新規取引先の獲得にもつながってきた。
今後はMBDの適用領域を拡大するとともに、開発の初期段階に従来自動車メーカーのみで行われてき

た「機能設計」にパートナーとして参画する技術力を身に付け、例えば、排気系部品のモデルを車両モデ
ルに組み込んで車全体の燃費性能を予測し改善案を考えるなど、MBDによってシステム全体を俯瞰した
高度な技術提案を行える企業に成長し、国内外の自動車メーカーから更なる受注拡大を目指す。

コラム MBDを活用した自動車部品の開発の効率化
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Nature Architects（株）（東京都港区）は、2017年 5月に設立された東京大学発のスタートアップ
企業である。研究開発を手がけるコアメンバーは、（独）情報処理推進機構（IPA）の未踏 IT 人材発掘・
育成事業の採択者等となっている。また、大嶋代表は、具体的な技術シーズを活用した事業構想を有する
起業家候補支援プログラム（NEDO Entrepreneurs Program（NEP））に採択されるなど、独創的な技
術力が評価されている。
現在、ユーザーが求める製品等の機能要件をダイレクトに実現する独自の設計技術として、「Direct
Functional Modeling （以下、DFM）」の技術開発を手がけている。DFMでは、部材の構造と機能につ
いて膨大な計算結果が蓄積されたデータベースのライブラリから、その固さや密度、弾力、動きをコンピュ
テーショナルに生成し、最適化を図る独自のアルゴリズムにより、一切の組立なく、可動部がある人工物
を一体成形したり、部材の強度を保ちながら軽量化を図る設計を可能とする。これまでハードウェアとし
て設計が難しかったものを、ソフトウェア技術で設計することで、どこにも存在していないものを瞬時に
つくり、誰も設計できないものを生み出せることが大きな強みである。
また、同社はコア技術の開発を加速させるとともに、国内外の素材から加工組立メーカーまで多種多様
なユーザー企業と設計・開発段階からの協業を推進しており、建築、家具インテリア（ベンチ、オフィス
チェア）、自動車、ロボット、航空宇宙等の幅広い分野へのソリューションを提供している。DFMによ
る設計の自由度を活かし、最終製品だけでなく、レバー、スイッチ、ファン、バネ等の多様な部材へと適
用範囲を広げている。
なお、同社は３Dプリンティングに象徴される「Additive Manufacturing （AM）」の技術・ビジネ
ス展開の可能性やポテンシャルをまだ十分に活かしきれていないと考えている。海外では、数年前のメー
カーズムーブメントとは異なり、３Dプリンティングによる大量生産が始まり、DFMのような新たな設
計の考え方やソリューションが適用されようとしている。今後、３Dプリンティングによる量産が浸透
すれば、同社としてライセンス等でフィーを得る新たなビジネスモデルを構築するとしている。さらに、
海外では自己修復部材等の４Dプリンティング、カーボン３Dプリンティングで、クッション性など衝
撃を吸収する素材の研究が始まっているため、最先端の技術開発を加速させることで、次世代のイノベー
ション創出を目指している。

コラム 設計分野への革新的技術によるソリューションを
提供するスタートアップ企業・・・Nature Architects（株）

図　DFMで設計された多様な曲面形状のベンチ

出所： Nature Architects（株）より提供
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（株）科学計算総合研究所（東京都千代田区）は2015年から、CAE（Computer Aided Engineering）
と AI を創発的に組み合わせることで製品仕様を満たす最適設計を瞬時に提案できるAutodesign の実現
に向けた研究開発をスタートさせた。
CAEは設計の評価において重要な技術である。物理現象をコンピュータ上でシミュレーションするこ

とにより、試作や実験の回数を削減しながら製品の評価を行うことができ、ものづくりプロセスのコスト
ダウンを実現するための技術として注目されている。例えば、シミュレーション上で力を加えて変形の度
合いをみることで材質の選定に役立てたり、新幹線のレールと車輪の間の摩擦といった実際に観測するこ
とが難しい現象に関する知見を得るためにも活用されている。
一方で、CAEを行うのは人手が掛かり高コストであるため、現状は資本力のある大手企業を中心とし
た導入にとどまっている。CAEの一般的なプロセスは、CAD（Computer Aided Design）と呼ばれ
る製品設計をコンピュータ上で行う技術を用いて作成された製品形状をメッシュと呼ばれる単純形状の集
まりに変換するステップ、行いたい解析や材料などシミュレーションの条件を付与するステップ、実際に
解析を行うステップ、解析結果を解釈して設計にフィードバックするステップなどからなるが、それぞれ
のステップで膨大なコストが掛かっているのが現状である。メッシュを作成するステップでは、このメッ
シュの品質によってCAEの精度が大きく異なってしまうため、メッシュを人手で直す際にも膨大なコス
トが発生している。また、ハイエンドなCAEソフトウェアを使用して複雑なシミュレーションを行う場
合、１回のシミュレーションを行うためにも数日・数百万円のコストが掛かる場合がある。
これらCAEに掛かるコストが最適な設定を行うための障害となっている。設計を修正しながらCAE

で性能を評価するといった設計最適化のためには数百回程度シミュレーションを行うことになるが、１回
のシミュレーションに膨大な時間・人手・コストが掛かっていてはCAEを用いて設計最適化を行うこと
は非常に困難なものとなる。
そこで、同社はCAEを活用した設計フローの効率化を支援している。高品質なメッシュを生成する技

術やシミュレーション技術などの強みを活かしてCAEプロセス全体の自動化を実現する。さらに、高コ
ストなシミュレーションをAI に置き換えるほか、目標とする性能や完成品形状からそれらを実現するた
めの条件をAI で推論することにより設計プロセスの高速化・高効率化を実現する。これらの技術を適用
することによって数日掛かっていたシミュレーションが数秒で完了することになり、ここまでの高速化を
行うことで初めてCAEが設計最適化のためのツールとして有用なものになるのである。
同社ではAutodesign を用いたコンサルティングも実施している。多数の部品からなるような複雑な

製品については、個々の部品のシミュレーションモデルを簡略化して全体の挙動を調査した後にそれを元
の複雑な製品にどう復元するかを考えることによって高効率な最適設計を実現する。
自動運転技術などが重要度を増したことによってこの３～４年で自動車業界がソフトウェアリッチに

なっているため、設計の部門に負荷が掛かっている。この設計負荷をなんとか軽減してリードタイムを短
縮したいという要望は極めて強い。米CADメーカーのオートデスクはそういった自動車メーカーの要望
に対応するべく、ジェネレーティブデザインと呼ばれる、製品の性能を高くするための設計案を生成する
仕組みを提供している。オートデスクに比べた同社の強みは汎用性の高い機械学習の技術を使用している
点である。同社は機械学習を用いることによって高速な最適設計を実現できるため、「硬さ重視」「軽さ重
視」といった条件を入力すれば瞬時に最適な設計を得ることができる。また、汎用性が高い機械学習の技
術を使用しているため、硬さや軽さだけでなく、例えばエンジンの近くに配置するような部品に関しては
「排熱効率重視」といった要件を追加することも可能となる。したがって、計算よりもプロダクトデザイ
ンに設計者のリソースを割くことができる点も強みとなっている。

コラム CAEとAI を活用した設計フローを支援・・・（株）科学計算総合研究所 第
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図　CAEのワークフローが完全自動化された「Autodesign」

出所：（株）科学計算総合研究所より提供
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AASDとは、設計開発に携わるエンジニアの能力をAI によって拡張するためのソフトウェアである。
これまで熟練したエンジニアの経験などに依存していた設計作業のうち間接的な作業をAI によって補助
することで、エンジニアが「モノの形を作る」という本質的な作業に集中できるようになり、設計工程の
生産性を大きく向上させることが期待される。
そもそも設計作業とは、単にモノの形をつくるだけでなく、言葉による非常に抽象度の高い情報（仕様）

を徐々に具体化して設計図に落とし込んだ後、応力変形や構造強度、組立プロセスや加工時の変形の評価、
過去のトラブル事例との照合、規格や規則への適合性確認など、様々な検証プロセスを行う必要がある。
しかし、これらの中には法令や文献検索などあまり本質的でない作業も多く含まれる。また、設計工程に
応じて、CAD、CAE、CAMといった、様々なデジタルツールを使用するが、これらを連携して使いこ
なすためには、単にファイルをそのまま転送するだけではうまくいかずツールに合わせたデータ表現など
の変換作業が必要となり、設計工程の特性を理解した、熟練エンジニアの介在が欠かせない。さらに、熟
練エンジニアが蓄積した経験や知識が、デジタル情報として残っていない、記載ルールや言葉などが統一
化されておらず同様な事例を探す他の分野のエンジニアには読み取れないといった問題もあり、エンジニ
アの高齢化等によってこれらが失われてしまう懸念もある。
AASDでは近年飛躍的な進歩を遂げたAI を、高度な意味理解に基づく工程や分野を横断した検索や推

論エンジンに応用し、設計データの検証作業（デザインレビュー）といったエンジニアの支援システムの
構築を目指す。その実現に当たっては、AI の要素技術開発だけでなく、知識ベースの構築も必要となる。
基盤となるデータの構造化手法や言語整備、またサプライチェーン全体で使うためにデータ流通・保護機
構の開発も重要となる。
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）を中心に研究開発を進めることによっ

て、製造業サプライチェーンの構成企業が全体で使えるようなサービスとなり、ひいては日本の製造業の
競争力強化につながることが期待される。

コラム AI を活用したシステムデザイン
（AASD：AI-Augmented System Design）

図　 従来システム（左）とAASDを適用した
システム（右）の違い

出所： NEDO 技術戦略研究センター（TSC）「AI を活用したシステ
ムデザイン（AASD）技術分野の技術戦略策定に向けて」（2019
年 7月）, TSC Foresight vol.34.
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（５）マテリアルズ・インフォマティクスの波
２．（４）のバーチャル・エンジニアリングは、主
として、自動車産業や電機産業などのディスクリート
系（加工組立系）の製造業における製品設計を念頭に
置いた議論である。しかし、デジタル技術の威力は、
化学産業などのプロセス系の製造業における製品設計
にも及んでいる。
特に注目すべきは、情報科学を活用した研究開発で
ある。このような手法は創薬研究の効率化が求められ
る製薬業界における「バイオインフォマティクス」に
見られるように、研究開発を大きく前に進める可能性
がある。例えば、創薬研究の臨床開発フェーズでは、
ビッグデータ解析を通じて病気の発症や進行に密接に
関係する遺伝子変異や生体分子「バイオマーカー」に
よるターゲットの絞り込みを行うことが有効になる。
そして、近年、同様の研究開発手法を素材分野へ適用
する動きが活発化してきており、AI やビッグデータ
を素材分野に適用する、いわゆる「マテリアルズ・イ
ンフォマティクス」が注目を集めてきている。マテリ
アルズ・インフォマティクスは、もともとアメリカで
始まり、2011年のオバマ政権下で始まったマテリア
ルズ・ゲノム・イニシアチブ（MGI）が端緒と言わ
れている。2012 年には、MGI に取り組む研究者ら
が、日本が発表した電池材料に関する論文情報をもと
にインフォマティクス的な手法を活用して電池材料開
発を行い、日本企業が実験的に見出した結果と同等の
結果を論文発表した。これは、実験をせずにデータ分
析のみで材料を導き出した点で非常に注目を集めた。
その他、欧州、中国、韓国等においても様々な取組が
行われている。
日本においても、2013 年に内閣府主導の戦略的イ

ノベーション創造プログラム（SIP）において始まり、
産学官連携による分野横断的な基礎研究から実用化・

事業化までを見据えて一気通貫で研究開発を行ってい
る。また、2015 年には文部科学省の情報統合型物質
材料開発イニシアチブ（MI2I）において、各種材料
の具体的テーマに取り組むとともに、データ駆動型の
研究手法の開発に取り組み、産官学の研究者や技術者
が研究開発の現場で活用できる情報統合型物質探索・
材料開発システムの構築を行っている。
また、経済産業省においては、2016年からの予算
事業において、有機系の機能性材料の実験やシミュ
レーションによって創出したデータをマテリアルズ・
インフォマティクスと融合し、革新的な機能性材料の
創成・開発を加速させることを目指しており、2019
年４月にはシミュレーターの公開も実施した。
一般に、マテリアルズ・インフォマティクスの活用
には、質の良い多くの技術データが必要と言われてい
る。このような技術データとしては、民間企業が日々
の研究開発活動の一環として独自に蓄積・保有してい
るものも多いが、学術論文や特許文献等の公知情報も
技術データの宝庫であり、協調領域としてデータを整
理することは有効であると考えられる。特に特許情報
の整理は民間企業の関心も高く、文献を技術分野ごと
に整理することも可能であることから、2019 年 12
月より、民間企業や公的研究機関とともに特許情報を
活用するためのデータベースの構築及び持続的な活用
のための仕組み作りの検討を開始した。化学系企業な
ど 20者近い参画者が集まり、検討を進めている点に
おいて、これまでにないマテリアルズ・インフォマティ
クスに関する取組として高い注目を集めている。
このような施策の連携等を通して、世界において高
いシェアを確保してきた機能性材料を始めとする素材
分野において、研究開発現場でマテリアルズ・インフォ
マティクスを活用し、日本がその研究開発力を維持・
強化できるように、必要な基盤構築を支援していく。

102

近年、材料分野等のプロセス型の製造業においてデジタルトランスフォーメーションやデータサイエン
スが進展する中、素材メーカーである三菱ケミカル（株）は、マテリアルズ・インフォマティクス（以下、
MI）の研究開発を推進している。
MI の研究では、高度なシミュレーション等を用いた新規物質探索に向け、複合領域における横断的な

研究開発が必要となるため、多種多様な企業や研究機関との協業やオープンイノベーションを加速させて
いる。
例えば、2019 年 10 月には、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 統計数理研究所と共同

研究部門として、「ISM-MCCフロンティア材料設計研究拠点」を設置し、新たなMI 分野における基盤
技術の構築を目指している。同研究部門には、親会社である（株）三菱ケミカルホールディングスのデジ
タルトランスフォーメーションを推進する先端技術・事業開発室のデータサイエンティストも参加してお
り、グループ一体となり研究開発を推進する体制となっている。
従来のデータ科学に基づく物質探索では、既存の入力データの範囲で探索をするのに対し、計算化学で

は、これまでにはない革新的な新物質の予測等が可能となるため、両者を高度に融合することで新たな
MI の基盤技術を構築することが可能となる。今後、これらの研究で構築・蓄積したアルゴリズムを用い
ることで、これまでにない材料研究のフロンティアの開拓を図ろうとしている。

このような中、MI を用いた素材メーカーの材料開発を支援するサービスも現れており、大企業に加え、
スタートアップ企業も参入している。
例えば、（株）日立製作所は、2017年からAI を活用したマテリアルズ・インフォマティクスに基づき、

素材メーカーにおける新材料開発の期間やコスト削減を支援する「材料開発ソリューション」を提供して
いる。
同社が蓄積した実験・シミュレーション結果等の膨大な材料データを分析し、材料特性の変化を予測す

ることで、実験回数の低減につなげることが可能となる。また、材料開発者のクラウド上での画像化や分
析、素材メーカーから預かった材料データの分析代行、研究者間での分析結果の共有等により、材料開発
の効率化を図っている。2019 年 10月には、アルミニウム総合メーカーである（株）UACJ とMI を活
用した高機能アルミニウムの効率的な研究開発に向けた協創を開始するなど、材料開発の効率化や新材料
開発に資するオープンイノベーション環境を整備している。

コラム マテリアルズ・インフォマティクスによるイノベーションの進展

図１　 データ科学と計算化学の融合による
物質探索（イメージ）

出所： 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 統計
数理研究所、三菱ケミカル（株）より提供
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また、MI分野のスタートアップとして、MI-６（株）（東京都港区）が2017年に設立されている。同社は、
ITを活用した材料開発の研究・開発、コンサルティング、ソフトウェアの開発・提供等を手がけている。
特に、ハンズオンでのデータ解析サービスでは、専業で培った技術やノウハウだけでなく、大学の教員か
らなる同社の技術顧問の専門知識も組み合わせた、顧客の研究開発テーマに個別カスタマイズした解析を
提供している。
近年、大学・研究機関との連携も強化しており、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「次
世代ロボット中核技術開発／次世代人工知能技術分野」のプロジェクトに採択され、「MI による材料探索
に関する調査研究」の成果により、優れたAI ベンチャー企業として高く評価されている。

製造現場における５G等の無線技術の活用３

（１）５Gとローカル５Gの動向
５Gとは、ITU（国際電気通信連合：International
Telecommunication Union）注18 が国際標準化を、
３GPP（３rd Generation Partnership Project）注19

が標準仕様策定をそれぞれ進める「第５世代移動通
信システム」であり、「超高速通信」、「超低遅延通
信」、「多数同時接続」を実現することがその特徴で
ある。具体的には、最高伝送速度 10 Gbps（LTE
の 100 倍、４Gの 10 倍）、接続機器数 100 万台 /
km²（LTE の 100 倍、４Gの 10 倍）、超低遅延１

ms（LTE、４Gの 10 分の１）が５Gの主な要求条
件として挙げられている注20。３GPP において５G
の仕様は「Release15」にて基本機能が策定され、
「Release16」以降順次機能が拡充される予定であ
る（図 133-１）。
既に消費者向け市場については、米国や中国、韓国
を始めとした諸外国においてスマートフォン向けの５
Gサービスが開始されており、日本においても 2020
年３月に、NTT、KDDI、ソフトバンクの３社がサー
ビスを開始した。楽天においても、2020年以降にサー
ビスが開始される予定である。

注18  ITU-R（ITU Radiocommunication Sector）ではIMT-Advancedの検討以降、「第＊世代携帯電話」という名称の利用を避けているが、
2015 年 10月に ITUにおける IMT-Advanced の後継・発展システムの名称が「IMT-2020」となることが決定された。現実には、
IMT-2020 無線インターフェイスの標準化は、５Gの国際標準化を念頭に置いた作業となっている。総務省 情報通信審議会　情報通
信技術分科会（第 135回）資料より引用。

注 19  ３G、４G等の移動通信システムの仕様を検討し、標準化することを目的とした日米欧中韓の標準化団体によるプロジェクト。総務省
情報通信審議会　情報通信技術分科会（第 135回）資料より引用。

注 20 総務省 情報通信審議会　情報通信技術分科会（第 135回）資料より引用。

図２　MI を用いた「材料開発ソリューション」

出所：（株）日立製作所より提供
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ローカル５Gは、地域のニーズや多様な産業分野
の個別ニーズに応じて、様々な主体が柔軟に構築・利
用可能な第５世代移動通信システム注21 である。従来
の移動通信システムはキャリア事業者を中心に公衆網
として構築されてきたが、５Gでは公衆網としての
サービスに加え、ユーザーが電波免許を取得したエリ
アでの独自の運用が可能となる。ローカル５Gのユー
スケースとして、医療機関や製造現場、スタジアム等、
多様な場面での活用が想定されている。
日本においては、免許帯である 4.6-4.8GHz 及び
28.2-29.1GHz の周波数帯がローカル５Gの候補帯
域として想定されており、先行して制度整備が行われ
た 28.2-28.3GHz の 100MHz 幅については、2019
年 12 月より総務省への免許申請が開始された。
28.2-28.3GHz 以外の帯域についても、引き続き制
度整備が進められる予定である。

（２）製造現場における５Gの活用の期待
製造現場における５Gの活用を考える上では、通

信システムの高度化の観点と、ローカル５G等によ
る無線技術の活用の２つの観点から、その可能性を捉
える必要がある。前者については、５Gの実装は工
場内等の閉域網やインターネットへとつながる通信シ
ステムを高度化することから、例えば、新たなアプリ
ケーションの開発を通じたエッジコンピューティング
やクラウドコンピューティングの活用拡大による生産
性向上が期待される。
ローカル５G等による無線技術の活用の観点から

は、現場の作業支援が期待されており、例えば、産業
機械のリアルタイムでの遠隔操作や遠隔からの保守点

検、多くの無人搬送車の活用は、人手不足に直面する
製造現場を支援するものとして期待がされている。ま
た、工場における無線化が進むことで産業機械のワイ
ヤレス化が実現すれば、レイアウト変更に伴う配線コ
ストが軽減されるため、より柔軟な製造ラインの構築
が可能となると考えられる。
以上のように５Gによって製造現場における新た

な可能性が期待される一方で、ユーザーである製造現
場としては、４Gや無線 LAN等の無線技術の活用も
視野に入れつつ、ユースケースとコストに応じて、ど
のような無線技術を活用するか検討する必要がある。

（３） 製造現場におけるローカル５G等の無線技術
の活用に向けた課題

工場においてローカル５G等の無線技術を最大限
活用するためには、製造システム特有の通信要件への
対応や、通信障害の克服等が大きな課題となる。例え
ば、無線 LAN等が使う免許不要帯においては、既に
製造現場において複数の IoT 機器が導入されつつあ
り、このような機器が発する電波が同じ周波数を利用
する場合、互いに干渉し合うことで通信障害が生じ、
その可能性を最大限引き出すことができなくなる可能
性がある。
このようなことから、国立研究開発法人情報通信研
究機構（NICT：National Institute of Information
and Communications Technology）では、「Flexible
Factory Project」を通じて、多種多様な無線機器や
設備をつなぎ、安定して動作させるためのシステム
構成である SRF（Smart Resource Flow）無線プ
ラットフォームの研究開発を実施しており、非営利の

注21 総務省 情報通信審議会　情報通信技術分科会（第 143回）資料より引用。

出所：３GPP「Release 17 package for RAN Outcome from RAN#86」

図 133-１　３GPPによる５Gの標準化スケジュール
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任意団体であるフレキシブルファクトリパートナー
アライアンス（FFPA：Flexible Factory Partner
Alliance）の活動を通じて、標準化活動が推進され
ている。
この他、通信干渉を回避し、無線技術を最大限活用
するためには、「どの周波数帯域」を「どのような経路・
回線」で、「いつ・どのように活用するか」という無
線通信ネットワークの設計・運用や、「無線通信がど
のように使われているか」を現場の管理者が把握する
ことが重要となる。このため、ローカル５Gに限らず、
多種多様な無線技術が今後益々製造現場に導入される
場合、このようなノウハウの有無が企業の競争力に影

響を及ぼすことが想定される。

（４）５G等の無線技術に対する国内製造業の認識
以上で確認したように、企業の競争領域として開発
が進められている新たな無線技術に対して、国内製造
業がどのように認識しているかを確認したところ、過
半数は５G等の次世代通信技術に「関心がある」と
回答したものの（図 133-２）、「関心が無い」層にそ
の理由を尋ねると「自社には関係が無い」「ビジネス
へのインパクトがわからない」と考えていることが分
かった（図 133-３）。

一方で、工場の無線化に対しては、「すでに一部
導入している」割合が 27.7％に上り、さらに、全体
の約４分の３が何らかの関心があると回答した（図
133-４）。従業員規模別に分析すると、規模が大きく
なればなるほど工場の無線化に積極的で、従業員数
1,000 人以上の大企業では過半数がすでに一部導入

している（図 133-５）。
工場の無線化を始めとする無線技術の活用に伴う課
題や不安としては、「セキュリティの確保」や「初期
コストの不透明感」が上位に挙がる結果となった（図
133-６）。

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 133-２　次世代通信技術への関心
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11.9%
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40.7%
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32.1%
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15.4%

(n=3,066)

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 133-３　次世代通信技術に関心がない理由
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(n=1,386)

資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 133-４　工場内の無線化への関心・導入の状況
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 133-５　 従業員規模別に見た工場内の無線化への
関心・導入の状況
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資料： 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）「我が国ものづくり産業
の課題と対応の方向性に関する調査」（2019年 12月）

図 133-６　 工場の無線化を始めとする次世代通信
技術の活用に伴う課題や不安

52.5

42.3

38.7

31.1

23.6

17.4

11.7

7.0

2.4

1.7

0.9

18.8

2.3

0 10 20 30 40 50 60（%）

セキュリティの確保

初期コストの不透明感

ランニングコストの不透明感

遅延や遮断等の通信の信頼性

初期コストの割高感

ランニングコストの割高感

周辺機器の調達の難しさ

許認可手続き
産業利用に際しての
国際規格の設定

標準必須特許をめぐる問題

有線の刷新をしたばかり

特にない

その他

（n=3,033）

第
３
節

製
造
業
の
企
業
変
革
力
を
強
化
す
る
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（D

X

）の
推
進

我が国ものづくり産業が直面する課題と展望　　第１章

107設置趣旨（資料）ー120



 製造業のデジタルトランスフォーメーションに求められる人材４

我が国製造業における人手不足状況は年々深刻化し
ており、ますます大きな課題となっている。過去のも
のづくり白書においても、度々同問題に触れ、デジタ
ル化を通じた解決を模索してきた。ここでは、本節で
論じてきたデジタルトランスフォーメーションを実現
するために必要となる人材について、更に分析を深め
る。

（１） 製造業のデジタル化に必要な人材とその確保
状況

①我が国製造業における人材確保の状況

はじめに、我が国製造業における人材確保状況を概
観する。本章第１節で確認したとおり、2020年３月
時点での完全失業率は引き続き３％を下回る低水準で
推移しており、低下傾向が続いている。一方、有効
求人倍率は 2018 年４月から 2019 年６月までの間
1.6 倍を超える高水準が続いてきたが、その後は低下
傾向となっており、2009年以降回復が続いていた有
効求人倍率に変調が見られる結果となった（前掲：図
111-19）。製造業の従業員不足感は、2014年以降「過
剰」と答える割合を「不足」と答える割合が上回り、
マイナスが続いているものの、2019年第１四半期か
ら 2020 年第１四半期にかけては、大企業、中小企
業共にマイナス幅が縮小傾向である。（図 134-１）。

②デジタル化に必要な人材
アンケートにおいて工程設計力が低下した理由
を尋ねると、79.4％が「ベテラン技術者の減少」、
19.1％が「間接部門の人員削減」と回答しており、
ベテラン技能者の退職や人材不足は、エンジニアリン
グチェーンにも深刻な影響を与えていることが分か
る（前掲：図 132-８）。一方、工程設計力が向上し
た理由を確認すると、「生産技術、製造、調達といっ
た他部門との連携強化（79.2％）」「営業、アフター
サービスなどから顧客ニーズのフィードバックを強化

（26.5％）」「デジタル人材の育成、確保（22.5％）」
が上位に挙がっており、デジタル人材の活躍による部
門間連携がエンジニアリングチェーンの強化に有効で
あることが示唆される（前掲：図 132-７）。
一方で、デジタル人材の供給は十分に進んでいな
い。「IT 人材白書 2019（独立行政法人情報処理推進
機構）」の中で IT企業やユーザー企業に対して行われ
たアンケートによれば、特に IT 人材の「量」の不足
感が強まっている状況が確認できる（図 134-２）。
デジタル技術を理解している IT 人材の質・量両面で

資料：日本銀行「短観」

図 134-１　製造業における従業員の不足感（規模別DI）
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の供給不足は、デジタル化によるエンジニアリング チェーンの強化に向けた課題の一つである。

③システム思考の強化
エンジニアリングチェーンを強化するためには、各

部門の個別最適ではなく全体最適を考慮してビジネス
全体を俯瞰する能力も重要となるが、この能力は「シ
ステム思考」と呼ばれている。システム思考は「シス
テムズエンジニアリング（システム工学）」として体
系化されており、複数の専門分野にまたがる事象を統
合し、統合された事象全体としてのシステムを成功さ
せるために必要となるアプローチと手段を構築する力
を指す。米国において汎用化されたもので、軍事産業、
航空・宇宙産業などの隆盛に伴って大規模システムを
設計し、運用するために必要不可欠な教育として同国
で発展してきたとされる。
我が国における製造業のデジタル化は個別最適に陥

ることが多く、システム思考を強化することが重要で
あると過去のものづくり白書においても繰り返し述べ
られてきた注23。このようなシステム思考は、米国に
おいて体系化されたものであるが、その一方で、シス
テム思考は、「チームでの協働（協創）注24」という点
において、日本的手法とされる「ワイガヤ」や「スリ
アワセ」と共通するという指摘もある注25。
しかし、２.（２）において指摘したように、我が

国製造業における部門間の連携は必ずしも十分とはい
えない状況にあり、システム思考に必要な「チームで

の協働（協創）」の妨げとなっている。したがって、
部門間を越えたデータ連携を進め、バーチャル・エン
ジニアリング環境を整備することは、「ワイガヤ」や「ス
リアワセ」といった「チームでの協働（協創）」を復活・
発展させ、我が国製造業におけるシステム思考の導入
を容易にするものと考えられる。
なお、システム思考は、現在、国内では慶応大学大
学院システムデザイン・マネジメント研究科などを中
心に講座提供されており、多くの卒業生が輩出されて
いる。部門間のデータ連携やバーチャル・エンジニア
リング環境の整備と平行して、このようなシステム思
考のできる人材を育成することで、エンジニアリング
チェーンを強化していくことが重要であろう。

（２）数学―製造業のデジタル化に必須の知識
今後、製造業においてデジタルトランスフォーメー
ションが進み、IoT、AI 等のデジタル技術が活用され
るようになっていくに従って、これまで以上に必要性
と重要性が増してくると思われる人材は、数学注26 の
知識や能力を有する人材である。
例えば、数学の能力は、デジタル化した製造業に不

可欠なデータ分析、モデリング、シミュレーションに
おいて大いに発揮される。特にAI と人間との協調・
協働においては、数学がAI の制御を始め、学習デー

注23 2017 年版、2018年版
注 24  慶応 SDMのイノベーション教育 白坂氏提出資料（１）（文部科学省人材委員会（第 62回 2013 年 9月 4日）配付資料）https://

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/siryo/attach/1340846.htm
注 25 内田孝尚「イノベーションと思考共通」（一般社団法人日本機械学会 2017年度年次大会講演論文集 [2017.9.3-6,（さいたま）]）
注 26  ここでいう「数学」は、純粋数学、応用数学、統計学、確率論、さらには数学的な表現を必要とする量子論、素粒子物理学、宇宙物理

学なども含む広範な概念であり、文部科学省・経済産業省「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」報告書「数理資本主義
の時代 - 数学パワーが世界を変える」（2019 年３月 26日）における「数学」の定義や、文部科学省科学技術政策研究所科学技術動向
研究センター報告書「忘れられた科学－数学」（2006年５月）における「数学研究」の定義をほぼ踏襲している。

資料：独立行政法人情報処理推進機構「IT人材白書 2019」より経済産業省作成
備考：無回答を除く

図 134-２　IT 人材の「量」と「質」に対する過不足感
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タや推定結果の信頼性を高めるために必ず必要とな
る。さらに、AI 自体に画期的な技術革新を起こすと
もなれば、高度な現代数学の能力が決定的に重要にな
るであろう。AI 以外にも、VR、AR、マテリアルズ・
インフォマティクス、量子暗号や量子コンピュータ
等、製造業に大きなインパクトをもたらすと予想され
るデジタル技術革新の多くが、高度な数学の能力を要
するものである。
また、数学は「モノや構造を支配する原理」を見出
すための普遍的かつ強力なツールであり、数学の力に
よって、将来の変化が起こる前の予兆の検出、予測の
精緻化、ビッグデータを重要な部分にのみ着目して活
用することなどが可能となる注27。この数学の能力は、
ダイナミック・ケイパビリティの要素の一つである「感
知」を格段に強化するものであろう。
加えて、（１）において述べたように、今後は、全
体最適を考慮してビジネス全体を俯瞰するシステム思
考が重要性を増してくる。言い換えれば、具体的な課
題を抽象化・一般化することによって俯瞰し、統合的
に解決する能力が以前にも増して求められることにな
るが、その抽象化・一般化において、数学的な思考は
大きな力を発揮する。
さらに、数学は、ライフサイエンス、ナノテクノロ
ジー、環境科学、材料科学、物理学、化学、金融工学、
経済学、社会学など様々な分野の科学技術の基盤とな
るため、数学の進歩は各分野の発展をもたらすほか、
数学を軸とすることで異なる分野の課題を共通化し、
分野融合的な技術開発が可能となる注28。ダイナミッ
ク・ケイパビリティ論に従っていうならば、数学は、
異なる分野の知識を融合させて新たな価値を生み出す
「共特化」を可能にするものである。
このように、製造業のデジタル化を進め、そのダイ
ナミック・ケイパビリティを強化する上で、数学の知
識や能力を有する人材が非常に重要になると考えられ
る。
そこで、我が国における数学の水準について見てみ
ると、数学研究についていえば、若い数学者の優れた
業績を顕彰するフィールズ賞の受賞者数（３名）では、
我が国は、世界第５位である。また、2006年に伊藤
清（京都大学名誉教授）が、ガウス賞（社会の技術的
発展と日常生活に対して優れた数学的貢献をした研究
者に贈られる賞）の第１回受賞者となっており、さら
に、2018年には柏原正樹（京都大学名誉教授）が、
チャーン賞（生涯にわたる群を抜く業績を上げた数学
者に贈られる賞）の第３回受賞者となっている。そし

て、これらの賞を授与する国際数学連合（IMU）の
総裁を 2018 年まで４年間務めたのが、フィールズ
賞受賞者でもある森重文（京都大学高等研究院長）で
ある。このようなことから、我が国における数学の研
究能力の水準は、他国に引けをとるものではないとい
える。また、義務教育終了段階（15歳児）の生徒が
知識・技能をどの程度活用できるかを評価した「経済
協力開発機構（OECD）」の調査（PISA）によると、
我が国の科学的リテラシーや数学的リテラシーは、国
際的に見ても上位にあり、高いポテンシャルを持つこ
とが分かる。さらに、高校生等が参加する「国際数学
オリンピック」や「国際情報オリンピック」では、例
年メダリストを輩出し、国際順位も上位にある注29。
なお、経済産業省が実施した「産業振興に寄与する
理工系人材の需給実態等調査」では、2017年度採用
予定人数と2019年度の採用希望人数を比較すると、
全体的にはマイナス 7.7％と採用希望人数が減少して
いる中で、人工知能（プラス 125.0％）やwebコン
ピューティング（84.7％）に加えて、統計・オペレー
ションズ・リサーチ（プラス 90.9％）や数学（プラ
ス 69.2％）の割合が増加しており、我が国の企業が
理数系人材の獲得に動いていることが明らかとなって
いる注30。
しかし、製造業において数学の知識や能力を有する
人材を活用する上では、課題もある。その一つは、我
が国の若手数学者のうち、民間企業に進む者が比較的
少ないということである。
図 134-３・４・５のとおり、我が国において、数
学の博士後期課程を修了した者の進路状況について
は、修了後に高等教育機関に進むものが多く、民間企
業等に進む者は 2013 年から 2016 年にかけて増加
しているが、全体の 12％程度となっている。
一方で、「American Mathematical Society」の
調べによると、アメリカの PhD（数理科学）修了者
数は、ここ数年増加傾向にあり、なかでも産業界へ進
む者が年々増え、2016 年には全体の約 30％となっ
ている（図 134- ６）。アメリカの動向で注目すべき
は、PhD修了者の数が日本の 10倍以上である上に、
産業界へ進む PhD修了者が増えている一方で、学術
界に進む PhD修了者は必ずしも減っているわけでは
ないという点である。
今後、我が国においても、若手数学者が、学術界の
みならず製造業においても活躍できる機会が拡大する
ことが望ましい。

注27 「忘れられた科学－数学」p.107
注 28 「忘れられた科学－数学」p.106-7
注 29 「数理資本主義の時代 -数学パワーが世界を変える」、p16-7
注 30 平成 29年度産業技術調査事業（産業振興に寄与する理工系人材の需給実態等調査）
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る経験や技能をブラッシュアップし続けるということである。これはアメリカだけでなく日本でも同じこ
とが言える。土台だけでなく新しい技術や環境に対応するために努力し続けること、地域のニーズを継続
して掘り起こし続けること。新しいものづくりの形がそこにある。

ものづくり現場を取り巻く環境変化と 
ものづくり人材の確保２

ものづくり現場を取り巻く不確実性が増す中で、環
境変化による経営課題を、各ものづくり企業がどのよ
うに認識し、人材育成の方向性をどのように考えてい
るのか、JILPT「デジタル技術の進展に対応したもの
づくり人材の確保・育成に関する調査」から考察する。

（１）ものづくり現場が直面している経営課題
ものづくり企業が直面している経営課題をみると、

大企業では「価格競争の激化」（43.0%）と回答した
企業割合が最も高く、次いで「人手不足」（41.9%）、
「人材育成・能力開発が進まない」（40.9%）が続
く。中小企業では、「人材育成・能力開発が進まない」
（42.8%）と回答した企業割合が最も高く、「人手不
足」（42.2%）、「原材料費や経費の増大」（32.1%）
と続いており、企業規模に関わらず、人材育成・能力
開発にも課題を感じているものづくり企業が多い状況
がうかがえる（図 221-１）。

人材育成・能力開発への取組は、労働生産性にも良
い影響がみられる。自社の労働生産性が３年前と比較
して「向上した」と回答した企業の割合は、人材育
成・能力開発がうまくいっていると認識している企業
（56.8%）が、人材育成・能力開発がうまくいって
いないと回答した企業（42.2%）を大きく上回って

いる。一方、自社の労働生産性が３年前と比較して
「変わらない」、「低下した」と回答企業した企業は人
材育成・能力開発がうまくいっていないと回答した企
業が、人材育成・能力開発がうまくいっていると認識
している企業を上回る（図 221-２）。

図221-１　ものづくり企業の経営課題（企業規模別）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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事業環境・市場環境の状況認識をみると、「より
顧客のニーズに対応した製品が求められている」
（72.9%）、「製品の品質をめぐる競争が激しくなっ
ている」（64.6%）、「原材料コストやエネルギーコス
トが大きくなっている」（61.0%）、「国際経済の先行
きが不透明になっている」（57.0%）といった経営課
題に直結する、厳しい認識に基づいた回答が多数を占
め、「同業他社の廃業が増えている」（27.6%）、「製
品のライフサイクルが短くなっている」（22.7%）を

大きく上回っている。（図 221-３）（図 221-４）
企業規模別では、「技術革新のスピードが速まって
いる」、「海外との競争の激しさが増している」と回答
した企業は、大企業が中小企業よりも高く、「税や社
会保険料負担の経営への影響が大きくなっている」、
「同業他社の廃業が増えている」と回答した企業は、
中小企業が大企業よりも高くなっており、それぞれ
20％程度の差がある。

図221-２　人材育成・能力開発の取組と３年前と比較した自社の労働生産性

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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図 221-３　事業環境・市場環境の状況認識
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また、これらを業種別にみると、プラスチック製品
製造業で「品質」、「原材料・エネルギーコスト」、「税・
社会保険料」、鉄鋼業で「同業他社の廃業」、「市場規
模縮小」、生産用機械器具製造業で「国際経済の不透
明さ」、「短納期」、電子部品・デバイス・電子回路製

造業で「値下げ圧力」、情報通信機械器具製造業で「技
術革新」、「製品のライフサイクル短期化」、「差別的・
独創的」、「顧客ニーズ」、輸送用機械器具製造業で、「海
外」の回答率がそれぞれ高い等、各業種の動向を反映
した際も認められる（図 221-５）。

図221-５　事業環境・市場環境の状況認識（業種別）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

図 221-４　事業環境・市場環境の状況認識（企業規模別）
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一方、自社の「強み」の認識については、「柔軟に
顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など）」
（47.8%）が最も多く、次いで「高度な熟練技能を持っ
ている」（31.3%）、「優良企業の下請企業の主力となっ
ている」（28.9%）、「極めて短い納期に対応できる」

（19.5%）の順となり、事業環境認識にほぼ合致し
た強みを持っていると自己評価する企業が相当数に上
ること、各課題対応共通の基盤となる「現場の高技能」
を多数の企業が強みとして意識していることが認めら
れる（図 221-６）。

さらに競争力を高めるためのこれまでの取組として
は、「改善の積み重ねによるコストの削減」（60.4%）、
「単品、小ロットへの対応」（46.6%）、「従来の製品
やサービスに付加価値を付与した製品やサービスの提
供」（42.9%）、「改善の積み重ねによる納期の短縮」
（42.6%）とつづき、売上向上に寄与する取組につ
いて回答した企業割合が 81.0%であり、高付加価値
の取組に関する回答は 69.8％となっている。一方、
今後さらに競争に勝ち抜いていくために重要となる取
組としては、「改善の積み重ねによるコストの削減」
（57.6%）、「営業力の強化」（51.5%）、「従来の製

品やサービスに付加価値を付与した製品やサービス
の提供」（42.3%）、「優良企業からの受注の獲得・拡
大」（37.8%）と続いており、それぞれの回答を大
別すると、売上向上に繋がる取組を重視する回答の
81.5%に、高付加価値の取組に関する回答が 79.2%
と迫る（図 221-７）。
また、「製造・生産等への ICTなどデジタル技術の
積極的な活用」、「これまでにない革新的な技術の開
発」は、今後より重要と思われる取組の方が、今まで
行ってきた取組よりもそれぞれ 26.3 ポイント、16.2
ポイント高くなっている。

図221-６　自社の強みの認識複数回答（複数回答）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

11.5 

1.1 

4.1 

1.1 

2.9 

3.1 

4.8 

5.1 

5.3 

5.8 

5.9 

7.7 

8.0 

13.7 

14.1 

18.6 

19.3 

19.5 

28.9 

31.3 

47.8 

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

特に強みはない

商品企画を重視し生産はできるだけ外注している

優秀な外注先企業群を育成している

先行製品と同等品をより安価で提供できる

海外に工場の積極的な展開を行っている

海外のメーカー向けに機械や部品を供給している

ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている

大企業の外注化で受注が伸びている

研究開発部門の技術力が極めて高い

複数の技術・製品で特許を取得している

近隣の複数の企業と緊密に連携している

国際的な規格に沿った製品を生産している

高額な設備に投資を続けている

他社の参入が難しい製品・サービスを提供している

狭い市場で高いシェアを誇っている

極めて短い納期に対応できる

優良企業の下請企業の主力となっている

高度な熟練技能を持っている

柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など）

（％）

第
１
節

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
進
展
と
も
の
づ
く
り
人
材
育
成
の
方
向
性

ものづくり人材の確保と育成　　第２章

141

図 221-７　競争力を高める取組
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主要製品の製造に当たり重要となる作業について具
体的な内容を問うと、「測定・検査」（37.6%）が最
も多く、次いで「切削」（35.2%）、「機械組立・仕上
げ」（33.1%）、「製罐・溶接・板金」（29.8%）となっ
ている（図 221-８）。今後の見込みとしても、いず
れの技能も「機械に代替される」、「工程自体がなくな
る」、「海外調達に変わる」といった見通しはごく少数
で、過半が「今までどおり熟練技能が必要」としてい
る（図 221-８）。
しかし、今後も必要となる熟練技能に関しては、課

題を感じている企業も多い。2007年から、団塊の世
代（1947 年から 1949 年生れの世代）が 60歳の定
年を迎え、これまで養ってきた技能や技術をどのよう
に継承していくか等の問題は「2007年問題」と呼ば
れ、ものづくり産業において注目された。厚生労働省
の能力開発基本調査によると、2007年調査時には、
製造業の事業所の過半数が「技能継承に問題がある」
としていたが、2016年調査時にはそれを上回るよう
になってきている。

また、主要製品の製造に当たり となっている具
体的な技能を問うと、技能系正社員では「生産工程
を改善する知識・技能」（57.0%）が最も多く、次い
で「多工程を処理する技能」（50.0%）、「品質管理
や検査・試験の知識・技能」（49.6%）となってお
り、この傾向は５年後の見通しと概ね一致する（図
221-９）。また、技術系正社員では「工程管理に関
する知識」（48.4%）、「複数の技術に関する幅広い知
識」（44.2%）、「生産の最適化のための生産技術」
（43.4%）となっているが、５年後の見通しでは「複

数の技術に関する幅広い知識」（49.3%）、「生産の最
適化のための生産技術」（46.3%）、「設計・開発能力」
（44.0%）となっている。技能系正社員、技術系正
社員いずれにおいても、それぞれ「ICTなどのデジタ
ル技術を組み込んだ設備・機器等を利用する知識」、
「ICT などのデジタル技術をものづくり現場等へ導
入・活用していく能力」について、５年後の見通しが
現在の認識の約３倍となっており、ものづくり企業が
今後重要となってくる能力であると認識している様子
がうかがえる（図 221-10）。

図 221-８　主力製品の製造に当たって重要となる作業と５年後の見通し

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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図 221-９　主力製品の製造にあたり となる技能（技能系正社員）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
注：ここで言う技能系正社員とは、現在、ものの製造に直接携わる方。
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図 221-10　主力製品の製造にあたり となる技能（技術系正社員）
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（２）人材確保の状況とその対応策
ものづくり企業の大きな経営課題の一つとして人
手不足がある。ものづくり人材の過不足状況につい
て、前年調査と比較すると、「不足」、「やや不足」と
回答した企業の合計は大企業、中小企業ともにやや
減少しているものの、いずれも約７割の企業が人手
不足となっており、人材確保が大きな課題として顕

在化し、深刻な課題となっていることがうかがえる
（図 222-１）。もっとも、新型コロナウイルス感染
症の影響による解雇・雇止めや雇用調整の可能性があ
るとする事業所もみられることから、ものづくり企業
の課題認識については、今後よく注視していく必要が
ある。

そうした中、企業が特に重点的に採用したいものづ
くり人材のタイプとしては、「生産工程全般を担当で
き、試作・開発・設計に参加できる人」が 51.5%、「多

くの機械を受け持つ「多台持ち」や複数の工程を担当
できる「多工程持ち」」が 45.1%と続く（図 222-２）。

図222-１　ものづくり人材の過不足状況

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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また、このような人手不足を解消する手段として
行っている取組を企業規模別でみると、中小企業で
は「中途採用の強化」（48.4%）、「定年後再雇用者な
ど高齢者の活用」（45.3%）と続き、大企業では「新
卒採用」（70.6%）、「働きやすい職場環境の整備」
（53.5%）と続いており、企業規模における取組の
差を確認すると、「賃金や労働条件の引き上げ」は中

小企業が大企業と比較して 8.3 ポイント高く、「新卒
採用の強化」は大企業が中小企業と比較して 31.4 ポ
イント高くなっている。中小企業は中途採用により、
即戦力となる人材の確保を強化する一方で、大企業は
新卒採用により、中期的に人材確保を図る動きがみら
れる（図 222-３）。

図222-３　ものづくり人材の確保などの人手不足解消策（企業規模別）
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が高く、扱いやすい安価なツールも数多く存在してお
り、そうしたツールを積極的に活用することが期待さ
れる。

（１） デジタル技術の活用の状況とものづくり現場
への影響

まず、ものづくりの工程・活動におけるデジタ
ル技術の活用状況を確認する。「すでに活用してい
る」と回答した企業は 49.3% であり、「未活用」と
回答した企業は 46.4% であった。デジタル技術を
活用している企業割合を規模別にみると、中小企業
では 48.5%、大企業では 60.8% となっており、大
企業の方がデジタル技術を活用している割合が高い
（図 231-１）。
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さらに、企業規模別に、ものづくりのどの工程にお
いてデジタル技術が活用されているかを確認すると、
大企業では「製造」（35.1%）、「生産管理」（31.3%）、
「受・発注管理」（30.6%）、「開発・設計」（27.5%）
の順に高く、中小企業では「受・発注管理」（27.0%）、
「生産管理」（24.0%）、「取引先とのネットワーク
化」（22.2%）、「製造」（21.6%）となっており、企

業規模による取組の差は「製造」が 13.5 ポイント、
「設備間のネットワーク化」が 13.1 ポイント、それ
ぞれ大企業の方が高い。また、業種別では、いずれの
業種においてもデジタル技術を活用している企業割
合は５割程度となっており、大きな差はみられない
（図 231-２）（図 231-３）。

図231-１　ものづくりの工程・活動におけるデジタル技術の活用状況

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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図 231-２　ものづくりの工程・活動におけるデジタル技術の活用状況（企業規模別、工程・活動別）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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図 231-３　ものづくりの工程・活動におけるデジタル技術の活用状況（業種別）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

56.0 

54.6 

52.6 

51.8 

50.0 

48.4 

47.9 

47.9 

47.3 

45.0 

44.1 

18.0 

16.0 

24.9 

22.8 

24.8 

25.6 

23.1 

24.7 

25.0 

25.6 

26.0 

24.0 

26.4 

18.6 

20.9 

21.1 

21.9 

25.4 

22.1 

22.9 

28.0 

23.2 

2.0 

3.1 

4.0 

4.5 

4.1 

4.1 

3.6 

5.4 

4.8 

1.4 

6.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

情報通信機械器具製造業

非鉄金属製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

輸送用機械器具製造業

金属製品製造業

電気機械器具製造業

鉄鋼業

生産用機械器具製造業

プラスチック製品製造業

はん用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

（％）

無回答活用していないし、活用する予定もない、該当する工程・活動がない活用を検討中すでに活用している

図 231-４　デジタル技術の活用理由（複数回答）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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（％）

（n=3,209）

デジタル技術の活用理由を問うと、「人の作業負担
の軽減」（58.8%）が最も高く、次いで「生産態勢の

安定」（52.1%）、「労働時間の短縮」（46.5%）と続
いている（図 231-４）。
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デジタル技術を活用したことによる、ものづくり人
材の配置や異動における変化については、「そのまま
の人員配置で、業務効率が上がったり、成果が拡大
した」（47.9%）と回答した企業が 47.9% と最も高

く、次に続く「影響は特になかった」（26.2%）、「既
存の分野・製品に人員を振り向けることができた」
（14.5%）を大きく上回っている（図 231-５）。

デジタル技術の活用と労働生産性の関係をみると、
自社の労働生産性が３年前と比較して「向上した」
と回答した企業の割合は、デジタル技術活用企業
（56.8%）が、デジタル技術未活用企業（42.2%）

を 14.6 ポイント上回っている。一方、自社の労働生
産性が３年前と比較して「変わらない」、「低下した」
と回答企業した企業はデジタル技術未活用企業が、デ
ジタル技術活用企業を上回る（図 231-７）。

また、デジタル技術の活用と人材の定着状況をみる
と、ものづくり人材の定着状況が「よい」と回答した
企業は、デジタル技術を活用している企業（41.4%）
が、デジタル未活用企業（31.8%）を 9.6 ポイント

上回っている。「同じ程度」「悪い」と回答した企業は、
デジタル技術未活用企業がデジタル技術活用企業を上
回っている（図 231-８）。

図231-６　デジタル技術を活用したことによるものづくり人材の配置や異動における変化（複数回答）

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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（％）

図 231-７　デジタル技術の活用と３年前と比較した自社の労働生産性

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

56.8 

28.1 

14.9 

0.2 

42.2 

41.3 

16.3 

0.2 

0 20 40 60 80 100

向上した

変わらない

低下した

無回答

（％）

（n=4,364）

デジタル技術活用企業
デジタル技術未活用企業

図 231-８　デジタル技術の活用と人材の定着状況

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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（２） デジタル技術の活用において先導的な役割を
果たす人材

デジタル技術の活用を進めるに当たり、先導的な役
割を果たした社員について、企業規模別にみると、「経
営トップ」と回答した企業は大企業 28.5%、中小企
業 41.4%となっており、企業規模に関わらず最も回
答が多い。大企業では、「工場長やデジタル技術を利

用・活用した部門のトップ」（21.9%）、「デジタル技
術を利用・活用した部門のリーダー社員」（21.9%）
と続き、回答に大きな偏りはみられないが、中小企業
では、「工場長やデジタル技術を利用・活用した部門
のトップ」（15.2%）、「社内で特にデジタル技術に精
通した社員」（14.8%）と続き、回答が「経営トップ」
に大きく偏っていることが分かる（図 232-１）。

今後のデジタル技術の活用を進めるにあたって、先
導的な役割を果たすことができる人材に必要なことを
問うと、「自社が保有する技術や製品について熟知し
ている」（60.7%）が最も高いが、次いで「自社が保
有する設備・装置について熟知している」（52.2%）、

「新しいことについて積極的に情報収集・学習する姿
勢をもつ」（49.6%）など、多くの項目が４割を超え
ており、デジタル技術の活用においては、会社を取り
巻く環境に関する幅広い知識と、挑戦する姿勢や、想
像力が求められる様子がうかがえる（図 232-２）。

図232-１　デジタル技術の活用を進めるに当たって、先導的な役割を果たした社員

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
注：「無回答」は表示していない
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図 232-２　デジタル技術活用を進める上で、先導的な役割を果たすことができる人材に必要なこと

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

0.5 

2.7 

12.9 

38.9 

43.1 

43.7 

48.0 

48.3 

49.5 

49.6 

52.2 

60.7 

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

必要なことは特にない

経営能力がある（経営に詳しい）

管理能力がある（マネジメントに詳しい）

会社の経営方針やものづくり方針を理解している

新しい発想ができる能力がある

自分が担当する工程（開発・設計、製造、品質管理等）
での仕事を熟知している

会社が置かれた経営環境や事業環境を理解している

デジタル技術そのものについて熟知している
（デジタル技術に詳しい）

新しいことについて積極的に情報収集・学習する姿勢をもつ

自社が保有する設備・装置について熟知している

自社が保有する技術や製品について熟知している

（％）

（n=4,364）
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（３）デジタル技術を活用する企業の取組の現状と課題
デジタル技術を活用する初動のキーパーソンは「経
営トップ」であることを確認したが、デジタル技術は
導入することは目的でない。ものづくり現場におい
て、導入されたデジタル技術を活用し、ものづくりの
「現場力」を高めることで、作業負担が軽減され、労
働環境改善や、生産効率の向上に繋がる。
ここからは、デジタル技術を「活用している」と回
答した企業群（以下「デジタル技術を活用している企
業」という。）と、「活用を検討中」、「活用していない
し、活用する予定もない」「該当する工程・活動がない」
と回答した企業群（以下「デジタル技術未活用企業」
という。）に分けて、ものづくり企業のデジタル技術

を活用するための取組や、ものづくり人材に求められ
る技能、人材確保について、すでにデジタル技術を活
用しているものづくり企業には、どのような傾向がみ
られるのか分析を行う。
デジタル技術の活用を進めていくにあたって、デジ
タル技術を活用している企業が現在行っている取組で
は、「会社が必要とするデジタル技術活用の要件の明
確化」（29.8%）、「社員のデジタル技術活用促進に向
けた意識改革」（29.2%）、「会社の指示による社外機
関での研修・講習会への参加」（24.5%）と回答した
企業割合が順に高い。対してデジタル技術未活用企業
では、「行っている取り組みは特にない」と回答した
企業が 21.0%と最も高い（図 233-１）。

今後のデジタル技術の活用を担う人材確保の方法
について、デジタル技術を活用している企業は、「自
社の既存の人材をOJT（職場での仕事を通じた教育
訓練）で育成する」（57.0%）、「自社の既存の人材を
OFF-JT（外部セミナー・講習等への参加など職場を
離れた教育訓練）で育成する」（51.5%）、「ICT など
に精通した人材を中途採用する」（28.3%）の順に回
答した企業割合が高く、デジタル技術未活用企業で
は、「自社の既存の人材をOFF-JT（外部セミナー・

講習等への参加など職場を離れた教育訓練）で育成す
る」（39.5%）、「自社の既存の人材をOJT（職場での
仕事を通じた教育訓練）で育成する」（29.7%）、「ICT
などに精通した人材を中途採用する」（23.9%）の順
に回答した企業割合が高く、デジタル技術を活用して
いる企業、未活用企業ともにOJT やOFF-JT を活
用し、自社でデジタル技術を活用できるものづくり人
材を育成しようとする傾向がみられる（図 233-２）。

図233-１　デジタル技術の活用を進めていくにあたって現在行われている取組

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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（％）
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また、デジタル技術を活用していく上で課題となる
点について問うと、デジタル技術を活用している企
業、未活用企業ともに、「デジタル技術導入にかかる
ノウハウの不足」と回答した企業割合が最も高く、次
いで「デジタル技術の活用にあたって先導的役割を果
たすことのできる人材の不足」、「デジタル技術導入に
かかる予算の不足」と回答した企業割合が高い。一方、

デジタル技術を活用している企業、未活用企業の「差」
に着目すると、デジタル技術未活用企業は、デジタル
技術を活用している企業に比べて、「デジタル技術導
入の効果がわからない」が12.6ポイント、「経営ビジョ
ンや戦略がない」が 5.4 ポイント高く、「デジタル技
術の活用にあたって先導的役割を果たすことのできる
人材の不足」は８ポイント低い（図 233-３）。

図233-２　デジタル技術の活用を担う人材確保の方法

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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自社の既存の人材をOJT（職場での仕事を通じた
教育訓練）で育成する

（％）

デジタル技術活用企業
（n=2,151）
デジタル技術未活用企業
（n=2,027）

図 233-３　デジタル技術を活用していく上で課題となる点

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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（％）
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（n=2,027）
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図 221-８で示した「主力製品の製造に当たって重
要となる作業と５年後の見通し」について、デジタル
技術を活用している企業の回答割合をみても、「今ま

で通り熟練技能が必要」と回答している企業が全ての
製造工程において最も高い（図 233-４）。

図233-４　デジタル技術を活用している企業の主力製品の製造に当たって重要となる作業と５年後の見通し

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」

デジタル技術の進展に対応するものづくり企業の取組４

ここまで、ものづくり産業における、デジタル技術
活用の取組状況や課題を確認してきた。
高い技術を誇り、日本経済を支える製造業を、引き
続き良質な雇用の場とし、日本の成長力の源泉として
いくため、今後も企業の生き残り・発展に重要な役割

を果たすものづくり人材の育成を強化していくととも
に、デジタル技術活用の取組を進め、労働生産性の向
上と、高付加価値のものづくりを実現していくことが
重要である。
以下では、実際に現場で行われているデジタル技術
の活用、良好な人材育成の推進事例、熟練技能の継承
の取組などについて紹介する。
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写真：実績収集と計画管理 写真：進捗状況の「見える化」

デジタル技術を活用する企業における人材育成５

ものづくり人材の育成・能力開発方針をみると、デ
ジタル技術を活用している企業では「当面の仕事に
必要な能力だけでなく、その能力をもう一段アップ
できるよう能力開発を行っている」と回答した企業
が 36.8%と最も多く、デジタル技術未活用企業では
「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能
力を身につけることを目的に能力開発を行っている」
と回答した企業が 38.0% と最も多く、「人材育成・

能力開発について特に方針を定めていない」と回答し
た企業も２割あることから、デジタル技術の活用は企
業の経営戦略であり、それを活用できる人材の育成に
おいても、一歩先を見据えた人材育成が必要となって
いる様子がうかがえる（図 251-１）。
また、ものづくり人材を育成するための環境整備に
ついては、デジタル技術を活用している企業、デジタ
ル技術未活用企業どちらも、「改善提案の奨励」、「実
力・能力重視の昇進・昇格」、「自社の技能マップの作
製」とつづいている（図 251-２）。

図251-１　ものづくり人材の育成・能力開発方針

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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無回答

人材育成・能力開発について特に方針を定めていない

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材
を想定しながら能力開発を行っている

個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力
を身につけることを目的に能力開発を行っている

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう
一段アップできるよう能力開発を行っている

（％）

デジタル技術活用企業
（n=2,151）
デジタル技術未活用企業
（n=2,027）
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図 251-２　ものづくり人材の育成、能力開発における環境整備

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
注：「無回答」は表示していない
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その他

デジタル技術を活用している企業（n=2,151）

デジタル技術未活用企業（n=2,027）

（％）

また、デジタル技術を活用している企業に対して人
材育成の取組の内容を問うと、「日常業務の中で上司
や先輩が指導する」、「作業標準書や作業手順書の活
用」、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難し
い仕事へと経験させる」が続く。同様の傾向はデジタ
ル技術未活用企業でも見られる。デジタル技術活用企
業、未活用企業の取組の差を見ると、多くの項目で
デジタル活用企業の取組が進んでおり、「OFF-JT を

実施している」（10.2%）、「作業標準書や作業手順書
の活用」（9.9%）、「自己啓発活動を支援している」
（8.4%）、「会社の理念や創業者の考え方を理解させ
る」（8.3%）の順に差が大きく、デジタル技術の活用
をしている企業は、作業のマニュアル化により効率化
を進め、同時に従業員の能力開発においては、OFF-
JT や、自己啓発支援など、職場を離れた訓練も進め
ている企業の姿勢がうかがえる（図 251-３）。
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図 251-３　デジタル技術を活用する企業の人材育成・能力開発の取組

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
注：「無回答」は表示していない
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民間や公的な教育訓練機関が実施するものづくり人
材を対象としたOFF-JT で望む研修内容を問うと、
デジタル技術を活用している企業では、「加工など製
造技術に関する専門的知識・技能を習得させるもの」
（50.1%）、「OJT では習得が難しい体系的な知識・
技能を習得させるもの」（38.4%）、「生産管理に関す

る専門的知識・技能を習得させるもの」（38.0%）
とつづき、「ICT などデジタル技術に関する知識」
（17.5%）を大きく上回っており、デジタル技術の
活用が進む企業においても、ものづくりに関する能力
は必要とされていることが表れている（図 251-４）。

まとめ６

世界の「不確実性」が増し、デジタル革新により先
進的ツールの利活用が重要となる中、どのようにして
我が国の強みとされてきた「ものづくり現場」を、よ
り生産性高く、強靱なものと出来るかはものづくり経
営の中心的な課題である。また、これは、現場任せに
することなく、経営陣が主導して課題解決にあたるべ
き、まさに経営力が問われる課題だといえる。
一方で、デジタル技術を十分に活用していく上で、
導入にかかるノウハウや、人材が不足している状況を
確認し、その対応としては、OJTやOFF-JT を通じ
た自社ものづくり人材の育成が有効であることを確認
してきた。

ものづくりを取り巻く環境や状況が激しく変化し、
また、不確実性が増す中で、我が国のものづくり企業
が、持続的に競争力を維持するために、その変化に対
応できる人材育成の推進が期待される。
経営陣にとっては、デジタルツールの導入とそれを
使いこなせる人材の確保・育成を通じて、現場作業の
自動化・効率化を図りつつ、人材をより付加価値の高
い業務に重点的に配置し、活用できる職場づくりを目
指すための人材育成戦略の構築が重要となる。また、
ものづくり人材にとっては、デジタル技術を活用でき
るスキルを始めとした変化に対応するための職業能力
を身につけていくことが求められる一方で、我が国の
ものづくりの源泉である熟練技能も磨き続けることが
求められている。

図251-４　デジタル技術を活用する企業が教育訓練機関が、実施するものづくり人材を対象としたOFF-JT に対して希望する研修内容

資料：JILPT「デジタル技術の進展に対応したものづくり人材の確保・育成に関する調査」
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設計に関する専門的知識・技能を習得させるもの
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5S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）など、
仕事をする上で基本的な心構えを身につけさせるもの

生産管理に関する専門的知識・技能を
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（％）

デジタル技術活用企業（n=2,151）
デジタル技術未活用企業（n=2,027）
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第３章
ものづくりの基盤を支える教育・研究開発

AI時代を担う人材育成基盤の構築１

（１）AI人材育成の方向性
近年、人工知能技術は、加速度的に発展しており、

世界の至る所でその応用が進むことにより、広範な産
業領域や社会インフラなどに大きな影響を与えている
が、我が国は、現在、人工知能技術に関しては、必ず
しも十分な競争力を有する状態にあるとは言い難い。
一方、我が国は、Society5.0 の実現を目指し、世
界規模の課題（SDGs）の解決に貢献するとともに、
我が国自身が直面する高齢化、人口減少、インフラの
老朽化などの社会課題を他国に先駆けて解決し、産業

競争力の向上を目指していく必要がある。これらの課
題は、人工知能をはじめとしたテクノロジーのみで解
決できる問題ではなく、テクノロジーと社会の仕組み
を連動して変革し、「多様性を内包した持続可能な社
会」を実現することが必要である。
このような社会の実現を目標として、「AI 戦略
2019」においては、AI 時代を担う人材育成の重要性
を強調している。AI をきっかけとする社会の大転換
が進む中で、今後は、AI を作り、活かすことにより、
新たな社会の在り方や新しい社会にふさわしい製品・
サービスをデザインし、新たな価値を生み出すことが
できる人材が求められており、今後の社会や産業の活

2030年頃には、AI注1、ロボット、ビッグデータ注2

など第４次産業革命注3とも言われる技術革新が一層進
展し、社会や生活を大きく変えていく超スマート社会
（Society5.0注4）の到来が予想されているが、その一
方で、総論でも記述した新型コロナウィルス感染症の
感染拡大に代表されるように、様々な要因によって引
き起こされる世界的な「不確実性」への対応も大きな
課題となっている。このような社会の変革の中で、我
が国は世界規模の課題の解決に貢献するとともに、我
が国自身が直面する課題を克服しつつ産業競争力を向
上していくことが重要な課題である。
人材は、我が国が世界に誇る最大の資源であり、今

後の Society5.0 においては、新たな社会の在り方に
対応し、AI を活用しつつ新しい社会をデザインし、
新たな価値を生み出すことができる人材が求められて
いる。ものづくり分野においても、変化に対応でき、
新たな価値を生み出す人材を量・質共に充実させるこ
とが重要である。このような、人材を育成するため、

今後は学びの変革に向けた先導的な取組を積極的に進
めていく必要がある。
このような認識の下、我が国のものづくり人材の育
成については、今後の社会において必須となる「数理・
データサイエンス・AI」に関する知識・技術の習得
のための教育機会の充実を図るとともに、ものづくり
への関心・素養を高める小学校、中学校、高等学校に
おける特色ある取組の一層の充実や、大学の工学関連
学部、高等専門学校、高等学校の専門学科、専修学校
などの各学校段階における職業教育などの推進が必要
である。また、伝統的な技法や最新技術などの活用に
よる、文化財を活かした新たな社会的・経済的価値の
創出や、文化や伝統技術を後世に継承する取組なども
重要となっている。さらに、イノベーションの源泉と
しての学術研究や基礎研究の重要性も鑑みつつ、もの
づくりに関する基盤技術の開発や研究開発基盤の整備
も不可欠の取組である。

注１　 AI は、artificial intelligence の略。大まかには「知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術」と説明され
ているものの、その定義は研究者によって異なっている状況にある。

注２　 デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、またスマートフォンやセンサー等 IoT関連機器の小型化・低コスト化による IoTの
進展により、スマートフォン等を通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関する情報、また小型
化したセンサー等から得られる膨大なデータ。

注３　 2016 年１月にスイス・ダボスで開催された第 46回世界経済フォーラム（ World Economic Forum（以下「WEF」という。））の年
次総会（通称「ダボス会議」）の主要テーマとして取り上げられ、その定義をはじめ議論が行われた。WEFでは、「現在進行中で様々
な側面を持ち、その一つがデジタルな世界と物理的な世界と人間が融合する環境」と解釈しており、具体的には、あらゆるモノがインター
ネットにつながり、そこで蓄積される様々なデータを人工知能などを使って解析し、新たな製品・サービスの開発につなげる等として
いる。

注４　 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）
に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。

第１節　不確実性の高まる社会の変化に対応することのできる人材の育成
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力を決定づける最大の要因の一つであると指摘してい
る。
このように、人材の育成・確保は、緊急的課題であ
るとともに、初等中等教育から高等教育、リカレント
教育、生涯学習を通じた長期的課題である。特に、
「数理・データサイエンス・AI」に関する知識・技
能と、人文社会芸術系の教養をもとに、新しい社会の
在り方や製品・サービスをデザインする能力の育成が
重要である。持続可能な社会の創り手として必要な力
を全ての国民が育み、社会のあらゆる分野で人材が活
躍することを目指し、これまでの教育方法の改善や、
STEAM教育などの新たな手法の導入・強化、さらに
は、実社会の課題解決的な学習を教科横断的に行うこ
とが不可欠となる。
具体的には、全ての人に共通して求められる力とし
て、文章や情報を正確に読み解き対話する力、科学的

に思考・吟味し活用する力、価値を見つけ生み出す感
性と力、好奇心・探求力が必要となる。また、新たな
社会を牽引する人材として、技術革新や価値創造の源
となる飛躍知を発見・創造する人材、技術革新と社会
課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材、
様々な分野においてAI やデータの力を最大限活用し
展開できる人材が求められるようになることが考えら
れる。そのため、今後の教育の方向性として、「公正
に個別最適化された学び」を実現する多様な学習の機
会と場の提供、基礎的読解力、数学的思考力などの基
盤的な学力や情報活用能力の習得、文理分断から脱却
するための方策などについて取り組んでいくことが必
要である。また、数理・データサイエンス・AI のリ
テラシーレベルや応用基礎レベルの能力の習得、高い
能力を発揮しイノベーションを創出することのできる
環境整備などが重要である。

（２） 初等中等教育段階における新たな社会を創造
していくために必要な力の育成

「AI 戦略 2019」（2019 年６月統合イノベーショ
ン戦略推進会議決定）においては、「数理・データサ
イエンス・AI」に関する知識・技能や、新たな社会
の在り方や製品・サービスをデザインするために必要
な基礎力などを、デジタル社会における基礎知識（い
わゆる「読み・書き・そろばん」的な素養）と位置付
けている。このため、これらを誰もが身に付けること
ができるようリテラシー教育を進めていくこととして

おり、全ての高等学校卒業生が、「数理・データサイ
エンス・AI」に関する基礎的なリテラシーを習得し、
新たな社会の在り方や製品・サービスのデザインなど
に向けた問題発見・解決学習の体験などを通じた創造
性を涵養することを目標としている。
この目標の達成のため、初等中等教育段階におい
て、情報活用能力の育成、理数素養の習得、STEAM
教育の推進など、所要の取組を進めている。
情報活用能力の育成については、2020年４月から

順次実施されている新学習指導要領において、言語能

図311-１　「AI 戦略 2019」におけるAI 人材育成に係る主な取組
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力などと同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位
置付けられ、各学校におけるカリキュラム・マネジメ
ントを通じて、教育課程全体で育成するものとなった。
特に、プログラミング教育については、小学校におい
て必修となるなど小・中・高等学校の全ての学校段階
を通じてプログラミング教育を実施することとしてお
り、円滑な実施のために、プログラミング教育に関す
る有益な情報提供などを行うこととしている。
理数素養の習得については、現行の学習指導要領に

おいても、小・中・高等学校を通じて算数・数学の中
で統計的な内容について指導がなされているところで
あるが、2020年４月から順次実施されている新学習
指導要領においては、小学校算数において「データの
活用」の領域を新設し、小・中・高等学校の各学校段
階において内容を新たに加えるなど、統計教育の更な
る充実を図っている。また、大学などにおける数理・
データサイエンス教育との接続を念頭に、確率・統計・
線形代数などの基盤となる知識を高等学校段階で修得
するための教材作成を進めている。
STEAM教育とは、各教科などでの学習を実社会で

の課題解決に活かしていくための教科等横断的な教
育を指すものであり、その趣旨は、高等学校の新学
習指導要領に新たに位置付けられた「総合的な探究
の時間」や「理数探究」と多くの共通点を有する。
STEAM教育は、スーパーサイエンスハイスクールな
どにおいて、これまでも先導的に取り組まれてきたも
のであり、そうした取組も活かしながら、事例の構築
や収集、モデルプランの提示、全国展開などを通じて、
新たな社会を創造していくために必要な力の育成を進
めていくこととしている。

このような取組を進めていくためには、それを支え
る環境の整備も不可欠である。
学校における ICT 環境整備は、そもそも全国的に
整備が進んでおらず、自治体間の格差も大きい。この
ような状況を打開すべく、令和の学校のスタンダード
として「GIGAスクール構想の実現」として高速大容
量の通信ネットワークと、義務教育段階の児童生徒１
人一台端末の一体的な整備を文部科学省において進め
ていく。今後さらにGIGAスクール構想の実現によ
り遠隔教育の推進など、教育の情報化を進めていく。
また、教員の ICT 活用指導力の向上に向けて、文
部科学省において、教科などの指導における ICT の
活用について記載した「教育の情報化に関する手引」
を作成・公表するとともに、教職員支援機構において
「学校教育の情報化指導者養成研修」を実施してい
る。また、各教科などの ICT の効果的な実践事例な
どの作成を進めることにより、今後とも教員の ICT
活用指導力の向上を図ることとしている。
あわせて、情報活用能力の育成については、特に新
設された高等学校情報科に対応した担当教員の指導力
向上を推進するため、都道府県などの研修や担当教員
が個人で活用できる教員研修用教材を作成・公表して
いる。
また、文部科学省では、「『情報科学の達人』育成官
民協働プログラム」において、民間企業・団体の資金
協力を得て、情報オリンピックなどの科学オリンピッ
クで優秀な成績を収めた高校生などに国際的な研究活
動の機会などを与え、高校段階から、世界で活躍する
トップレベル IT人材の育成を図っている。

つくば市では、現在、市全体で無線 LAN、タブレット、大型提示装置、デジタル教科書、校務用 PC
を１人１台設置している。つくば市立みどりの学園義務教育学校は平成 30年４月開校、公立の小中一貫
の義務教育学校であり、小学校全学年で発達段階に応じたプログラミング教育を展開している。また、全
職員による ICT活用・STEAM・１年生からの英語・SDGs を実践し、2040 年代に必要な 21世紀型ス
キルの育成に取り組んでいる。
2020年１月 16日には、文部科学大臣が同校を視察し、ロボットを使った外国語活動や、国語と図画

工作とプログラミングを融合した授業、デジタル教科書を活用したり、大型提
示装置を顕微鏡とつないで理科の観察を行ったりする授業など、ICTを効果
的に活用し、主体的に学ぶ子供たち
の様子を視察した。

コラム 茨城県つくば市教育委員会の取組
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令和２年度から全面実施された小学校プログラミング教育については、文部科学省・総務省・経済産業
省及び、３省と教育・IT 関連の企業・ベンチャーなどと共に設立した「未来の学びコンソーシアム」が
連携して推進している。2018 年３月から、「未来の学びコンソーシアム」が立ちあげた「小学校を中心
としたプログラミング教育ポータル」（https://miraino-manabi.jp/）において、プログラミング教育
の具体的な指導事例を掲載している。また、2019 年度及び 2020 年度には、「みらプロ」として、企業
と連携して、「プログラミングが社会でどう活用されているか」に焦点を当てた総合的な学習の時間にお
ける指導案等の提供を行う取組を行っている。これらを通じて、引き続き、小学校におけるプログラミン
グ教育の充実を図っていく。

コラム 企業と連携したプログラミング教育の推進について

（３） 高等教育段階における全学的な数理・データ
サイエンス・AI教育の強化・エキスパート人
材の育成、異分野融合型教育の推進

AI 戦略 2019 においては、数理・データサイエン
ス・AI に関して、「文理を問わず全ての大学・高専生
（約 50万人卒／年）が初級レベルの能力を習得する
こと」、「大学・高専生（約 25万人卒／年）が自らの
専門分野への応用基礎力を習得すること」が、目標と
して掲げられている。
その実現のため、文部科学省では、全ての大学・高
専生が「データ」をもとに事象を適切に捉え、分析・
説明できる力を修得すること、すなわち「データ思考
を涵養すること」を目指し、リテラシーレベルの数理・
データサイエンス・AI教育の基本的考え方、学修目標・
スキルセット、教育方法などを体系化したモデルカリ
キュラムを策定・活用するとともに、全国の大学など
への普及・展開を推進している。また、2020年度中
に、自らの専門分野での活用が必要となる応用基礎レ
ベルのモデルカリキュラムを策定することや、応用基
礎レベルの数理・データサイエンス・AI 教育を全国
の大学・高専に普及・展開する予定である。
また、大学が自らの判断で機動性を発揮し、学内の
資源を活用して学部横断的な教育に積極的に取り組む
ことができるよう「学部、研究科等の組織の枠を越え

た学位プログラム」を設置可能とする所要の規定を
2019 年８月に改正・施行した。2020 年度からは新
たに「知識集約型社会を支える人材育成事業」におい
て、特定の専門分野に焦点を当てた学修に留まるので
はなく、今後の社会や学術の新たな変化や展開に対し
て柔軟に対応しうる幅広い教養と深い専門性を有する
人材育成を行えるような新たな教育プログラムを構
築・実施する取組の支援を行うことを予定している。
エキスパート人材の育成について、文部科学省で
は、大学、企業などがコンソーシアムを形成し、各分
野の博士人材などに対して、データサイエンスなどの
スキルを習得させる育成プログラムを開発・実施し、
キャリア開発の支援を行う「データ関連人材育成プロ
グラム」を実施することにより、高度データ関連人材
を育成し、社会の多様な場での活躍を促進している。
また、理化学研究所革新知能統合研究センター（AIP
センター）において、国内外のインターンシップの受
け入れや研究開発のOJTを通じた研究人材の育成に
取り組むほか、科学技術振興機構において、人工知能
などの分野における若手研究者の独創的な発想や、新
たなイノベーションを切り開く挑戦的な研究課題に対
する支援を推進している。
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（４） 社会人の基本的な情報知識と実践的活用スキ
ルの習得機会の提供

AI 戦略においては Society5.0 の実現を進めるた
めに、「多くの社会人が、基本的情報知識と、データ
サイエンス・AI 等の実践的活用スキルを習得できる
機会をあらゆる手段を用いて提供」することが目標の
一つとされており、文部科学省においても社会人の基
本的な情報知識と実践的活用スキルの習得機会の提供
に取り組んでいる。
大学においては、情報技術人材の育成機能の強化を

目指し、産学連携による課題解決型学習（PBL) など
の実践的な教育の推進により、主に IT 技術者を対象

とした短期の学び直しプログラムを開発・実施する取
組を支援している。
また、放送大学では、数理・データサイエンス・AI
教育に関する授業科目や公開講座を提供するため、放
送番組やインターネット配信コンテンツの制作に取り
組んでいる。
専修学校においても、Society5.0 等の時代に求め
られる能力について分野ごとに体系的に整理し、その
養成に向けたモデルカリキュラムの開発を実施してい
るところであり、2019 年度は 20箇所でモデル事業
を実施している。

AI 戦略 2019 では、大学・高専における数理・データサイエンス・AI 教育のうち、特に優れた教育プ
ログラムを政府が認定する制度を構築することとされ、2020年度を認定開始の目標年度としている。具
体的な認定方法やレベル別の認定基準、産業界での活用方策などは、内閣府、文部科学省、経済産業省の
協力の下、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度検討会議」において検討が進められ、
報告書が策定されたところである。本報告書を踏まえ、認定された教育プログラムは政府だけでなく産業
界をはじめとした社会全体として積極的に評価する環境を醸成し、質の高い教育を牽引していくような制
度の構築を目指している。

コラム 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度

放送大学は、放送大学学園法に基づき、BS放送（テレビ、ラ
ジオ）やインターネットの活用などにより大学教育の機会を幅
広く提供する通信制大学であり、30 ～ 60 歳代を中心に、10
～ 100歳代までの幅広い年齢層が学んでいる。
放送大学では、学校教育法に定める履修証明制度に基づく制

度として、科目群履修認証制度「放送大学エキスパート」を実
施している。同制度は、放送大学が指定する授業科目群を履修
することにより、一定分野の学習を体系的に行ったことを証明
するものであり、単位取得のほか、履歴書に記載することもで
きる認証状の交付を受けることができる。
「放送大学エキスパート」には、現在 25の学習プランがあり、
その一つとして「データサイエンスプラン」が開講されている。
同プランは、データサイエンスの基本要素となる科目を学ぶこ
とにより、データを収集・分析し、数理的思考に基づいて社会
の様々な課題を解決することや、データサイエンティスト、ア
クチュアリー、データアナリストとなる力を身に付けることを
目指している。

コラム 放送大学：科目群履修認証制度「データサイエンスプラン」
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文部科学省では、新型コロナウイルスの影響による学校
の臨時休業期間における子供たちの学習の支援策として、
公的機関などが作成した自宅等で活用できる教材や動画等
のリンクを紹介するポータルサイト「子供の学び応援サイ
ト」を 2020年３月２日から開設している。
本サイトは、ＮＨＫのオンライン動画をはじめ、自治体
や教員養成系大学、民間機関等が作成した動画や教材など
を掲載しており、４月 15日現在、リンク数は約 240 個を
数え、延べ約 215万人が同サイトにアクセスし延べ約 241
万回閲覧されている。
掲載しているコンテンツは、教育・学習に係る様々な分野

から構成されており、例えば、小学校の図画工作や家庭科、
中学校の美術や技術・家庭科また、科学技術関係「わくわ
くサイエンスリンク集」など、子供たちがものづくりや科学
の魅力に触れ探求することができるものとなっている。

ＵＲＬ： https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/
gakusyushien/index_00001.htm

コラム －子供の学び応援サイト－

（２）大学の人材育成の現状及び特色ある取組
ものづくりと関連が深い「工学関係学科」では、
2019年度現在、38万452人（国立12万3,231人、
公立２万 1,831 人、私立 23万 5,390 人）の学生が
在籍している。2018 年度の卒業生８万 8,732 人の
うち約 60％が就職し、約 36％が大学院などに進学
している。職業別では、ものづくりと関連が深い機械・
電気分野を始めとする専門的・技術的職業従事者とな
る者が約 80％を占めており、産業別では、製造業に

就職する者が約 28％を占めている（表 321-１）。ま
た、工学系の大学院においては、職業別では、専門
的・技術的職業従事者となる者が、修士課程（博士課
程前期を含む）修了者で就職する者では約 92％（表
321-２）、博士課程修了者で就職する者では約 93％
を占めている（表 321-３）。産業別では、修士課程
修了後に就職するもののうち、製造業に就職する者で
は約 60％、博士課程修了後に製造業に就職する者で
は約 34％を占めている。

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

卒業者数 85,976 85,958 87,542 87,835 88,732
就職者数 49,001 49,521 51,146 51,953 53,141
就職者の割合 57.0％ 57.6％ 58.4％ 59.1％ 59.9%
製造業就職者数 12,928 13,585 13,857 14,344 14,790
製造業就職者の割合 26.4％ 27.4％ 27.1％ 27.6％ 27.8%
専門的・技術的職業従事者数 37,610 38,380 39,902 41,443 42,694
専門的・技術的職業従事者の割合 76.8％ 77.5％ 78.0％ 79.8％ 80.3%

写真：文部科学省ホームページ「子供の学び応援サイト」

資料：文部科学省「学校基本調査」

表 321-１　大学（工学関係学科）の人材育成の状況
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大学では、その自主性・主体性の下で多様な教育を
展開しており、我が国のものづくりを支える高度な技
術者などを多数輩出してきたところである。
工学分野については、専門の深い知識と同時に幅広

い知識・俯瞰的視野を持つ人材育成を推進するため、

2018年６月に学科ごとの縦割り構造の見直しなどを
促進するために大学設置基準などを改正したところで
ある。今後、当該制度改正による工学系教育改革の実
施などを通じて、工学系人材の育成を戦略的に推進し
ていくところである。

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

卒業者数 30,898 31,086 31,130 30,575 31,334
就職者数 27,656 27,970 28,076 27,461 28,275
就職者の割合 89.5％ 90.0％ 90.2％ 89.8％ 90.2%
製造業就職者数 15,940 16,456 16,696 16,370 16,826
製造業就職者の割合 57.6％ 58.8％ 59.5％ 59.6％ 59.5%
専門的・技術的職業従事者数 25,464 25,878 25,867 25,363 25,950
専門的・技術的職業従事者の割合 92.1％ 92.5％ 92.1％ 92.4％ 91.8%

資料：文部科学省「学校基本調査」

表 321-２　大学院修士課程（工学関係専攻科）の人材育成の状況

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

卒業者数 3,494 3,440 3,324 3,350 3,166
就職者数 2,516 2,447 2,401 2,329 2,303
就職者の割合 72.0％ 71.1％ 72.2％ 69.5％ 72.7%
製造業就職者数 784 833 797 809 793
製造業就職者の割合 31.2％ 34.0％ 32.2％ 34.7％ 34.4%
専門的・技術的職業従事者数 2,334 2,255 2,189 2,145 2,142
専門的・技術的職業従事者の割合 92.8％ 92.2％ 91.2％ 92.1％ 93.0%

資料：文部科学省「学校基本調査」

表 321-３　大学院博士課程（工学関係専攻科）の人材育成の状況

資料：2019年度 文部科学省　学校基本調査に基づき作成

● 1990 年度から2018年度にかけて、製造業分野への就職者が大幅に減少する中、運輸・通信分野やサービス
業分野への就職者が増加している。

図321-４　工学系大学卒業後就職者における産業別の比較（学士課程）
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②大学等におけるインターンシップの推進
大学などにおいてキャリア教育の一環として行われ
るインターンシップは、学生の大学などにおける学修
の深化や新たな学習意欲の喚起につながるとともに、
主体的な職業選択や高い職業意識の育成が図られる有
益な取組である。
2016年６月から「インターンシップの推進等に関
する調査研究協力者会議」を開催し、適正なインター
ンシップの普及に向けた方策や更なる推進に向けた具

体的方策などについて検討を行い、2017年６月に議
論の取りまとめを行った。その内容を踏まえ、優れた
インターンシップを広く全国に普及させるための「届
出・表彰制度」を 2018年に創設し、2019年度は新
潟大学が最優秀賞を受賞したほか 4件の取組を表彰
した。加えて、（独）日本学生支援機構と連携しながら、
教育的効果の高いプログラムを構築・運営する専門人
材の育成・配置などに取り組んでいる。

人生100年時代の到来に向けた社会人の学び直し
及びスポーツの推進２

人工知能などの技術の進展に伴う産業構造の変化
や、人生 100 年時代とも言われる長寿命化社会の到
来など、これからの我が国は大きな変化に直面するこ
ととなる。このような時代に対応するためには、学校
を卒業して社会人となった後も、キャリアチェンジや
キャリアアップのために大学などで学び直し、新たな
知識や技能、教養を身に付けることができる環境の整
備による社会人の学び直しの抜本的拡充や、社会教育
施設などにおける生涯学習の推進、さらには中途採用
拡大の体制構築及びスポーツを通じた健康増進などに
より、生涯現役社会の実現に取り組む必要がある。

（１） 社会人の学び直しのための実践的な教育プロ
グラムの充実・学習環境の整備

①実践的なリカレントプログラムの充実
社会人が大学などで学び直しを行うにあたっては、
土日祝日や夜間などの開講時間の配慮や、学費の負担
に対する経済的な支援の問題などがあること、社会人
のニーズにあった実践的なプログラムが少ないことな
どが挙げられており、大学などにおける社会人の学び
は進んでいない状況である。

図321-14　「大学等におけるインターンシップ表彰」受賞大学一覧（2020年 3月）
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このことを踏まえ、文部科学省では、多様なニーズ
に対応する教育機会の拡充を図り、社会人の学びを推
進するために、大学・専修学校における実践的なプロ
グラムの開発・拡充に取り組んでいる。
具体的には、大学において、IT 技術者を主な対象
とした短期の実践的な学び直しプログラムの開発・実
施に取り組んでいるほか、2019年度より、実践的な
プログラムを実施するために不可欠な実務家教員育成
の質・量の充実を図るため、実務家教員育成に関する
プログラムの開発・実施など、産学共同による人材育
成システムを構築する取組を実施している。
また、放送大学においては、社会的に関心の高いテー

マの番組放送や、キャリアアップに資する実践的な公
開講座のインターネット配信・認証を行い、「リカレ
ント教育」の拠点として、一層高度で効果的な学びの
機会を全国へ提供できるよう取組を進めている。
さらに、専修学校におけるリカレント教育機能の強

化に向けて、短期的な学びを中心とする分野横断型の
リカレント教育プログラムの開発や、eラーニングを
活用した講座の開催手法の実証、リカレント教育の実
施運営体制の検証に取り組んでいるほか、2020年度
からは新たに非正規雇用者などのキャリアアップを目
的とした産学連携によるプログラムの開発・実証を行
うなど、リカレント教育の実践モデルの形成に取り組
むこととしている。
加えて 2020 年度からは新たに、大学などにおい

て産学官が連携し地域が求める人材を養成するための
教育改革を実行するとともに、出口（就職先）と一体

となった教育プログラムを開発・実施することとして
いる。
そのほか、多様なニーズに対応する教育機会の拡充
を進めるため、大学などにおける社会人や企業のニー
ズに応じた実践的かつ専門的なプログラムを「職業実
践力育成プログラム（（BP））」として文部科学大臣が
認定している（2019 年 10 月現在で 261 課程を認
定）。同様に、専修学校においても社会人が受講しや
すい工夫や企業などとの連携がされた実践的・専門的
なプログラムを「キャリア形成促進プログラム」とし
て文部科学大臣が認定している（（2020 年３月現在
で 15校、19課程を認定）。さらに、短期間で修了で
きるプログラムに対する社会人のニーズが高いことを
踏まえ、大学などが行う履修証明制度の最低時間数が
「120時間以上」から「60時間以上」に見直された
ことにより、これらの文部科学大臣認定制度について
も認定対象となるプログラムが拡大されるなど、更な
る社会人向け短期プログラムの開発を促進している。

図322-１　社会人が考える大学などで学習しやすくなるために必要な取組（複数回答）

学び直す際の課題は、時間や情報

○社会人が考える大学などで学習しやすくなるために必要な取組（複数回答）

資料：平成 30年度「生涯学習に関する世論調査」より文部科学省作成

第
２
節

も
の
づ
く
り
人
材
を
育
む
教
育
・
文
化
芸
術
基
盤
の
充
実

ものづくりの基盤を支える教育・研究開発　　第3 章

221設置趣旨（資料）ー136 出典︓経済産業省、厚生労働省、文部科学省「2020年ものづくり白書」より抜粋
https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/mono/2020/honbun_pdf/pdf/all.pdf



3
Copyright ©2020 JETRO. All Rights Reserved. 設置趣旨（資料）ー137

出典：ジェトロ「主要国の自動車生産・販売動向（2020年10月）より抜粋」
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/f2067f867d465ba0/20200011.pdf



設置趣旨（資料）ー138



設置趣旨（資料）ー139



設置趣旨（資料）ー140
出典︓ジェトロビジネス短信より　https://www.jetro.go.jp/



HV、PHV、EVの世界市場を調査 

２０２０年も需要は堅調。今後、ＥＶを中心に市場は急拡大する 

―２０３５年世界市場（乗用車・新車販売台数）（２０２０年比）― 

■ＨＶ １,３５９万台（５.１倍）

～内燃自動車（以下、内燃車）からの移行が増加。 

ＡＳＥＡＮ･東アジアでは低価格コンパクトカーの需要が増加～ 

■ＰＨＶ １,１４２万台（１１.９倍）

～２０３０年以降は北米や電力供給が不安定な新興国の需要がけん引～ 

■ＥＶ ２,４１８万台（１１.０倍）

～車両価格の低下により大幅に拡大。２０２２年にＨＶの市場を超え、以降は電動車の主役に～ 

総合マーケティングビジネスの株式会社富士経済（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 清口 正夫 03-3664-5811）

は、各自動車メーカーによる車種ラインアップの拡充で市場が活性化しているＨＶ（ハイブリッド自動車）、ＰＨ

Ｖ（プラグインハイブリッド自動車）、ＥＶ（電気自動車）の世界市場について調査した。その結果を「2021年版 

HEV、EV関連市場徹底分析調査」にまとめた。 

この調査では、ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶの各市場を捉えると共に、ＦＣＶ、４８ＶマイルドＨＶ、電動トラック・バ

ス、内燃車の市場について整理し、それらの関連部品１６品目の市場について現状を調査し、将来を予想した。ま

た、日系自動車メーカー８社、海外自動車メーカー１４社の取り組みも明らかにした。 

※超小型モビリティを除く。また、ＨＶには４８ＶマイルドＨＶを含まない

＜調査結果の概要＞ 

■ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶの世界市場（乗用車・新車販売台数）

２０２０年 ２０１９年比 ２０３５年予測 ２０２０年比 

ＨＶ ２６９万台 １０５.９％ １,３５９万台 ５.１倍 

ＰＨＶ ９６万台 １６５.５％ １,１４２万台 １１.９倍 

ＥＶ ２２０万台 １３１.７％ ２,４１８万台 １１.０倍 

合 計 ５８５万台 １２２.１％ ４,９１９万台 ８.４倍 

 ２０２０年のＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ合計した市場は２０１９年比２２.１％増の５８５万台となった。電動化を推

進する動きが鈍かった欧米自動車メーカーも電動化に大きく舵を切り、特に欧州では厳格な環境規制に対応する

ため多くの新型電動車が市場に投入されたことで、活況年となった。 

各国のインセンティブ政策や充電インフラ整備などを下支えに、自動車メーカーはＥＶやＰＨＶの販売を強化

している。内燃車からの撤退を発表する自動車メーカーも増えており、今後電動車へのシフトが加速するとみられ

る。 

ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶがそれぞれ順調に伸びるが、車両価格の低下やインフラの整備により、長期的にはＥＶが電

動車の主役となり、２０２２年にはＥＶの販売台数がＨＶを上回るとみられる。２０３５年にＥＶの販売台数は２

０２０年比１１.０倍の２,４１８万台が予測される。

資料1-1-6
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■ＨＶのエリア別市場

２０２０年 ２０３５年予測 ２０２０年比 

全 体 ２６９万台 １,３５９万台 ５.１倍 

日本 ８４万台 １８７万台 ２.２倍 

中国 ４９万台 ２５３万台 ５.２倍 

※日本、中国は全体の内数

 ＨＶは内燃機関を使用するものの、燃費性能や環境性とコストパフォーマンスを両立できるため、ＨＶが補助金

対象にならない国でも内燃車からの乗り換えが進んでいる。日本が市場の中心であるが、２０２０年は欧州や中国

の需要が旺盛であった。 

 ＨＶの技術を保有する日系自動車メーカーは、内燃車を段階的に廃止し、ＨＶの展開を強化すると想定されるた

め、今後も堅調な市場拡大が予想される。特に、北米の需要増加が期待され、長期的には市場をけん引するとみら

れる。また、将来的に安価なコンパクトカーＨＶが登場することで、ＡＳＥＡＮ･東アジアやインドなどでの需要

増加が予想される。 

■ＰＨＶのエリア別市場

２０２０年 ２０３５年予測 ２０２０年比 

全 体 ９６万台 １,１４２万台 １１.９倍 

欧州 ６１万台 ３９９万台 ６.５倍 

中国 ２５万台 ４０２万台 １６.１倍 

※欧州、中国は全体の内数

 ＰＨＶは環境規制の厳格な欧州や中国での需要が大きく、２０２０年の市場は２０１９比６５.５％増の９６万

台となった。 

欧米系自動車メーカーは、ＰＨＶをＨＶのバリエーションと位置づけているが、補助金対象としてだけでなく、

ＨＶと比較して燃費性能や環境性能に優位性があるため、ＥＶが普及するまでの穴埋めとして重要な役割を果た

すとみられる。当面は欧州の需要が市場をけん引し、２０２５年頃からは中国の需要増加が加速すると予想され

る。２０３０年以降はバッテリー価格の低下が市場拡大の追い風になるとみられるが、ＰＨＶは部品点数が多いた

めＥＶと比べると車両価格の低下が緩やかとなり、それまでと比較すると伸び率はやや鈍化するとみられる。一方

で、ピックアップトラックや大型車が好まれる北米や電力供給が不安定な新興国ではＰＨＶの需要増加が期待さ

れる。 

■ＥＶのエリア別市場

２０２０年 ２０３５年予測 ２０２０年比 

全 体 ２２０万台 ２,４１８万台 １１.０倍 

欧州 ８０万台 ８５１万台 １０.６倍 

中国 １０２万台 ９３６万台 ９.２倍 

※欧州、中国は全体の内数

２０２０年の市場は２０１９年比３１.７％増と大幅な伸長となった。新型コロナウイルス感染症の流行を受け、

多くの自動車メーカーが工場の操業停止を実施するなかで、ＣＯ２排出量や燃費平均を上げる環境規制に対応する

ために内燃車の生産量を減らしてＥＶ生産を優先する傾向がみられた。また、各国政府がＥＶ購入補助金を増額す

る政策を実施するなど、官民一体のＥＶ普及促進策が奏功し好調となった。２０２０年代前半に主要ブランドから

新型ＥＶの投入が相次ぐとともに、中国を中心に安価なエントリーＥＶが普及することにより、市場は大幅な拡大

が予想される。 

 内燃車からの撤退を発表する自動車メーカーが相次いでいることに加え、ＥＶの平均車両価格が低下している

ことから、今後ますますＥＶを選択するユーザーが増えると予想される。各エリアで順調な伸びが期待されるが、

特に欧州と中国の需要が市場をけん引するとみられる。 
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＜調査対象＞ 

自動車 

・ＨＶ ・ＦＣＶ ・内燃自動車

・ＰＨＶ ・４８ＶマイルドＨＶ

・ＥＶ ・電動トラック・バス

ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ、ＦＣＶ関連部品 

・駆動用モーター・ジェネレーター ・駆動用バッテリー ・水素タンク

・インバータ ・電流センサー ・急速充電器

・ＤＣ－ＤＣコンバータ ・車載充電器 ・普通充電器

・パワー素子（パワーデバイス） ・マネジメントＥＣＵ ・ワイヤレス給電

・平滑コンデンサー ・高電圧ケーブル

・電動車用暖房機構 ・燃料電池（ＦＣスタック）

自動車メーカー 

・日系自動車メーカー８社 ・海外自動車メーカー１４社

＜調査方法＞ 

富士経済専門調査員による参入企業および関連企業・団体などへのヒアリングおよび関連文献調査、社内データ

ベースを併用 

＜調査期間＞ 

２０２１年１月～５月 

以上 

資料タイトル ： 「2021年版 HEV、EV関連市場徹底分析調査」 

体 裁 ： Ａ４判 ２９７頁 

価 格 ： 書籍版 １８７,０００円（税抜１７０,０００円） 

書籍／ＰＤＦ＋データ版セット ２３１,０００円（税抜２１０,０００円） 

 ネットワークパッケージ版 ３７４,０００円（税抜３４０,０００円） 

発 行 所 ： 株式会社 富士経済  

〒１０３－０００１ 東京都中央区日本橋小伝馬町１番５号 ＰＭＯ日本橋江戸通 

ＴＥＬ：０３－３６６４－５８１１（代） ＦＡＸ：０３－３６６１－０１６５ 

URL：https://www.fuji-keizai.co.jp/    e-mail：info＠fuji-keizai.co.jp 

調 査 ・ 編 集 ： 名古屋支社 

この情報はホームページでもご覧いただけます。 URL：https://www.fuji-keizai.co.jp/press/ 
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出典：株式会社富士経済プレスリリースより
http://www.fuji-keizai.co.jp/press

https://www.fuji-keizai.co.jp/report/detail.html?code=172101824
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https://www.fuji-keizai.co.jp/press/
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出典：「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（2021年6月18日改
訂版）」・「(5)自動車・蓄電池産業」より関連部分抜粋　
https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005-3.pdf
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社長メッセージ

平素より、トヨタのクルマをご愛顧いただいております
お客様、株主の皆様、ビジネスパートナーの皆様、地域
の皆様のご支援を賜り、誠にありがとうございます。

約100年前、米国に1,500万頭いたとされる馬は、
現在では1,500万台の自動車に置き変わりました。
いまはその時と同じか、それ以上のパラダイムチェ
ンジを迎えているのではないでしょうか。まさに、

自動車業界は「100年に一度の大変革の時代」に入っ
ていると、日々実感しています。

「電動化」「自動化」「コネクティッド」「シェアリン
グ」などの技術革新は急速に進み、新しい競争ルール
で、新しいライバルたちと、「勝つか負けるか」ではな
く、「生きるか死ぬか」の闘いが始まっています。

Mobility for All

私は、トヨタを「自動車をつくる会社」から、「モビ
リティカンパニー」にモデルチェンジすることを決
断しました。すなわち、世界中の人々の「移動」に関
わるあらゆるサービスを提供する会社になるという
ことです。

2年ほど前、あるパラリンピアンの方から言われた
言葉が、私のモビリティに対する考え方に大きな影
響を与えました。「私は自動車事故で未来を奪われ、
車を恨んでいました。でも今日、トヨタがパラリン
ピックの支援をすると聞いて、これからの私の未来
をつくるのも車だと思いました」。そして、国際パラ
リンピック委員会前会長であり、現在はトヨタの社
外取締役を務めているクレイヴァン氏からは、「障が

いのある方が、より社会に参加するためには、移動の
自由が鍵を握る」と教わりました。

こうした出会いを通じて、私は「モビリティによって、
すべての人に移動の自由と楽しさをお届けすること。
“Mobility for All”をめざすことこそが、自動車会社
がやるべきこと」だとの考えをさらに強めました。

そして、私たちが忘れてはいけないもう一つの軸は、
それが愛の付くモビリティであることです。「愛車」
と呼ばれるように、クルマには愛が付きます。自動
車会社出身であるトヨタのモビリティには、必ず愛
が付くことにこだわっていきたいと思います。

100年に一度の大変革の時代を生き抜くために
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持続的成長を支える
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社長メッセージ

「築き上げてきたリアル」と「バーチャル」

2018年の年初、ラスベガスで「e-Palette Concept」、
東京で「GRスーパースポーツコンセプト」を発表し
ました。一方はモビリティサービス、他方はFun to 

Driveと、全く性格の異なるモデルですが、どちらも
最先端の電動化・自動運転技術に加え、コネク
ティッド技術が搭載された次世代のモビリティです。
これらはまだコンセプトモデルですが、6月に日本
で発売した新型「クラウン」、「カローラスポーツ」
といった市販モデルもコネクティッド技術を搭載し
ており、コネクティッドカーの「普及」に本気で取り
組んでいます。トヨタは、そのための「トヨタコネク
ティッド」や、自動運転の先端研究を行う「トヨタリ
サーチインスティテュート」といったバーチャルな
世界を開拓していく会社も持っています。

未来のモビリティも、普及モデルも、すべてはお客様
に寄り添い、お客様の声を伺うなかから生まれます。
しかし、お客様との接点は、一朝一夕につくれるもの
ではありません。お客様に向き合い続けたからこそ、
実現できる世界があるとあらためて感じています。

クラウンやカローラなど、長年にわたってお客様に愛
されるロングセラーをつくり続けてきたリアル。トヨ
タ生産方式によって、「より良いものを、より安く、よ
り多くのお客様に」お届けしてきたリアル。私自らが、
クルマを愛する仲間とともに、世界の道を走り込み、
命をかけて、安全・安心でエモーショナルなクルマを
つくり込んできたリアル。これらはすべて、リアルの
世界で、現地現物で積み上げてきたものです。

こうしたリアルとバーチャル、両方の世界を持って
いることが、これからのトヨタの強みになると思っ
ています。

今後も、リアルの世界で積み重ねてきた自分たちの
強みを活かしながら、バーチャルな世界を切り拓い
ていくことで、未来に向けた新たな強みをつくり上
げたいと思っています。

トヨタグループ一体となり、未来に挑戦

私は、トヨタの変革にブレーキをかけるものがある
とすれば、それは過去の自分たちの成功体験だと
思っています。

トヨタには、グローバル1,000万台のフルラインナッ
プメーカーとなるなかで、いつの間にかつくられた、
仕事の優先順位がありました。例えば、新興国よりも

3
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先進国、商用車よりも乗用車といったものです。こう
した優先順位は、過去の台数規模や利益によって付
けられたものであり、未来の成長を保証するものでは
ありません。私は「どの車種、どの地域についても、
最優先に考える人がいて欲しい」と考えています。未
来の成長につながる事業や地域の優先順位を上げて
取り組むために、「ホーム＆アウェイ」の視点で、グ
ループ全体の事業を見直しています。

トヨタ単体ではなくグループの総力を結集し、「ホー
ム」として強みを持つ会社を見極め、生産性を向上
させることで、グループ全体の競争力を強化してい
きたいと考えています。

本年6月に発表した、「トヨタとデンソー両社の主要
な電子部品事業をデンソーに集約」すること、およ
び「アフリカ市場におけるトヨタの営業業務の豊田
通商への移管を検討」することは、いずれも「ホーム
＆アウェイ」を体現する取り組みの一つです。

電子部品も、アフリカ市場も、未来のモビリティ社会
にとって極めて重要な分野です。だからこそ、「ホー
ム」の会社に集約し、グループとしての優先順位を
上げて取り組みます。「グループ全体が一体となっ
て、競争力を強化しなければ、トヨタグループに未来
はない。内なる闘いをしている暇はない」という危
機感を持って取り組んでいきます。

未来のモビリティ社会をつくるために
ただし、すべてをトヨタグループのなかだけででき
るとも思っていません。そのことを裾野の広い自動
車産業で生き抜いてきた私たちは、深く理解してい
るつもりです。モビリティカンパニーに生まれ変わ
るためには、これまで以上にいろいろな人の力を借
りることも必要だと思っています。

ある方から、「これからの時代に求められる思考と行
動」について教えていただきました。行動の指針は、
「前例踏襲」ではなく、「スピードと前例無視」。求め
られるリーダーシップは、「根回し」ではなく、「この
指とまれ」だそうです。

本気で未来のモビリティ社会をつくりたいと思うから
こそ、従来の枠組みにとらわれることなく、「この指と
まれ」で仲間を募り、それぞれの強みを活かしながら、
未来に向けた挑戦を続けていきたいと思います。

100年に一度の大変革の時代を生き抜くため、私は
自ら先頭に立って従業員と闘っていく所存でござい
ますので、皆様の変わらぬご理解、ご支援をお願いい
たします。

2018年10月
トヨタ自動車株式会社  取締役社長

社長メッセージ
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モビリティカンパニーへのフルモデルチェンジに向けて
企業情報

平素より、トヨタのクルマをご愛顧いただいておりますお客様、株主の皆様、ビジネスパートナ
ーの皆様、地域の皆様のご支援を賜り、誠にありがとうございます。

これまでトヨタは、自動車産業という、確立されたビジネスモデルの中で成長を続けてきまし
た。しかし今、「CASE 」と呼ばれる技術革新によって、クルマの概念そのものが変わろうとし
ています。そして、クルマの概念が変われば、私たちのビジネスモデルも変えていかなければな
りません。

※ CASE ： Connected（コネクティッド）、Autonomous／Automated（自動化）、Shared（シェアリング）、
Electric（電動化）の4つの頭文字をつなげた言葉で、この新しい領域での技術革新が、クルマ、ひいてはモビリティ
や社会のあり方を変えていくと想定されています。

CASEの時代に合わせたビジネスモデルの転換

例えば「電動化」を進めるにあたり、原点に立ち戻り、トヨタが取り組むべきことは何なのか考
えました。

環境技術は普及しなければ地球環境改善に役立つことはできません。そう考えた時に、これまで
とは違う発想が必要になります。

乗用車や個人向けにこだわらず、商用車や官公庁、法人から広げていく。単独開発にこだわら
ず、仲間と共同で開発する。特許を囲い込むのではなく、開放して仲間を増やす。クルマだけで
はなく、使い方とセットでシステムを売る。

※
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つまり、これまでの発想を転換し、より幅広く、よりオープンに、より良い社会への貢献を追求
することが、新しいビジネスモデルにつながるのではないか、との考えに至りました。

これから先は人々の暮らしを支える全てのモノ、サービスが情報でつながり、クルマを含めた町
全体、社会全体という大きな視野で考えること、すなわち、「コネクティッド・シティ」という
発想が必要となります。

「街全体で暮らしの新たな価値を創造する」という目的を共有し、一緒に「街づくり」を進める
ため、今年5月、パナソニック株式会社と新しい合弁会社の設立に向けた契約を締結しました。両
社の住宅事業を核としながら、クルマやコネクティッド事業を持つトヨタと、家電や電池、IoT事
業を持つパナソニック両社の強みを持ち寄り、新たな生活スタイルの提供にチャレンジしていき
たいと思います。

「人」が中心の未来に向けて

「コネクティッド・シティ」の発想で考えた時、これからの時代、トヨタ単独、クルマ単体では
生きていけません。強みを持ち寄り、ともに競争力を高め合いながら協調できる「仲間」が必要
です。また、CASEの進展とともに、時代は急激に「自動化」に向かって進んでいます。

この「仲間づくり」すなわち「アライアンス」の時代、そして「自動化」の時代を生き抜くため
のヒントは、トヨタの原点であるTPSにあると思います。

トヨタのルーツである、豊田佐吉が発明した自動織機の最大の特徴は、糸が切れたら自動的に止
まることです。このベースには、不良品を出さないということはもちろん、人間を機械の番人に
しないという考え方があります。これをトヨタでは「ニンベンのついた自働化」と呼んでいま
す。

また、クルマづくりに挑戦した豊田喜―郎は、この「ニンベンのついた自働化」に、「必要な時
に必要なものを必要なだけ作る」という「ジャストインタイム」の考え方を加えました。
お客様の期待を少しだけ先回りするという、製造業の究極のおもてなしです。

このように、TPSの2つの柱である「ニンベンのついた自働化」と「ジャストインタイム」のいず
れにも共通するのが、「人」を中心に置くという考え方です。

自動化が進めば進むほど、それを扱う「人間」の力が試されると思います。人が進歩しない限り
機械の進歩はなく、機械に負けない技能、センサーを超える感覚を持った人を育てるというのが
トヨタの基本です。

また、仲間づくりをするのにも「人間」の力が必要です。仲間づくり、すなわちアライアンスは
資本の論理や数の論理でつながることではありません。「志」「共感」「信頼」で結ばれた人間
同士がつながることが、ともに未来を作るために必要なことだと考えます。

「人づくり」にとことんこだわる

「モノづくりは人づくりから」トヨタは常にこの考えのもと、人材育成に取り組んできました。
100年に一度の大変革の時代、私は改めて、トヨタの「人づくり」にとことんこだわっていきた
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2019年12月
トヨタ自動車株式会社 取締役社長

トップメッセージ トップ

モビリティカンパニーへのフルモデルチェンジに向けて ： 豊田 章男

いと思います。

本年秋の労使の話し合いの場で、私は、これからの時代を生き抜くために必要不可欠な2つの
「力」について、次のように話をしました。

1つ目は、トヨタにしかないオリジナルの競争力、すなわち「TPS」と「原価を作り込む力」で
す。

喜一郎をはじめ、トヨタのリーダーズは、「お国のために」「お客様のために」「自分以外の誰
かのために」という気持ちで、もっといいクルマづくりに愚直に取り組んできました。

常に「何のためにやるのか」を考え、ベターベターの精神でやり方を変えていくことは、TPSの
精神そのものであり、トヨタがずっと大切にしてきた価値観です。この価値観を取り戻すこと
が、「トヨタは大丈夫」という慢心を取り除くことにもなると考えています。

2つ目は、相手の立場や考えを理解、尊重し、巻き込む「人間力」です。
私が「豊田綱領」を解説し、「創業の精神」に立ち返ろうと呼びかけた背景は、これからの時代
を生き抜くために必要な「人間力」がそこに記されていることを伝えたかったからです。

これらの「競争力」「人間力」を身につけた人材は、現場でこそ育つと考えます。今こそ「現場
主義」を取り戻し、未来をつくる人材を育てるため、全力で取り組んでまいります。

私たちの未来にご期待いただくとともに、引き続き、皆様方のご支援をお願いいたします。

関連コンテンツ
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出典：トヨタ自動車アニュアルレポート2018社長メッセージより
https://www.toyota.co.jp/pages/contents/jpn/investors/library/annual/pdf/2018/ar2018_1.pdf
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https://global.toyota/jp/company/messages-from-executives/
https://global.toyota/jp/company/messages-from-executives/details/
https://global.toyota/jp/company/messages-from-executives/
https://global.toyota/jp/company/messages-from-executives/details/
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出典：トヨタ自動車「～トヨタのチャレンジ～EVの普及を目指して」より関連資料
https://release.nikkei.co.jp/attach_file/0511600_01.pdf



1

モビリティーメーカーの重要な課題のひとつであるCO2 削減のために、

Hondaはいち早く、さまざまな角度からクルマへの ｢電動化技術の導入｣に取り組んできました。

この技術を採り入れた電動車＊のうち、ハイブリッド車については、

今後もさらなるラインアップの拡充をめざします。

またいわゆるゼロ･エミッション･ビークルも、燃料電池自動車（FCV）に続き、

電気自動車（EV）の本格普及に向けた開発を急ピッチですすめています。

そしていま、電動車を世界に普及させるための大きな役割を担うと

私たちが考える一台、次世代プラグインハイブリッド車（PHEV）が誕生します。

ハイブリッド車の技術をさらに進化させ、従来の PHEVを大きく超えるEV走行性能を持つ

この一台を加えた電動車ラインアップを、世界各国･各地域のエネルギー事情や

インフラにあわせて開発 ･投入することにより、Hondaは 2030年に、

四輪車グローバル販売台数の 3 分の2 を電動化することを目標としています。

２０３０年､ Hondaは世界で販売する四輪車の
３分の２を電動化することをめざします｡

＊ 電動車：ハイブリッド車、燃料電池自動車（FCV）、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）

資料1-1-10
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出典︓本田技研工業より
https://www.honda.co.jp/factbook/auto/CLARITY-PHEV/201807/P01.pdf



ニュースイッチ TOP > クルマ‧鉄道‧航空 > デンソーの「CASE」シフトが止まらない

デンソーの「CASE」シフトが止まらない

2020年01月01日 クルマ‧鉄道‧航空

デンソー公式ホームページより

デンソーは１月１日付で自動運転やコネクテッドカー（つながる車）を手がける専門部署を

新設する。競争が激化するＣＡＳＥ（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）領域

の競争力を高める狙い。専門部署で全社のＣＡＳＥ戦略に横串を通し、開発‧営業の効率化に

つなげる。

自動運転ではＭａａＳ（乗り物のサービス化）分野の深耕を軸足に置く「先進モビリティシ

ステム事業開発部」を新設する。社長直轄の組織とし、同分野のシステム開発や事業化に向け

た戦略の立案、営業を担当する。

0 1

    ニュース 特集 記者・編集者 広告掲載のご案内 ニュースイッチについて
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キーワード

コネクテッド関連では市場のニーズ発掘や新規受注の拡大を図るため、営業グループ内に

「コネクティッド営業推進室」を新設。コネクテッドシステムに必要な技術開発機能を集約し

た「コネクティッドシステム事業推進部」も設置する。

デンソーはＣＡＳＥへの対応力を強化し、開発を加速している。２０２５年までに全世界の

ソフトウエア開発人材を、現状比約３割増の１万２０００人にすることを公表。世界各地の拠

点を活用し、２４時間体制で大規模ソフト開発を行えるようにする。ＣＡＳＥ向け中核部品の

開発にも力を入れており、１７年度から３年間で約５７００億円を投資した。

日刊工業新聞2020年1月1日

デンソーがソフト開発、24時間体制へ

出典：日刊工業新聞2019年10月25日

デンソーは２０２５年までに全世界のソフトウエア開発人材を、現状比約３割増の１万２０

００人にする。自動車業界の新たな技術潮流「ＣＡＳＥ（コネクテッド、自動運転、シェアリ

ング、電動化）」への対応力を強化し、開発を加速させる。世界各地の拠点を活用し、２４時

間体制で大規模ソフトウエア開発を行えるようにする。

２４日に開幕した「第４６回東京モーターショー」の会見で、有馬浩二社長が明らかにし

た。現在は約９０００人がＣＡＳＥに関わるソフトウエア開発に携わる。今後、インドやベト

ナムをはじめとした世界中の拠点で人材を拡充する方針だ。

電動化に関わる２５年頃までの技術目標も公表した。例えば暖房で電力を多く使う冬期や、

バッテリーを冷却しにくい夏場などを想定し、電気自動車（ＥＶ）の航続距離を２５％、バッ

テリー寿命を２０％延長し、充電時間を３分の１に短縮する。ＥＣＵ（電子制御ユニット）な

どから発生する熱を効率的に制御、活用する「熱マネジメント」技術で実現を目指す。

有馬社長はＣＡＳＥで重要なキーデバイス領域で「１７年度からの３年間で約５７００億円

を投資した」とアピール。「ＥＶだけでなく電動車に全方位で取り組む」と力を込めた。

設置趣旨（資料）ー171出典︓日刊工業新聞社
https://newswitch.jp/p/20576
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経済産業省「第 2 回 モビリティの構造変化と 2030 年以降に向けた自動車政策の方向性に

関する検討会(2020 年 9 月 14 日)」資料 

Ⅰー１．日本経済を支える自動車産業 
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出典︓経済産業省　「モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検討
会第２回（2020年9月14日）」資料より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility_kozo_henka/002.html



ニュースイッチ TOP > クルマ‧鉄道‧航空 > トヨタ、エンジン開発から1000人を「CASE」に配置転換

トヨタ、エンジン開発から1000人を「CASE」に配置転換

2019年08月29日 クルマ‧鉄道‧航空

豊田章男社長

トヨタ自動車は２０２１年にも、エンジンの開発‧設計に携わる人員１０００人規模を新技術の開発部

門に配置転換する方針を固めた。ＣＡＳＥ（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）と呼ぶ次

世代自動車技術の開発体制を拡充、同分野に人的資源を集約する。ＣＡＳＥをめぐっては米グーグルなど

異業種が攻勢を強めており、開発競争が激化している。トヨタは開発体制の強化を急ぐ。

エンジンの設計や先行開発を担当する本社部門（愛知県豊田市）と、東富士研究所（静岡県裾野市）の

人員を次世代技術の開発部門に移管する。１８年から配置転換に着手しており、すでに一部が異動したも

よう。２１年をめどに１０００人規模を移す計画だ。エンジンの設計‧開発機能は維持するが、電動化の

進展を踏まえ開発リソースを最適化する。

3 33

    ニュース 特集 記者・編集者 広告掲載のご案内 ニュースイッチについて
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キーワード

#トヨタ #異業種 #人員 #コネクテッド #エンジン #拡充 #トヨタZEVファクトリー #次世代技術

関連する記事はこちら

７月には電気自動車（ＥＶ）や燃料電池車（ＦＣＶ）の開発‧製造を担う「トヨタＺＥＶファクトリ

ー」の人員を約２９０人から２０００人規模に増員する方針を示したほか、２３年度に全面稼働する愛知

県内の新研究施設では約３３００人体制とする計画。ＣＡＳＥ対応に向けて人員の拡充を加速している。

異業種のＩＴ企業などは潤沢な資金をテコにＣＡＳＥの開発を加速。トヨタは１９年度に１兆１０００

億円の研究開発費を計上するが、異業種はこれを大きく上回る。トヨタは人的資源の充実など総合力で、

次世代技術の覇権争いに挑む。

トヨタは６月、ハイブリッド車（ＨＶ）やＥＶなど電動車の世界販売台数を３０年に５５０万台以上と

する目標の５年前倒しを発表。自動運転では日米に加え、欧州でも公道走行テストを始める。ＣＡＳＥ関

連事業を急拡大しており、技術開発の推進には人員の拡充が不可欠と判断した。

日刊工業新聞2019年8月28日

トヨタが初の3気筒ガソリンエンジンを投入へ

2017年03月14日 クルマ‧鉄道‧航空

豊田章男の後継者は1000人以上

2016年11月08日 クルマ‧鉄道‧航空
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出典︓日刊工業新聞社
https://newswitch.jp/p/19001
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出典︓リクルート株式会社第 38 回 ワークス大卒求人倍率調査（2022 年卒より
）https://www.works-i.com/research/works-report/item/210427_kyujin.pdf
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出典︓株式会社マイナビ「2021年卒企業新卒内定状況調査」資料
https://saponet.mynavi.jp/news/news_file/file/2021_naiteijoukyou-2.pdf
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